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第 1章 インターネット資源に関する概説、概況 
 
1 インターネット資源に関する概説、概況 
 
1-1 ドメイン名 
 
1-1-1 ドメイン名の種類と性質 
 
インターネットに接続された機器の識別には IP アドレスが使われるが、この IP アドレス
は数字の羅列であり、そのままでは人間にとっては少し使いにくい。それを解決するため

に IPアドレスと対応させた名前を付けて、その名前を用いて通信を行う方法が考え出され
た。その名前がドメイン名であり、機器同士の通信を可能にするために、ドメイン名は世

界中で一意(unique)である必要がある。 
 
ドメイン名は、トップレベルドメイン（TLD）を基準として分類すると、分野別トップレ
ベルドメイン（generic Top Level Domain: gTLD）と、国コードトップレベルドメイン
（country code Top Level Domain: ccTLD）に大別される。 
 
gTLDは本来分野別に割り当てられたTLDであり、一般的に登録者の居住する地理的制限無
しに世界のどこからでも登録することができる1。現在gTLDは、従来からある.com / .net 
/ .org などに 2001年以降新たに 16種類が加わり、計 19種類存在する（2007年 2月時点）。
この 16の新gTLDのうち、.museum / .aero / .coop / .jobs / .travel / .mobi / .cat /.asia の 8
つは「スポンサー付きTLD」（sponsored TLD: sTLD）と呼ばれ、それぞれの業界・分野を
代表するスポンサー組織が定める方針の下、関係メンバーのみに登録が制限されている。

こうした制限のないその他のgTLDは、「スポンサー無しTLD」（unsponsored TLD: uTLD）
と呼ばれていて、.com/.net./.orgなどの従来から馴染みのあるgTLDは、スポンサー無しの
gTLDである。 
 
一方、ccTLDは、ISO（国際標準化機構）のISO3166-1 リストで規定されている 2 文字の
国コードをもとにして2各国・地域に割り当てられたTLDであり、現在 250 種類3存在する

（2007年 2月時点、.su/旧ソビエト連邦など削除予定のものも含む）。ccTLDは、各国・地
域の事情や管理機関の方針によりその性質はさまざまであるが、大きく分類すると、登録

を国・地域内に限定しているccTLD（.jp / .au / .usなど）と、全世界からオープンに登録で
                                                  
1 .edu / .gov / .milについては、歴史的経緯により米国内の（もしくは米国を中心とした）関係者/組織に使
用が限定されている。 
2 これはあくまで原則であり、UK（本来ならばGB）などの例外も存在する。 
3 .euの追加やセルビア・モンテネグロの分離など、状況の変化に併せ適宜増減している。 
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きるccTLD（.tv / .to / .ccなど）に分けることができる。 
 
gTLDとccTLDの他に、インターネットインフラ用のトップレベルドメイン（Infrastructure 
TLD）が存在するが、これはユーザの登録対象とはなっていない。 
 
 

表1： ドメイン名の種類 
 

gTLD ccTLD Infrastructure 
TLD 

《従来からある gTLD》 

.com（商業組織用） 

.net（ネットワーク用） 

.org（非営利組織用） 

.edu（教育機関用） 

.gov（米国政府機関用） 

.mil（米国軍事機関用） 

.int（国際機関用） 

《新 gTLD》 

.info（制限なし） 

.biz（ビジネス用） 

.name（個人名用） 

.pro（専門家用） 

.museum（博物館、美術館等用） 

.aero（航空運輸業界用） 

.coop（協同組合用） 

.jobs（人事管理業務関係者用） 

.travel（旅行関連業界用） 

.mobi（モバイル関係用） 

.cat（カタロニアの言語／文化コ

ミュニティ用） 

.asia（アジア太平洋地域の企業／

個人／団体等用） 

 

.jp（日本） 

.au（オーストラリア） 

.kr（韓国） 

.uk（イギリス） 

.us（米国） 

.de（ドイツ） 

.ca（カナダ） 

.cc（ココス諸島） 

.to（トンガ） 

.tv（ツバル） 
・ 

・ 

・ 

・ 

 

.arpa 
e164.arpa 

ip6.arpa 

in-addr.arpa 
 
（いずれも 
インターネット 
インフラ用） 
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1-1-2 ドメイン名の登録状況 
 
現在、全世界におけるドメイン名の登録総数は約 1 億 1200 万件以上になっている4。これ

は昨年よりも 1.5倍ほど多い数字である。そのうちの約半数を占めるのが.comであり、2006
年 10月時点での登録数は約 5,700万件となっている。割合としては昨年からさほど変わっ
ておらず、ドメイン名全体の登録数の増加に応じ、.comの登録数も増加した形である。 
 
その他、登録数の多い大規模な TLDとしては、.de（ドイツ）、.net、.uk（イギリス）、.org
などが挙げられる。依然として根強い人気の.com を除くと、.de の登録数が gTLD を含め
た中でもかなり突出しており、3位の.netの 2倍近い登録数となっている。また、.deは.com
に続いて、登録数 1000万件の大台を突破した 2番目の TLDとなった。.deはドイツに割り
当てられた ccTLDであるが、登録にあたっての制限が緩く、世界中に登録をオープンにし
ている点が特徴的である。また、ISPなどと提携してユーザのドメイン名登録にも力を入れ
ている。.deが世界第 2の登録数を誇る要因には、この点が大きく影響しているものと思わ
れる。 
 
また、今年新たに登録が開始された.euの躍進振りも目覚ましい。事前登録の段階で 200万
件近い登録を集め、2007年 2月時点では約 250万件の登録数となり、.ukに続いて ccTLD
の中では 3位の登録数を誇るまでとなった。 
 
新 gTLDの中では.mobiが順調に登録数を伸ばしている。まだ登録開始後数か月しか経って
いないため、この増加ペースがどこまで続くのかは不明だが、これまで導入された新 gTLD
の中では、かなり好調な滑り出しと言える。また、.infoに関しては、2005～2006年度の落
ち込みから回復して以降、比較的堅調な推移を見せている。一方、新 gTLD の中でも比較
的狭い範囲を登録対象とした.aero、.coop、.proなどに関しては、数千件程度の登録数で横
ばいの状況である。従来からある.com / .net / .orgについては、2001年 10月前後をピーク
に一時減少傾向が続いていたが、2003年以降は再び増加傾向に転じ、現在に至っている。 
 
 
 
 

                                                  
4 出典：“Registrar Connections December 2006” 
http://www.verisign.com/Resources/Naming_Services_Resources/Registrar_Connections/page_040385.
html 
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表2： gTLD別登録数ランキング （2006年 10月現在）5 
順位 gTLD  登録数 

1 .com （商業組織用） 57,227,540   
2 .net （ネットワーク用） 8,525,878   
3 .org （非営利組織用） 5,410,804   
4 .info （制限なし） 3,665,873   
5 .biz （ビジネス用） 1,593,222   
6 .name （個人名用） 376,621   
7 .mobi （モバイル関係用） 222,141     
8 .travel （旅行関連業界用） 20,970     
9 .cat （カタロニア言語／文化用） 18,423     

10 .coop （協同組合用） 6,190     
11 .pro （専門家用） 4,904   
12 .aero （航空運輸業界用） 4,219    
13 .museum （博物館、美術館等用） 2,855   

※データが公開されていない.edu/.gov/.int/.milは除く。 
 
 

表3： ccTLD別登録数ランキング （2007年 2月現在）6 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
5 登録数データは各レジストリ（またはスポンサー組織）がICANNに提出する月間報告書< 
http://www.icann.org/tlds/monthly-reports/>に基づくが、報告書の公開が数ヶ月遅れとなるため、2006
年 10月時点（.aeroについては 2006年 9月時点、.museumについては 2005年 12月時点）のデータが最
新のものとなっている。 
 
6 登録数データは各レジストリの公開データに基づく。 

順位 ccTLD 国/地域 登録数 
1 .de （ドイツ） 10,422,702    
2 .uk （イギリス） 5,522,104    
3 .eu （欧州連合） 2,489,027    
4 .nl （オランダ） 2,226,935    
5 .cn （中国） 1,803,393    
6 .it （イタリア） 1,303,018    
7 .us （米国） 1,185,403    
8 .be （ベルギー） 1,074,369    
9 .br （ブラジル） 1,035,909    
10 .ch （スイス） 889,456    
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1-2 IPアドレス、AS番号  
 
1-2-1 IPアドレス 
 
IPを使用してインターネットに接続するコンピュータを識別するための番号が、IPアドレ
スである。「IP」とは「Internet Protocol」の略であり、インターネットで用いられる、OSI
のネットワーク層に対応するプロトコルである。現在広く用いられている IP は、「バージ
ョン 4(IPv4)」と呼ばれるものであるが、アドレスの空間を大幅に拡張した「バージョン
6(IPv6)」の利用も進んできている。 

 
IPアドレスは、ネットワークに接続された機器のインターフェース毎に割り当てられる。IP
のバージョン毎に特に区別する際は、IPv4アドレス、IPv6アドレスと呼ぶこととなる。IPv4
は 32ビットのアドレス空間（232個のアドレス）を持つが、IPv6は 128ビットのアドレス
空間（2128個のアドレス）を持つ。 
 
1-2-1-1 IPv4アドレス 
 
前項で述べた通り、IPv4アドレスは 32ビットのアドレス空間を持つ。2進数では 32桁の
数字（0か 1）で表されるので、IPv4アドレスの総数は 232個となり、10進数表記すると、
約 43億個7となる。IPv4アドレスの表記は、一般に、8ビットごとに 4つに区切って 10進
数に直し、ピリオドで区切った表記が用いられる。 
例えば、11000000101010000000000000000001は、192.168.0.1と表記される。この表記
で表すと、IPv4アドレスの範囲は 0.0.0.0から、255.255.255.255までということになる。 
 
IPv4アドレスには、プライベートアドレスとグローバルアドレスという 2つの概念がある。
前者はインターネットに直接接続されていないネットワークで自由に使って良いとされる

アドレスであり、それ故に複数の利用者間で重複があっても問題はない。一方、後者はイ

ンターネットに直接接続されているネットワークで、コンピュータを一意に識別するため

に付けられるアドレスであり、それ故に複数の利用者間での重複は許されない。グローバ

ルアドレスの一意性を保つことは、IPアドレス管理組織の重要な役割8である。 
 
IPv4 アドレスは、ネットワークを識別する部分（ネットワーク部）と、そのネットワーク
内のホストを識別する部分（ホスト部）に分かれている。以前はこの境界を IPv4アドレス
の上位の数ビットによって決定する方式が採られていた。これがクラスと呼ばれる概念で

                                                  
7 正確には、232=4,294,967,296個となる。 
8 IPアドレス管理の構造については、2-1-3で詳しく述べる。 
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ある。 
 
クラスはその規模によって、主に「クラス A」「クラス B」「クラス C」に分けられる。これ
らを 10 進数のアドレスで表記した場合、それぞれのクラスの上位ビット、アドレス範囲、
ネットワーク部のビット数と利用できる最大ホスト数は以下の表のようになる。 

 
表4： クラスフルの割り当て 

クラス 上位ビット アドレス範囲 
ネットワーク部のビット数 

（ホスト数） 
A 0 0.0.0.0 - 127.255.255.255 8ビット(16,777,216) 
B 10 128.0.0.0 - 191.255.255.255 16ビット(65,536) 
C 110 192.0.0.0 – 223.255.255.255 24ビット(256) 
 
このような方式を「クラスフル」と呼ぶ。以前は、ネットワークの規模すなわちネットワ

ークに接続されるコンピュータの数に応じ、クラスのアドレスが分配されていた（これを

「クラスフル」の割り当てという）しかし、この方式は世の中のネットワークの規模をあ

まりに大雑把に分けており、実際には膨大な余剰アドレスを生む原因となった。同時に、

この方式で分配を続けると、早期にIPv4アドレスが枯渇してしまうのではという懸念9も生

じた。 
 
そこで現在では、8ビットごとという単位に縛られることなく、任意のビットでネットワー
ク部とホスト部の境界を定めることができる「クラスレス」と呼ばれる技術が用いられる

ようになった。クラスレスでは、ネットワーク部のビット長（プリフィクス長という）を

明示する必要があるため、アドレスのあとに / で区切ってプリフィクス長を表記する。 
 

表5： クラスフル表記の例 
192.168.0.0/28 ＝ 192.168.0.0～192.168.0.15 （16ホスト） 
→ネットワーク部 28ビット、ホスト部 4ビット 
 
192.168.0.0/27 = 192.168.0.0～192.168.0.31（32ホスト） 
→ネットワーク部 27ビット、ホスト部 5ビット 
 
この技術によってネットワークの規模に応じた適切なアドレスの分配ができるようになり、

クラスフルの概念は過去のものとなった。現在 IPv4アドレスはクラスレスの考え方によっ

                                                  
9 このクラスに基づいた割り振りだと、最大でもクラスAで 128組織、クラスBで最大 16,384組織、クラ
スCで最大 2,097,152組織の、合計最大 2,113,664組織にしかIPv4アドレスを割り振れないこととなる。 
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て分配されており、IPv4アドレスの節約に大きく貢献している。しかし 2005年前後から、
IPv4 アドレスの枯渇時期についての予想及びその分析が各方面から発表されるようになり、
再び IPv4アドレスの枯渇が現実感を帯びて語られるようになった。このことについては第
3章で詳述するので参照されたい。 
 
以下に IPv4アドレス割り振り量が多い上位 10ヶ国を示す。詳細については第 4部の参考
資料に詳しくまとめているので、そちらもあわせて参照いただきたい。 
 

図1： IPv4割り振り量上位 10ヶ国 
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1-2-1-2 IPv6アドレス 
 
IPv6アドレスは 128ビットからなるアドレスであり、単純計算ではおよそ 43億の 4乗個
のアドレスが利用可能となる。32ビットからなる IPv4アドレス（約 43億個）よりも格段
に多くのアドレスが利用可能であることがその最大の特徴である。 

 
IPv4 アドレスは 8 ビットごとに 4 つに区切って 10 進数に直し、ピリオド(.)で区切った表
記を行うが、IPv6アドレスではこの表記だと長くなり過ぎるので、16ビットごとに 8つに
区切って 16進数に直し、コロン(:)で区切った表記を行う。その際、連続して 0が続く場合、
表記を省略できるというルールがある。また、IPv4 と同様にプリフィクス長を表すための
「/」を使った表記も使われている。IPv6 アドレスで「/32」と表記した場合、ネットワー
ク部が 32 ビット、ホスト部が 96 ビットとなるので、ホスト数（アドレス数）としては、
296個となる。現在、一般のISPが受けるIPv6 アドレス割り振りで最も小さな単位がこの
「/32」である。 
 
当初、ISPからユーザへの割り当てサイズは一般的には「/48」とアドレス管理ルール（ア
ドレスポリシー）で定められていた。しかし個人ユーザや企業ユーザの別を問わず一律に/48
（280個）を割り当てることが果たして本当に妥当なのかという疑問が呈され、2006年には
このアドレスポリシーを変更する提案が出され、一部の地域では承認されている。このこ

とについては、IPv6アドレスポリシーの項で詳述するので参照されたい。 
 
以下に IPv6アドレス割り振り量が多い上位 10カ国を示す。詳細については第 4部の統計
資料をあわせて参照いただきたい。 
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図2： IPv6アドレス割り振り量上位 10ヶ国 
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1-2-2 AS番号 
 
「AS」とは「Autonomous System」の略であり、日本語では「自律システム」とも呼ばれ
る。AS は、統一された運用ポリシーによって管理されたネットワークの集まりであり、
BGP(Border Gateway Protocol)のような外部ネットワークとの経路制御を行うプロトコル
による管理対象となる。通常、規模の大きい ISP のネットワークは固有の ASを形成する。 

 
AS番号は ASに割り当てられた識別番号である。AS 番号は従来 2バイト（10進数で 0～
65535）の範囲で運用されてきたが、AS番号への需要の増加に伴い 4バイト（10進数で 0
～4,294,967,295）に拡張された。4バイト AS番号は 2007年 1月 1日から各 RIRで配布
が始まっており、既にいくつかの組織が拡張された 4バイト AS番号の割り当てを受けてい
る。 

 
4バイト AS番号は、現在の 2バイト AS番号のようにそのまま 10進数で表記すると桁数
が多くなってしまうため、[（上位 2バイトの 10進数表記）.（下位 2バイトの 10進数表記）]
のように、2 バイト毎に区切ってそれぞれをピリオド「.」でつなぐ表記方法が取られてい
る。このように表記すると、4バイト AS番号の範囲は 0.0から 65535.65535と表される。 

 
以下にいくつか例を示す。 

 
表6： 4バイト AS番号表記方法 

10進数表記 4バイト AS番号表記 
0 0.0 
23456 0.23456 
65535 0.65535 
65536 1.0 
63346 1.10 
4294967295 65535.65535 
 
従来の 2バイト AS番号で 23456と表記されたものは、4バイト AS番号表記では 0.23456
と表される。逆に、4バイト AS 番号表記で x.y と表されるものは、従来の 10 進数表記だ
と、65536*x+yとなる。 
 
以下に AS番号割り当て量が多い上位 10ヶ国を示す。AS番号の配布状況については、第 4
部の参考資料に詳しくまとめているので、そちらもあわせて参照いただきたい。 
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図3： AS番号割り当て上位 10ヶ国 
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1-3 ルートサーバ  
 
1-3-1 ルートサーバの性質 
 
ルートサーバとは DNS(Domain Name System)の最上位に存在し、「ルートゾーン」を管
理するネームサーバである。ルートゾーンとは、トップレベルの各ゾーンを管理するネー

ムサーバがどこに位置しているのかを管理しているゾーンのことで、ここには.jpや.comな
どの最上位のドメイン名(TLD)の DNSサーバとその IPアドレスなどが設定されている。 
 
このルートサーバは、DNSの仕組み上非常に重要なサーバであり、ドメイン名を利用する
際には必要不可欠な存在である。一般のユーザのほとんどは、Web サイトの閲覧やメール
の送受信など、インターネットを利用する際に IPアドレスではなくドメイン名を利用して
いると思われるが、実際の通信を行う段階では通信相手の IPアドレスを知ることが必要不
可欠であり、そのドメイン名と IPアドレスの対応関係を調べる（これを名前解決という）
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ために DNSは利用される。したがって、ルートサーバの存在はインターネットの運用にお
いても大変重要であると言える。 
 
ルートサーバが DNSの仕組みにおいて非常に重要な理由は、次の通りである。一般に名前
解決を行おうとするアプリケーション等のクライアントはまず自組織のネームサーバに問

い合わせを行うが、通常、ネームサーバは自分が管理を行っているゾーンについてしか正

しい答えを返すことが出来ない。DNSは分散型データベースであるので、各ネームサーバ
は自分が管理しているドメイン以外の情報は持っておらず、これは正しい挙動である。し

かし、これでは自組織以外についての名前解決が出来ないので、ネームサーバは自分が管

理しているドメイン以外に関する問い合わせが来た際には、IP アドレスとドメイン名の対
応を返答として返す代わりに、ルートサーバの名前と IPアドレスを返すのである。すると
次にクライアントはルートサーバに対して同じ問い合わせを行う。ルートサーバは、ルー

トゾーンの情報だけを管理しているので、直接問い合わせの答えを返すことは出来ないが、

各 TLDを管理しているネームサーバについては答えることが出来るので、問い合わせを行
ったドメイン名の TLD を管理しているネームサーバの名前と IP アドレスを返答として返
す。それを受け取ったクライアントは、次に TLDを管理しているネームサーバにまた同じ
問い合わせを行い、問い合わせを受けたネームサーバは、今度はその TLDにあるセカンド
レベルドメイン(SLD)を管理しているネームサーバの名前と IP アドレスを返答として返す。
このようにクライアントは次々と問い合わせを繰り返していき、最終的には目的の名前を

解決することが出来るようになっている。 
 
上記のような「自分が管理していないドメインに関する問い合わせに対しては、ルートサ

ーバの名前と IPアドレスを返答として返す」という挙動を実現するために、世の中に存在
する全てのネームサーバはルートサーバの名前と IPアドレスを設定したファイルをローカ
ルに持っている。これは分散型DBというDNSの仕組みの中で見ると、例外的ではあるが、
このようにローカルにルートサーバの情報を持っていないと「ルートサーバの名前を解決

するためにルートサーバに問い合わせる」「ルートサーバに問い合わせをしたいけれどルー

トサーバの IPアドレスがわからない」という一種のジレンマが発生してしまうためである。
したがって、自ドメイン以外の情報を管理する必要がない DNSの仕組みにおいてこのルー
トサーバの名前と IP アドレスを設定したファイルだけは別で、ルートサーバの IP アドレ
スが変更された場合などは、手動でこのファイルを更新する必要がある。 
 
ここまでの説明の通り、インターネット上で名前解決を行う際に、自ドメイン以外の名前

を解決する際には、必ずルートサーバへの問い合わせが必要となり、そのルートサーバか

ら順次下位のサーバに問い合わせを繰り返していくことで名前の解決が可能となっている。

そのため、ルートサーバは非常に重要であると同時に負荷が高く、その負荷を下げるため
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に DNSにはキャッシュという仕組みが採用されている。各ネームサーバやクライアントは
一度問い合わせを行ったらその結果をしばらく保存しておき、同じ問い合わせが発生した

場合には、保存してある結果を利用して実際には問い合わせのための通信を行わないよう

になっている。このキャッシュという仕組みによって、ルートサーバを初めとした各ネー

ムサーバの負荷が下がり、より安定した DNSの運用が可能となっている。 
 
一方、安定性という意味ではルートサーバの運用が停止しないことも非常に重要で、上記

のキャッシュという仕組み上数時間程度なら特に大きな問題が起こらない可能性が高いと

はいえ、ルートサーバが停止すると最終的にはインターネット上の名前解決は自ドメイン

内を除いて出来なくなってしまう。 
 
そのため、ルートサーバは世界で 13用意されており、その全てが停止しない限り名前解決
が出来るように配慮されている。13のサーバは Aサーバ(a.root-servers.net)から順番にM
サーバ(m.root-servers.net)までアルファベット順に名前が付けられている。A サーバのデ
ータがマスターであり、Bから Mサーバまでの残りの 12のサーバは Aサーバのデータの
ミラーが置かれている。 
 
この 13という数字は DNSのプロトコルによる技術的制限の上限であり、かつては実際に
13台のサーバしか設置することが出来なかった。もっとも、13台しか設置できないと言っ
ても、実際に全てルートサーバが止まったことは一度もないわけではあるが、近年はさら

なる安定性の向上を目指して、IP Anycastなどの技術を利用することによってこの 13台と
いう制限はなくなっている。この IP Anycastという技術は、同一サービスを提供するノー
ドに同一の IPアドレスを割り当てる技術であり、技術的制限であるルートサーバとして 13
の IP アドレスしか設定できないという制限はそのままで、実際には 13 台以上のサーバを
稼働させることが出来るようになり、ルートサーバの稼働率をより高め、また各サーバの

負荷をより下げることが可能となった。 
 
また、13 台という制限が無くなったことにより、世界各地にルートサーバを設置すること
が出来るようにもなった。その結果各クライアントは（ネットワーク的に）距離の近いネ

ームサーバに対して問い合わせが出来るようになることから、応答性を高めるという目的

にも IP Anycastは一役買っている。 
 
なお、上記の IP Anycastなどの技術により各地にルートサーバが置かれるようにはなった
ものの、インターネットがアメリカ合衆国において発達した歴史的経緯から、ルートサー

バの大半はアメリカ国内に置かれている。ちなみに、日本国内においては以前からMサー
バがWIDE Projectにより運用されており、また近年では IP Anycastの導入によって、F
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サーバおよび Iサーバ、Jサーバ、Kサーバなどが日本国内でも運用されるようになってい
る。 
 
 
1-3-2 ルートサーバの配置状況 
 
2007年 2月時点でのルートサーバの配置状況は以下の通りとなっている。 
 

表7： ルートサーバの配置状況10 

サーバ オペレータ 所在地 IP アドレス 

A 
VeriSign Naming and 

 Directory Services 
Dulles VA 198.41.0.4 

B 
Information Sciences 

 Institute 
Marina Del Rey CA 

IPv4: 192.228.79.201 

IPv6: 2001:478:65::53 

C Cogent Communications 

Herndon VA; 

Los Angeles;  

New York City;  

Chicago 

192.33.4.12 

D University of Maryland College Park MD 128.8.10.90 

E 
NASA Ames Research 

 Center 
Mountain View CA 192.203.230.10 

F 
Internet Systems 

 Consortium, Inc. 

Ottawa; Palo Alto;  

San Jose CA; 

New York City; 

San Francisco; 

Madrid; Hong Kong; 

Los Angeles; Rome; 

Auckland; Sao Paulo; 

Beijing; Seoul; 

Moscow; Taipei; Dubai;

Paris; Singapore; 

Brisbane; Toronto; 

Monterrey; Lisbon; 

Johannesburg; 

IPv4: 192.5.5.241 

IPv6: 2001:500::1035 

                                                  
10 出典：http://www.root-servers.org/ 
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Tel Aviv;Jakarta; 

Munich;Osaka;  

Prague; Amsterdam; 

Barcelona; Nairobi; 

Chennai; London; 

Santiago de Chile; 

Dhaka;Karachi;Torino; 

Chicago; Buenos Aires;

Caracas 

G 
U.S. DOD Network 

 Information Center 
Columbus OH 192.112.36.4 

H U.S. Army Research Lab Aberdeen MD 
IPv4: 128.63.2.53 

IPv6: 2001:500:1::803f:235 

I 
Autonomica  

/NORDUnet 

Stockholm;  

Helsinki; Milan;  

London; Geneva;  

Amsterdam; Oslo; 

Bangkok; Hong Kong; 

Brussels; Frankfurt; 

Ankara; Bucharest; 

Chicago; 

Washington DC; Tokyo;

Kuala Lumpur; 

Palo Alto; Jakarta; 

Wellington; 

Johannesburg; Perth; 

San Francisco; 

New York; Singapore; 

Miami; Ashburn (US); 

Mumbai; Beijing  

192.36.148.17 
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J 
VeriSign Naming 

 and Directory Services 

Dulles VA 

(2 locations); 

Sterling VA 

(2 locations) 

Mountain View CA; 

Seattle WA; 

Atlanta GA; 

Los Angeles CA; 

Miami FL; 

Sunnyvale CA;  

Amsterdam; Stockholm;

London; Dublin; 

Tokyo; Seoul; 

Singapore; Sydney; 

Sao Paulo, Brazil; 

Brasilia, Brazil; 

Toronto, Canada; 

Montreal, Canada  

192.58.128.30 

K 

Reseaux IP Europeens 

 - Network 

 Coordination Centre  

London (UK); 

Amsterdam (NL); 

Frankfurt (DE); 

Athens (GR); 

Doha (QA); 

Milan (IT); 

Reykjavik (IS); 

Helsinki (FI); 

Geneva (CH); 

Poznan (PL); 

Budapest (HU); 

Abu Dhabi (AE); 

Tokyo (JP); 

Brisbane (AU); 

Miami (US); Delhi (IN); 

Novosibirsk (RU)  

IPv4: 193.0.14.129 

IPv6: 2001:7fd::1 
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L 

Internet Corporation 

 for Assigned Names 

 and Numbers  

Los Angeles 198.32.64.12 

M WIDE Project 

Tokyo; Seoul (KR); 

Paris (FR); 

San Francisco, CA 

IPv4: 202.12.27.33 

IPv6: 2001:dc3::35 
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第 2章 インターネット資源管理体制の現状及びそれに関する議論の動向 
 
2 インターネット資源管理体制の現状及びそれに関する議論の動向 
 
2-1 資源管理体制の全体像 
 
ドメイン名は IPアドレスやプロトコル番号などと同様に、インターネット上の論理資源の
一つであり、インターネット上で一意（unique）である必要がある。また、最近枯渇が叫
ばれることの多くなった IPv4アドレスほどではないが、ドメイン名もラベルに使用できる
文字数には技術上の制限があるなど取り得る文字列の組み合わせは有限であり、そういう

意味では有限の資源であるといえる。 
 
このうち、「インターネット上で一意である」ことは非常に重要なことであり、もし複数の

同一ドメイン名が存在しうる事態となってしまうと、通信相手はどちらを相手として通信

を行えばよいのかわからなくなってしまう。たとえば、同じドメイン名を持つWebサイト
が 2 つ存在するようなことが起これば、通信を行いたいサイトを特定する術がなくなって
しまい、ユーザは非常に混乱することになるだろう。 
 
このような理由から、インターネット上における資源管理に関しては、一元的に管理する

組織がどうしても必要であり、そのような管理を行っているのが ICANN(The Internet 
Corporation for Assigned Names and Numbers)である。ICANNは IPアドレスやプロト
コル番号などと同様に、ドメイン名も一元的に管理している。実際にドメイン名の管理を

行っている各 gTLD・ccTLDレジストリに対しては、ICANNから管理が委任されており、
その委任された権限に基づいて各レジストリは各 TLDを管理している。 
 
とはいえ、ICANNが当初からドメイン名の管理を行っていたわけではなく、ICANNが設
立される以前は、南カリフォルニア大学のジョン・ポステル氏を中心に、米国政府の援助

も受けつつも基本的に技術者や研究者のボランティアで運営されていた IANA(Internet 
Assigned Numbers Authority) がインターネット資源管理の責任を担っていた。しかし、
1990年代後半になるとドメイン名の登録数の爆発的増加にみられるようにインターネット
が急速に発展し、社会への影響力が非常に大きくなり、また NSF（全米科学財団）からの
委託を受けてドメイン名の管理を行っていた NSI（ネットワークソリューションズ社）に
対して「独占的」との批判が高まる状況となった。 
 
このような状況を受けてインターネットにおける資源管理のあり方についての議論が高ま

る中で発表された、米国政府による「インターネットの名前およびアドレスの技術的管理
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の改善についての提案（通称：グリーンペーパー11）」や、それに対するさまざまな批判や

意見を反映して再度米国政府が作成した「インターネットの名前およびアドレスの管理（通

称：ホワイトペーパー12）」の発表を経て、インターネットの資源管理については、新しい

非営利法人を作り、その法人の管理の元で民間主導・ボトムアップという方針に基づき管

理されていくことになった。 
 
この非営利法人が ICANN であり、IANA はその役割を ICANN に引き継ぎ、現在では

ICANNの資源管理における機能の名称としてその名前を残している。 
 
このように、インターネットの資源管理はカリフォルニア州の非営利法人である ICANNが
行っており、米国政府も民間主導の資源管理を認めているが、一方でインターネットが米

国政府の投資の元で成立したという主張は崩しておらず、インターネットの元々の管理権

限は米国政府が有しており、それを民間組織である ICANNに委譲するのだというスタンス
をとっている。 
 
事実、現在のルートゾーンの管理権限は米国商務省から ICANNに対して契約に基づき期限
付きで認められており、ルートゾーンの変更にあたっても商務省の最終承認が必要となっ

ている。もちろん、承認といってもあくまで形式的なものであり、実際に ICANN側が行お
うとした変更に対し商務省が承認しなかった例は聞かないが、一方で形式的とはいえルー

トゾーンの管理というドメイン名の管理における根本の部分に対して、米国政府が一定の

権限を今なお有しているのもまた事実である。 
 
ただし、インターネットの資源管理に関して、いつまでも米国商務省が権限を持つという

ことはなく、ICANNと商務省の間の覚書では最終的にICANNに管理権限を委譲することが
定められており、覚書中に定められている管理権限移管のための条件が整えばICANNに全
ての管理権限が移管されることが規定されている。逆に言えば条件が整わない限りは移管

されないということであり、事実両者の間の覚書は期限を延長する形でたびたび改訂され

ており、最新の改訂は 2006年 8月13に行われた。この最新の覚書では、2011年が新たな期
限として定められており、ICANNとしてはこの期日までに条件を整え、米国商務省からの
管理権限の移管を実現させるべく活動していくことになる。 
 
このように、インターネットの資源管理に関しては ICANNが階層構造の頂点に位置し、管

                                                  
11 「インターネットの名前およびアドレスの技術的管理の改善についての提案」 
http://www.nic.ad.jp/ja/translation/icann/bunsho-green.html 
12 「インターネットの名前およびアドレスの管理」 
http://www.nic.ad.jp/ja/translation/icann/bunsho-white.html 
13 http://www.icann.org/general/iana-contract-14aug06.pdf 
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理を行っているわけだが、実際のドメイン名の管理については、各 gTLD・ccTLD ごとに
レジストリに管理が委任され、実際の管理は各レジストリが行っている。また、レジスト

リは資源管理に特化しており、ユーザとの窓口となるのはレジストラやリセラと呼ばれる

組織である。 
 
ここまでで述べたように、ドメイン名の管理についても他のインターネット資源同様、世

界中で一意であることが保証されることが求められており重複は許されない。具体的には

同一の階層では同じラベルを持つドメイン名は存在できないことになっている。 
 
その一意性を保証するために、TLDごとにレジストリは 1組織となっているのが普通であ
る。このようにレジストリは自然独占の傾向を持つことになるが、これはデータベースの

一元管理という目的から考えるとある程度やむを得ないことといえる。 
 
このような自然独占を生じさせる仕組みの一方で、ドメイン名の管理構造においては、

ICANN設立の経緯などからもわかるように、積極的に競争原理も導入されている。これは、
公正・中立の原則は守りつつも、サービスや価格面でユーザである登録者が不利益を被ら

ないようにすることが目的である。 
 
ドメイン名の管理構造におけるこのような競争原理の中でおそらく一番有名なものが、

gTLDなどに導入されている「レジストリ＝レジストラモデル」である。これはデータベー
スの一意性を守るためにレジストリに独占的な管理を認めるものの、一方でレジストリは

レジストリデータベースの管理に専念し、登録の受け付けなどのサービスはレジストラが

提供することにより、一定のルールの下レジストラ同士で自由に競争を行わせることによ

って、より良いサービスを登録者が受けられるようにしようという考え方である。 
 
さて、このように IPアドレスの管理構造とは違い積極的に競争原理を導入しているドメイ
ン名登録の世界であるが、やはり公平・中立を守るために一定のルールは必要であり、競

争が行われる中でもそのルールが守られるようにする仕組みが求められる。いくら安価な

登録サービスを提供する業者が現れても、それが既存の枠組みやユーザにとって悪影響を

与えるものであってはいけないし、本来ユーザが受けられるサービスが低価格と引き替え

に受けられないということであってはならないからである。 
 
そういった、レジストリやレジストラの権利と責務、言い換えればレジストリが守らなけ

ればならないルールや各レジストラが守らなければならないルールをポリシーと呼ぶが、

これらのポリシーの制定のされ方は gTLDと ccTLDでは若干異なっている。次はこのポリ
シー策定に関する仕組みについて解説していきたい。 
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まず、gTLDの場合は少し特殊な事情があり、RGP(Redemption Grace Period：削除済ド
メイン名のための「請戻猶予期間」)やWLS(Wait Listing Service)など、gTLD関連のポリ
シーはレジストリ・レジストラ双方に深く関わってくるものが大半である。ポリシーを策

定するにあたっては、レジストリとレジストラがお互いに納得できるものである必要があ

る。 
 
したがって、gTLDのポリシー策定にあたっては、レジストリ・レジストラのどちらか一方
だけで決定することはできず、一般的に ICANNの支持組織のひとつであるGNSO（Generic 
Names Supporting Organization「分野別ドメイン名支持組織」）でレジストリ・レジスト
ラ双方の議論によって検討される。まず、GNSO 自らの発議、もしくは理事会からの要請
に従いポリシー策定の是非やその内容について検討し、その結果を理事会に提案する。そ

して、その内容を理事会が承認すれば正式なポリシーとなる。また、理事会は GNSOに提
案するだけでなく自らポリシーを策定することも可能となっている。 
 
なお、GNSOは、GNSO評議会と「gTLDレジストリ部会」、「レジストラ部会」、「ビジネ
スユーザー部会」、「非商用ユーザ部会」、「知的財産権関係者部会」、「ISP 部会」の 6 部の
部会から成り立っており、2007年 2月現在、GNSO評議会のメンバーは以下の通りとなっ
ている。 
 
 

表8： GNSO評議委員一覧 

選出母体 氏名 出身 

チェア Bruce Tonkin アジア太平洋 

ビジネスユーザー部会 Philip Sheppard ヨーロッパ 

  Mike Rodenbaugh 北アメリカ 

  Alistair Dixon アジア太平洋 

gTLD レジストリ部会 Chuck Gomes 北アメリカ 

  Cary Karp ヨーロッパ 

  Edmon Chung アジア太平洋 

ISP 部会 Tony Harris ラテンアメリカ 

  Tony Holmes ヨーロッパ 

  Greg Ruth 北アメリカ 
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非商用ユーザ部会 Robin Gross 北アメリカ 

   Norbert Klein アジア 

  Mawaki Chango アフリカ 

レジストラ部会 Ross Rader 北アメリカ 

  Thomas Keller ヨーロッパ 

  Bruce Tonkin アジア太平洋 

知的財産権関係者部会 Ute Decker ヨーロッパ 

  Kiyoshi I. Tsuru A. ラテンアメリカ 

  Kristina Rosette 北アメリカ 

指名委員会選出委員 Jon Bing ヨーロッパ 

  Avri Doria 北アメリカ 

  Sophia Bekele Term アフリカ 

リエゾン Suzanne Sene GAC 

  Alan Greenberg ALAC 

 
 
これらの手順を経て定められたポリシーは、gTLDレジストリおよびレジストラにとっては
拘束力をもったルールとなり、必ず守られることになる。なぜならレジストリやレジスト

ラは ICANNとの契約に基づいて業務を行っており、その契約の中でポリシーの遵守もレジ
ストラやレジストリの責務として定められているからである。もし守らない場合は、その

契約の条項に基づいて契約解除も含めた何らかのペナルティが課されることになる。 
 
一方、このように ICANNとの契約に基づき多くの制約が課されており、ICANNで定めら
れたポリシーに対しても厳格に遵守を求められるレジストリやレジストラと違い、リセラ

は直接的にポリシーに縛られることはない。これは、リセラは ICANNと何の契約も結んで
いないことが一般的なため、直接 ICANNによって定められたポリシーに従う義務は無いた
めである。とはいえ、ほとんどのリセラはどこかしらかのレジストラの下に入って業務を

行っているため、その上位レジストラが影響を受けるポリシーについては、リセラも同じ

ような影響を受けると考えて良い。また、たとえリセラ自身はポリシーに従う必要がなく

違反をしたところで ICANNから処罰されないとしても、レジストラはポリシーに縛られる
ため、そのようにポリシー違反をするリセラと契約を継続するとは考えにくい。そのよう

な意味では、リセラにも間接的にはポリシーに従う強制力が働いているとも言える。 
 
一方、ccTLDに関しては gTLDと大きく雰囲気が異なる。 
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元々、ICANNの設立以前から IANAから直接管理を委任されていた ccTLDも多く、その
ような歴史的経緯から ccTLDについては、各国・地域による独自のポリシー策定が認めら
れている。 
 
また、GNSOのように各 ccTLD管理者が集まって統一されたポリシーを策定する場も無い。 
一応、GNSOにならって ccNSO(Country Code Names Supporting Organization：国コー
ドドメイン名支持組織))という支持組織が ICANNの内部に設立されたが、元々ccTLDの管
理者の中には ICANN の中央集権的な管理体制に対して否定的な感情を抱いている者もま
だ多く、また金銭的な負担の問題等からも、全ての ccTLD管理者が参加するという状況に
はいまだなってはいない。 
 
とはいえ、最近では少しずつ ccNSO に参加する ccTLD 管理者の数も増えてきており、一
時期に比べると随分と ccNSOでポリシー策定を行うための状況は整いつつある。しかしな
がら、ccNSOで ccTLD共通のポリシーを策定するようになるにはまだもう少し時間がかか
りそうである。また、もし仮に全ての ccTLD 管理者が ccNSO に参加するようになったと
しても、ccTLD の管理には各国・地域ごとの言語や文化の問題、歴史的背景などの違いか
ら、統一的なルールを作るのが難しい部分も残るだろう。そのような点を考慮すると、

GNSOとは違い、全ての分野にわたるポリシーを ccNSOで策定するのではなく、各 ccTLD
で共通であることが求められる部分については ccNSOで策定し、各国・地域の事情に合わ
せた方がよい部分は各 ccTLDの裁量に任せるという方向性になるのではないだろうか。そ
ういう意味では、従来通り ccTLD については各 ccTLD ごとに独自にポリシーを策定する
という、大元の部分は大きくは変わらないのではないかと思われる。 
 
2-1-1 ICANN/IANA  
 
ドメイン名の管理体制における ICANNの関わりは IPアドレスやプロトコルポート番号と
いった他の分野に比べ、比較的大きいといえる。 
 
ICANNの役割の中で、最も一般ユーザにとってわかりやすい役割は gTLDや ccTLDの管
理業務であろう。この管理業務の中には、既存の TLD の管理と同様に、新しい TLD の新
設などもその範疇に含まれる。ICANNが設立されて以降、それまで 7つだった gTLDは現
在では 19となり、さらに現在も新たな gTLDについて承認の可否が検討中であるが、この
ような gTLDの新設も ICANNの重要なミッションの一つである。 
 
またこのように新設された gTLDをはじめ、各 gTLDのレジストリはレジストリ業務を行
うにあたって ICANN と契約を結ぶことが必要とされており、VeriSign 社をはじめとした
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各 gTLD レジストリは ICANN と契約を結んでいる。これらの契約は無期限ではなく、一
昨年.netのレジストリ業務において ICANNとVeriSign社の間の契約が更新されたように、
一定期間毎に見直しが行われることになっている。 
 
一方、ccTLD については全てのレジストリが ICANN と契約を結んでいるわけではない。
歴史的な経緯などから、ccTLDの管理権限は ICANN設立以前に IANAから個人に委任さ
れていることも多く、お互いの権利と責務を明確にするためにも ICANNと ccTLD管理者
の間で契約締結を進めようという動きはあるものの、現時点では日本などいくつかの

ccTLD が契約を結ぶに留まっている。契約では重すぎるということで覚書のように比較的
緩やかな仕組みが用意されたがそれでも関係構築は進まず、近年ではアカウンタビリテ

ィ・フレームワークと呼ばれるさらに敷居の低い仕組みを導入している。このアカウンタ

ビリティ・フレームワークでは、ICANN、ccTLD管理者双方の役割を相互に規定し合意す
る二者間契約だけでなく、それぞれが自組織の役割を一方的に宣言する「書簡の交換」と

いう形を取れるようになっているなど、より ICANNと各 ccTLDとの関係構築を進めやす
い仕組みとなっている。 
 
また、レジストリの監督以外に ICANNが果たす責務としては、レジストラの管理も挙げら
れる。ドメイン名市場の独占に対する対応として、ICANN は gTLD の管理にレジストリ-
レジストラモデルと呼ばれる仕組みを導入した。これはドメイン名の登録はレジストリで

はなくレジストラと呼ばれる業者が行い、そのレジストラ同士に自由に競争を行わせるこ

とにより、ユーザが価格やサービス面でのメリットを享受できるようにしようという仕組

みである。 
 
gTLDの登録業務を行おうとするレジストラは、レジストリのみならず ICANNとも契約を
する必要があり、ICANNが定めた様々な規則やポリシーを遵守することが求められる。こ
れは競争環境の導入を行いつつも、ユーザが不利益を被るような不正等がレジストラによ

って行われないようにするためである。 
 
また、ICANNは gTLDに関する各種ポリシーの策定にも関わっている。たとえば、登録者
やレジストラによるミス、または不正行為(ドメイン名ハイジャッキング等)などの理由で、 
ドメイン名が登録者の意図によらず削除されてしまった場合に、 登録者を救済する目的で
導入された Redemption Grace Period; RGP(削除済ドメイン名のための「請戻猶予期間」)
や、登録者が自由にレジストラ間でドメイン名を移転できるレジストラ変更のポリシーな

どが例として挙げられる。 
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2-1-2 レジストリ/レジストラ 
 
・レジストリ 
 
レジストリとは、ドメイン名の登録管理機関であり、主な役割は各 TLDにおける登録ドメ
イン名のデータベースを管理することである。 
 
ドメイン名は世界中で一意であることが求められることから、そのデータベースは一元管

理される必要があり、よってレジストリは自然独占の性質を持っている。したがって、レ

ジストリは 1つのトップレベルドメインにつき 1つしか存在しない。 
 
レジストリには、大きくわけて gTLDレジストリと ccTLDレジストリがあり、その大きな
違いは ICANNとの関わり方の違いである。gTLDレジストリは ICANNとの契約が必須で
あり、レジストリとして業務を行うには ICANN の承認が必要であるが、ccTLD レジスト
リの多くは、ICANN設立前に IANAから直接管理権限の委任を受けているなどの歴史的経
緯から、ICANNとは直接契約関係には無いレジストリが大半である。 
 
これは ICANNの資金的な問題にも影響を与えており（gTLDは ICANNに対してドメイン
あたり一定のフィーを支払うことが規定されている）、また ccTLD 管理責任の所在が曖昧
であるということとも併せて、ICANN と ccTLD との間で契約を締結することを ICANN
は積極的に進めている。 
 
ただ、ccTLD管理者の中には、ICANNとの契約に否定的な考え方の者も多く、また ICANN
が契約にあたって当該国の政府当局のエンドース（承認）を求めていることから、そのこ

とによる政治的ハードルの高さとも相まって契約締結は遅々として進んでいないのが現状

である。現時点においては、ICANN と ccTLD スポンサ契約と呼ばれる正式な契約を結ん
でいるのは、日本をはじめとした数カ国だけである。 
 
これに対して ICANN は、厳格な契約だけでなく、ICANN と ccTLD 管理者の間で覚書を
結ぶことによって一定の関係を構築できるように若干の方針転換を行った。これによって

ICANN と覚書を結ぶ ccTLD は多少増えたものの、それでも関係構築は十分には進まなか
った。 
 
そこで、前項で述べたように ICANNは新たにアカウンタビリティ・フレームワークと呼ば
れる仕組みを導入し、ICANN と各 ccTLD の正式な関係構築を進めるための起爆剤としよ
うとしている。幸い、この思惑は現在のところ期待通りの成果を挙げつつあるようで、2007
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年 2月末の時点で、ICANNとアカウンタビリティ・フレームワークを利用して関係を構築
した ccTLDは 18TLDに上っている。 
 
・レジストラ 
 
レジストラとは、ICANN 設立後に導入された「レジストリ-レジストラ」モデルの導入に
よって新しくできた組織で、gTLDレジストリと登録者の間に立ち、登録者からドメイン名
の登録申請を受け付け、その登録データをレジストリのデータベースに登録する組織であ

る。 
 
レジストラはレジストリと違い、1 つの gTLD に複数存在し、また複数の gTLD を扱うこ
とが出来る。レジストラは価格面やサービス面で自由に競争を行い、ドメイン名の登録が

NSI の独占状態であった時とは違い、登録者はそれらの価格やサービスを見比べて自由に
レジストラを選ぶことが可能である。 
 
ただし、過度な競争や不正な手段により登録者が不利益を被ることが無いように、レジス

トラは ICANNと契約を結ぶことが義務付けられており、権利と責務が明確に定められてい
る。また、ICANNが定める共通ポリシーにも従うことが求められており、ICANN認定レ
ジストラを利用する限りは、登録者はどのレジストラを使っていても共通のポリシーの適

用を受けることが出来る。 
 
また、競争を促進する手段として、レジストラ移管というポリシーがある。 
これは登録者がよりレジストラを選びやすくして、レジストラ間の競争を高めるための仕

組みで、登録者は移管先のレジストラに申請するだけで、移管元のレジストラの許可など

は必要無しにレジストラを移管することが出来る。登録者から移管したいという意思を伝

えられた移管元レジストラは移管を拒否することが出来ない。この仕組みによって、登録

者は価格やサービス面に優れたレジストラにより容易に移管することができ、また移管元

レジストラは登録者を不当な手段で引き留めることが出来ない仕組みになっている。 
 
さらにレジストラの下にリセラというものも存在する。こちらは ICANNとの契約関係は特
になく、レジストラとのみ契約し、レジストラの下請けのような形で登録受付を行ってい

る。リセラはレジストラと違って、ICANNが定めるポリシーに従う必要はなく、またレジ
ストラと違い、直接レジストリのデータベースにアクセスする権限も無い。ユーザから登

録などの申請は受け付けるものの、実際は自分が傘下に入っているレジストラにデータベ

ース変更などの処理を任せることになる。 
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2-1-3 RIR/NIR/LIR  
 
IP アドレス、及び AS 番号の分配は階層的に行われている。管理階層の最上位となってい
るのが ICANNであり、次の階層がアドレス管理において実質的に支配的な役割を果たす 5
つの地域インターネットレジストリ（RIR: Regional Internet Registry）と、一部地域の
RIR配下に存在する国別インターネットレジストリ（NIR: National Internet Registry）で
ある。 

 
RIR は ICANN/IANA からある程度大きなアドレスブロックの割り振りを受け、それをさ
らに下位の階層へ再分配する。現在定められているアドレスポリシーでは、ICANN/IANA
から RIRへは、IPv4アドレスでは/8単位で、IPv6アドレスでは/12単位で割り振りが行わ
れる。 

 
NIRは RIRの配下となるので、RIRから割り振りを受けることとなる。 

 
RIR/NIRはさらに次階層に位置するインターネットレジストリに対して、申請に応じて IP
アドレスの分配を行う。RIR は事前に決められた公開ポリシーに従って申請元の需要を精
査した上で、正当化された需要に応じたアドレスの分配を行う。分配の最小単位は、IPv4
では/22もしくは/21（地域によって異なる）、IPv6では/32である。 
 
RIR の配下で、特定の国内の IPアドレス、AS 番号の管理を行っているのが国別インター
ネットレジストリ（NIR）である。NIR は地域内の文化的・言語的差異という特殊事情に
特に対応するために存在し、それ故に特に言語が多様なアジア地域において発展した。 

 
日本国内で IP アドレス、AS 番号の管理を行っているのは、社団法人日本ネットワークイ
ンフォメーションセンター（JPNIC）である。JPNICは、ここでいう NIRにあたる。 
 
RIR や NIR から IP アドレスの分配を受ける ISP をローカルインターネットレジストリ
（LIR: Local Internet Registry）といい、この LIRがユーザに対して IPアドレスの分配
を行うこととなる。従って、LIRは IPアドレス管理構造の一翼を担うと言える。実際にエ
ンドユーザの IP アドレスの需要を把握し、割り当てを行う作業は LIR が行うことから、
LIR無しでは IPアドレスの管理は成り立たないと言っても過言ではない。 
 
日本国内において LIR の役割を担っている組織は 「IP アドレス管理指定事業者」と呼ば
れている。 IPアドレス管理指定事業者は LIRとなるための一定の基準を満たし、 JPNIC
から IP アドレス登録管理業務の委任を受けている組織である。日本国内における IP アド
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レスの分配は、一部例外を除き、 IPアドレス管理指定事業者が JPNICから委任を受けた 
IPアドレスの中から顧客や自組織のネットワークに対して行われている。 
 
これまで説明した IPアドレス・AS番号の管理構造を、以下に図で示す。 
 

図4： IPアドレス・AS番号の管理構造 

 
2-2 インターネット資源管理体制全般に関する議論の動向 
 
本項では、ここまでに説明したインターネット資源管理体制についてどのような議論がな

されているかについて述べる。 
 
2006年度におけるインターネット資源管理体制に関する議論の一番のハイライトは、2003
年から 2005 年にかけ 2 回に分けて開催された世界情報社会サミット(WSIS: World 
Summit on Information Society)で設置することが決まったインターネットガバナンスフ
ォーラム(IGF: Internet Governance Forum) が初めて開催されたということであろう。そ
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こで IGFについては項を別にして、そこで詳述することとする。 
 
もう一つのハイライトを挙げるとすれば、米国商務省と ICANN との覚え書き(MoU: 
Memorandum of Understanding) の延長であろう。このMoUは前項で説明した通り、当
初は 2000年 9月 30日に満了することとなっていたが、その後延長を繰り返していた。そ
の最新の覚え書きの満了が 2006年 9月 30日となっており、この覚え書きが更新されるの
か、更新されるとしたらいかなる内容になるのかが注目を集めていた。 
 
まず、2006年 8月 15日にICANNは、米国商務省とのIANA機能遂行に関する契約を改訂
し、2011年までの延長オプションを持つ契約を締結したと発表14した。これに続いて、2006
年 9月 29日に、ICANNは米国商務省と新たな覚え書きを取り交わしたと発表15した。つま

り従来の米国商務省との覚え書きに基づいたインターネット資源管理体制は、基本的には

そのままの形で存続することとなったのである。 
 
2-2-1 第 1回 IGFアテネ会合に至るまでの議論 
 
2005 年 11 月に開催された世界情報社会サミット(WSIS: World Summit of Information 
Society) チュニス会合の結論として、国際連合管轄でインターネットガバナンスフォーラ
ム(IGF: Internet Governance Forum)を設立し、マルチステークホルダー参加型のアプロ
ーチで最低 5年間維持すること、初回会合を 2006年にギリシャ・アテネで開催することが
決まった。結果的には、ICANNに関する体制は米国政府の関与を含めて全て当面現状のま
まということになったが、一方でフォーラムの新設が認められ、全ての国が同等の立場で

参加するということ、ccTLD に関する主権は各国にあることなどが最終文書（チュニスア
ジェンダ）に明記されたことから、ある程度途上国側としても納得できる結論にもなった。 
 
第 1回の IGF会合のアジェンダをどうするかは 2006年 2月以降断続的に準備会合が開催
され、アドバイザリーグループでの議論が積み重ねられた。このグループは政府、民間、

NGO などさまざまな背景を持つ 46 名のメンバーからなり、それ自体がマルチステークホ
ルダーを体現しているようなメンバーであった。このアドバイザリーグループにより、今

回の IGFのテーマが「開放性(Openness)」「セキュリティ(Security)」「多様性(Diversity)」
「アクセス(Access)」の 4つに絞られ、IGFのメインセッションとしてこの 4つのテーマが
議論されることが決まった。 
 
次項にて第 1回 IGF会合の内容を報告する。 

                                                  
14 http://www.icann.org/announcements/announcement-15aug06.htm 
15 http://www.icann.org/announcements/announcement-29sep06.htm 
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2-2-2 第 1回 IGFアテネ会合での議論 
 
第 1回の IGF会合は、2006年 10月 30日から 11月 2日までの 4日間に渡り、ギリシャの
アテネで開催された。IGF はインターネットガバナンスのさまざまな問題に関して各界の
利害関係者が対話を行うフォーラムとして定義され、2005 年 11 月の世界情報社会サミッ
ト(WSIS)チュニス会議で設置が決定されたものである。 
 
会合の形式としては、前項でも触れたとおり「開放性(Openness)」「セキュリティ(Security)」
「多様性(Diversity)」「アクセス(Access)」の 4 つのテーマ毎にセッションを設け、セッシ
ョンごとに、パネリストと会場が双方向で自由な意見交換を行い、テーマごとの共通理解

を深めようとするものであった。パネリストは壇上に並ぶが、フロアの出席者も司会者の

指名を受けられれば発言可能であり、また、各個人の発言がリアルタイムの速記録によっ

てスクリーンに投影されるなど、どちらかといえば ICANNや RIRの会合と似た形式だっ
たと言えるかもしれない。しかし、それらの会合に出席したことのない参加者に話を聞い

てみると、こういった形式は非常に新鮮だという感想を一様に漏らしていた。 
 
また、上記の 4セッションの他、並行して諸団体主催による 36のワークショップも開催さ
れた。ワークショップの開催は国連と全く関係なく、例えば ICANNや RIRなど既存のイ
ンターネット関連団体が取り組んでいるテーマを掘り下げて関係者に説明するようなもの

で、そのテーマも実に様々で、ルートサーバの管理についてというテーマもあれば、表現

の自由というテーマもあって実に多様性に富んでいた。 
 
会議の参加者は、約 1,200 名と報告されている。政府関係者の姿も多かったが、研究者や
インターネット関連団体、市民メンバーの参加も多く、あるワークショップで参加者層の

分類を取ったところ、政府関係者 4、研究者及び学術関係者 4、その他 2といった割合であ
った。 
 
会議の結論として、設定されたテーマについて今回の IGF で何らかの拘束力を持つ決議や
宣言は無い。従って既存のインターネット番号資源を管理している ICANN体制に影響を与
えるものではなかった。会合のまとめは、最終日にそれぞれのセッションの司会進行役が

「個人的感想」としてセッションの報告を行うことでそれに代えた。IGF はまずは対話の
場であるということを強調するための演出ということも言えようが、参加者の評価は十分

対話の場として機能したというものが多かったようである。 
 
「開放性」のセッションでは、表現の自由、情報の自由な流通を最大限尊重すべきという
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意見が主流であった。一方で、表現の自由とその責任ある行使のバランス、知的財産権の

保護と公開性とのバランスが重要だとする意見も見られた。 
 
「セキュリティ」のセッションでは、セキュリティの確保のためには関係者間で密接に協

力することの重要性についてはほぼ参加者の認識は一致したが、それをどう具体化するか

は今後の課題とされた。また、各国において既に成功しているケースの周知共有の重要性

なども強調された。 
 
「多様性」のセッションでは、主に国際化ドメイン名の推進について議論となった。国際

化ドメイン名、多言語化の推進は重要である旨の発言が多かったが、一方で、国際化ドメ

イン名さえ推進すれば良いというわけではないという注意喚起もされていた。 
 
「アクセス」のセッションでは、特に途上国側からの発言が相次ぎ、インターネットへの

アクセスを保証することが他のどのテーマよりも重要だとの意見が主流であった。特にア

クセス料金の低減化、競争環境の整備、アクセス環境の整備とそのための基金、政府の役

割、無線技術への期待などが語られた。 
 
テーマは 4 つに分けられていたが、これらのセッションでは多くのテーマが結局のところ
発展途上国に対するインフラ構築の支援をどう実現するかというところに収斂した。開放

性やセキュリティを議論するのも結構だが、何よりインターネットへのアクセスさえもな

ければ何も始まらないという率直な意見表明が頻繁になされ、「アクセス」をメインテーマ

に持ってこなかったのは主催者のミスではないかという極端な意見さえも聞かれた。今後

IGF のプログラムを検討するにあたって、このような意見をどう収容していくかは大きな
課題と思われる。 

 
メインセッションについては速記録16及び中継画像17がインターネット上に公開されている

ので、参照されたい。 
 
ワークショップについては前述した通り、インターネット関連団体が、自身が取り組むテ

ーマについて自由に説明、議論をする場として開催され、IGF事務局はその結論には関知せ
ず、あくまで諸団体が付随的に開催するイベントという位置づけであった。ワークショッ

プの報告はIGFのウェブサイトで公開されている18が、IGFは公開の場所を提供するという
スタンスに止まっている。以下、出席できたワークショップの概要を報告する。 

                                                  
16 http://www.intgovforum.org/IIGF.htm 
17 http://www.intgovforum.org/IIGF_webcasts.htm 
18 http://www.intgovforum.org/Workshop_reports.php 
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[ワークショップ名] Building Policy Capacity 
[日時]     2006/10/31 9:30 - 11:00 
[参加人数] 約 30名 
[概要] 以下の通り。 
 
ジュネーブに本拠を置く、DiploFoundation Genevaという組織がスポンサー。インターネ
ットガバナンスにおける Participationをどのように達成するかがテーマのワークショップ
であった。 
 
議論の中心となったのは、ポリシー策定に参加するモチベーションをいかにして保たせる

のかということ。パネルの結論としては、参加者の confidence building が重要であり、そ
れにはポリシー策定側のフィードバックプロセスが欠かせないというものであった。補足

として、参加者による各種リサーチ活動の効果、意味も認めることが大事で、ポリシー策

定側の積極的な協力もそのためには必要であることが述べられた。 
 
具体的なアクションアイテム等は特になく、ポリシー策定に関する参加をいかにして実現

させるかの議論に時間を費やした。 
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[ワークショップ名] Participation Workshop 
[日時]     2006/10/31 11:30 - 13:00 
[参加人数] 約 100名 
[概要] 以下の通り。 
 
ICANN、ISOC、NRO等の、主にインターネットの資源管理及び標準策定に関わっている
団体が主催及びパネルのワークショップで、どちらかといえば現状の説明を行うことに力

点が置かれたワークショップであった。 
 
まず各団体から、自組織の簡単な説明が行われた。説明を行ったのは ICANN、英国の ccTLD
レジストリである nominet、同じくメキシコの ccTLDレジストリ、AfriNIC、ISOC。AfriNIC
は、RIR 自身はメンバーシップをベースとする組織だが、ポリシー策定にはメンバーでな
くても参加可能であることを強調していた。また、スカラーシッププログラムとして途上

国からの参加に関しては費用の補助も行っていることも紹介された。 
 
会場からは、参加するツール（メールやメッセンジャー、ライブ放送など）は整備されて

きているのは分かるが、それに対する Awarenessが足りないという指摘があった。また、
ICANN ALAC のメンバーからは、Participation とは各自が同じ立場で、同じ影響力を持
つことと解釈しているが、現状では必ずしもそうはなっていないように思えること、及び、

コメント等を重大に受け取ってもらえるかどうかが大事であり、そうでなければコメント

を聞かない方がまだましではないかという指摘もあった。 
 
他には、Participation と効率をどう両立させるかが難しいといったコメントや、インター
ネットへの接続を持たない人々をどうプロセスに参加させるのかといったコメントもあっ

た。後者のコメントに関しては、プラットフォームの整備と Participationとは別の問題で
あるが、いずれにしろ capacity building とは不可分なものであろうとのパネリストからの
回答もあった。 
 
セッション最後の方では、言語の問題や途上国の参加の問題に絡め、参加を確実にするに

は Fundingが必要だとの声が複数から聞かれたが、これについては特に結論を出さないま
ま終わっている。 
 
参加者に ICANN/RIR関係者が多く、ICANNでなされているような議論がそのまま持ち込
まれた感もあった。しかし現状の体制事態に影響を及ぼすようなコメントはなく、現状を

いかに改善していくのかという方向の議論であった。 
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[ワークショップ名] Building Local Legal Capacity on Internet Governance 
[日時]     2006/11/01 09:30 - 11:00 
[参加人数] 約 100名 
[概要] 以下の通り。 
 
世界銀行、ISOC等がスポンサーとなり、インターネット上の現実に対し法律がどのように
対処していくべきかを議論するワークショップ。 
 
「インターネットガバナンス」の議論に登場する主な組織の簡単な説明から入る。

IETF,W3C,ICANN,ITU,WTO など。この中で、統一ドメイン名紛争処理方針(UDRP)が取
り上げられた。 
 
まず、UDRPに関する簡単な説明があり、1998年から 1999年にかけ、ICANNで UDRP
の制定が行われたことへの言及があった。1999 年 11 月には最初の紛争処理機関として
WIPOが、12月には NAFが認定されたことの説明があった。また、ほとんどの gTLDが
この UDRPを採用している一方で、ccTLDの中にはこのようなポリシーを採用していない
ところもあることが紹介され、何故採用されないのか疑問を呈していた。また、UDRP は
1999年の制定以来変化しておらず、この現状で良いのか、良くないのならば何を変える必
要があるか、変えたら現状 UDRP(もしくは同じようなポリシー)を採用していない ccTLD
が増えるだろうか、といったような問いが参加者に投げかけられた。 
 
しかしこのテーマに関して参加者の反応は薄く、パキスタンの政府関係者から司法管轄権

の問題を問うコメントがあったのみであった。 
 
他にはパネルとして出席したシンガポールの大学教授から、シンガポールでは Intelligent 
Singapore 2015として 1Gbpsのインフラを国中に用意すること、ワイヤレスネットワーク
をどこでも利用可能にすること、WiMAX を採用したサービスが始まっていることを紹介
し、自由市場だけではなく、計画市場も機能するのだから、規制を悪者扱いするべきでは

ない、ただしそこには市民社会も巻き込んだ議論が必要である、との説明があったのが目

立った。 
 
結論として特にアクションプランは無い。 
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[ワークショップ名] DNS root Zone file management 
[日時]     2006/11/01 17:30 - 19:20 
[参加人数] 約 100名。 
[概要] 以下の通り。 
 
ICANN構成メンバーが中心となって企画された、ルートゾーンファイル管理の状況及び改
善を検討するワークショップ。チェアは ICANN GNSOメンバーでもある Milton Muller 
氏が務め、パネリストは ICANN GNSO councilメンバーの Marilyn Cade 氏、ルートサ
ーバの運用者として VeriSignの Brian Cute氏、Autonomicaの Liman氏の他、現体制に
批判的な意見を持つ ThirdWorldの Riaz Tayob 氏が務めた。 
 
まず、本ワークショップの背景を Tayob 氏が説明した。内容は、ICANN によって gTLD
の管理が独占されているとの主張、UDRP がパネリストの知的財産権者寄りの判断等で機
能していないこと、米国政府の管理にインド、キューバ、南アフリカ、ブラジル等が反対

を表明していることなどであった。 
 
次に関連話題として、DNSSECについての技術説明があった。 
 
次に Cade氏が、DNS管理に関する以下の４つの提言を行った。 
 
  ・米国政府の DNS管理への関与は極めて限定的であることを、米国政府自 
   体が今一度表明すること。 
  ・政府間の対話を促進すること。 
  ・政府間の対話は政治的にならず、常に具体例をもった議論を行うこと。 
  ・透明性と説明責任とを向上することを関係者間でもっと真剣に検討すべ 
   きであること。 
 
次に Cute氏が現状のルートサーバ管理について説明した。内容は、米国商務省との契約で 
a-root を管理していること、契約金額は０で、信頼に基づいたモデル(trusted model)であ
ること等であった。 
 
この後パネリスト間での議論に入った。まず Tayob氏から、Cade氏の提言は ICANNの単
一支配の問題を解決しないというコメントがあった。それに対し、Cute氏から、Tayob氏
のコメントは alternative root を支持するように聞こえるが、それには賛成できないとい
う反対コメントがなされた。さらにそのコメントに対し Tayob 氏が、そういうことを言っ
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ているのではなく、議論する場所が欲しいだけだと応酬する場面があった。Tayob 氏の立
場は、single root でも良いが、現在の ICANNモデルは米国一国支配モデルで支持できな
いということがここで再度表明された。 
 
次にフロアの出席者を含めた質疑応答に入った。まず、仮にとある ccTLDのゾーンを全て
消すような修正依頼が来た場合、ルートサーバ管理者としてはどう動くのかという質問が

あった。これに対し Liman 氏から、ルートサーバ運用者は 12 組織あるので組織毎に答え
は違うだろうが、もし私なら、一旦消すが、その「間違った」依頼について何らかの方法

で周知を行うだろう、との回答があった。 
 
この質問に関連し、今まで ccTLDのゾーンが消えたような事態が発生したかという質問が
あった。これに対し Liman 氏から、スペインの ccTLD が誤って空ファイルを投入してし
まい、消えた事故があったという回答があった。 
 
また、何か問題が起きたときに米国政府しか責任を取れないというモデルは問題ではない

のかと指摘するフロアからのコメント（インド）があった。関連して、パキスタンの出席

者が現状に強い不満を表明する場面もあった。 
 
ICANN/IANA のサービスに満足しているかとの質問に対しては、VeriSign の Cute 氏、
Autonomica の Liman 氏ともに、サービスは改善してきていると認識しており、さらなる
改善は必要だが大枠満足しているとの回答であった。 
 
結局のところ、政府の声を root zone 管理に反映させるには、多国間の対話、大勢の関係
者の関与が必要であるとのパネリストのコメントに対し、特にコメントは付かず、セッシ

ョンは終了した。 
 
 
2-2-3 今後の見通し 
 
IGFはまず 5年間維持し、その間にさらに IGFを継続するかどうかの検討が行われる。2007
年はブラジル(リオデジャネイロ)での開催、2008年はインド、2009年はエジプトでの開催
がそれぞれ決まっており、2010年の IGFにはリトアニアとアゼルバイジャンが立候補して
いるという状況である。 

 
IGF はもともと「監督機能を持たず、既存の取り決め、仕組み、機関や組織を置き換える
ことは行わない。逆に、それらと関与し、その能力を活用するものである。IGFは中立で、
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重複することなく、拘束力のないプロセスに基づいて進められる。インターネットの日常

的又は技術的な運用業務には関与しない（チュニスアジェンダ 77 段落）」と定められた以
上、対話の場として機能させようとする方向は変わらないと思われる。その意味では、第 1
回のアテネ会合からその開催のあり方が大きく変化することは考えにくい。 

 
2007年の開催は 11月 12日から 15日までの日程となることが決まっており、それに向け
ての準備も既に始まった。2007年 2月にはジュネーブで準備会合が開催されているが、そ
こでは 2007年のプログラムについての決定はなされなかったようである。次の準備会合は
2007年の 5月下旬に予定されており、ここで何らかの動きがあるのではないかと思われる。
なお一部関係者によれば、次回の IGFでは ICANN体制と政府の役割がアジェンダに載る
可能性もあるとのことである。 
 
2-3 ドメイン名の管理体制の現状及びそれに関する議論の動向 
 
2-3-1 ICANNにおける PDP(Policy Develoment Process)の現状と課題  
 
ICANNにおけるポリシー策定プロセス（Policy Development Process）は略称で「PDP」
とも呼ばれ、 ICANN付属定款（BYLAWS FOR INTERNET CORPORATION FOR 
ASSIGNED NAMES AND NUMBERS19）の付属文書（Annex）で規定されている。付属
文書A（Annex A）は「GNSO Policy-Development Process20」、付属文書B（Annex B）は
「ccNSO Policy-Development Process21」となっている。 
 
本章では、GNSOの PDPについて記されている付属文書 Aについて報告する。 
 
GNSOとは、Generic Names Supporting Organizationの略称で、分野別ドメイン名支持
組織と日本語訳される。ICANN理事会に勧告を行う 3つの支持組織のうちの１つで、他に
は ccNSO（Country Code Names Supporting Organization、国コードドメイン名支持組
織）と ASO（Address Supporting Organization、アドレス支持組織）がある。GNSOは、
カテゴリー別の 6つの部会（gTLDレジストリ、gTLDレジストラ、商用ユーザー、非商用
ユーザー、知的財産権関係者、ISP）と、GNSO評議会（GNSO Council）によって構成さ
れている。GNSO 評議会は GNSO の運営を担い、そのメンバーは各部会からの代表計 18
名および指名委員会が選出する 3名により構成される。 
 

                                                  
19 http://www.icann.org/general/archive-bylaws/bylaws-28feb06.htm 
20 http://www.icann.org/general/archive-bylaws/bylaws-28feb06.htm#AnnexA 
21 http://www.icann.org/general/archive-bylaws/bylaws-28feb06.htm#AnnexB 
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GNSOは、gTLD（generic Top Level Domain）に関するポリシーを策定し、ICANNへ勧
告を行う役割を担うが、ICANN理事会は ICANN内におけるポリシー策定を監督する権限
を有しており、GNSOの PDPにおいてもポリシーを実装するか否かの最終判断は ICANN
理事会によって行われる。 
 
以下では、付属文書 Aに基づき、PDPの流れを確認したい。 
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2-3-2 PDPの流れ 
 
付属文書 A「GNSO Policy-Development Process」の流れは、次の通りである。 
 
課題提起 
 
次のいずれかにより、PDPとして考慮されるべき課題（issue）が提起される。 
 

a. 理事会：理事会は、GNSO 評議会に対して本付属文書に記されるプロセスを開始する
よう指示し、PDPを開始することができる。 

 
b. GNSO 評議会：GNSO 評議会は、会議において PDP の始動が動議され、最低でも出
席者の 25%が賛成すれば、PDPを始動することができる。 

 
c. 諮問委員会22：諮問委員会は、課題を提起し、またGNSO評議会にPDPを要請すること
で、PDPを始動することができる。 

 
 
課題レポートの作成 
 
PDP担当の ICANNスタッフは、上記 a.～c.のいずれかの方法により提起された課題を受領
後 15営業日以内に、課題レポート（Issue Report）を作成する。課題レポートは、少なく
とも次の a.～f.の項目を含むものとする。 
 

a. 提起された検討課題 
 

b. 課題提起した組織についての説明 
 

c. 課題提起した組織が、その課題によりいかに影響を受けるか 
 

d. PDPを開始する課題への支持 
 

e. 当該課題について PDPを開始すべきかどうかに関する PDP担当の ICANNスタッフ
の勧告。ICANNスタッフの勧告は、提起された課題が ICANNポリシー策定プロセス

                                                  
22諮問委員会（Advisory Committee）は、ICANN理事会により設置される。諮問委員会はICANN理事会
に助言する役割を担う。 
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のスコープと GNSOのスコープの範囲内であるかという点についての ICANNの法律
顧問の意見を含むものとする。当該課題が ICANNポリシープロセスの範囲内であるか
どうかを検討する際、法律顧問は、当該課題が次のようであるか調査する： 

 
1. ICANNのミッションステートメントの範囲内であるか 

 
2. 複数の状況もしくは組織に対して広く適用できるものであるか 

 
3. 修正が必要になるとしても、永続的な価値や適用性を持つようなものか 

 
4. 将来における意思決定のためのガイドもしくは枠組みを形成するか 

 
5. 既存の ICANNポリシーに関係するもしくは影響するか 

 
f. 15日の期限以前に、PDP担当の ICANNスタッフは、PDPを始動すべきかどうか以下
で記すように GNSO評議会で採決できるよう、GNSO評議会メンバー全員に課題レポ
ートを提出する。 

 
 
PDPの始動 
 
GNSO評議会は、以下に従い PDPを始動する： 
 

a. 理事会からの問題提起 理事会がGNSO評議会にPDPを始動するよう指示した場合、
GNSO評議会は、評議会内での採決を行うことなく、課題レポート受領後 15営業日以
内に会議を開催し PDPを始動する。 

 
b. 理事会以外（GNSO 評議会、諮問委員会）からの問題提起 課題レポートにより検討
すべきポリシー課題が GNSO評議会に提示された場合、GNSO評議会は課題レポート
受領後 15営業日以内に会議を開催し、PDPを始動すべきか投票して決める。会議開催
方法は、GNSO評議会にとって適切と思われる方法であれば、対面の会議、電話会議、
電子メールベースのいずれでもよい。 

 
c. GNSO評議会の投票 当該課題は ICANNポリシー策定プロセスもしくは GNSOのス
コープの範囲内ではないという ICANNスタッフからの勧告が無ければ、出席している
GNSO評議会メンバーの 33%以上の賛成をもって PDPは始動する。もし、ICANNス
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タッフからの勧告がある場合には、出席している GNSO 評議会メンバーの特別多数
（66%以上）が PDPの始動に対して賛成票を投じる必要がある。 

 
 
PDPの開始 
 
課題解決のためのタスクフォースを設立する場合は、PDPを始動する GNSO評議会の会議
において、出席メンバーの多数票をもって決定する。 
 

a. タスクフォースの召集に賛成の場合は、
付属文書 A 第 7 項の定めに従い召集す
る。 

b. タスクフォースの召集に反対の場合は、
付属文書A第8項の定めに従いポリシー
課題に関する情報を収集する。 

  

 第 8項 タスクフォースが設立されない場合の手順（抄訳） 
 
a. GNSO評議会がタスクフォースを召集しないと決めた場合、
GNSO 評議会は、その後 10 営業日以内に、課題に対する各支
持組織の見解を集めるために代表者を選任するよう各支持組織

に要請する。選任された各代表者は、支持組織の見解を PDP始
動後 35営業日以内に ICANNスタッフに提出する。 
 
b. GNSO評議会は、課題に関する情報収集のために特定の個人
または組織を任命することや検討もしくは説明のために会議を

予定することを含め、PDPを援助するのに適切と判断される別
の手段を選択することができる。収集された情報は、PDP始動
後 35営業日以内に ICANNスタッフに提出する。 
 
c. PDP担当の ICANNスタッフは、支持組織の報告書、パブリ
ックコメントの報告書（Public Comment Statements）、その
他情報を入手し、第一次レポート（Initial Report）を PDP始
動後 50営業日以内に編纂（しコメント用ウェブサイトに掲示）
する。その後、PDPは、第 9項の定めに従い、最終レポート（Final 
Report）を作成する。 
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第 7項 タスクフォース（抄訳） 
 

a. タスクフォースの役割 
(i) GNSO内の公式支持組織の見解と暫定支持組織がある場合にはその見解についての
情報収集 
もしくは、 
(ii) タスクフォースレポート完成に必要となる情報収集 

 
タスクフォースの役割は、多様な関係者や団体の状況をできるだけ詳しく、かつ包括的に

文書化し、GNSO 評議会が課題の審議を可能とするための情報を収集することであり、
正式な意思決定を行う権限は持たない。 

 
b. タスクフォースチャーターもしくは委任事項 
GNSO評議会は、PDP担当の ICANNスタッフの助力を得て、PDP始動後 10営業日以
内にタスクフォースのチャーターもしくは委任事項を作成する。チャーターは、次の項目

を含む： 
 

1. タスクフォースが取り組むべき課題（これは、PDP の始動にあたり GNSO 評議会
にて投票を行った際に明示されたもの。） 

 
2. タスクフォースが守るべき明確なタイムライン（理事会がタイムラインを延長すべ
きと判断した場合は、変更する。） 

 
3. タスクフォースが課題に関して外部のアドバイザーの助言を要請すべきか否かを含
めた、GNSO評議会からタスクフォースへの指示 

 
タスクフォースはレポートを用意し、その他はチャーターに従い活動を行うものとする。

チャーターから逸脱する要請はいずれも、GNSO 評議会に正式に提示されなければなら
ず、GNSO評議会の出席メンバーの多数決が得られれば行うことができる。 

 
c. タスクフォースチェアの任命 PDP 担当の ICANN スタッフが、チャーター受領後 5
営業日以内に第 1回タスクフォース会議を召集する。初会議では、タスクフォースメン
バーは、先ずは、タスクフォースチェアを任命するための投票を行う。チェアは、タス

クフォースレポート編纂も含めたタスクフォース活動の調整に責任を持つ。タスクフォ

ースチェアは GNSO評議会メンバーである必要はない。 
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d. 情報収集 

 
1. 支持組織の説明書 支持組織の代表者たちは、検討されている課題に関連する所属
支持組織の見解、また必要とあらば他のコメントについても収集する責任を持つ。こ

の各支持組織についての見解やコメントは、PDP始動後 35営業日以内にタスクフォ
ースチェアに正式な報告書（それぞれ「支持組織の報告書」（Constituen y 
Statement））として提出される。各支持組織の報告書は、少なくとも次の項目を含
む。 

c

 
(i) 特別多数（66%以上）の賛成の場合、課題に関する支持組織としての見解につい
ての明瞭な報告 

 
(ii) 特別多数（66%以上）の賛成に達しなかった場合、課題に関して支持組織のメン
バーが支持している全ての見解についての明瞭な報告 

 
(iii)いかにして各支持組織の見解に至ったかの明瞭な報告。特に、支持組織の会議、
電話会議、その他の課題検討のための手段、会議に参加したり意見を投じたメンバ

ーのリストが詳述されていること。 
 

(iv)経済的影響も含め、課題がいかにして支持組織に影響を及ぼすかについての分析 
 

(v)ポリシーを実装するにあたり要すると思われる時間の分析 
 

2. 外部のアドバイザー タスクフォースは、適切もしくは有用と判断した場合、外部
のアドバイザー、専門家、支持組織のメンバーに加え一般のメンバーに対しても意見を

求めることができる。それらの意見は、外部のアドバイザーによるレポートの中で説明

されるものとし、(i)外部のアドバイザーからの意見であることが明確に示され、(ii)ア
ドバイザーの(A)資格や関連する経験と、(B)潜在的な利害対立について、詳述されてい
ること。これらの報告は、PDP始動後 35営業日以内に公式発表としてタスクフォース
チェアに提出されること。 

 
e. タスクフォースレポート タスクフォースチェアは、PDP担当の ICANNスタッフ
と協働し、支持組織の報告書、パブリックコメントレポート、その他の情報もしくはレ

ポートを暫定タスクフォースレポート（Preliminary Task Force Report）として編纂
し、PDP始動後 40営業日以内にタスクフォースメンバーに配布する。タスクフォース

56 



 

は、課題を検討し特別多数（66%以上）の賛成が得られるよう、最終タスクフォース会
議を暫定タスクフォースレポート配布後 5営業日以内に開催する。最終タスクフォース
会議開催後 5営業日以内に、タスクフォースチェアと PDP担当の ICANNスタッフは
最終タスクフォースレポート（Task Force Report）を作成し、コメント用のウェブサ
イトに掲示する。各タスクフォースレポートは、次の項目を含まなければならない： 

 
1. 課題に関してタスクフォースで特別多数（66%以上）に達した見解の明瞭な説明 

 
2.特別多数（66%以上）に達しなかった場合は、支持組織レポートを提出すべき 20
日間の間に提出されたタスクフォースメンバーによって支持される全ての見解に

ついての明瞭な説明。各説明では、(i)その見解となる理由と、(ii)その見解をもつ
支持組織を記すこと。 

 
3. タスクフォースを構成する各支持組織に対して、経済的影響も含め課題がどのよ
うに影響するかについての分析 

 
4. ポリシーを実装するにあたり要すると思われる時間の分析 

 
5. GNSO 評議会よりタスクフォースに任命された外部のアドバイザーの助言。アド
バイザーの(i)資格と関連する経験、および(ii) 潜在的な利害対立について、詳述さ
れていること。 

 
 
タスクフォースの構成と人選 
 

a. GNSO評議会は GNSOの各構成組織に呼びかけ、各組織よりタスクフォースメンバー
として 1 名を指名してもらう。更に、GNSO 評議会は、タスクフォースに同席可能な
外部のアドバイザーを 3 人まで指名することができる。（タスクフォースの各メンバー
は、本付属資料において「支持組織の代表者：Representative」、集団では「支持組織
の代表者たち：Representatives」と言及される。）GNSO 評議会が必要もしくは適切
であると判断する状況においては、支持組織の代表者たちを増員することができる。 

 
b. タスクフォースに代表者を指名する支持組織は、タスクフォースメンバー選任の要求
があった 10 営業日以内に、被指名人の名前を PDP 担当の ICANN スタッフに提出し
なければならない。被指名人は GNSO 評議会のメンバーである必要はないが、検討課
題に対する関心や相応しい知識・専門知識を有し、またタスクフォース活動にかなりの
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時間を割くことができなければならない。 
 

c. GNSO 評議会は、課題に関する情報収集を特定の個人や組織に頼むことや、協議や説
明を行うために会議を予定するなど、PDP を手助けするのに適当と思われる別の手段
を選択することも可能である。それらについては、PDP 始動後 35 営業日以内に PDP
担当の ICANNスタッフに提出する。 

 
 
PDP始動に関する一般への通知 
 
PDP始動後、ICANNは PDPを始動した旨の通知をウェブサイトに掲示する。課題に関す
るパブリックコメント期間は、PDP 始動後 20 営業日行われる。PDP 担当の ICANN スタ
ッフもしくは別に指名された ICANNスタッフは、パブリックコメントをレビューし、暫定
タスクフォースレポート（Preliminary Task Force Report）もしくは第 1次レポート（Initial 
Report）に含めることができるよう、パブリックコメントレポート（Public Comment 
Report）にまとめる。 
 
 
タスクフォースレポートもしくは第 1次レポートへのパブリックコメント 
 

a. 暫定タスクフォースレポートもしくは第 1次レポートが掲示された後の 20営業日がパ
ブリックコメント期間となる。パブリックコメント期間中には、タスクフォースに参画

していない支持組織も含め、いかなる個人または組織であってもコメントを投じること

ができる。全てのコメントは、氏名、関連する経験、課題への関心の項目が書き添えら

れる。 
 

b. パブリックコメント期間 20 日間の最後には、PDP 担当の ICANN スタッフは受け取
ったコメントをレビューし、タスクフォースレポートもしくは第 1次レポートに含める
に相応しいと判断するコメントを含め、最終レポート（Final Report）とする。パブリ
ックコメント期間中のコメントをすべて含む必要はない。 

 
c. ICANNスタッフは、最終レポートを用意し、パブリックコメント期間終了から 10営
業日以内に GNSO評議会チェアに提出する。 
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GNSO評議会の審議 
 

a. GNSO評議会は、最終レポートを受領したら、(i)最終レポートを GNSO評議会メンバ
ー全員に配信し、(ii)その後 10営業日以内に GNSO評議会会議を召集する。GNSO評
議会は、課題について、対面の会議、電話会議、電子メールベースの議論など GNSO
評議会が選ぶ手段にて、公式の会議前に審議を開始することができる。審議プロセスは、

対面の会議もしくは電話会議による公式な GNSO 評議会会議にて完結し、そこでは理
事会に提出すべく特別多数（66%以上）の賛成を得られるよう作業を行う。 

 
b. GNSO 評議会は、最終会議にて外部のアドバイザーの意見を要請することもできる。
外部アドバイザーの意見は、GNSO 評議会から信頼されると、(i)理事会向けの評議会
レポートに統合され、(ii)外部アドバイザーによるものであると明示され、(iii)アドバイ
ザーの(x)資格と関連する経験と(y)潜在的な利害対立について、詳述される。 

 
 
理事会へのレポート 
 
PDP担当の ICANNスタッフは GNSO評議会の最終会議に出席し、その後 5営業日で理事
会に提出する理事会レポート（Boa d Report）に GNSO評議会の見解を含める。理事会レ
ポートには、少なくとも次の項目が含まれている。： 

r

 
a. 特別多数（66%以上）を得た GNSO評議会の勧告に関する明瞭な報告。 

 
b. 特別多数（66%以上）に達していない場合、GNSO 評議会メンバーに支持された全て
の見解に関する明瞭な報告。各説明書は、(i)それぞれの見解を成す理由、(ii)その見解
をもつ支持組織について明瞭に記していること。 

 
c. 経済的影響も含め、課題が各支持組織に如何にして支持組織に影響を及ぼすかについ
ての分析 

 
d. ポリシーを実装するにあたり要すると思われる時間の分析 

 
e. 信頼できる外部アドバイザーのアドバイス 
アドバイザーの(i)資格と関係する経験および(ii)潜在的な利害対立について、詳述され
ていること。 
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f. GNSO評議会に提出された最終報告書 
 

g. ポリシー課題に関してGNSO評議会が審議した際の議事録のコピー 審議の際に表明
された全ての意見を含み、その意見を誰が表明したかも記すこと。 

 
 
GNSO評議会の合意 
 
GNSO 評議会メンバーの特別多数（66%以上）をもって、GNSO 評議会の見解を反映して
いるとすることができ、また、GNSO評議会の提案として理事会に提出することができる。
投票の際には棄権は認められず、経済的利害関係があると認められない限りは、全ての

GNSO評議会メンバーが票を投じなければならない。上記に関わらず、PDP期間中にGNSO
評議会メンバーから表明された見解はすべて理事会レポートに含まれなければならない。 
 
 
理事会の決議 
 

a. 理事会は、ICANNスタッフから理事会レポートを受領後、実行可能な限り速やかに、
GNSO評議会の勧告を議論するために会議を開催する。 

 
b. GNSO評議会が特別多数（66%以上）の賛成に達している場合には、ポリシーは ICANN
コミュニティもしくは ICANN にとって得策とはならないと理事会の 66%以上が判断
しない限り、理事会は GNSO 評議会の特別多数（66%以上）による勧告として採択す
る。 

 
c. 理事会が、GNSO 評議会の特別多数（66%以上）の勧告に従わないと判断した場合、

(i)GNSO評議会への報告となる理事会の声明（Board Statement）にその理由を明示し、
(ii)理事会の声明を GNSO評議会に提出する。 

 
d. GNSO評議会は、理事会の声明を受領後 20営業日以内に、理事会と議論するために理
事会の声明をレビューする。理事会は、理事会の声明について GNSO 評議会と議論す
る方法（電話会議、電子メールなど）を決める。 

 
e. GNSO評議会と理事会との議論の結果、GNSO評議会は会議を行い勧告を確定もしく
は修正し、最新の勧告についての説明を含めた結論である追加勧告（Supplemental 
Recommendation）を理事会に連絡する。GNSO 評議会が追加勧告について特別多数
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（66%以上）の賛成に達すれば、ポリシーは ICANNコミュニティもしくは ICANNに
とって得策とはならないと理事会の 66%以上が判断しない限り、理事会は GNSO評議
会の特別多数（66%以上）による勧告として採択する。 

 
f. GNSO評議会で特別多数（66%以上）に達しない場合、理事会の多数決で実行すること
ができる。 
 

g. GNSO 評議会の勧告もしくは追加勧告に関する最終決定が時宜に適っている場合、理
事会は予備投票を行い、可能ならば、理事会の最終決定よりも 10日間前ならば暫定の
決定を出す。 

 
 
ポリシーの実装 
 
GNSO 評議会からの勧告が理事会で承認されると、理事会は ICANN スタッフに対してポ
リシー実装に必要な権限と指示を与える。 
 
 
2-3-3 PDPに関する記録の管理 
 
ポリシー提案から理事会の決議までの PDP全期間を通じて、ICANNは各 PDPの進捗をウ
ェブサイトにて公開している。ウェブサイトでは、前述の PDPの一連の流れの中で生じる
コメントや文書などを確認することができる。 
 
2006年に進捗のあった PDPの状況は以下の通りとなっており、2007年 3月 10日までの
進捗を反映している。ICANNコミュニティ全体に関わるポリシー策定の議論であるだけに、
規定にある日数以上に多くの時間を要する傾向にあることが見て取れる。なお、内容の詳

細は、第 2部第 1章「ドメイン名の競争環境整備に関する動向」をご参照いただきたい。 
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表9： PDPの進捗 

 
 

WHOIS 
New gTLD PDP 

(PDP-Dec05) 

Policies for Contractual 

Conditions:  Existing 

Registries 

(PDPFeb06) 

課題提起 2003年 3月25日のGNSO

評議会において、ICANN

スタッフに課題レポート

の作成を要請することを

決議。 

2005年 9月22日のGNSO

評議会において、ICANN

スタッフに課題レポート

の作成を要請することを

決議。 

2005 年の gTLD レジスト

リ契約更新についての議

論を受け、既存の gTLD契

約更新、ひいては gTLD契

約全般に渡って適用する

GNSO としてのポリシー

を策定すべきと GNSO 評

議会が判断。 

2006年 1月 17日、ICANN

スタッフに課題レポート

の作成を要請。 

課題レポート 2003年 5月 13日、ICANN

スタッフより提出される。 

2005年 12月 5日、ICANN

スタッフより提出される。 

2006年 2月 1日、ICANN

スタッフより提出される。 

PDPの始動 2003年 8月 7日 

GNSO評議会は、課題レポ

ートを検討し TF設立につ

いて検討するための

WHOIS Steering group設

立を決議。 

2005年 12月 2日 

GNSO 評 議 会 が "New 

gTLD Committee"として

PDP に取り組むことに合

意。 

2006 年 2 月 6 日 、

PDPFeb06 を開始するこ

とを GNSO 評議会にて決

議。 

チャーター／委任事項 2003年 8月 7日 

GNSO 評議会にて委任事

項をレビュー。 

 

2005年 6月 2日 

3 つのタスクフォースが統

合された WHOIS Task 

Forces 1 2 3の委任事項公

開される。 

 

2005年 12月 6日 

委任事項をパブリックコ

メントに付す。 

2006年 3月 2日 

GNSO 評議会にて委任事

項を採決。 
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パブリックコメント 

期間 

- 2005 年 12 月 6 日～2006

年 1 月 31 日（途中で延長

された） 

2006年 3月 7日～4月 30

日（途中で延長された） 

Call for Papers - 2006年 1月 3日～1月 31

日 

2006年 4月 11日～5月 5

日 

PDPの開始 2003年 10月 29日 

gNSO評議会は、3つのタ

スクフォース設立を決議。 

 

2005年 2月 17日 

GNSO評議会にて、3つの

タスクフォースを統合す

る提案が上がる。統合後の

タスクフォースのメーリ

ングリストは 2005年 2月

23 日に開始し、2005 年 3

月 1日には会議を行う。 

2006年 1月 17日 

メーリングリストを開設。 

2006年 3月 29日 

第 1回タスクフォース会議 

暫定タスクフォース 

レポート／ 

第 1次レポート 

2004年 5月 28日 

3 つのタスクフォースが暫

定タスクフォースレポー

トを提出。パブリックコメ

ント期間は、7月 5日まで。 

 

2005年 12月 23日 

暫定タスクフォースレポ

ートのドラフト（DRAFT 

Preliminary Task Force 

Report on the Purpose of 

Whois）を公開。 

 

2006年 1月 18日 

暫定タスクフォースレポ

ートの最終版（ FINAL 

Preliminary Task Force 

Report on the Purpose of 

Whois）を公開。パブリッ

2006年 2月 19日 

第 1次レポートの第 1ドラ

フトを公開。パブリックコ

メント期間は、2006 年 2

月 20日～3月 13日。 

 

2006年 3月 15日 

第 1次レポートの第 2ドラ

フトを公開。 

 

2006年 6月 15日 

第 1次レポートの第 3ドラ

フトを公開。 

 

2006年 7月 28日 

第 1次レポート最終版を提

出。パブリックコメント期

間は、2006年 8月 18日ま

で。 

2006年 8月 3日 

暫定タスクフォースレポ

ートのドラフトを公開。 

 

2007年 2月 18日 

タスクフォースレポート

のドラフトを公開。 

 

2007年 3月 8日 

最終タスクフォースレポ

ートのドラフトを公開。パ

ブリックコメント期間は、

2007年 3月 8日～28日。 
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クコメント期間は、2006

年 1 月 19日～2月 8日ま

で。 

 

2006年 3月 15日 

暫定タスクフォースレポ

ートのパブリックコメン

ト を 反 映 し た 最 終 版

（ WHOIS Task Force 

Final task force report on 

the purpose of Whois and 

of the Whois contacts）を

公開。 

 

2006年 11月 22日 

WHOISサービスに関する

暫定タスクフォースレポ

ート（Preliminary Task 

Force Report on Whois 

Services）を公開。パブリ

ックコメント期間は、2006

年 11 月 24 日～2007 年 1

月 15日まで。 

 

2006年 12月 3日 

WHOISへの登録要請と個

人情報保護法との潜在的

な抵触に関する手続につ

いてのドラフト（Draft 

Procedure for Potential 

Conflicts between Whois 

Requirements and 

Privacy Laws）を公開。パ

ブリックコメント期間は、

2006年 12月 3日～2007

年 1月 15日まで。 
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最終レポート - 2006年 9月 14日 

DRAFT GNSO 

Recommendation 

Summaryを公開。 

 

2007年 2月 15日 

最終レポートのドラフト

版を公開。 

- 

最終レポート受領後の

GNSO評議会の審議 

- - - 

理事会レポート - - - 

理事会の決議 - - - 

 
2-4 IPアドレスの管理体制の現状及びそれに関する議論の動向 
 
2-1-3 で概括した通り IPアドレスの管理体制は階層的になっている。その中でも IPアドレ
スの管理に特に重要な役割を占めるのが 5つの RIRと、一部地域に存在する NIRである。 
 
この RIRや NIRを始めとするインターネットレジストリや IPアドレスの利用者が、IPア
ドレスの分配、または利用にあたって従うことが求められる IPアドレス管理に関する事項
を 「IPアドレスポリシー」と呼ぶ。IPアドレスポリシーは RIRや NIRが、管轄している
地域単位で文書化して公開しており、IP アドレス管理の構造、考え方、アドレス分配の基
準等を定義している。従って、IP アドレスポリシーはその原則は共有しつつも、地域ごと
の事情を反映し、少しずつ異なるものになっている。 

 
IPアドレスポリシーは RIRや NIRが文書を公開しているが、 その内容を実質的に決定し
ているのは RIRや NIRではない。IPアドレスポリシーの内容は IPアドレスの利用者であ
れば誰でも提案、発言を行うことが可能である。アドレスポリシーの提案（新設、改廃）

は、IP アドレスを利用しているコミュニティからの賛同が得られれば一定のプロセスを経
て、IPアドレスポリシーに反映される。 

 
ここでは、IPアドレスポリシーの策定プロセスを各地域毎に詳細に見ることによって、日々
のインターネットの運用に大きな影響を与える IPアドレスの管理方法がどのように定まっ
ていくのかを検証する。ここで説明する IP アドレスポリシーの策定プロセスで定まる IP
アドレスポリシー自体の内容は、3-2項で別途見ていくものとする。 
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2-4-1 RIRにおけるポリシー策定プロセスの現状と課題 
 
上記で触れた通り IPアドレスポリシーは各地域毎に異なるが、その策定プロセスもまた各
地域毎に異なる。以下に、5つの RIRのうち、ポリシー策定の経験が豊富な APNIC、ARIN,
及び RIPE NCCで定められているポリシー策定プロセスを見ていく。 
 
2-4-1-1 APNIC 
 
APNICでは、議論されるポリシーの関連分野ごとにSIG (Special Interest Group) という
グループがあり、それぞれに議長 (Chair) が任命され、議論を進めていくこととなってい
る。SIGは毎年 2回開かれるオンサイトのミーティングがその中心となり、その前後はメー
リングリストを使ったオンラインでの議論がその機能を司る。SIGの議長は、SIGの参加者
による投票で決定され、APNIC事務局員が議長を兼ねることは原則として無い。従って、
APNICがポリシー提案を行う際に受ける取り扱いは、その他の参加者が提案を行う際と同
一であるということができる。2006 年には今まで文書化されていなかったSIGの定義や、
SIG議長・副議長の役割と任期、改選方法等の議論がなされ、ドラフトが起草23された。2007
年 2 月に行われる第 23 回APNIC会議でこのドラフトは提示され、参加者の同意を得た上
でAPNICの正式文書となり、運用が開始される予定である。 

 
APNICにおいて IPアドレスポリシー策定に重要な役割を担う SIGが、アドレスポリシー
SIG である。この SIG では、IP アドレスの管理に関わるあらゆるポリシー提案がなされ、
最も提案が多い SIGである。APNICではこのポリシーSIGを含めて 7つの SIGが活動中
である。 

 

                                                  
23 http://www.apnic.net/meetings/archive/sigs/draft-guidelines-v001.pdf 
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表10： APNICで活動中の SIG 

SIG名 役割 
アドレスポリシー IPアドレスポリシーに関するポリシー策定、

情報交換 
NIR NIRに関するポリシー策定、情報交換 
データベース WHOISや IRR(Internet Routing Registry)

など、データベースに関するポリシー策定、

情報交換 
DNSオペレーション 主に逆引き DNSに関するポリシー策定、情

報交換 
IPv6技術 IPv6に関する情報交換 
ルーティング ルーティングに関する情報交換 
IX（インターネットエクスチェンジ） IXに関する情報交換 

 
APNICの具体的なポリシー策定プロセスは以下の通り定められており、提案者はこのプロ
セスに従わなければならない。 

 
z ステップ 1：ミーティング前の議論 
 
ポリシー提案は、オンサイトのミーティング開催日の 4週間前までにSIGのメーリングリ
スト、及び議長に提出しなければならない。また、提案は文書形式で書かれていなけれ

ばならない。（パワーポイントなどの形式では不可。文書形式のテンプレートはAPNICで
用意24されている。） 
このプロセスは、ミーティングの前に参加者が提案内容を良く理解し、必要であればミ

ーティング前にメーリングリストで質問、コメント等を行えるようにするために設けら

れている。 
 
z ステップ 2：ミーティングでの議論 
 
ポリシー提案は年に 2 回開催されるミーティングで提示され、提案者はミーティングで
提案の説明を行う機会を与えられる。提案を採用してもらうためには、SIG の参加者の
大まかなコンセンサス（合意）を得る必要がある。コンセンサスに達したかどうかの判

断は、SIGの議長に委ねられる。 

                                                  
24 http://www.apnic.net/cgi-bin/policy_proposal.pl 
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ミーティングの場に出席できない者のために、ミーティングはインターネットでリアル

タイム中継される。また、速記録もリアルタイムで読むことができる。コメントや質問

もインターネット経由でミーティングの現地に伝えることができるなど、リモートでも

参加できる環境を整えるための努力がなされている。 
 
議論が尽くされたと議長が判断した段階で、提案に賛成か反対かの挙手が求められる。

ここでのコンセンサスの判断は議長に委ねられる。コンセンサスに至らなかった提案は、

SIG の判断でその提案を取り下げるか、修正するかを決定することができる。議論の方
向によっては、提案の一部を変更もしくは削除した上でコンセンサスを図るということ

もある。 
 

SIGでコンセンサスを得たポリシー提案は、ミーティングの最終日に開かれる APNICメ
ンバーのみが出席できるミーティング（AMM：APNIC メンバーミーティング）でもコ
ンセンサスを得る必要がある。ここでのコンセンサスは、AMMの議長（通常は APNIC
事務局長）によって判断される。 

 
z ステップ 3：ミーティング後の議論 
 
ミーティングでコンセンサスに至った提案は、メーリングリスト上で 8 週間のコメント
期間を経る。この間に再度コメントや質問を行うことができる。 

 
z ステップ 4：コンセンサスの再確認 
 
メーリングリスト上でのコメント期間で特に際だった反対が無ければ、コンセンサスが

確認されたと判断し、次のステップへ移る。ここでのコンセンサスの判断は、SIG の議
長が行う。コンセンサスと判断できなかった提案は実装されることは無く、SIG で継続
議論とするか、取り下げるかを判断する。 
 
z ステップ 5：APNIC理事会 (EC: Executive Council) による承認（エンドースメント） 
 

APNICの理事会はコンセンサスとして確認された提案を承認する、もしくは承認しない
権限を有している。理事会は当該提案について SIG へ差し戻す権限も有するが、差し戻
す際には明確な理由を添える必要があると定められている。また、理事会は特定の提案

について承認を行うかについて APNICメンバーの正式投票に付すこともできる。ここで
の承認が、提案が採用されるか否かの最終判断ということになる。 
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z ステップ 6：ポリシー文書の作成、コメント期間 
 
上記までのステップを踏んで正式承認に至ったポリシー提案は、実際の運用のために文

書化される。このポリシー文書が正しく提案及びコンセンサスの内容と合致しているか

についても、コメント期間が用意されている。ポリシー文書のドラフトは APNICの事務
局員によってなされ、SIGのメーリングリストで公開され、1ヶ月のコメント期間を経る。 

 
この段階に至るまでに、既に提案自体は採用されることが決定しているため、このステ

ップで確認することは以下の事項に限られる。 
 
1) 一連のポリシー策定プロセスの中でのコンセンサス事項が、正しくポリシー文書

に反映されているか。 
2) ポリシー文書の言葉づかいで、改善すべきところが無いか。 
3) 追加のレビュー期間が必要かどうか。 

 
これらの確認が終了した後、正式なポリシー文書が成立し、実施されることとなる。 

 
2-4-1-2 ARIN 
 
ARIN では APNIC とは違い特にトピック毎にグループが形成されているわけではないが、
ポリシー提案は誰でも可能であること、メーリングリストの議論とミーティングの場での

議論に基づいてその提案の採否が決まっていくという点は同じである。以下に、ARINのポ
リシー策定プロセスを段階を追って見ていく。 
 
z ステップ 1：ポリシー提案の提出 
 
ポリシー提案は、ARINミーティング開催の 60 日前までに、あらかじめ定められたテン
プレート25に従って、指定のメーリングリスト26に提出する必要がある。記載事項は

APNICと比べると、より厳密なものが必要である。特に指定されているのは、以下の 4
事項である。 

 
1) 主たる提案者の連絡先情報 
2) 採用されるべきポリシー文書の言葉使いも含んだ形で記述された、提案ポリシーの

                                                  
25 http://www.arin.net/policy/irpep_template.html 
26 policy@arin.net 
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内容 
3) 問題についての簡単な議論と、提案での主張 
4) 実施までのスケジュール 
 
提出されたポリシー提案は、ARINのウェブサイト及びメーリングリストで公開される。 

 
z ステップ 2：諮問委員会(AC: Advisory Council)による初期レビュー 
 
提出された提案は公開のメーリングリスト上でも議論が行われるが、それに併行して

ARINの諮問委員会(AC: Advisory Council)による検討が行われる。検討の結果、提案は
以下の 3つのどの扱いとするかが決定される。 

 
1) 提出された提案をそのまま受け入れる 
2) 提案者との間で以下の作業を行う 

A) 文言の意図及び文言を明確化する 
B) 提案を 2つ以上に分割する 
C) 他に提出されている提案と併せて 1つの提案とする 

3) 正式な提案としては受け付けない 
 
これらのレビューは、ARIN ミーティングの少なくとも 45 日前までになされる。AC が
提案を受け付けない場合、もしくは提案者との間で上記作業内容に関して合意が取れな

かった場合には、その決定をメーリングリストに理由を付して公開しなければならない。 
 

z ステップ 3：異議申し立て 
 
上記ステップ 2 で AC の支持を得られなかった提案については、異議申し立てを行うこ
とができる。（AC の支持を得られた提案については、ステップ 4 へ）申し立てが認めら
れるためには、ACが不支持決定を行ってから 5日以内にメーリングリストに申し立てを
送付し、少なくとも異なる 4 つ以上の組織の、異なる 4 人以上から、提案への支持をメ
ーリングリスト上で得る必要がある。この支持を得た提案は正式な提案と見なされ、以

降のプロセスに従って検討されることとなるが、メーリングリストでの支持を得られな

かった提案は、この時点で却下されることとなる。 
 

z ステップ 4：正式提案としての公開 
 
上記ステップ 2 及びステップ 3 において支持が得られた提案は、正式提案として再度メ
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ーリングリスト上及び ARIN のウェブサイト上に公開される。この公開は少なくとも

ARINミーティングの 30日前までに行われる。 
 
z ステップ 5：ミーティングの場での議論 
 
全ての正式提案は、ARINミーティングの場で提示され、議論が行われる。 

 
z ステップ 6：ACによる再レビュー 
 

ARINミーティング終了後、通常 5日以内に ACによって当該提案が支持を得たかのレビ
ューが行われる。このレビューを行う際には、メーリングリスト上のコメントと会場の

コメントを同様に扱うと定められている。 
 
支持の度合いによって、ACは次のいずれかの調整を行うことができる。 
 
1) 提出された提案をそのまま支持する。 
2) 提案者と、提案を明確化、修正、分割、もしくは他の提案と併せて一つにするよう調
整する。 

3) 当該提案を却下することに関してコミュニティの支持があるかどうか判断する。 
 
上記 1)のケース、もしくは 2)のケースで修正について合意ができたものについては、最
終コメント募集(Last Call)にかけられる。 

 
上記 2)のケースで、提案者と AC が修正について合意ができなかった場合は、提案者の
ポリシー提案及び ACによるポリシー提案双方が、最終コメント募集にかけられる。 

 
上記 3)のケースとなった場合、ACは当該提案を却下する予定であることをメーリングリ
ストで通知する。この場合、提案者はこの決定に関して最終の異議申し立てを行うこと

ができる。 
 
z ステップ 7：最終コメント募集期間(Last Call) 
 
最終コメント期間中、提案は ARIN のウェブサイト上で公開される。コメントは公開の
メーリングリスト上で、少なくとも 10日間受け付けられる。 
 
提案者と ACの双方がポリシー提案を最終コメント期間に提出してきた場合、コメント提
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出者はどちらの提案をどういう理由で支持するか明確に表明することが求められる。こ

の場合通常どちらか一方の提案のみが採用される。 
 

ACはこの最終コメント募集期間中のコメントをレビューし、次のいずれかの決定を行う。 
 

1) 当該提案を修正なく支持し、ARIN理事に提案の採用を勧告する。 
2) 軽微な修正を施し、再度最終コメントにかける。 
3) 重大な修正を施し、再度 ARINミーティングで議論するために公開する。 
4) 当該提案を却下することに関してコミュニティの支持があるか判断する。 

 
また、提案者と AC 双方がポリシー提案を最終コメント期間に提出してきた場合は、AC
は次のいずれかの判断を行う。 

 
1) ARIN理事に対し、どちらのポリシー提案を採用するべきか勧告する。 
2) 軽微な修正をいずれかのポリシー提案に施し、修正後のポリシー提案を再度最終コメ
ント期間にかける。 

3) 重大な修正をいずれかのポリシー提案に施し、次回の ARINミーティングで議論する
ために公開する。 

4) 当該提案を却下することに関してコミュニティの支持があるか判断する。 
 
これらのプロセスの中で、当該提案を却下することに関してコミュニティの支持がある

と ACが判断した場合、ACは当該提案を却下する予定である旨メーリングリストで通知
する。この場合、提案者はこの決定に関して最終の異議申し立てを行うことができる。 

 
z ステップ 8：最終異議申立期間 
 

ACが当該提案を却下する予定である旨メーリングリストに通知した場合、提案者は当該
通知から 5日以内に「最終異議申し立て(Last Call Petition)」を行うことができる。この
申し立ては提案者がメーリングリストへ行う。この申し立てが認められるためには、申し

立てを行ってから 10 日以内に、それぞれ異なる組織に属する 10 人以上から提案に関す
る支持声明を得る必要がある。申し立てが認められなかった場合は、当該提案は却下され

る。 
上記要件を満たして異議申し立てが認められた場合、当該提案は ARIN 理事がその採否
の最終判断を行う。 

 
z ステップ 9：ARIN理事(Board of Trustees)によるレビュー 

72 



 

 
ARIN理事は ACの勧告を検討し、さらなる確認が必要と判断された場合は ACに対して
差し戻すことができる。確認は不必要と ARIN理事が判断した場合は、当該提案を採用、
もしくは却下することができる。ARIN理事はこの決定を、その議事録をもって公開する。
採用することが決定されると、当該提案はポリシーとして運用される。 

 
2-4-1-3 RIPE NCC 
 
RIPE NCCでは、アドレスポリシーワーキンググループ(WG)がアドレスポリシーを議論す
る場となっている。ポリシー提案は誰でも可能であること、メーリングリストの議論とミ

ーティングの場での議論に基づいてその提案の採否が決まっていくという点は APNIC、
ARINと同じである。以下に、RIPE NCCのポリシー策定プロセスを段階を追って見てい
く。 
 
z ステップ 1：提案提出段階 
 
提案は、RIPE NCCが用意しているテンプレート27を利用して、WGのチェア、もしくは
RIPEのチェアに対して提出する。提出された提案は、WGのウェブページで公開される。
提案提出にあたっての日程制限などは特に定められていない。 

 
z ステップ 2：議論段階 
 
提案が提出されるとメーリングリスト上でも当該提案が公開され、メーリングリスト上

で議論が開始される。この議論によって提案の修正が必要となった場合、修正された提

案が再度修正点とともに公開される。WG のチェアはこの議論に必要な期間を定めるこ
とができる。この期間は通常 4 週間を超えない範囲で設定されるが、延長されることも
ある。 
 
z ステップ 3：レビュー段階 
 
議論段階が終了すると提案はレビュー段階へと移され、WG がコンセンサスに達したか
を判断する。コンセンサスに達しなかった場合、提案者はこの提案を取り下げることが

できる。取り下げない場合、再度議論段階へと差し戻される。レビュー段階に設定され

る期間は、4週間以内とされている。 
 

                                                  
27 http://www.ripe.net/ripe/docs/pdp.html#appendix_b 
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z ステップ 4：最終プロセス 
 

WG がコンセンサスに達したと WG チェアが判断すると、当該提案は最終コメント期間
にかけられる。最終コメント期間の通知はメーリングリストになされる。最終コメント

期間は 4 週間とされている。期間終了後、WG チェアが当該提案がコンセンサスに達し
たかを最終的に判断する。コンセンサスと判断された提案については、その提案が実施

に移される。コンセンサスに至っていないと判断された提案については、提案者は当該

提案をさらなる議論のため、WGに再提出することができる。 
 
 
ここまでで見てきたとおり、RIR 間でもそのポリシー策定プロセスには様々な点で違いが
ある。APNIC はポリシー文書の編集に関するポリシーまで定めているのが特徴で、ARIN
はプロセスのあらゆるポイントで異議申し立ての機会を設けているのが特徴と言える。 
 
RIPE NCCの場合、他 RIRと比較するとプロセスはそれほど厳密に定められておらず、特
にミーティングの場での議論については何も定めていないのが特徴であろう。実際、RIPE 
NCCのミーティングの場で提案に関して賛否を問うことはまれであり、むしろ議論が尽く
される事に重きを置いているようである。 
 
2-4-2 RIRにおける IPアドレスポリシー策定プロセスの課題 
 
前項で述べたとおり、各 RIR は各々のポリシー策定プロセスを文書化し、プロセスの透明
性を確保することに腐心している。共通なのは、ポリシーの提案は誰でも行えることと、

決定は基本的に参加者の総意(コンセンサス)に基づいてなされるということである。 
 
しかし、各 RIR においてルール制定に向けた議論に広く門戸を開いていたとしても、言語
が障壁になるケースがある。各 RIR の会議における公用語は基本的には英語であり、地域
によっては提案者、参加者の大多数の第一言語が英語でなく、意思疎通がうまくなされな

いこともある。 
 
また、コンセンサスの判断を行うことは実は非常に難しい。参加者全員が賛成、反対は無

しというケースであれば判断は容易だが、実際にはそのようなケースはほとんど無い。提

案によっては利害関係がある当事者が非常に少なく、関心をあまり持ってもらえず従って

積極的な支持も得られにくいということもある。単純多数決とは異なる意思決定方式が取

られているため、コンセンサスの判断をどう定義するかが重要であり、課題でもあると言
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える。APNICではこのコンセンサスの定義もガイドラインでの明確化28を図っており、RIR
のIPアドレスポリシー策定プロセスを理解する上でも、注目すべき文書である。 
 
APNIC の場合、APNIC 事務局側からポリシー提案がなされることもしばしばあるが、
ARINや RIPE NCCの場合、事務局側から提案を行うことには非常に慎重である。コミュ
ニティのボトムアップの提案を尊重し、トップダウンと解釈されるような提案は極力避け

るべきという考えに基づくものであるが、IPv4 アドレスが枯渇していく局面でどういった
アドレスポリシーが適切なのか等、アドレス管理の根幹に関わる重要な問題については、

RIR側の積極的な提案、関与が求められる可能性があり、RIRの今後の対応が注目される。 
 
2-4-3 JPNICにおける IPアドレスポリシー策定プロセスの現状 
 
日本国内で IPアドレスの管理を行っている NIRである JPNICでも、RIRと同様に IPア
ドレスポリシー策定プロセスの定義を文書化し公開している。参加、提案に制限を設けず、

ミーティングとメーリングリストでの議論に基づいて提案の採否が決定されることは RIR
の IPアドレスポリシー策定プロセスと同様である。 

 
JPNIC では、このポリシー策定プロセスの調整役としてポリシーワーキンググループ（ポ
リシーWG）という JPNIC から独立した機関を設け、この WG がミーティングの議長や
JPNIC への IP アドレスポリシー実装勧告を行う役割を担うと定義している。この点は、
APNICよりさらに一歩踏み込んだものといえる。 

 
JPNICではこの IPアドレスポリシー策定プロセスを 2004年 11月から運用しているが、
2006年にこれを一部変更する提案があった。これは、それまでミーティングの場でのコン
センサスの定義を「オンサイトフォーラムの参加者の過半数の賛同が得られた場合」とし

ていたものを、「ポリシーWGチェアがポリシー提案に対して会場の賛否両意見を元に、質
と量の両面から総合的に判断して提案がその場の総意として支持されている状態」と変更

するものである。この提案は、コンセンサスの判断を RIR でのそれに揃えることを目的と
したものであり、参加者の賛同を得て実装されることとなった。 
この新しいJPNICのIPアドレスポリシー策定プロセス29は、2007年 3月 7日より発効とな
った。 
 
 
 

                                                  
28 http://www.apnic.net/meetings/archive/sigs/draft-guidelines-v001.pdf 
29 http://www.nic.ad.jp/doc/jpnic-01059.html 
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2-4-4 JPNICにおける IPアドレスポリシー策定プロセスの課題 
 
JPNICは APNICの配下で活動する NIRであるため、APNICで策定されるアドレスポリ
シーの影響を受ける。また、ポリシー提案を議論するミーティング（オープンポリシーミ

ーティング）でコンセンサスを得たとしても、さらに APNICのミーティングへ提案を行い、
そこでもコンセンサスを得ないと実施できないポリシー提案もあり得る。 
つまり、日本国内で適用される IPアドレスポリシーといえども、国内だけで全て完結でき
るわけではなく、必ず APNICとの調整や、APNICミーティングへの提案、逆に、APNIC
ミーティングで決まったことを JPNICオープンポリシーミーティングで提案するなどの連
携が非常に重要である。現状では特に問題が発生しているわけではないが、今後もこの連

携を保つことが課題となる。 
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第 3章 インターネット資源管理ポリシーの現状及びそれに関する議論の動向 
 
3 インターネット資源管理ポリシーの現状及びそれに関する議論の動向 
 
3-1 ドメイン名 
 
3-1-1 WHOISを巡る ICANNでの議論 
 
z WHOISに関する議論の背景 
ICANNにおける WHOISの議論の背景には、「プライバシー擁護派」対「情報公開派」の
戦いともいうべき利害対立がある。そもそも WHOIS サービスを提供する主たる目的は、
当初はネットワーク運用（特にインターネット上での自律的なトラブル解決）、また申請、

登録データの確認/更新のためにインターネットユーザが必要とする情報の提供とされてい
たが、インターネットが社会で広く使われ始めるにつれ、実社会のルールとの違いが際だ

つようになり、プライバシーの擁護の必要性などの論点が出てくるようになった。しかし

この当初の目的のために WHOIS を提供することへの支持も強く、それ故に WHOIS に関
する議論は容易に決着し難い問題をはらんでいると言える。 
 
ICANNにおいては、2003年 10月の ICANNチュニス会議中に行われた同 10月 29日の
GNSO評議会会議において、それまで長年WHOISにおけるプライバシー問題として検討
されていた問題について、タスクフォース化を行い、改めて検討を開始することが正式に

決定された。 
WHOIS問題は、その後タスクフォースを最も多いときで 3つのグループに分け、グループ
ごとに作業課題を設定する等して取り組んだが、結果的にこれらのグループからまとまっ

た成果は生じなかった。 
特に「WHOISにおけるデータ収集の必要性は、個人情報保護に関する国家法と、どのよう
に関係するか」との比較的漠然とした課題を検討対象としたタスクフォース 3 は、対象テ
ーマをその後絞り込んだものの具体的な進展も見られないまま行き詰まった。 
こうした展開を打開するため、2005年 2月 17日、GNSO評議会の電話会議で、これらの
タスクフォースの一本化が決定された。 
 
2005 年に終了済みの作業で主に 2006 年の活動に関連するものについて、参考までに概略
を述べる： 
 
z タスクフォースへの TOR（Terms of Reference/委任事項）の設定と作業開始 
その後、タスクフォースの活動は検討対象を更に絞り込むことで進展を見せた。まず、タ
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スクフォースの最終的な検討対象（Terms of Reference/委任事項）は、以下の 5項目に絞
られた： 
 

1） WHOISの目的の定義付けを行う、 
2） 登録済みドメイン名の保持者、技術/管理担当者の目的の定義付けを行う、 
3） 収集されたデータのうち公開されるものを決定する、 
4） 不正確な WHOIS データについてレジストラに通知するプロセスの改善方法お
よび、不正確なデータの調査訂正のためのプロセスを決定する 

5） WHOISサービスに関連する ICANNとの契約の条項を遵守するための義務につ
いて、また同様に、WHOISサービスに関連する適用される法および、国家によ
る規制の遵守についての登録済みドメイン名の保持者、gTLDレジストラ、ある
いは gTLDレジストリの義務間の義務の違いについて、決定する 

 
上記委任事項 5項目は、2005年 6月 2日の GNSO評議会会議で承認された。 
最初の委任事項「WHOIS の目的の定義付け」の議論は、WHOIS の表示に関する意見対
立の原因が、WHOISの目的に対する意見の違いに原因している、という問題意識のもとで、
「まず WHOIS の目的について妥協点を見つけておこう」という議論の流れになり、これ
が委任事項に入ったものと思われる。 
 
この後、GNSOでのWHOISに関連する動きは、上記委任事項 5項目が確定して以降、作
業の内容別に以下の 3つにグループ分けする形で進行した。 
 
 
¾ 作業 I） WHOISの目的と公開される情報について 

⇒対象とする作業： 委任事項 5項目の内、1)および 3)の項目 
 
¾ 作業 II） データ収集の目的および、不正確なデータに関する通知のプロセス

について 
⇒対象とする作業：委任事項 5項目の内、2)および 4)の項目 

 
¾ 作業 III） WHOISと国家法との抵触解決の方法について 

⇒対象とする作業：委任事項 5項目の内、5)の項目 
 
 
タスクフォースはまず、作業 III)「WHOISとによる要請と国家法等の定めが抵触する場合
の手続き」について検討を開始し、タスクフォースの中でこの作業が最も早く進んだ。 
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2005年 9月 12日に暫定課題報告書、同年 10月 25日に最終報告書30を提出。同年 1２月の
バンクーバー会議のGNSOパブリックフォーラム Part 131では既に作業は完了したとの報

告がなされた32。 
 
委任事項 5 項目の内、この項目が他よりも検討作業が早く進んだ理由は、この時点では
WHOIS の目的の定義（委任事項 5 項目の 1））がまだ定まっていなかったためである。ま
た、他の事項とは違い関係者の利害対立が比較的少なかったためとも思われる。 
 
委任事項 2）および 3）については、いずれも“WHOISの目的に照らして”定義付けなり
決定を行う、という作業目標を設定しており、WHOISの目的が定まっていないこの時点で
はいずれも着手のしようがなかったためである。 
 
このように、作業III)については 2005年中に作業が完了した33。 
 
 

                                                  
30  http://gnso.icann.org/issues/tf-final-rpt-25oct05.htm 
31  バンクーバー会議 GNSO評議会パブリックフォーラム Part 1の音声の字訳（全文）： 

 http://www.icann.org/meetings/vancouver/captioning-public-forum-i-02dec05.htm 
32  バンクーバー会議 GNSO評議会パブリックフォーラムのプレゼン資料： 

http://gnso.icann.org/issues/whois-privacy/gnso-whois-tf-rpt-02dec05.pdf 
33  その後 2006年 1月 18日付で作業結果は勧告としてICANN理事会に提示された。 
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z WHOISの目的の定義付けの作業に関する経緯 
委任事項 5項目の設定直後よりWHOISの目的の定義付け（委任事項 5項目の 1））につい
ても検討作業は進められた。 
 
若干遅れて 2005 年 12 月のバンクーバー会議34のGNSOパブリックフォーラムにて、
WHOISの目的の定義 2つ、（案 1および案 2）が発表された。 
 
それぞれの案の原文および参考日本語訳は、以下のとおりである。 
 
（案 1・原文） 
The purpose of the gTLD Whois service is to provide information sufficient to contact a 
responsible party for a particular gTLD domain name who can resolve, or reliably pass 
on data to a party who can resolve, issues related to the configuration of the records 
associated with the domain name within a DNS nameserver.” 
 
（案 1・日本語訳） 
gTLD WHOISサービスの目的は、ある特定の gTLDドメイン名において責任を持ち、DNS
ネームサーバ内の当該ドメイン名登録設定に関する問題を解決できる当事者自身、もしく

は解決できる者へデータを確実に渡せる当事者にコンタクトするに十分な情報を提供する

ことである。 
 
（案２・原文） 
The purpose of the gTLD Whois service is to provide information sufficient to contact a 
responsible party or parties for a particular gTLD domain name who can resolve, or 
reliably pass on data to a party who can resolve, technical, legal or other issues related 
to the registration or use of a domain name. 
 
（案２・日本語訳） 
gTLD WHOISサービスの目的は、ある特定の gTLDドメイン名において責任を持ち、ドメ
イン名の登録もしくは利用に関する技術的問題、法的問題もしくはその他の問題を解決で

きる当事者または当事者集団自身、もしくは解決できる者へデータを確実に渡せる当事者

にコンタクトするに十分な情報を提供することである。 
 

                                                  
34 ICANNバンクーバー会議のページ： 

http://www.icann.org/meetings/vancouver/ 
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同会議の GNSOパブリックフォーラムにおける議論では、Jordyn Buchanan 氏（WHOIS
タスクフォースのチェア）がWHOISの目的について説明した。更に、「WHOISとはドメ
イン名に関するデータを参照するためのシステムの提供である」という点については各部

会間の意見に異存はなかったこと、しかし、「WHOIS が解決しようとする問題とは何なの
か」についての見解が一致しなかった旨、説明を行った（なお、このフォーラムではWHOIS
による公開情報については事実上触れられていない）。 
 
WHOISの目的（およびデータの公開に関する）暫定課題報告書のドラフトが発表されたの
は同年 12月 23日、同報告書の完成版は 2006年１月 18日に発表された35。暫定課題報告

書には同年 1月 19日から同年 2月 8日までパブリックコメント期間が設けられた。 
 
以上が、WHOISタスクフォースの活動の 2006年冒頭までの動きの概略である。 
以下、作業 I）および作業 II）について、2006年冒頭より現在36までの動きを報告する。 
 
 
z 作業 I）WHOISの目的および公開情報についての動き 
 
(1) WHOISの目的および公開情報についての暫定課題報告書の完成版 
既述のとおり、2006年１月 18日に暫定課題報告書の完成版が発表され、同 2月 8日まで
のパブリックコメント期間内には 36 件のコメント37が寄せられた。そのうちの殆んどは

WHOISの目的の定義付けの2つの候補のいずれを支持するかについての見解の表明だった。
報告書自体、WHOISの目的の定義付けの問題に集中してしまい、公開情報については殆ん
ど触れられていなかったためである（なお、公開情報に関するコメントはなかった）。 
 
なお、WHOIS の目的の定義付けについて、レジストラ部会/レジストリ部会/非商用ユーザ
部会は、定義１への支持を表明。一方、知的財産部会/ISP 部会/商用ユーザ部会は、定義 2
への支持を表明した。 
 
WHOISの目的および公開される情報に関する暫定報告へのコメントに関しては、特にそれ
までに既に出ていた意見等と大きく異なるもの、着目すべきもの等は見られなかった。 

                                                  
35 WHOISの目的（およびデータの公開に関する）暫定課題報告書のドラフトを発表するアナウンス 

http://www.icann.org/announcements/announcement-18jan06.htm 
36 2007年 2月末日現在 
37 ICANNの発表では 42件のコメントがあったとされているが、パブリックコメント用のメーリングリス
ト上、期限内のコメントして確認できるの 36件である。パブリックコメントの提出はメーリングリストへ
の投稿に限定されていた。 
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中には法的な問題に言及するもの（法的な紛争等を想定して、登録者あるいは公開の連絡

先の裁判管轄に関する項目を WHOIS に設けるべき等の内容）もあったが、これには、
「ICANN の技術的使命の対象外」との内容の反論が、Milton Mueller 氏（非商用ユーザ
部会）やWendy Seltzer 氏（At Large諮問委員会リエゾン）によりなされた。 
 
(2) WHOISの目的と公開情報に関する暫定課題報告書に対するパブリックコメント 
その後のパブリックコメント期間中に寄せられたコメント 36件に関する概要は以下のとお
りである。 
 

・投稿者の内訳： 
知的財産保護関連団体38、法曹等  19件 
営利企業     9件 
その他（団体）     6件 
学者      2件 

 
・定義 1および定義 2の支持率： 

定義 1を支持するもの   6件 
定義 2を支持するもの  26件 
その他    4件39

 
 

・各支持の根拠 
定義 1を支持する根拠 
⇒ ICANNの使命にかなっている。 
また、法的な係争等の解決等は ICANNの使命外である、等。 

 
定義 2を支持する根拠 
⇒ 定義 1に拠ったのでは、WHOISにより生じている問題は解消
しない。 

 
・傾向 

基本的に営利企業、法曹/知財関係者等は定義 2を支持。 
 
 

                                                  
38 但し、業界団体等で業界分野に関連する知的財産の保護等を明確に打ち出している組織を含む。 
39 定義に対する見解の表明ではなかったもの。 
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以下 2 件の、定義 2 不支持の理由は、非常に良くまとまったものと思われるため、概要を
紹介する。 
 
 

Michael Geist 氏（オタワ大学教授）による定義 1を支持する意見40の概要（但し、こ

れには定義 1の支持理由以外に、WHOISに関するポリシーへの意見も含まれている）： 

私は、オタワ大学教授（ネット上の法律が専門）であり、また、.caドメインを管理

する the Canadian Internet Registration Authority (CIRA)の役員、the Public 

Interest Registry’s（PIR）の評議員でもある。なお、このコメントは、私個人のも

のであり。オタワ大学や PIRの意見を代表するものではない。 

WHOIS に関するポリシーは、情報保護法に十分な根拠を提示するものでなければ

ならない。カナダでは、個人情報に関する規制では、問題となるサービスと厳密に

関連するのではない個人情報の強制的な開示は禁じられている。つまりこの場合、

WHOIS もそのサービスの提供に必要な情報のみを開示することができるものであ

って、例えば請求担当窓口の情報をインターネット上で公開する必要はない。

WHOIS のポリシーがコミュニティの要請に適うためには、情報保護の法律といっ

た法的な義務について、その目的の中に盛り込む必要があるだろう。 

しかしながら、WHOIS は、批判サイトや告発サイトに関する個人情報の開示を強

制することによってインターネット上の発言に恐ろしい影響を与えるものであって

はならない。WHOISの目的はこの点を考慮に入れる必要がある。 

私は、定義 2 は、表現の自由の観点からして問題だと思う。WHOIS の目的を法的

な問題にまで拡大させることは、WHOIS のポリシーの対象を ICANN の使命より

も広い範囲にまで拡大させるものである。更に、法による正当な管理に基づくこと

なく、政府その他が表現の自由を抑圧する手助けとなってしまうだろう。 

 
Geist 氏は「表現の自由」が「抑圧」されるかも知れないと考える状況について具体的には
述べていないが、WHOISの目的の定義付けについて、スパムメールであるとかその他迷惑
行為等の理由からではなく、国家や表現の自由との関連41から述べている辺りは法学者故の

視点と思われる。 
 
一方、以下は弁護士・the California Section on Intellectual Propertyメンバー/前 ICANN
                                                  
40 http://forum.icann.org/lists/whois-comments/msg00032.html 
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理事、等の肩書きを持つ Karl Auerbach 氏による見解である。 
 
 

Karl Auerbach 氏による定義１を支持する意見42の概要（但し、これには定義 1の支

持理由以外に、WHOISに関するポリシーへの意見も含まれている）： 

定義 2 の描く個人情報は、人間の尊厳とビジネスセンスのいずれをも踏みにじるも

のだ。 

定義 2にはインターネットの基礎に関する理解が何もない。WHOISのシステムは、

同好会的な雰囲気の中で運用上の問題を解決するために、互いに連絡を取る目的で

作り出されたものであり、法的な争いごとを対象とするためのものではない。 

WHOIS によって本当に深刻な害悪が生じているが、定義 2 は人間のプライバシー

をトレードマークよりも軽視しているものであり、これは間違っている。これが一

体どのような理由から正当化されるだろうか。ごく一部の裕福な者の営業上の利益

を守りたいとの願望が満たされるだけだ。 

私は知財を専門とする弁護士である。最近、大手メディアの集合体の顧問弁護士が

企業の商標に類似するドメイン名の登録者に停止を求めるレターを送る目的で

WHOIS の公開データをどのように使用しているかについて話すのを聞いたが、そ

のドメイン名がどのような使用のされ方をしているのかについて、その弁護士も大

手メディアの集合体も何も考えていなかった。これは法的なプロセスではなく、プ

ロセスの濫用である。 

定義 2は、国家や/州法、何世紀にもわたって築かれてきた適切な法の手続きの役割

を侵害するものであり、法に基づく釣り合いの取れた公正なプロセスのメカニズム

を投げ打つもの、場当たり的な自衛のための巧妙な迂回手段に過ぎない。 

もしトレードマークやサービスマークの保有者が権利を侵害されたと思うのであれ

ば、行うべきは法的な手続きを開始することであって、そこでは問題のドメイン名

の登録者による反論の機会の下、公平な裁判官によって指揮がなされる。 

定義 2と比較すると定義 1は、バランスが取れており、歴史をより反映している。

定義１は WHOIS があるべき姿、つまり確立された法的な訴え等の法的プロセスを

放棄/迂回しようとする手段ではなく、技術的な問題を調整するものとして認識され

ており、よりバランスが取れたものである。 

 
定義 1 を支持する理由について両者は事実上同じことを言っている。すなわち、定義 2 は
WHOISにより解決が目指される対象を広く取り過ぎているというものである。 
                                                  
42 http://forum.icann.org/lists/whois-comments/msg00006.html
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また、定義 2 を支持しない共通の理由は、定義 2 により可能となる手続きは、正当な判断
者（裁判所）の判断に基づかない抑制が事実上可能となるから、というものである。 
 
いずれも、ICANNの歴史や使命、同時に法的な知識を背景にしたバランスの取れた見解と
思われる。 
 
 
(3) WHOISの目的と公開される情報に関する最終報告書とその承認 
GNSO評議会は、上記パブリックコメントの要約を組み込み、2006 年 3 月 15 日、最終報
告書を完成/公開した43。なお、この最終報告書も事実上WHOISの目的のみに関するもので
あり、公開情報の項目については結論には至らなかった（但し、各部会による見解の要約

の中にWHOISによる公開情報の問題に関する見解も含まれてはいる）。 
 
WHOIS の目的と公開される情報に関する最終報告書の採択については、2006 年 3 月 14
日タスクフォースの電話会議で投票が行われ、その後、電話会議に参加できなかったメン

バーからのメールによる投票も受け付けられた。最終報告書は同 3月 15日付けとなってい
るが、投票結果には、同 3月 16日の投票分までが反映されている。結果、同最終報告書は
タスクフォースで承認された。 
 
 
採択についての投票結果の内訳は、以下のとおりだった： 
 

・賛 成 8名（レジストラ部会より 3名44、非商用ユーザ部会より 2名
45、レジストリ部会より 3名46） 

・反 対 0名 
・棄 権 6 名（Jordyn Buchanan 氏（タスクフォースチェア）、ISP

部会より 2 名47、知的財産部会より 1 名48、ビジネスユ

ーザ部会より 2名49） 
 
また、同時に WHOIS に関する 2 つの定義についても投票が行われたが、その結果は以下

                                                  
43 http://gnso.icann.org/issues/whois-privacy/tf-report-15mar06.htm 
44 レジストラ部会：Paul Stahura/Tom Keller/Ross Rader 
45 非商用ユーザ部会：Milton Mueller/Kathy Kleiman 
46 レジストリ部会：Simon Sheard/David Maher/Ken Stubbs 
47 ISP部会：Tony Harris/Greg Ruth 
48 知的財産部会：Steve Metalitz 
49 ビジネスユーザ部会：Marilyn Cade/David Fares 
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のとおりである： 
 

・定義 1を支持 8 名（8 名の内訳は、最終報告書の承認に賛成し
た者に同じ） 

・定義 2を支持 6 名（ISP部会より 3 名50、知的財産部会より 1
名51、ビジネスユーザ部会より 2名52） 

・棄 権 1名（Jordyn Buchanan 氏（タスクフォースチ
ェア）） 

 
なお、Wendy Seltzer 氏（At Large諮問委員会からのリエゾン）は、投票権は有していな
かったものの、報告書を承認する旨および、WHOISの目的について定義 1を支持する旨を
表明した。 
 
この投票結果を見ても分るとおり、GNSO 評議会において、WHOIS について定義 1 を支
持した者、最終報告書自体を支持した者は、いずれも投票に参加した者全体の 5 割以上を
占めてはいるものの 6割未満に過ぎなかった。 
 
 
(4) ICANNウェリントン会議での発表 
2006年 3月 25日-同 3月 31日、ニュージーランド、ウェリントンでICANNウェリントン
会議が開催された。その中で同 3 月 28 日に行われたGNSOパブリックフォーラムでは
WHOISタスクフォースの作業について報告が行われたが、主に経過報告および、それぞれ
の定義への支持の理由の説明であり、全体としては報告に留まるものだった。このフォー

ラムで目新しい議論等が行われた訳ではない53。 
 
 
(5) GNSO評議会でのWHOISについての定義の採択 
GNSO 評議会はその後、WHOIS の目的を 2 つの定義の候補のいずれかに絞る作業に入っ
た。 
元々、最終報告書の承認の時点で WHOIS の目的について定義１を支持する意見が圧倒的
に優勢だった訳ではなかったため、2006年 4月当時、再度いずれの定義がより適切かをめ

                                                  
50 ISP部会：Tony Harris 氏/Greg Ruth 氏/Maggie Mansourkia 氏 
51 知的財産部会：Steve Metalitz 氏 
52 ビジネスユーザ部会：David Fares 氏 
53 ICANNウェリントン会議のGNSOパブリックフォーラムで使用されたPPT：  

http://www.icann.org/presentations/whois-forum-wellington-28mar06.pdf 
同 GNSOパブリックフォーラムの音声の字訳（全文）： 
http://www.icann.org/meetings/wellington/captioning-gnso-pub-forum-28mar06.htm 
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ぐる議論が GNSO評議会で勃発した。但し、ここでの意見対立の概要は、それまでの報告
書の時点のものと基本的に異なるものではなかった。 
 
 
2006年 4月 12日、GNSO評議会は電話会議54において、賛成 18・反対 9で定義 1を採択
することを決定した。 
 
WHOISの目的の定義付けの問題は、これにより決着し、作業 I）は終結した。 
 
 

                                                  
54 GNSO評議会 2006年 4月 12日の電話会議議事録： 

http://gnso.icann.org/meetings/minutes-gnso-12apr06.shtml 
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z WHOISサービスについての検討作業 
以上のように、WHOISの目的の定義付けの作業が完了したため、WHOISタスクフォース
は未着手の作業、すなわち、上記「作業 II）（データ収集の目的および、不正確なデータに
関する通知のプロセスについて）」に本格的に取り掛かった。 
また、作業 I）（WHOISの目的と公開される情報について）のうち、既述のとおり 2006年
3月 15日に公開された「WHOISの目的と公開される情報に関する最終報告書」の中では
結論に至らなかった、「公開情報の検討（委任事項の第 3 項）」についても併せて検討を開
始した。これらは、委任事項の 2）から 4）までに該当する。以下、これらを総合して「WHOIS
サービスについて」という。 
 
 
2006 年の WHOIS タスクフォースの活動を理解するに以下の「運用連絡先（Operational 
Point of Contact）」についての提案および、「特殊な状況に関する提案（Special 
Circumstances Proposal）」についての提案の 2つに関する理解が不可欠である。 
以下、これらの提案について概略を述べる。 
 
・運用連絡先（Operational Point of Contact）の提案 
同提案は、当初 2005年 4月に行われたマルデルプラタ会議で少数のレジストラ関係者が
集まって検討した内容を GNSO評議会の Ross Rader 氏（レジストラ部会代表）が中心
となってまとめたものである（以下、「運用連絡先（Operational Point of Contact）」に
関する提案を「OPoC（運用連絡先）の提案」という）。 
OPoC（運用連絡先）についての2005年11月22日付提案55が正式に「Proposal to Increase 
Whois Utility and Relevancy:  The Operational Point of Contact  Rationalizing the 
gTLD Whois system and Specific Contact Records」とのタイトルにてGNSOのレジス
トラ部会に流されたのが 2005年 11月 29日、若干の修正を経てWHOISタスクフォース
に提案56されたのは 2006年 1月 18日だった57。 

 
 

                                                  
55  2005年 11月 22日付け提案： 

http://code.byte.org/_attachments/1426464/Proposal%20to%20Implement%20oPOC%20-%2011282
005.pdf 

56  2006年 1月 18日付け提案： 
http://forum.icann.org/lists/gnso-dow123/pdffwcNp7xani.pdf 

57  WHOISタスクフォースに修正されたOPoC（運用連絡先）に関する提案を投稿したRoss Raderのメー
ル： 

http://forum.icann.org/lists/gnso-dow123/msg00779.html 
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OPoC（運用連絡先）の提案の概説： 

 
OPoC（運用連絡先）の提案は、決して十分に具体的なものとは言えないが、現行の
WHOISが抱える問題の解消を念頭に作成されたものであり、その概要は以下のとお
りである。 

 
《データ公開の合理化》 
この提案の趣旨は、WHOIS によるデータ公開の合理化を図り、新たに「運用のた
めの連絡先（Operational Point of Contact）」という仕組みを設けることで、WHOIS
により引き起こされている詐欺、フィッシング、成りすまし等の問題を解消しよう

とするものである。 
具体的には、レジストラであれば、以下のような情報を公開するものとすることに

よって問題の解消を目指す。 
 

① ドメイン名の登録者名（Domain Name Holder）、 
② 連絡先（contact information）としては、登録者のものではなく、

OPoC（運用連絡先）の情報（その名称/住所/電話番号/メールアド
レス）、 

③ レジストリレベルのデータとしてはスポンサーするレジストラの

証明/権威 WHOIS サーバの URI/関連する全ての権威ネームサー
バの名前/ロック・ホールド等ドメイン名の状態等）。 

 
なお、提案は、これらを例示しているが、公開される情報はこれらに限定されなけれ

ばならないものではないとしている。 
また、もし登録者が項目を加えたいと希望する場合、レジストラはそれを認めること

ができ、更にもし認める仕組みを設ける場合で登録者が項目の追加を希望する場合に

は、レジストラはそれを公開しなければならないとされている。 
 

《不正確なWHOISデータの問題》 
また、不正確な WHOIS データの問題については、現行の認定レジストラの義務
に加え、レジストラが不正確を知らせる通知に積極的に返答しなければならないと

する旨等、提案されている。 
 

《RAAの section 3.1.1において定められるデータの作成》 
その他、ドメイン名の移転の際、ドメイン名のポータビリティの継続を確実なもの
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とするための登録者の OPoC（運用連絡先）に関する情報の確認や、移転申請が真
正なものであることの確認のため、スポンサーするレジストラは RAA の section 
3.1.1において定められるデータを作成することを推奨している。 

 
《その他》 
なお、同提案は最後に、ドメイン名の移転に関連して、レジストラ変更（レジス

トラ間のドメイン名移転）に関する新ポリシー58の一部について、OPoC提案の権
限について盛り込む等の改定を求めている。 

 
 
 
・特殊な状況に関する提案（Special Circumstances Proposal） 

一方、「特殊な状況に関する提案（Special Circumstances Proposal）」とは、2006年 9
月 25 日付けで知的財産部会のSteve Metalitz 氏よりタスクフォースのメーリングリ
ストへの投稿59で提案されたものである。 
同提案は、オランダのccTLD（.NL）60で数年前より採用されているモデルを元にした

もので、ドメイン名の個人の登録者で情報が伏せられるべき特殊な状況にあることを

示した場合については、個人情報を伏せることができる、というものである（対象は

個人のみ）。 
ヨーロッパのデータ保護法による要請と合致するものとされている。 

 
 
「特殊な状況」と言えるか否かの判断が問題となるかと思われるが、その判断の仕組

みは以下のように提案されている： 
 
 

                                                  
58 Policy on Transfer of Registrations between Registras、第 3章の 3-2-4参照 
59 http://forum.icann.org/lists/gnso-dow123/msg01133.html 
60 特殊な状況に関する提案がなされた 2006年 9月 25日当時は世界第 7位のレジストリだった（2007年
2月当時は 4位）。 
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特殊な状況に関する提案（Special Circumstances Proposal）の概要 

1. ICANNは、特殊な状況の判断を行わせるために、信頼に足る独立し
た第三者機関を選定する。第三者機関は、短期間（例えば 5日等）で
判断を下すものとし、以下の要件を満たさなければならないものとす

る。 
 
2. この仕組みを利用し得るのは、個人の登録者が非営利的な目的でドメ

イン名を使用する場合のみで、情報が伏せられない限りは個人的な安

全性が保護されないことを具体的現実的に示すことができる場合に

限る。 
 

3. 上記基本的な要請に加え、少なくとも次の 2 点について検討がなさ
れなければならない： 

 
(a) 第三者機関は、判断基準の案を作成し、GNSO と

GAC の代表から成るワーキンググループによって
レビューを行うこと。 

(b) GNSO-GAC の共同ワーキンググループは、第三者
機関とのコンサルテーションを通じて判断基準を完

成させること。 
 

4. システムの運営のために、レジストリ/レジストラより ICANN に支
払われている料金の一部を第三者機関への支払いに充てるものとし、

レジストリ/レジストラ/ドメイン名の登録者に費用は発生しないも
のとすること、レジストラはこの仕組みがもし実施される場合、個人

の登録者に登録時にこの仕組みを利用したいか否かを確認しなけれ

ばならないこと。また、上記 1．の項目の判断を行う第三者機関のサ
イトへのリンクを張らなければならないこと、 
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5. ドメイン名の登録者は全てのデータを提出しなければならず、これら

は特殊な状況であると判断されない限りはデータは公開される。判断

された場合でもデータは全てレジストラによって保持される。登録者

は、特殊な状況と判断された場合であっても最新のデータを提出、デ

ータの更新は行わなければならない。もし特殊な状況であると判断さ

れた場合には、既存の代理登録サービスは利用できない。 
 

6. 判断が下される 5日間や判断が下された後は、永久に連絡先の情報は
伏される（但し、期間の限定を 1年等とすることは可）。判断を行っ
た第三者機関は、そのドメイン名に関するWebサイト等がその期間
中、非営利的な使用がなされていることを確認しなければならない。 

 
7. 次の 3項目について検討を行うこと： 

 
(a) 特殊な状況に関しての第三者機関による判断
についてドメイン名の登録者が異論を唱えた

場合にどうするか、 
(b) 特殊な状況として情報が伏せられた場合にその
情報について法的執行機関等から開示を求めら

れた場合の取扱方法、 
(c) 「特殊な状況」について、利害関係者からイン
プットを得るとともに年次ベース等でレビュー

を行うこと。 
 

8. 第三者機関は、特殊な状況に関する仕組みの運用について当初は 6
ヶ月以内に、その後は 1 年ごとに、また、仕組みの運用に伴う契約
に関しては契約の更新が必要か否かを 5年ごとに検討すること。 

 

 
特殊な状況に関する提案に対するWHOISタスクフォースのメンバー支持状況は以下のと
おりとなっている61： 
 

                                                  
61但し、これはWHOISサービスに関する暫定課題報告書が作成された 2006年 11月当時の状況である。 
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・支 持 知的財産部会（発案者）およびビジネスユーザ部会 
・反 対 レジストリ部会、レジストラ部会、非商用ユーザ部会、他に委

員会からのリエゾンが反対を表明 
・表明なし ISP部会 

 
OPoC（運用連絡先）および、特殊な状況に関する提案は、2006 年の WHOIS タスクフォ
ースによる検討の柱となった。 
 
 
参考までに、OPoC（運用連絡先）および、特殊な状況に関する提案がWHOISタスクフォ
ースへの委任事項の 2)ないし 4)の課題について、どのような解決策を提示しているかを一
覧化したものを末尾に添付資料 1 として添付する。これを見ると、各提案は、委任事項が
提起する問題に答えていない部分も多いことが分かる（特に、特殊な状況に関する提案に

おいてはその傾向が顕著）。 
 
代理登録/匿名登録をどうするか、データの一部を伏せる場合でデータの参照が必要な場合
にはどのような方法を採るのか、特殊な状況に関する提案の場合はその判断の方法、判断

基準、それ以前にそもそもデータの正確性をどのように担保するのか等、検討が必要な点

は多いが、以下に記載する WHOIS サービスに関する暫定課題報告書の検討項目も全て
OPoC（運用連絡先）の提案および、特殊な状況に関する提案によってどのように問題解決
が可能か、との視点から報告がなされている。 
 
 
z 以下は、委任事項の 2）ないし 4）の各項目についてのタスクフォースでの議論の概要
である。 

 
(1) 委任事項の 2） WHOISの連絡先および、データ収集の目的について 

 
《合意に至った内容》 
－ 当初に比べて各連絡先（管理担当/技術/請求）の区分が不明瞭になりつつあるこ

と、 
－ もし今後異なる方法による情報公開が実現する場合にはレジストラへの認知が

必要であること、 
－ 連絡先により連絡がつき易くすることが作業の目標であること、 
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《合意に至らなかった内容》 
－ OPoC（公開連絡先）の提案は、果たして情報公開の観点からして認められ得る
ものなのか否か（肯定的でなかった者の意見は、それは OPoC（公開連絡先）の
機能次第というものだった）、 

－ ドメイン名の廃止等の際、OPoC（公開連絡先）にはその旨を登録者に通知する
義務があるのか（これを否定したレジストラ部会の見解は、企業等の住所と同

じで、その住所宛の郵送物が責任ある個人の手に届くことまでもが保障される

ものではないというものだった。また、知的財産部会、ビジネスユーザ部会の

見解は、登録者と直接連絡を取る場合よりも遅れが出るであろうことに懸念を

抱いている、更に OPoC（公開連絡先）の作業項目は不明瞭、というものだっ
た）。 

－ レジストラ部会/レジストリ部会/非商用ユーザ部会および指名委員会からの 
メンバーは公開のWHOISから郵送先の住所を削除することに合意したが、 
知的財産部会と ISP部会は削除を認めない見解を示した。 

 
《その他見解等》 
－ 指名委員会からのメンバーと ALAC からのリエゾンは、登録者の氏名（名称）
も公開のWHOISから削除されるべきであると述べた。 

 
(2) 委任事項の 3） 公開されるデータについて 

 
《合意に至った内容》 
－ 特に無し。 

 
《その他見解等》 
レジストラ部会による見解： 
－ レジストラの保有するドメイン名情報については、特に入手のために新たな 
ポリシー等を定める必要はない。 
現在でもレジストラは WHOIS で公開されない情報を扱っており、WHOIS か
ら削除された情報についても同様の方法で扱うことを考えている。 

 
－ UDRP に基づく手続きによるドメイン名に関する情報入手の必要性は「特殊な
状況」の一種と考えられるべきであり、それを認めるために手続きに若干の修

正が必要。 
 

タスクフォースのチェアによる提案： 
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－ 削除されたドメイン名について、削除された原因が解消した、または、そ 
のドメイン名がインターネット資源にとって違法なあるいはその安全性や 
安定性を侵害するような方法で使用がなされている場合には、データへの 
アクセスを認める仕組みを検討する。申請が正当か否か、情報へのアクセ 
スを認めるか否かは第三者機関が判断。 

 
知的財産部会からの提案： 
－ ドメイン名に関する情報は、入手した情報の使用について制限するものの、 
情報の入手に関して契約を締結した者は誰でも情報を入手することができる 
ものとする。契約手続きは第三者機関が行う。 

 
－ 登録者には、登録情報を修正する、登録情報を公開する等以外に、ドメイン 
名を廃止するという選択肢が認められるべき。登録者が廃止申請を行った場 
合には、そのドメイン名の登録情報の公開（一般公開のみならず申請者への 
提示も含む）は中止すべき。 

 
   － 登録者はドメイン名紛争を匿名で進めることができ、また、登録者が応答あ 

るいは反論しない場合には、紛争の対象のドメイン名を廃止することができ 
るようにする（いずれの場合も、法的な手続きに拠らない限りは登録者の情 
報が変更させられることはないものとする）。 

 
－ その他、タスクフォースは、.nameドメイン名62の情報公開の方法を念頭に、 
収集された情報のうちいずれを公開するかについて検討を開始したが、これ 
については特に議論は進まなかった。 

 
(3) 委任事項の 4） 不正確なデータについての通知のプロセスについて 

 
《合意に至った内容》 
－ タスクフォースは、OPoC（運用連絡先）の提案する手続き全般については合意。 

 
《合意に至らなかった内容》 
－ 提案の中に含まれる一部の言葉の定義については、合意に至らなかったものも

ある（「OPoC（運用連絡先）および登録者は、指摘のあった誤りを直ちに修正
あるいは正しいと証明しなければならない」の、「直ちに」とは具体的には何日

か、実際に提案内容が適用されたときに異なる解釈が成り立ち得ないか等）。 
                                                  
62 個人の使用を目的としており、限定的な情報公開を行っている。 
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z パブリックコメントの募集と最終報告書 
WHOISのサービス（委任事項の 2）ないし 4））に関する暫定課題報告書は、2006年 11月
20日、タスクフォース会議において全会一致で承認された、その後、同 11月 24日より 2007
年 1月 15日までパブリックコメントに付された63。 
 
上記パブリックコメント期間中に提出されたコメントは、49件だった64が、このうちOPoC
（運用連絡先）に対するコメントが多かった。特殊な状況に関する提案に対するコメント

は少ない。 
そのうち、OPoC（運用連絡先）の提案に賛成であるとのコメントも一定数ある一方、反対
であると表明もあり、また、反対はしていない意見の中でも OPoC（運用連絡先）の提案が
具体性に欠ける、検討が不十分等の指摘も少なくない。ただ、その内訳を見ると、反対を

表明している者は、営利企業や弁護士、知財関係者等であり、これらの者による意見の中

には、現行の WHOIS が直面する個人情報保護の必要性等の問題は、WHOIS の公開情報
の制限で解決できると指摘するものも複数見られる。 
結局のところ、WHOISの目的の定義付けの際に定義 2を支持した層と類似する、あるいは
同様の層が、今回 WHOIS サービスに関する暫定課題報告書へのパブリックコメントで反
対を表明しているものと推察され、根本的に相容れない意見の対立がここでも再度生じる

形となっていると思われる。また、見る限り、営利企業や弁護士、知財関係者等からのコ

メントの投稿が一定の割合が比較的多い。 
 
WHOIS の目的に関する最終課題報告書（2006 年 3 月 15 日付）は、同最終報告書へのパ
ブリックコメントは一部の層からの投稿に偏っており、「受け取ったコメントの内容が意見

の多様性を反映しているものか否かは明らかではない」としていたが、恐らくは同じこと

が今回の WHOIS サービスに関する暫定課題報告書についても言えるのではないかと推察
される。 
 
WHOISタスクフォースはその後パブリックコメントを検討し、WHOISサービスに関する
最終報告書65を 2007年 3月 12日付で完成させた。2つの提案については、タスクフォース
での採決の結果、7対 6でOPoC（運用連絡先）の提案が支持された。 
 

                                                  
63 パブリックコメントの募集のアナウンス： 
 http://www.nic.ad.jp/ja/topics/2006/20061130-01.html 
64 WHOISサービスに関する暫定課題報告書に対するパブリックコメント： 
 http://forum.icann.org/lists/whois-services-comments/ 
65 WHOISサービスに関する最終報告書： 

http://gnso.icann.org/mailing-lists/archives/council/docaV0yns9Xq1.doc 
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z ICANNサンパウロ会議での発表 
 
2006年 12月 2日-8日にブラジル、サンパウロで行われたICANN会議では、同 12月 4日、
GNSOパブリックフォーラムでWHOISサービスに関する暫定課題報告書および、WHOIS
による要請と国家法との抵触のための手続きについて報告、議論が行われた66。 
 
(1) WHOISサービスに関する暫定課題報告書についての議論 
特段目新しいものはなかったが、OPoC（運用連絡先）の提案および、特殊な状況に関する
提案に対してコミュニティから指摘等があったため、以下に着目すべき指摘等とその概要、

それらに対するタスクフォースの回答の概要を記載する。 
 
提案に対する指摘と回答： 

 
¾ 侵害行為があった場合、すぐに対応することが非常に重要となるが、そうした場

合に OPoC（運用連絡先）はどの程度の迅速さで動くのか？ 
また、侵害行為を訴えてきた者があった場合、その請求が正当なものかどうかを

どのように判断するのか？（Nils Montan、the International Anti-Counterfeiting 
Coalition、 President） 

 
� コメント： 

これはまだ議論が必要な現実的な問題である。（Ross Rader） 
 

� コメント： 
OPoC（運用連絡先）の提案は、データの公開の問題において理想的な
提案である。各レジストラは個人情報に配慮したシステムをそれぞれ設

けているが、その需要は多く、Melbourne ITでは恐らく登録されたド
メイン名のうち、30％程は個人情報に対する配慮のためのシステムを
利用している。その事実は個人情報が誰にでも公開されることについて

の関心の高さを示すものである 
私は公開に段階性を設ける必要があるのではないかと思っている。第 1
段階は OPoC（運用連絡先）によって連絡先を伏せるもので、最も公開
に制限がある第 3段階は、例えば裁判所の決定がない限りは公開しない
というもの。 

                                                  
66 サンパウロ会議での発表資料：
http://gnso.icann.org/issues/whois-privacy/summary-whois-gnso-public-forum-saopaulo-04dec06.pdf 
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しかし、その場合、レジストラは登録者の情報を完全に把握しなければ

ならないという問題がある。現在、請求先のみについては確認が取れて

いるものの、その他の住所や連絡先等の情報が正しいか否かについては

確認する方法がない状態である。これらはまだ検討がなされていない。

（Bruce Tonkin、GNSOチェア/Melbourne IT） 
 
但し、Bruce Tonkinの発言は個人的な見解の表明である。同人の見解に対しては、これは
検討が必要な問題ではあるがタスクフォースが今検討すべき課題ではないとの指摘、更に

はそうした指摘に対して、いずれにしろ直面する問題なのであるから、ポリシー策定の過

程には含めなければならない問題である、との指摘があった（但し、これらは特段結論に

は至っていない）。 
 
 
¾ 代理登録（proxy registration）も可能とするべきとの複数意見。 

 
¾ 匿名のドメイン名登録および、個人情報を漏らし続けるドメイン名を廃止させる

ことを可能とすることを繰り返し強く推奨するとの意見。（Wendy Seltzer、ALAC、
投票権を持たないWHOISタスクフォースメンバー） 

 
¾ 現在、代理登録に適用される規則は何もない。ドメイン名停止の通知を送る場合

でも UDRPに基づく申立ての場合でも、実際に真の当事者に通知が届くかどうか
は不明である。私達レジストラは、移転申請に際して私達にその権限があるのか

の確認を WHOIS で行っているが、その確認に時間がかかることになり、レジス
トラの作業全体に遅れが生じる。 
OpoC（運用連絡先）や特殊な状況についての提案によって代理登録が可能となる
のだとしたら、少なくともドメイン名、UDRP、移転申請、WDPRS における明
確なルールが必要。（Margie Milam、レジストラ） 

 
¾ 個人として発言。WHOIS タスクフォースで、WHOIS へのアクセスを Web ベー

ス化し、データおよび port 43へのバルクアクセスをホワイトリストに基づくもの
とすることを提案したことがある。そうすることで間違いなくスパム等にデータ

が利用されることを防ぐことができる。（Marilyn Cade、ビジネスユーザ部会代表
GNSO評議会委員、タスクフォースメンバー） 

 
¾ ICANNは政府ではなく、犯罪行為が発生した際にそれが追求されるべき管轄は一
つだけである。（発言者不明） 
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¾ OPoC（運用連絡先）に誰がなることが出来るかについて議論はなされたのだろう
か？また、個人は OPoC（運用連絡先）になることはできるのか？（Kristina Rosette、
知的財産部会代表の GNSO評議会委員） 

 
� コメント： 
登録者自身が自身の OPoC（運用連絡先）になることができる、OPoC（運用
連絡先）になることの評価方法については検討しても良いと思う（Ross 
Rader） 

 
¾ 知的所有権の保持者だけではなくて個人のユーザのセキュリティについても考え

るべき。特殊な状況に関する提案を見ると、情報を伏せたい者は、個人で非商業

的なドメイン名の使用に際して、また、実際に合理的な根拠があることを示さな

ければならないとあるが、これらは法的な用語ばかりで個人が事前にそのような

立証をしなければならないということは大変な負担である。このような内容に驚

いたし、個人の情報を得たい者は裁判所に行けばすぐ得ることができるのであっ

て、制度上どの程度すぐに情報を得られるかを検討することは馬鹿げたことであ

る。（Robin Gross、非商用ユーザ部会代表の GNSO評議会委員） 
 
 
(2) 国家法との抵触を扱う手続きについての発表と議論 
ICANNサンパウロ会議のパブリックフォーラムでは、2005年中に作業が終結し、2006年
1 月 18 日付で理事会への勧告が行われた、作業III）WHOISによる要請と国家法との抵触
の場合の手続きの問題についても、進捗の発表が行われた67。 
 
作業III）は、既述のとおり、最も早く作業が進んだ項目であり、GNSOからの勧告の後、
ICANN理事会は、2006年 5月 10日付でGNSOからの勧告を採択68し、更に検討を進める

旨の採択を行い、その後作業を進めていた。 
なお、ICANN理事会では、フォーラムの前日である 2006年 12月 3日付でパブリックコメ
ント期間を開始していた69。 
 

                                                  
67 但し、サンパウロ会議のGNSOパブリックフォーラムのメインは飽く迄もWHOISサービスに関する暫
定課題報告書についてであった。 
68 2006年 5月 10日付け理事会の決定事項一覧（理事会議事録）： 
http://www.icann.org/minutes/minutes-10may06.htm 
69 WHOISによる要請と国家法が抵触する場合の手続き（案）についてパブリックコメントを求めるICANN
のアナウンスメント： 
http://www.icann.org/announcements/announcement-2-03dec06.htm 
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理事会は、GNSO からの手続き（案）に若干の変更を加えたが、これは大きなものではな
い。当初は、GNSOによる手続き（案）では、抵触に気付いた際には、レジストラ/レジス
トリは「30日以内に ICANN の法律顧問に通知しなければならない」等していたが、これ
を「できる限り早く通知を行うべき」とする等、義務が緩和された点、手続きを利用しよ

うとする前に抵触を解決するための努力を求めている点が異なっている。 
理事会は、GACに対してアドバイスを求めるレターも既に送っており、パブリックコメン
トやGACからの見解等も検討し、理事会での採択のための報告書を完成させる予定である。 
 
パブリックフォーラムでは特に議論等は行われなかった。 
ビジネスユーザ部会代表の GNSO評議会委員であるMarilyn Cade 氏より、ICANNは抵
触についてどの程度の数の訴え等を受けているか、との質問があったが、この質問に回答

できる者がおらず、特にそれ以上質疑応答や議論等は生じなかった。 
 
以上が、2006年冒頭より 2007年 2月末日現在までのWHOISタスクフォースの活動をめ
ぐる動きである。 
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z 2006年の ICANNにおけるWHOISに関する議論のまとめ 
 
2003年 10月 29日のタスクフォース化以降、3年以上にわたって検討を続けてきたWHOIS
タスクフォースの活動は、2006年 4月 12日、GNSO評議会においてWHOISの目的につ
いて定義１が採択されたことで一段落した。 
更に、2006年 11月 22日付でWHOISサービスに関する暫定課題報告書が作成されたこと
で、残りの作業についても一応ほぼ終結した。WHOISサービスに関する暫定課題報告書に
対するパブリックコメントを組み込んだ最終報告書も、2007年 3月 12日付で完成した。 
 
2006 年には、OPoC（運用連絡先）の提案や特殊な状況に関する提案という、新たな流れ
も起きた。このようにして見てみると、2006年はWHOISの検討作業にとって、大きな転
機だったと言える。参考までに、これまでのタスクフォースの流れ全体を一覧化したもの

を添付資料 2として末尾に添付する。 
 
WHOISの目的について、定義１と定義 2が併記される形で GNSO評議会に上げられた当
時、定義 2 を支持する声も決して劣勢ではないように見受けられ、コミュニティの中には
そのような状況に懸念を抱いた者も少なくはなかった筈だと思われる。しかしながら、そ

もそも ICANNの使命は、インターネットの運用に不可欠な、一意な識別システムの安定し
た安全な運用を保障することである。インターネットをめぐる状況が変化し、結果派生的

に発生することになった法的な問題等を全て解決することまでもがその使命の対象ではな

い。とはいえ個人情報保護や権利侵害等を訴える声も大きく、そうした価値も尊重される

べきであるため、これまで WHOIS タスクフォースは様々な議論を重ね、WHOIS の目的
に関して定義１と定義 2 の間で容易には決着が付かず、最後の最後まで全会一致という結
論にはならなかった。 
 
WHOIS に関する問題の根底には、情報公開そして公共性あるいは公平性といった価値と、
個人情報の保護あるいは権利侵害の解決といった 2 つの相容れない価値が存在する。
WHOISの目的に関する議論の中では GACが定義 2を支持する旨の声明を出したが、この
際には定義 1 を支持する側から「法執行機関には、法的手続によって WHOIS での情報を
超えた登録に関する情報を出す」という声明もなされている。ここで見られるように、こ

の問題の議論は上記の 2つの価値をいかにバランスさせるかが大きな課題であった。 
 
これまで WHOIS タスクフォースは、都度タスクフォースの構成や作業目標を変えて存在
し、2006年にようやく一定のまとまった成果を出すことができた。しかしこれは、単純に
2005 年にタスクフォースの構成や作業目標を一新したから、あるいは 2005 年の一新の方
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法が良かったからではなく、タスクフォース（や GNSO）が ICANN の使命という根本的
な価値に立ち返り、それに従って扱う価値に優先順位を付け、WHOISの目的の定義を確定
させ、タスクフォースの作業に一つの区切りを設けることを目指して動いたからに過ぎな

い。 
 
OPoC（運用連絡先）の提案をまとめた Ross Rader 氏（GNSO評議会委員、レジストラ部
会代表）は、2006年 4月、WHOISの目的の定義付けがまだ GNSO評議会で確定していな
かった当時、「（WHOISの目的の）定義１は ICANNの対象や使命に沿うものである。一方、
定義 2 は現実の運用に適うものの ICANN の対象や使命には必ずしも適っていないという
問題点はある。しかし、定義 1 か 2 のいずれかを直ちに選んでタスクフォースが次の作業
に進めるようにするべき」と発言していた。このように、作業を進めることを明確に意識

したことによって、WHOISタスクフォースの活動においては、2006年が大きな区切り/転
換期となった。 
 
しかし、この作業が完了したことによって個人情報の保護や権利侵害の問題が解消した訳

ではない（そもそも、そうした問題が完全に姿を消す日は来ない）。2005年に設定された作
業目標（WHOISタスクフォースへの委任事項の 5項目）について現在作業はほぼ終結しよ
うとしてはいるものの、2006 年には OPoC（運用連絡先）の提案や特殊な状況に関する提
案なるものが現れた。ここでの問題も結局基本的には公開の情報をどこまで隠すか隠さな

いかということであり、問題の本質が変わったわけではない。 
 
従って、WHOISに関する問題やタスクフォースの作業の流れを理解する際には、タスクフ
ォースの構成であるとか作業目標といった、都度表面に現れてくる形を追うだけでは十分

なものとは言えないのであり、根底に存在する価値の意味や性質を理解すること、そして、

今後もそれらの価値の軋轢は恐らくは形を変えて現れるのであって、OPoC（運用連絡先）
の提案や特殊な状況に関する提案も結局その現れの一種なのだといった根本的な流れを認

識しておく必要がある。 
 
WHOISサービスに関する最終報告書がタスクフォースにおいて採択され、タスクフォース
が掲げた 3 つの作業はいずれもほぼ終了したことになる。タスクフォースの検討結果が、
この後 GNSO評議会、更には理事会において具体的にどのように検討されていくか、2007
年の動きが注目される。 
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【添付資料 1】 

委任事項２： 情報公開の目的 
 

委任任事項 提案の対象 

WHOIS の目的および、データ収集

の目的とのコンテクストにおいて、

登録ドメイン名保持者の連絡先の目

的について定義して下さい。 

OPoC（運用連絡先）の提案 

『登録されたドメイン名の保持者は、特定のド

メイン名を登録する個人あるいは組織である。

この個人あるいは組織は、特定のドメイン名を

特定の期間使用する権利を有するものである

が、但、ある条件が満たされ、登録料が支払わ

れた場合に限る。この個人あるいは組織は、問

題の TLDについては、関連するレジストリとの

サービス契約の条項によって制限を受ける。』 

 

 
特殊な状況に関する提案 

この委任事項を対象としていません。 

 

 

WHOIS の目的および、データ収集

の目的とのコンテクストにおいて、

技術担当連絡先の目的を定義して下

さい。 

OPoC（運用連絡先）の提案 

『本提案の下では、管理および技術連絡先は、

Whoisシステムでは表示されない。結果、Whois

のコンテクストにおける目的を有さなくなっ

た。』 

本提案は、運用連絡先を導入し、これはレジス

トラによりまとめられ、特定のドメイン名に関

して Whois の問い合わせへの応答として表示さ

れるものである。運用連絡先の目的は、ドメイ

ン名に関連する運用上の課題を解決する、ある

いは解決するために確実にデータを転送するこ

とである。これには最低限、DNS ネームサーバ

におけるドメイン名と結び付くレコードの配列

に関連する課題の解決を含まなければならな

い。運用連絡先は、登録されたドメイン名の保

持者とのその旨の合意に基づき、その他の課題
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を解決するようにすることができる。 

運用担当連絡先の目的は、ドメイン名に関連す

る運用上の課題を解決、あるいは解決するため

に確実にデータを転送することである』 

 

 
 

特殊な状況に関する提案 

この委任事項を対象としていません。  

 

 

WHOIS の目的および、データ収集

の目的とのコンテクストにおいて、

管理連絡先の目的を定義して下さ

い。 

OPoC（運用連絡先）の提案 

直接、上（「技術連絡担当」）をご覧下さい 

 
 
特殊な状況に関する提案 

この委任事項を対象としていません。 
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委任事項３： データへの一般からのアクセス 
 

委任事項 提案の対象 

WHOIS の目的とのコンテクストに

おいて、どのようなデータが一般か

ら入手可能とされるべきかを定義

して下さい。 

OPoC（運用連絡先）の提案 

認定レジストラは下記 3 種類のデータを公開す

るものとする： 

 

1) 登録されたドメイン名の保持者 

2) 登録されたドメイン名保持者の国および州/

行政区域 

氏名、住所、電話番号、emailを含む OPoC
の連絡先情報。 
加えて、レジストラにより公開されるもの：

そのドメイン名の当初の登録日（創設された

日）と期限の満了日、以下のレジストリレベ

ルのデータ：登録されたドメイン名、スポン

サーするレジストラ、権威 Whois サーバの

URL、登録に関連する権威 Whois サーバの

URL および、登録されたドメイン名の状態

（例、ロック状態、ホールド状態、廃止）。

 

 

 

公開されるレジストリデータは以下に限りませ

ん： 

 

- 登録されたドメイン名 

- スポンサーするレジストラ（つまり、レ

ジストラの名前、IANAのレジストラ識別

番号、権威WHOISサーバの URL） 

- ネームサーバのホストネームおよび、そ

のドメイン名に対応する IPアドレス 

- 登録されたドメイン名の現状（例、ロッ

ク状態、等） 

- そして、- 恐らくは –そのドメイン名の
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登録および廃止の日付。 

 
特殊な状況に関する提案 

現在公開されている全てのデータは、継続して公

開されるが、個人の登録者が、『そのドメイン名

の使用の目的が非営利的なもので、一般からのア

クセスが制限されない限り彼ら自身に関するデ

ータへの一般からのアクセスにより、彼ら個人の

安全やセキュリティー面での具体的現実的な利

益が危険にさらされることへの懸念について合

理的な根拠を提示することができる者が特殊な

状況のオプションを行使する場合を除く。行政サ

ービス機関も申請することができる（例えば虐待

された女性のためのシェルター）』 

 

 

一般から入手可能ではないデータ

にアクセスする方法を定義して下

さい。 

OPoC（運用連絡先）の提案 

この委任事項を対象としていません。 

 
 
特殊な状況に関する提案 
この委任事項を対象としていません。 
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委任事項４： 不正確なデータ 

 

委任事項 提案の対象 

不正確な WHOIS データについて

登録者に通知するプロセス、不正確

な WHOIS データを調査および訂

正するプロセスを如何にして改善

するかを定義して下さい。 

OPoC（運用連絡先）の提案 
『特定のドメイン名のWHOISの記録において、

WHOIS のレコードが不正確である旨の申立を

レジストラが受け取ったとき； 

1. レジストラは、OPoCあるいは登録されたド

メイン名保持者に直ちに連絡しなければな

らない。 

2. OPoC あるいは登録されたドメイン名の保

持者は、申請のあった誤りあるいはデータの

正確性を直ちに（案：少なくとも××以内に）

防衛する。 

もし、登録されたドメイン名の保持者がこの

機関内に正確な情報をもって連絡先のレコ

ードを更新しない場合には、レジストラはそ

のドメイン名を「ホールド」あるいは登録を

（案：少なくとも××以内に）廃止しなけれ

ばならない。 

3. 新たな情報を受け付ける前に、レジストラは

OPoC あるいは登録されたドメイン名の保

持者が新たに提出された emailアドレスを使

用することにより連絡がつくことを検証し

なければならない。 

4. 不正確なデータに関する最初の苦情の根拠

にemailアドレス以外のデータ要素が含まれ

ている場合には、レジストラは、それを受け

付ける前に、これらその他のデータ要素への

修正を有効なものとするための適切な方法

を採らなければなりません。 

 

特殊な状況に関する提案 

この委任事項を対象としていません。 
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WHOISタスクフォース年表 
 
 
 

WHOIS におけるプライバシー問題の検討作業の、2003 年 10 月 29 日付けでのタス
クフォース化以降の流れは以下のとおりである： 
 
 

2003年 10月 29日の GNSO評議会電話会議 
（WHOISの検討作業をタスクフォース化し、 
タスクフォースをを 3つに分けることが決る） 

 
 
 

 
 

2003年 11月～12月 
各タスクフォース、マイルストーンを立てる 

 
 
 
 

2004年 5月 

各タスクフォース暫定課題報告書を提出 
 
 
 

 

2004年 6月 3日 

タスクフォース 123の合同電話会議 
タスクフォース 1及び 2を統合 

 
 

(各タスクフォース検討課題) 

・ マーケティング目的の WHOIS

利用の制限 

・ 収集/公開するデータの見直し 

・ データの正確性の向上 
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2004年 7月の ICANNクアラルンプール会議 
タスクフォース 123合同会議 

タスクフォースの次の作業の確認 
 
 
 

 
 

タスクフォース 1及び 2 
・ 明確な通知 

・ 段階別アクセス 

・ 改善のモリタリング 

・ WHOIS の正確性について、苦

情を通知した者への返答方法

のプロセスの改善 

 
 

タスクフォース 3 
現行のデータ収集の規定は、個人

情報に関する国家法とどのよう

に関連しているか？ 

 
 
 
 
 
【2004年 9月、活動の方向性の整理付け】 

 
タスクフォース 1及び 2 

１) 登録者への、WHOISポリシーに関する明

確な通知について 

２) ICANN のポリシーと国家法が抵触する場

合（レジストラと ICANN は、そのような

抵触に対して何ができるか） 

３) 段階的アクセスについては、データの要請
者が誰なのかを識別することが第一の課

題である 

 
 
 

タスクフォース 3 
（方針打ち出せず停滞） 
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 2004年 12月 
ICANNケープタウン会議開催 

（発表） 
 

 
 
 
 
 

タスクフォース 1及び 2 
上記１）２）については、コンセンサスに至っ

たことを発表。 

段階的アクセスの問題については、コンセンサ

スに至らず。 

タスクフォース 3 
「特定のドメイン名と関連する安全性や安定

性に影響を与える問題について回答する必要

があるときに何をしなければならないかにつ

いて検討すると同時に、レジストラが申立を

受けたときに採らなければならない手順のた

めの手続きを標準化する」に的を絞ることを、

決定 
 

 
 

次回 2005 年 3 月のマルデルプラタ会議までに具体的な提案を出すこと、Initial 
Reportの作成を目指す（実現せず） 

 
 
 
 

タスクフォース 1及び 2 
 
１）のコンセンサスに対してICANNスタッフよ

り懸念
70
表明（一時期停滞する） 

２）については、2005年 1月 31日を期限とし

て各部会に意見を求める 

 

 
    タスクフォース 3 

2005年に入ってからも 
具体的な進展なし 

 
 

                                                  
70 タスクフォースの勧告がRAAと噛み合っておらずRAAに抵触する可能性があるが、万一RAA違反が生
じた場合、ICANNとしてはすぐに対処できない可能性があるとの指摘。
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 2005年 2月 17日、タスクフォース１つに統合  
 
 
 

2005年 6月 2日、GNSO評議会で TOR（Terms of Reference/委任事項）承認 
 
 

（グループ分けし、検討作業を進める） 
 
 

作業 I）  作業 II） 作業 III） 

 
 

委任事項の 1）と 3) 

 

¾ WHOISの目的 
¾ 公開情報 

  

委任事項の 2）と 4) 

 

¾ データ収集の目的 
¾ 不正確なデータにつ

いての通知プロセス 

いずれもWHOIS 

の目的に照らして 

 

委任事項の 5） 

 
¾ WHOIS と国家法の抵
触の際の手続き 

 
 
 

 

 

 

 

 

 
【目的の定義付け作業】 

 

 

 

 

  

 
WHOISの目的の定義付けが 

定まらないため、作業進まず 

 

 

 

【停滞中】 

 

【最も早く作業進む】 

 

 

2005年 9月 12日 
暫定課題報告書

（9/12～10/2 パブコメ）
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2005年 10月 25日 

最終報告書

 

 

   

 

 

 

2005年 12月 ICANNバンクーバー会議開催 
WHOISの目的の定義付け 
その１および２を発表 

 

   

 

2005年 12月 23日 
暫定課題報告書ドラフト 

 

  

    

 

2006年 1月 18日 
暫定課題報告書 

（1/19～2/8 パブコメ） 

 

  

【停滞中】 

 

 

 

 

 

 

2006年 1月 18日 
GNSO、理事会に勧告

    

 

 

2006年 3月 15日 
最終報告書 

  

 

 

 

 

【理事会、勧告を検討】 

    

2006年 1月 18日 

OPoC（運用連絡先）の提案 

情報公開の目的 

（委任事項の 3））

作業 I)から II)に移動 
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 2006年 3月 
ICANNウェリントン会議開催 

経過報告 

 

   

 

 

2006年 4月 12日 
GNSO評議会 

WHOISの目的に 
ついて定義１を採択 

 
 
《一応作業終了》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

WHOISの目的 

確定して 

ようやく稼動 

 

 

 

 

2006年 5月 10日 
ICANN理事会、WHOIS 

と国家法の抵触の場合の 

手続きについて GNSO 

からの勧告を更に検討 

することを承認 

    

 

WHOISタスクフォース作業、 

WHOISの目的が決定し、国家法との抵触 

についても理事会で承認がなされ、一段落 

 

 

 

 

 

    

 
2006年 6月 

ICANNマラケシュ会議開催 
（途中経過の報告） 

 

   

 
 

2006年 9月 25日 

特殊な状況に関する提案 
 

 

 

 

  

2006 年 9 月 2 日5  

特殊な状況に関する提案
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2006年 11月 22日 
WHOISサービスに関する 

暫定課題報告書

（11/24～2007/1/15 

パブコメ）

 

 

 

 

 

  

   

2006年 12月 3日 
GNSO の勧告を元に若干

変更した手続き（案）を

発表 

（11/24～2007/1/15 

パブコメ）

 

 

   

 2006年 12月 
ICANNサンパウロ会議開催 

WHOISサービスの暫定報告書について発表･議論 

国家法との抵触の際の手続きについて進捗報告 

 

    

 

 

  

 

 

 

 

2007年 3月 12日付 
WHOISサービスに関する 
最終報告書 完成 

 

 

 

 

 

パブコメを検討中！ 

    

 
 

[2007 年へ]                

 

116 



 

3-1-2 ドメイン名マーケットプレイスに関する議論 
 
ドメイン名そのものを利益を上げるための商品として捉えるドメイン名売買やサイバース

クワッティングなどの問題と違い、最近はドメイン名を利用してそこから派生する利益を

得ることを目的とした行動がしばしば見受けられるようになってきている。よくある例と

しては、大量のアクセスが見込めるドメイン名を登録し、そのドメイン名を用いてWebサ
イトを立ち上げ、そのWebサイトにオンライン広告を掲載することなどにより、そこから
一定の収入を得ようとする例などである。 
 
もちろん、いわゆる「良いドメイン名」を登録し、それを用いて合法的に利益を上げるこ

と自体には特段責められるいわれはない。しかしながら、現在の状況においては、その「良

いドメイン名」を選定・入手するためにインターネット全体に対して過度の負担をかける

行為が行われており、そのような行為が非常に問題とされている。このような行為の代表

的なものが「ドメイン名テイスティング」と呼ばれる行為である。 
 
ドメイン名テイスティングとは、「良いドメイン名」＝「大量のアクセス数が見込めるドメ

イン名」を選別するために、まず一度に大量のドメイン名を登録し、そこから一定量のア

クセスがあるドメイン名だけを残し、それ以外のドメイン名は全て廃止するという行為で

ある。 
 
もちろん、ただ普通に「登録→廃止」と行っているだけであれば、その件数が大量とはい

え通常の申請とは特別の変わりはなく特に問題視することもないが、現在問題となってい

るのは、その「登録→廃止」という一連の申請に対して費用負担が必要ないこと、そして

無料であるが故に常軌を逸しているとも言えるほどの大量のドメイン名登録と廃止が日々

繰り返されているからである。 
 
なぜこのドメイン名の登録が無料で行えるかというと、その原因は Add Grace Period(登録
猶予期間)という仕組みが利用されているからである。この Add Grace Periodは、本来はこ
のようなドメイン名テイスティングのための仕組みではなく、ユーザの間違いなどの理由

により登録されたドメイン名に対して課金することによりユーザに不利益を与えないこと

を目的とした仕組みで、登録者が新規にドメイン名を登録した後、一定期間内（5日間）に
その登録を取り消せば登録料が不要となるという仕組みである。 
 
ただし、登録者が本当に間違いで登録したのかどうかをレジストラ側が調べる術はなく、

それがトラフィックの多いドメイン名を選別したい一部の個人・業者に目をつけられ、よ

り少ないコストでドメイン名を選別するための道具として利用されてしまうこととなって
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しまった。 
 
一度このような方法が発見されると、それが多くの人間に広まるのにはさほど時間はかか

らず、2006年 5月の統計では 616のレジストラの内、502のレジストラでこのような行為
が見られるような事態となっている71。 
 
このようなドメイン名テイスティングは、さまざまな混乱や不都合をレジストリやレジス

トラ、ユーザに与えており、その影響はもはや無視できないぐらい大きなものとなってい

る。たとえば、これまでも短いドメイン名や英単語的な意味を持つドメイン名を闇雲に登

録していくという行為は存在したし、極端に短いドメイン名であればそれこそ未登録の空

いている文字列全てを対象に機械的に登録していくという行為もあったが、それでもドメ

イン名の登録に費用が発生するのであれば、かかるコストと得られると予想される利益の

関係から、実際に登録される文字列にはやはり一定の限度というものが存在した。 
 
しかしながら、ドメイン名の登録に費用が発生しないとなると、システム的な限界まで大

量のドメイン名の登録を試み、登録した後でトラフィックの量に基づいてゆっくりと「良

いドメイン名」を選別するという行為を行う者が出てきたのである。 
 
このような行為は、後述するドロップキャッチと言われる行為にも影響を与えており、ド

メイン名の登録に費用が発生するのであれば、ある程度アクセスが見込めるドメイン名し

かキャッチの対象にならなかったものが、費用が不要なことから期限切れとなったドメイ

ン名は全て対象とするような風潮となりつつある。 
 
こうした大量の登録はシステムや回線に対して非常に大きい負荷となっており、それらに

対応するためのコストを発生させ、レジストリやレジストラに対して負担となっていると

ともに、結局はそのコストは回り回って一般的なユーザも負担することとなっている。 
 
また、この一連の選別によって選ばれなかったドメイン名は結局廃止されることになるわ

けだが、その廃止されたドメイン名も今度は別の人間のドロップキャッチの対象となるな

どして、そのドメイン名は登録と廃止を短期間に繰り返すことなる。これはそのドメイン

名を普通に登録したいユーザにとっては非常に迷惑な話であり、登録可能な状態となって

いるかどうか調べようと WHOIS などを使って検索したら、数日おきにドメイン名の状態
が変化しているというわかりにくい状況となってしまう。一方、レジストリやレジストラ

にとっても、システム的な負荷やコスト負担だけでなく、このような一般ユーザからの問

                                                  
71 ICANN Meetings in Marrakech, Morocco  Domain Name Marketplace Workshop 

http://icann.org/meetings/marrakech/captioning-dn-27jun06.htm 
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い合わせ等が増えることも予想され、それに対応するための余計や人員やコストがさらに

必要となるなど、多くの関係者に影響を与えている。 
 
次にドメイン名テイスティングと並んで問題となっている「ドロップキャッチ」と呼ばれ

る行為であるが、登録の際に活用される Add Grace Periodに対して、こちらは廃止時に行
われている行為である。 
 
ドロップキャッチとは、文字通り期限切れなどで廃止される（ドロップされる）ドメイン

名を登録（キャッチ）する行為であり、現登録者が使わなくなりその登録者の意志に基づ

いて廃止されるドメイン名を新しい登録者が登録するというパターンもあれば、現登録者

が登録期限を忘れていてうっかり廃止されてしまった場合のように、登録者の意志に反し

て廃止されたドメイン名をいわば横取りするようなパターンもある。 
 
このように廃止されるドメイン名が注目されるのにはそれなりの理由がある。それは廃止

されたドメイン名は過去にWebサイトなどで実際に使われていたドメイン名であることが
多く、そのドメイン名を利用してWebサイトを立ち上げれば、従来のWebサイトのユーザ
などがそのまま勘違いしてアクセスしてきてくれるなど、ある程度のアクセス数が見込め

る可能性が非常に高いからである。これはWebサイトなどに掲載したオンライン広告など
で利益をあげることを目的とする人間にとっては大きなメリットである。なぜなら、ドメ

イン名の登録料や維持料は使用歴のあるドメイン名も無いドメイン名も同じであり、同じ

コストを払って登録するのであれば、そこから得られる利益が大きいと予想される方がよ

り有利だからである。 
 
このドロップキャッチという行為は従来からもそれなりに多く見受けられる行為であった

が、前述した Add Grace Periodという仕組みにより、ドロップキャッチしたドメイン名を
数日の内に選別し、アクセス数の見込めないドメイン名については手放してしまえば余計

な登録料が発生しないという状況となったため、現在では「登録期限切れで廃止されたド

メイン名は全て登録対象とする」というような状況となりつつある。 
 
このような状況により、従来であればそれほど大規模なサイトなどで使っていたものでは

なく、また文字列もある程度特異性のあるものであれば、仮にドメイン名を期限切れで取

り消されてしまっても再登録可能になるのを待って登録し直すという行為が可能であった

が、現在ではほぼ全てのドメイン名において、一度期限切れなどで廃止されてしまうと、

RGP72（Redemption Grace Period：削除済ドメイン名のための「請戻猶予期間」）を利用

                                                  
72削除済ドメイン名のための「請戻猶予期間」 
http://www.nic.ad.jp/ja/dom/gtld-policy/rgp.html 
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すること無しに再び自分の手に取り戻すことはほぼ不可能な状況になりつつある。 
 
このように大きな問題となっているドメイン名テイスティングやドロップキャッチという

行為については、近年のICANN会議でも大きな問題として取り上げられており、2006年 6
月にモロッコで行われたICANNマラケシュ会議では、ドメイン名マーケットプレイスワー
クショップ73という、この問題を特別に話し合うための会合が開かれるほどとなった。 
 
このドメイン名マーケットプレイスワークショップでは、ドメイン名テイスティングやド

ロップキャッチの概要説明や、ドメイン名の登録から期限切れを経て登録削除に至るまで

のサイクルにおいてどのような行為が行われているかの解説が行われた。 
 
会合に出席したパネリストからは、一部の登録者によるドメイン名テイスティングなどの

行為が、多くの一般的な顧客に対して大きな影響を与えるとともに混乱を生じさせており、

それらの顧客に対応するためのレジストラのサポートコストの増大に繋がっているという

意見や、Add Grace Periodが本来の意図に反した使い方をされていることは明らかであり
廃止を検討すべきではないかという意見などが発表された。また一方では、現状起こって

いることこそがマーケットのニーズであり、闇雲に排除をするのではなく、早急にポリシ

ー策定プロセスの対象としてルール作りを進めるべきではないかという意見も出た。さら

に、レジストリ側からは、ドロップキャッチなどではキャッチを試みるコマンドが大量に

レジストリ側のシステムに対して発行されていて、それがレジストリに過大な負荷を与え

ている現状などが説明された。 
 
このような議論を経て、ドメイン名マーケットプレイスに関する問題については継続的に

議論していくことが確認され、次回以降の ICANN会議においても引き続きこのドメイン名
マーケットプレイスにおける問題について議論されることとなった。 
 
このマラケシュ会議の次に行われた、2006 年 12 月のブラジル・サンパウロ会議において
もドメイン名マーケットプレイスワークショップが開催され74、現在の状況についてアップ

デート報告がなされるともに、特にAdd Grace Periodに絞って集中的に議論が行われた。
この会合では、Add Grace Periodの見直しを求めるコメントが多数寄せられ、ALACの要請
によりICANNスタッフがイシューレポートを提出することになった。 

                                                                                                                                                  
 
73 ICANN Meetings in Marrakech, Morocco 
Domain Name Marketplace Workshop 
http://www.icann.org/meetings/marrakech/captioning-dn-27jun06.htm 
74 ICANN Meetings in São Paulo, Brazil 
Captioning - Domain Name Marketplace Workshop 
http://www.icann.org/meetings/saopaulo/captioning-dnmarket-06dec06.htm 

120 



 

 
次回の会合では、このイシューレポートを元に、さらに議論が重ねられることになると思

われる。 
 
3-2 IPアドレス 
 
IPアドレスの管理ルールを IPアドレスポリシー、または単にアドレスポリシーというが、
このアドレスポリシーには大きくわけて 2 つの種類がある。それは、主に ICANN(IANA)
と RIR間でのアドレス管理ルールを定めるグローバルポリシー(Global Policy)と、RIR配
下でのアドレス管理ルールを定める地域ポリシー(Regional Policy)である。グローバルポリ
シーは主に IANAから RIRへのアドレス割り振りポリシーを定めるものであるから、必然
的に 1つの資源に対して定義されるアドレスポリシーは世界でただ 1つとなる。 
 
これに対して地域ポリシーは、世界に 5つある RIRがその配下のアドレスをどう管理する
のかを定めるものであるから、地域差を反映したポリシーが地域ごとに定められることに

なる。従い、同じ IPv4アドレスを管理するアドレスポリシーでも、その中身は地域ごとに
微妙に異なる。 
 
ここでは、IPv4 アドレスポリシー及び IPv6 アドレスポリシーが現在どのような内容にな
っており、また、どのような提案がなされているかに関して、グローバルポリシー及び地

域ポリシー双方の観点から見ていくものとする。 
 
3-2-1 IPv4アドレスポリシーの現状とそれに関する議論の動向 
 
3-2-1-1 グローバルポリシー 
IPv4 アドレスのグローバルポリシーは、各 RIR での提案、承認のプロセスを経て、2005
年 4月に ICANNで最終承認された。その内容は以下の通りである。 
 
z 割り振りの原則 
¾ IANAは各 RIRへ、/8単位で割り振りを行う。 
¾ IANAは各 RIRへ、当該 RIRの少なくとも 18ヶ月分の需要を満たす量の割り振
りを行う 

¾ IANAは各 RIRが独自の割り振りや予約の手法を適用することを認める。 
 
z 初期割り振りサイズ 
¾ 新たに承認された RIRが出た場合、当該 RIRは/8の割り振りを IANAから受ける
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ことができる。 
 
z 追加割り振りサイズ 
¾ 利用可能なアドレス空間(AVAILABLE SPACE)が、/8の 50％を切ったとき、もし
くは、利用可能なアドレス空間が、今後9ヶ月に必要なアドレス空間(NECESSARY 
SPACE)の大きさよりも小さくなったとき、IANAは当該 RIRが 18ヶ月で必要と
するアドレス空間に見合う割り振りを、/8単位で行う。 

 
z 利用可能なアドレス空間(AVAILABLE SPACE)の定義 
¾ 利用可能なアドレス空間は、現在使われていないアドレスの数と今後 3 ヶ月の間

に予約が切れるアドレス数の和から、断片化したアドレスの数(RIR の最小割り振
りサイズ以下のアドレス空間)を引いたものである。 

 
z 必要なアドレス空間(NECESSARY SPACE)の定義 
¾ 必要なアドレス空間は、過去 6 ヶ月に割り振ったアドレス数の月間平均数に、月

数を乗じたものである。 
¾ 過去 6 ヶ月の月間平均割り振りアドレス数とはまた別の需要がある場合、必要な

アドレス空間は、当該需要を満たすアドレス数と定義される。ただし、RIR はこ
の需要を正当化するための資料を提出しなければならない。 

 
2005年 4月以降はこのポリシーに従って IANAから RIRへ IPv4アドレスの割り振りが行
われている。2007年 3月現在、このポリシーを見直す動きは出てきていないものの、IPv4
アドレスの IANAにおける在庫が減っている現状を考慮し、RIR側が自発的に IANAへ申
請する割り振り量を減らすことを検討している旨、RIR関係者からの発言があった。 
 
3-2-1-2地域ポリシー 
 
前述した通り、各RIRではそれぞれ異なるIPv4 アドレスポリシーを採用している。以下、
各RIRのIPv4 アドレスポリシーの主な違いを見ていくこととする。これについてはRIRの
連合体として活動しているNRO(Number Resource Organization)が比較表をウェブサイ
トに掲載75している。以下に示したのは主な箇所のみなので、詳細についてはNROの比較
表を参照いただきたい。 
 
 
 
                                                  
75 http://www.nro.net/documents/nro41.html 
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z 初回割り振りについて 
 

RIR 分野 内容 

サイズ 原則/22（直後の需要が/22 を超えることが正当化できる場

合、この限りではない） 

要件 申請者は現在上位 ISPから割り当てを受けている IPアドレ

スを効率的に使っていることを証明しなければならない。ま

た、新たに割り振りを受ける際には、既に受けている割り当

てアドレスからリナンバする必要がある。 

AfriNIC 

期間 2年後までの需要を認める。 

サイズ 原則/21（直後の需要が/21 を超えることが正当化できる場

合、この限りではない） 

要件 1) APNIC会員契約を締結しているか、非会員費用を支払っ

ていること。2) 直後に/23 を使用することを証明できるこ

と。3) 過去に割り当てを受けたアドレスをポリシーに従っ

て管理していること。4) 1年以内に/22を利用する詳細な計

画があること。5) 過去に割り当てを受けたアドレスからリ

ナンバすることに同意すること。 

APNIC 

期間 1年後までの需要を認める。 

ARIN サイズ マルチホームしているネットワークには最小/22、それ以外

は最小/20の割り振り。（直後の需要がこれを超える場合、こ

の限りではない） 

123 



 

要件 /22 の割り振りを受ける場合：上位 ISP から/23 の割り当て

を受け、効率的に使用していること、マルチホームする意思

があること、及びリナンバに合意すること。 

 
/21 の割り振りを受ける場合：上位 ISP から/22 の割り当て

を受け、効率的に使用していること、マルチホームする意思

があること、及びリナンバに合意すること。 

 
/20 の割り振りを受ける場合：上位 ISP から/21 の割り当て

を受け、効率的に使用していること、マルチホームする意思

があること、及びリナンバに合意すること。 

 
もしくは、上位 ISPから/20の割り当てを受け、効率的に使

用していること。（リナンバは要件ではない） 

 

期間 3ヶ月後までの需要を認める。 

サイズ /21 もしくは/20。（直後の需要がこれを超える場合、この限

りではない。） 

要件 /21 の割り振りを受ける場合：/23 の需要があることを証明

すること。 

 
/20 の割り振りを受ける場合：上位 ISP から/22 の割り当て

を受け、マルチホームしており、12 ヶ月以内にリナンバす

ること。 

 
マルチホームしていない場合、上位 ISPから/21の割り当て

を受け、使用していること、及び 12 ヶ月以内にリナンバす

ることに合意すること。 

 
もしくは、直後の需要があることを証明すること。 

LACNIC 

期間 3ヶ月後までの需要を認める。 

サイズ /21（直後の需要がこれを超える場合、この限りではない） 

要件 RIPE NCCとの契約、及び需要の証明 

RIPE NCC 

期間 特に定めはない。 
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z 追加割り振りについて 
 

RIR 分野 内容 

サイズ 最小サイズ /22 

要件 それまでに割り振りを受けたアドレス総量の 80％を効率的

に使用していること。 

AfriNIC 

期間 2年後までの需要を認める。 

サイズ 最小サイズ /21、最大サイズの定めは無し。 

要件 それまでに割り振りを受けたアドレス総量の 80％を効率的

に使用していること。 

APNIC 

期間 1年後までの需要を認める。 

サイズ マルチホームネットワークについては/22 が最小サイズ、そ

れ以外の場合/20。最大サイズの定めは無し。 

要件 それまでに割り振りを受けたアドレス全てを効率的に使っ

ていること、及び、最後に割り振りされたアドレスの少なく

とも 80％を効率的に使用していること。 

ARIN 

期間 3ヶ月後までの需要を認める。1年以上 ARINの会員である

ISPは 6ヶ月後までの需要量を申請できる。 

サイズ 最小サイズ/20、最大サイズの定め無し。 

要件 それまでに割り振りを受けたアドレス総量の 80％を効率的

に使用していること。 

LACNIC 

期間 1年後までの需要を認める。 

サイズ 最小サイズ/21、最大サイズの定め無し。 

要件 それまでに割り振りを受けたアドレス総量の 80％を効率的

に使用していること。 

RIPE NCC 

期間 それまでの利用状況を踏まえ、最大 2年後までの需要を認め

る。 
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z RIRによる IPアドレス割り当て（プロバイダ非依存アドレス） 
 

RIR 分野 内容 

サイズ 最小サイズ/24、最大サイズの定め無し。 AfriNIC 

要件 直後に割り当てアドレスの 25％を使用し、1 年以内に 50％

を使用すること。 

サイズ 最小サイズ、最大サイズ共に定め無し。 APNIC 

要件 マルチホームすることを証明し、それまでに割り当てられた

アドレスからリナンバすることに同意すること。直後に割り

当てアドレスの 25％を使用し、1 年以内に 50％を使用する

という基準に従い、サイズが決定される。 

サイズ マルチホームネットワークは最小サイズ/22、それ以外は

/20。最大サイズの定め無し。 
ARIN 

要件 直後に割り当てアドレスの 25％を使用し、1 年以内に 50％

を使用するという基準に従い、サイズが決定される。 

サイズ 最小サイズ/24、最大サイズの定め無し。 LACNIC 

要件 マルチホームしている組織は上位 ISPから/25の割り当てを

受けている場合、/24の割り当てを受けることができる。 

 
マルチホームしていない組織は、/21 の需要があることを証

明した上で/20の割り当てを受けることができる。 

サイズ 最小サイズ、最大サイズ共に定め無し。 RIPE NCC 

要件 需要があることを証明すること。 

 
 
z RIRによる割り当て審査 
 

RIR 内容 

AfriNIC 

ARIN 

該当ポリシー無し。 

APNIC 

LACNIC 

RIPE NCC 

LIR が RIR に承認を得ることなく割り当てができるサイズが（アサインメント

ウィンドウ：Assignment Window）が定められており、これを超えるサイズの

割り当てを行う場合、割り当て前に RIRの承認を得る手続きが必要である。 
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3-2-1-3各 RIRでのポリシー提案状況 
 
2006年 4月から 2007年 3月までの間に、各 RIRへ提出された IPv4アドレスポリシー提
案は以下の通りである。 
 

提案提出先 提案概要 
2007年 3月 

現在の状況 

電子メールによる APNIC WHOIS 等のデータ

ベース情報更新を廃止し、Web等を使った情報

更新手法に移行する。 

採用に至らず、継続議論。 

逆引きネームサーバが不適切に設定されている

ケースの定義を変更。 

採用、実施済み。 

IANA が新たな/8 を割り振る場合、当該ブロッ

クへの到達性を向上させるための取り組みを

RIR共同で行う。 

採用に至らず。 

APNIC 

 

IANAの IPv4アドレスの在庫が残り 30を切っ

た時点から 2 年後を IPv4 アドレスの最終割り

振り期日と定め、前もって告知を行う。 

採用に至らず、継続議論。 

ARIN エニキャストを利用する組織に対し、/24の割り

当てを行う。 

却下。 

プロバイダ非依存アドレスの最小割り当てサイ

ズを/24と規定する。 

議論中。 

IPv4アドレスの割り振り量を、2年後までの需

要に対応する量から、1 年後までの需要に対応

する量へ変更する。 

議論中。 

RIPE NCC 

LIR のアサインメントウィンドウを、最初に割

り振りを受けてから 6 ヶ月後に、一律/21 とす

る。 

議論中。 

使用されていない IPアドレスを回収する。 採用決定、実施待ち。 LACNIC 

IPv4アドレスの割り振り量を、3ヶ月後までの

需要に対応する量から、1 年後までの需要に対

応する量へ変更する。 

採用、実施済み。 

AfriNIC IPv4アドレスの割り振り量を、2年後までの需

要に対応する量から、1 年後までの需要に対応

する量へ変更する。 

議論中。 
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3-2-2 IPv6アドレスポリシーの現状とそれに関する議論の動向 
 
3-2-2-1 グローバルポリシー 
 
IPv6 アドレスのグローバルポリシーは、各 RIR での提案、承認のプロセスを経て、2006
年 9月に ICANNで最終承認された。その内容は先に紹介した IPv4グローバルポリシーと
ほとんど同じであり、ICANN から RIR へ割り振るアドレスの大きさのみが異なる内容と
なっている。具体的には、IPv4が/8単位で割り振りを行うのに対し、IPv6では/12単位で
割り振りを行っている。 
 
2006年 9月以降はこのポリシーに従って IANAから RIRへ IPv6アドレスの割り振りが行
われている。それまでは RFC の慣例に従って、/23 単位での割り振りが行われていたが、
2006年 10月にはこのポリシーに基づき、IANAからRIRへ/12の割り振りが行われている。 
2007年 3月現在、このポリシーを見直す動きは出てきていない。 
 
3-2-2-2地域ポリシー 
 
前述した通り、各RIRではそれぞれ異なるIPv6 アドレスポリシーを採用している。以下、
各RIRのIPv6 アドレスポリシーの主な違いを見ていくこととする。これについてはRIRの
連合体として活動しているNRO(Number Resource Organization)が比較表をウェブサイ
トに掲載76している。以下に示したのは主な箇所のみなので、詳細についてはNROの比較
表を参照いただきたい。 
 
z 初回割り振りについて 
 

RIR 分野 内容 

サイズ /32 

要件 1) LIRであること。2) エンドサイトでないこと。3) AfriNIC

地域の組織に対し、IPv6 の接続性を提供する詳細な計画が

あること。4) 12ヶ月以内に/48の割り当てを合理的な数行う

計画があり、その割り当てを 1 つの集成されたブロックで

12ヶ月以内に広報する計画があること。 

AfriNIC 

期間 2年後までの需要を認める。 

                                                  
76 http://www.nro.net/documents/nro41.html 
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サイズ /32 

要件 1) LIRであること。2) エンドサイトでないこと。3) /48を

割り当てた組織に対し、IPv6 の接続性を提供する計画があ

り、その経路広告を、割り振られたアドレス一つに集成して

行うこと。4) 2年以内に最低でも 200の/48の割り当てを行

う計画があること。 

APNIC 

RIPE NCC 

期間 2年後までの需要を認める。 

サイズ /32 

要件 1) LIRであること。2) エンドサイトでないこと。3) 割り当

てを行った組織に対し IPv6 の接続性を提供する計画があ

り、その経路広告を、割り振られたアドレス一つに集成して

行うこと。4) ARIN 地域において既存、既知の ISP である

か、もしくは 5年以内に最低でも 200の/48の割り当てを行

う計画があること。 

ARIN 

期間 2年後までの需要を認める。 

サイズ /32 

要件 1) LIRもしくは ISPであること。2) エンドサイトでないこ

と。3) 他組織に対して IPv6の接続性を提供する詳細な計画

を文書化すること。4) 12ヶ月以内に、割り振りを受けたア

ドレスの経路広告を割り振られたアドレス一つに集成して

行うこと。5) 24ヶ月以内に、LACNIC地域に位置する顧客

に対し、IPv6サービスを提供すること。 

LACNIC 

期間 2年後までの需要を認める。 
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z 追加割り振りについて 
 

RIR 分野 内容 

サイズ 初回割り振りサイズと同じサイズ。それを超える場合、正当

化が必要。 

要件 HD-ratio=0.8 という式を満たす数の/48 の割り当てを行う

必要がある。 

AfriNIC 

APNIC 

RIPE NCC 

期間 2年後までの需要を認める。 

サイズ 初回割り振りサイズと同じサイズ。それを超える場合、正当

化が必要。 

要件 HD-ratio=0.94 という式を満たす数の/56 の割り当てを行う

必要がある。 

ARIN 

期間 2年後までの需要を認める。 

サイズ 初回割り振りサイズと同じサイズ。それを超える場合、正当

化が必要。 

要件 HD-ratio=0.94 という式を満たす数の/48 の割り当てを行う

必要がある。 

LACNIC 

期間 2年後までの需要を認める。 
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z RIRによる IPアドレス割り当て（プロバイダ非依存アドレス） 
（クリティカルインフラストラクチャへの割り当て） 
 

RIR 分野 内容 

サイズ （該当ポリシー無し） AfriNIC 

要件 （該当ポリシー無し） 

サイズ 最小サイズ/32 APNIC 

要件 ルート DNS、ccTLD、gTLD、IANA、RIR、NIRの実際の

運用者 

サイズ 最小サイズ/48 ARIN 

要件 ルート DNS、ccTLD、gTLD、IANA、RIR、IXPの実際の

運用者 

サイズ 最小サイズ/48、最大サイズ/32 LACNIC 

要件 NAP、ルート DNS、ccTLD、gTLD、IANA、RIR、NIRの

実際の運用者 

サイズ 最小サイズ/48 RIPE NCC 

要件 ルート DNS、gTLD、エニキャストを利用する ccTLD 

 
 
z RIRによる IPアドレス割り当て（プロバイダ非依存アドレス） 
（エンドユーザへの割り当て） 
 

RIR 分野 内容 

サイズ （該当ポリシー無し） AfriNIC 

APNIC 

LACNIC 

RIPE NCC 

要件 （該当ポリシー無し） 

サイズ 最小サイズ/48 ARIN 

要件 1) IPv6の LIRでないこと。2) ARINの IPv4ポリシー上で

割り当てもしくは割り振りを受ける資格があること。 
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3-2-2-3 各 RIRでのポリシー提案状況 
 
2006年 4月から 2007年 3月までの間に、各 RIRへ提出された IPv6アドレスポリシー提
案は以下の通りである。 
 
 

提案提出先 提案概要 
2007年 3月 

現在の状況 

マルチホームを行うエンドユーザへ、RIR が直

接/48の IPv6割り当てを行う。 

採用決定。実施待ち。 

割り当てが必要なエンドユーザへ RIR が直接

/32の IPv6割り当てを行う。 

採用に至らず。 

内部組織へ/48 の割り当てを行うエンドユーザ

へも、IPv6割り振りを行えるようにする。 

採用に至らず。 

LIR からエンドサイトへの割り当てサイズを、

/48から/64の間で、LIRが自由に選ぶことがで

きるようにする。 

採用決定。実施待ち。 

クリティカルインフラストラクチャへの割り当

ての最大サイズを/32に制限する。 

採用決定。実施待ち。 

IPv6 アドレスの初回割り振りを受ける要件か

ら、「200の割り当てを行う」という条件を撤廃

する。 

採用に至らず、継続議論。 

IPv6 アドレスポリシー中の「Interim」という

言葉を外す。 

採用に至らず、継続議論。 

APNIC 

 

同一エンドサイトに複数の/48 の割り当てを行

う際に必要な RIRの事前承認手続きの撤廃。 

採用に至らず。 

LIR からエンドサイトへの割り当てサイズを、

/48から/64の間で、LIRが自由に選ぶことがで

きる。あわせて、追加割り振りの基準を

HD-ratio=0.94で算出される値に変更する。 

採用、実施済み。 ARIN 

IPv4 のプロバイダ非依存アドレスの割り当て

要件を満たす組織に対して、IPv6のプロバイダ

非依存アドレスの割り当てを行う。 

採用、実施済み。 

RIPE NCC 割り当てが必要なエンドユーザへ RIR が直接

/32の IPv6割り当てを行う。 

議論中。 
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 IPv6 アドレスの初回割り振りを受ける要件か

ら、「200の割り当てを行う」という条件を撤廃

する。 

議論中。 

LIR からエンドサイトへの割り当てサイズを、

原則/56とする。 

採用に至らず、継続議論。 LACNIC 

割り当てが必要なエンドユーザへ RIR が直接

/32の IPv6割り当てを行う。 

採用に至らず、継続議論。 

割り当てが必要なエンドユーザへ RIR が直接

/32の IPv6割り当てを行う。 

議論中。 AfriNIC 

同一エンドサイトに複数の/48 の割り当てを行

う際に必要な RIRの事前承認手続きの撤廃。 

議論中。 

 
 
上の表で分かるとおり、各地域において同じようなポリシーが議論されている。IPv6 ポリ
シーの提案は、初期割り振り要件の変更などの重要箇所に関してなされており、このポリ

シーが成熟するまでにはまだ時間がかかるということであろう。 
 
3-2-3 その他ポリシーの現状とそれに関する議論の動向 
 
3-2-3-1 4バイト AS番号 
 
現在広く使われている AS番号は 2バイト(0-65,535)のものであるが、インターネットの発
展に伴いこの番号もいずれは枯渇することが見えてきている。これに対応するため規格策

定されたのが 4バイト AS番号(0-4,294,967,295)である。 
 
この 4バイト AS番号をどのように配布するかが 2005年から 2006年にかけ各 RIRで議論
された。その結果、以下のようなスケジュールで 4バイト AS番号を配布することが各 RIR
のフォーラムで合意に至り、実施に移されている。 
 
z 2007年 1月 1日～2008年 12月 31日 
 
希望者に限り、4バイトAS番号空間のみ(65,536 - 4,294,967,295)からの割り当てを行う。
特に希望しない限り、従来の 2バイト AS番号空間(0-65,535)からの割り当てが行われる。 
 
z 2009年 1月 1日～2009年 12月 31日 
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希望者に限り、従来の 2バイト AS番号空間(0-65,535)からの割り当てを行う。特に希望
しない限り、4バイト AS番号空間のみ(65,536 - 4,294,967,295)からの割り当てが行われ
る。 
 
z 2010年 1月 1日以降 
 
拡張された AS番号空間全体(0 - 4,294,967,295)からの割り当てが行われる。 

 
4 バイト AS 番号規格策定、及びこのポリシーが RIR で承認されたことから、2006 年 11
月には IANAから各 RIRへ、4バイト AS番号の割り振りが 1,024個ずつ行われている。 
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第 2部 ドメイン名の管理と活用に関する世界的な動向 

及び各国における動向調査 
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第 1章 ドメイン名の競争環境整備に関する動向 
 
1 ドメイン名の競争環境整備に関する動向 
 
1-1 新 gTLDの導入に関する議論 
 
ICANNでは 2003年 12月以降、順次スポンサー付き新 gTLD(sTLD)の導入が進んでいる。
新しい gTLD を順次導入してその数を増やすことは、ICANN が設立された当初から

ICANN に課せられた責務であり、そのプロセスの第一弾としてまず 2000 年 11 月に 7 つ
の新 gTLD(.info / .biz / .name / .pro / .aero / .coop / .museum)を導入することが決定された。
当初はこれらの gTLDの導入状況を評価、検証して、その後に続く gTLDをどのように導
入していくかを検討していく予定であった。しかし、折しも ICANN改革についての議論が
沸騰していたこともあり、これら新 gTLD の評価が遅々として進まない状況となった。そ
こでそこで 2002 年 11 月に、まずは規模が比較的程度小さいと思われるスポンサー付き新
gTLD の導入を先に進めようという提案が当時の ICANN 事務総長であった Stuart Lynn
氏からなされ、2002年 12月の理事会でその進め方が承認されたものである。 
 
このように、当初は新gTLDの導入を目指して始まった議論は、sTLDの導入に関する議論
と、今後新たなgTLDをどのようなポリシーに基づいて選定、導入していくのかという議論
とに分化した。前者に関しては項を改めて進捗を報告するのでそちらを参照されたい。後

者の議論に関しては、2004 年 9 月 30 日に「戦略：新たな分野別トップレベルドメインの
導入」という報告書が発表77され、ポリシー策定のための手順が提示された。それ以降、新

gTLDの導入の手続き等に関する議論が深まってきており、2005年には新gTLDに関する課
題報告書の公開78、評価依頼事項の公開79と矢継ぎ早に新gTLD導入に関する議論が進み、
2006年 2月にはICANNのGNSOから新gTLDの導入に関してそれまでの検討をまとめた初
回レポートが提出されるに至った。ここでは、この初回レポートの内容を振り返ったうえ

で、それ以降（2006年 3月以降）の動きについて報告する。 
 
z 新 gTLD導入に関する GNSOの初回レポートドラフトを公開（2006年 2月） 
 
2006年 2月 19日に、GNSOは新 gTLD導入に関する初回レポートのドラフトを公開した。
本ドラフトの結論は概ね以下の通りである。 
 

                                                  
77 http://www.icann.org/tlds/new-gtld-strategy.pdf 
78 http://gnso.icann.org/issues/new-gtlds/gnso-issues-rpt-gtlds-05dec05.pdf 
79 http://www.icann.org/announcements/announcement-06dec05.htm#TOR 
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¾ 新 gTLD の導入は、その頻度や条件に関しては実に幅広い意見があったにも関わ
らず、導入自体に反対する意見は無かった。ほとんどの意見は、gTLD の創設は
ICANNの義務だとするものであった。 

¾ 一方、新 gTLD をいくつ、どのような頻度で創設するか、スポンサー付きとする
のかしないのか、またどのような文字列が割り振られるべきかについては合意が

無かった。 
¾ レジストリ運用にあたり、標準化された契約条件を契約前に公開すべきという点

については概ね合意が得られた。 
¾ 2つのシナリオについて検討する必要がある。1つは、新 gTLDの導入を 1つに制
限すべきとするもので、もう 1 つは、より幅広い申請を認めていこうというもの
である。 

¾ 新 gTLD の導入に伴い、総額でどれくらいのコストが発生するのか（法務担当や
理事会のコストも含む）運用上のインパクトをさらに分析することが必要である。 

¾ 新 gTLD の導入の要望度に関して、エンドユーザからの観点からの事実に基づい
た市場分析が有用である。 

¾ gTLD を「公認」「非公認」に分類するということも試してみる価値があるかもし
れない。 

 
z ICANNウェリントン会議での議論（2006年 3月） 
 
2006 年 3 月のICANNウェリントン会議では、上記ドラフトレポートを元に議論が行われ
た。会期中、この議論の進捗をGNSO評議会チェアで新gTLD検討委員会のチェアでもある
Bruce Tonkin氏が報告80している。その内容は以下の通りである。 
 
¾ 新 gTLD の導入の是非については、導入すべきという意見でほぼコンセンサスに

至った。しかし、妥当な選定基準があるのならという条件付きである。 
¾ 既に選定基準を提案してきている部会もある。強い支持を受けたのは、技術的要

件に適合すること（IDN 標準や、業務に関連する IETF の RFC）、申請費用を支
払うこと、財政的に安定していることを示すこと、新 gTLD設立の目的において、
他の gTLDと明確に区別可能なことという諸条件である。 

¾ この他にも、ICANN認定レジストラを利用すること、当該 gTLDのチャーター、
目的に沿うことを保証する仕組みがあること、ICANNのポリシーに従うこととい
う諸条件も強い支持を得ている。 

¾ 選定基準で強い支持とまではいかないが概ね支持を受けた事項としては、申請者

がきちんと定義されたコミュニティを代表する組織であり、かつ登録者はそのコ

                                                  
80 http://gnso.icann.org/issues/new-gtlds/new-gtld-pdp-28mar06.pdf 
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ミュニティに属する者であるべきというもの、登録資格の正確な検証を行うこと

というものなどが挙げられる。 
¾ gTLD名の割り当てについては、早い者勝ちにするのか、比較評価を行うかのどち
らかであるがまだ結論は出ていない。 

¾ 新 gTLDの契約条件についてはまだ議論中で結論が出ていない。 
 
 
z ICANN理事会の決議（2006年 3月） 
 
上記報告を受け、ICANN理事会は「ICANNは 2007年 1月までに新 gTLD募集のプロセ
スを開始する意図がある」ということ、及び「GNSOは次回の ICANNマラケシュ会議（2006
年 6 月）までに本件に関する正式な初回レポートを提出するよう、努力すること」という
決議を行った。 
 
ICANN 理事会側から GNSO に対してプロセスを早めるよう要求する決議が出るというの
はこれまでの ICANNからすると異例のことであり、ICANN理事会が新 gTLDプロセスを
早く進めたがっていることの現れと解釈することもできる。ICANN理事の一人である伊藤
穰一氏からは、これが実現すると、VeriSign の半独占とも言える状況を将来的には変えて
いくことができるのではないかという期待を持った発言もなされている。 
 
z GNSO初回レポートの提出（2006年 7月） 
 
2006年 6月のマラケシュ会議での議論を受け、GNSOは 2006年 7月にそれまでの議論の
結果をまとめた初回レポートの最終版を提出した。以下、2005 年 12 月に出されている評
価委任事項に沿ってその内容を見ていく。 
 
¾ 新しい gTLDは導入されるべきか。 

� 新しい gTLD は導入されるべきであり、後述する勧告を考慮に入れた上で、
導入を実現させるための作業が進められるべきである。 

 
¾ 導入されるべきとした場合、その選択の基準はどのようなものか。 
� プロセスに関する基準として、申請費用の支払い、申請にあたっての信義則、

申請終了までの明確な締め切りが設けられるべきである。 
� 技術的な基準としては、IETFの RFCその他の技術標準に準拠すること、IDN

を提供する場合、関連する IETF標準及び ICANNの IDNガイドラインの内
容を遵守することが必要である。申請者が gTLDに ASCIIに基づいた文字列
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を提案するか、その他の文字列を提案するかに関わらず一貫した取り扱いを

するべきかについては更なる議論を要する。 
� 申請者は ICANNのコンセンサスポリシーに従わなければならない。 
� 申請する gTLD は、その目的において明確に既存のものと区別できるもので

なければならない。IDN トップレベルドメインに関してこの要求がどのよう
な影響を持つかは議論尽くされたわけではなく、更なるインプットが必要で

ある。 
� 申請者は、当該 TLDに関してその目的等を遵守するための仕組み、及び違反
の登録に対処する仕組みを持たなければならない。 

� 申請者は、レジストリ業務を行うに必要な財政面、運用面でのリソースを持

っていることを示さなければならない。 
 
¾ どのような割り振りの手法が適切か 
� 原則早い者勝ちとして申請を進めるべきであるが、同じ文字列の申請が来た

際もしくは審査するスタッフのリソースが足りない等の事情がある場合にお

いて議論がある。この場合、オークションまたはくじによって優先度を決め

るか、もしくは申請内容の相互比較によって優先度を決めるかの 2 つの選択
肢が提示されているが、この 2つはそれぞれほぼ同じ程度の支持を得ており、
決着はついていない。 

 
¾ 契約条件を詰める指針となるべきポリシーはどのようなものか 
� 法令遵守の手法の確立についてさらに検討が必要であり、現時点では結論は

出ていない。 
 
この報告書において、gTLDの選択基準はその大枠が定まってきたように見える。しかし細
部においてまだ詰めるべき点があることも報告書内で認めているという状況である。 
 
 
z GNSOによる勧告ドラフトの公開（2006年 9月） 
 
GNSOでは上記初回レポート提出の後さらに検討を重ね、2006年 9月にGNSOとしての勧
告ドラフトをまとめ、公開81した。その内容を再度評価委任事項に沿って見ていく。 
 
¾ 新しい gTLDは導入されるべきか。 
� 新しい gTLD は導入されるべきであり、後述する勧告を考慮に入れた上で、

                                                  
81 http://gnso.icann.org/issues/new-gtlds/recom-summary-14sep06.htm 
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導入を実現させるための作業が進められるべきである。（初回レポートに同

じ） 
 
¾ 導入されるべきとした場合、その選択の基準はどのようなものか。 
� （初回レポートの内容から、gTLDの文字列についての要件が追加された。） 
� ICANNは、gTLDの申請が文字列の要件に従っているか予備的に判断する期
間を設ける。その期間内には、専門家の助言を受けることができる。 

� 新しい文字列の要件については、ICANNはパブリックコメント期間を設ける
ものとする。 

� 申請された gTLD の文字列が要件を満たさない可能性があると ICANN が判
断した際は、ICANNは専門家からなるパネルに当該申請を付託することがで
きる。 

� gTLDの文字列は、既存の TLDの文字列と混同を引き起こすほど類似してい
てはならない。 

� gTLDの文字列は、他のいかなる第三者の法的権利を侵害するものであっては
ならない。 

� gTLD の文字列は、技術的な問題を引き起こすものであってはならない。

（.localhostや、.exeなどは gTLDの文字列としては認められない。） 
� gTLDの文字列は、国内及び国際法に抵触するものであってはならない。 
� ICANNは、当該文字列が既存の gTLD文字列と混同を引き起こすほど類似し
ているかどうかの争い（既存のレジストリからの申立）を、独立した紛争解

決機関を使って解決するためのプロセスを提供しなければならない。紛争解

決機関によって混同を引き起こすほど類似していると判断された文字列は、

その後いかなる組織も申請できない。 
� ICANNは、当該文字列が既存の商標と混同を引き起こすほど類似しているか
どうかの争い（既存の商標権者からの申立）を、独立した紛争解決機関を使

って解決するためのプロセスを提供しなければならない。この紛争解決のプ

ロセスは、既存の UDRPのプロセスを用いて行われる。 
 
¾ どのような割り振りの手法が適切か 
� 早い者勝ち(First Come, First Served)の原則を採用するが、複数回のラウン
ドに分けて募集する。 

� 新 gTLD 募集の初回ラウンドは、募集をかけることを決議した理事会の日か
ら少なくとも 4ヶ月後以降に開始することとし、ICANNは募集開始日を広く
周知する。 

� 申請は受け付けたものから日付順に整理される。 
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� 初回ラウンドの締め切り日は、開始日から少なくとも 30日後以降の日とする。 
� 申請された文字列は、締め切り日まで公開されないものとする。 
� 同じ文字列の申請があった場合、もしくは混同を引き起こすほど類似してい

る文字列の申請があった場合、まずそれらの申請が文字列要件を満たしてい

るかの審査を行う。 
� 次に申請者同士で協議を行う（異なる文字列を選択する、一緒に申請するな

ど）時間を設定する。 
� 申請者間で協議が成立しなかった場合、ICANNはそれぞれの申請者がコミュ

ニティからどれほどのサポートを得ているかを評価する。申請者は追加資料

を提出するための 90日の猶予が与えられる。この評価で却下された申請者は、
次回の申請ラウンドまで新しい申請を行うことはできない。 

� ICANNスタッフがどちらの申請が良いか判断出来ない場合、ICANN理事会
が ICANNの使命と主たる価値に基づいて判断を行う。この評価で却下された
申請者は、次回の申請ラウンドまで新しい申請を行うことはできない。 

� 申請を承認された申請者は、その文字列を使ったサービスを適切な期間内に

開始しなければならない。 
 
¾ 契約条件を詰める指針となるべきポリシーはどのようなものか 
� ある程度の一貫性を保つため、レジストラ契約のように大枠となる契約があ

るべきである。その契約の枠内であれば、ICANNスタッフが承認の権限を与
えられるべきで、枠内に止まらない契約になれば、パブリックコメントに付

した上で ICANN理事会が判断するべきである。 
� 契約内容は、市場プレイヤーと ICANNとの間で変化する市場や技術、ポリシ
ー上の条件を十分カバーできるようなものであるべきである。 

� 新 gTLDの初期契約期間は商慣習的に合理的な長さであるべきである。（例え
ば 10年。ただし、ケース毎に判断する場合がある） 

� 契約は重大な違反が無い限りは自動延長されるべきである。 
� 契約違反の場合に契約を打ち切ることが出来る条項を明確に設けておくべき

である。 
� ICANN でコンセンサスとなったポリシーに準拠させる条項を設けるべきで

ある。 
� レジストリが IDNを提供する場合は、契約上でその旨明記しておくべきであ
る。 

� 最初の契約時は、競争を管轄する政府当局等に対し、契約中に法令違反が無

いかどうか確認するものとする。 
� ICANNはレジストリ料金について、地域や経済、ビジネスモデルの違いを考
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慮に入れた上で、一貫したアプローチを取るべきである。 
� 個人情報の取り扱いについては、それが第三者から入手可能になるのはどの

ような場合かについて、レジストリは定義しておかなければならない。 
 
上記を見れば分かるとおり、初回レポートの内容からはかなり要件が詳細にわたり詰まっ

てきている。 
 
 
z GNSOによる最終レポートドラフト提出（2007年 2月） 
 
GNSOの作業部会ではさらに議論を進め、上記勧告ドラフトの内容を元に最終レポートの
ドラフトを 2007 年 2 月に公開82した。ここに至りgTLDの各種選定条件がほぼ整ってきて
いる。以下に最終レポートドラフト内で示されている選定条件を列挙する。 
 
¾ 文字列の条件 
� 既存の gTLDと混乱を引き起こすほど類似していてはならない。 
� 第三者の権利を害するものであってはならない。 
� 技術的不安定をもたらすものであってはならない。 
� 予約語（ICANN との関係において。ASO や IANA など）であってはならな

い。 
� 公共政策に反するものであってはならない。（GACの助言による） 

 
¾ 申請者の条件 
� 申請者は自らの技術的能力を示さなければならない。 
� 申請者は自らの財政、運営能力を示さなければならない。 

 
¾ プロセスの条件 
� 明確で前もって公開された、客観的で計測可能な基準が示されなければなら

ない。 
� プロセスの始めに、基本契約書が申請者には示されなければならない。 
� 申請に関して予備的決定を行うために、専門家からなるパネルの使用ととも

にスタッフがその任にあたり、決断を行う。 
� プロセスに先立ち、紛争解決や異議申し立てのプロセスを確立しておく必要

がある。 
 
                                                  
82 http://gnso.icann.org/drafts/GNSO-PDP-Dec05-FR13-FEB07.htm 
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¾ 割り振りの条件 
� 申請は複数のラウンドにわけて行われる。 
� 申請された文字列は申請締め切り後に公開される。 
� 複数の申請が同じ文字列に対してなされた場合、まず申請者間である特定の

時間内に調整ができるかを試み、調整出来なかった場合はこれを解決するた

めのプロセスを進める。 
� 最終判断は、スタッフ及び専門家からなるパネルの助言に基づき、ICANN理
事会が行う。 

 
¾ 契約条件 
� 基本契約書が RFPの一部として提供されるべきである。 
� 初期契約期間は、商慣習に照らして合理的な長さであるべきである。 
� 自動更新の仕組みを取り入れるべきである。 
� 法令遵守や制裁のプロセスを明確に基本契約書に盛り込み、契約破棄ができ

るようにすべきである。 
� レジストリは既存のコンセンサスポリシーに従い、今後成立するコンセンサ

スポリシーも採用することをコミットするべきである。 
� レジストリが IDNを提供する場合、ICANNの IDNガイドラインに従わなけ
ればならない。 

� レジストリは ICANN認定レジストラを利用しなければならない。 
 
¾ 実施にあたってのガイドライン 
� コスト回収のための申請費用はあるべきである。申請費用は申請者毎に異な

っても良い。 
� 早い者勝ちを原則としてプロセスの順番を決定する。 
� 申請は受け付けた日付と時間を記録する。 
� 申請提出の日付は、RFPを出してから少なくとも 4ヶ月後とする。 
� ICANNは申請受け付けを広く周知するものとする。 
� 申請期間は少なくとも開始してから 30日とする。 
� 申請者は申請が承認された場合、当該 gTLD を合理的な時間内に利用開始し

なければならない。 
� 基本契約書は ICANNが変化する市場や技術、ポリシー上の条件を十分カバー
できるようなものであるべきである。 

� ICANNはレジストリ料金に関して一貫したアプローチを取るべきである。 
� 個人情報の使用は、それを収集する目的の範囲内にのみ制限される。 
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2006年 9月の勧告ドラフトの内容とそれほど変化はないものの、条件の記述がより完結に、
かつ具体的な方向に変わってきていることがわかる。この後、最終報告書が GNSOから正
式に提出されることになるが、ここまでの議論の流れから推測するとかなりのところまで

条件としては固まってきており、これ以上の大きい変更はなさそうである。 
 
新 gTLD創設への議論は GNSO内でも次第に収束しつつあり、ICANN理事会も創設に積
極的であることを考え合わせると、2007年度内にも新しい gTLDの募集プロセスに向けて
より具体的な動きが出てくることが予想される。 
 
1-1-1 スポンサー付きトップレベルドメイン(sTLD)の導入の状況 
 
スポンサー付き gTLD(sTLD)の導入は 2002年 12月の ICANNアムステルダム会議で承認
され、導入プロセスが開始された。その後選定のための基準策定、申請に関する詳細事項

の作成、提案依頼書の作成等の作業を経て、2003年 12月に募集が開始された。 
 
この募集に 10組織が応募を行い、順次 ICANNによる評価選定作業が進んでいる。中には
既に導入が決定され、運用に入っている sTLDもある。以下に申請された sTLDと 2007年
3月現在の選定・評価状況を示す。 
 
選定・評価状況 申請 TLD 申請組織 用途 

.asia DotAsia Organization 

Limited 

アジア太平洋地域の企業、個

人、団体専用 

.cat Associacio puntCAT カタロニア地域の言語、文化

コミュニティ用 

.jobs Employ Media LLC 人事管理業務関係者用 

.mobi Nokia/Vodafone/Microsoft モバイル機器、サービス用等 

.tel TELNIC 個人または企業の連絡先表

示、ナビゲーション用 

最終承認済み 

.travel Tralliance Corporation 旅行関連業界用 

.post Universal Postal Union 郵便事業関係者用 業務・技術面での

交渉段階 .xxx ICM Registry, Inc. アダルトサイト用 

.tel NetNumber, Inc, IPベースの電話番号用 却下 

.mail The Anti-spam Community 

Registry 

スパムフリー電子メールの送

受信者用 

 
次々に新しいスポンサー付き gTLDの導入が決定された 2005年とは違い、2006年はそれ
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ほど大きな動きはなかった。以下、申請 TLD毎に 2006年の以降の動きを簡単に見ていく。 
 
z .asia 

2005 年 12 月の ICANN バンクーバー会議において、業務面・技術面の交渉段階へ入
ることが ICANN理事会によって承認された後、契約書内容の交渉を経て、2006年 10
月 18日の ICANN理事会において本申請が最終承認された。その後 ICANNサンパウ
ロ会議期間中の 2006年 12月 6日に正式契約が締結され、ルートゾーンへの追加を待
っているという状況である。 

 
z .cat 
本申請は 2005 年 9 月に ICANN 理事会によって最終承認された。その後 2005 年 10
月に ICANNと申請者との間で正式契約を締結し、2005 年 12月に本 sTLDがルート
ゾーンに追加され、運用が開始された。2006年 4月 23日からは一般登録が開始され、
現在に至っている。 

 
z .jobs 
本申請は 2005年 4月の ICANNマルデルプラタ会議での ICANN理事会で最終承認さ
れた。2005 年 5 月には ICANN と申請者との間で正式契約を締結し、2005 年 9 月に
は本 sTLDがルートゾーンに追加され、運用が開始された。2005年 9月 9日から一般
登録が開始され、現在に至っている。 

 
z .mobi 
本申請は 2005年 6月の ICANN理事会によって最終承認を受けた。2005年 7月には
ICANNと申請者との間で正式契約を締結し、2005年 10月には本 sTLDがルートゾー
ンに追加され、運用が開始された。2006 年 9 月 26 日から一般登録が開始され、現在
に至っている。 

 
z .travel 
本申請は 2005年 4月の ICANNマルデルプラタ会議での ICANN理事会において最終
承認を受けた。その後 2005年 7月には正式契約が締結され、同月に本 sTLDがルート
ゾーンに追加され、運用が開始された。2006 年 1 月 2 日からは一般登録が開始され、
現在に至っている。 

 
z .tel (TELNIC) 

2005年 6月の ICANN理事会において業務面・技術面の交渉段階へ入ることが承認さ
れた後、契約書内容の交渉を経て、2006 年 5 月 10 日の ICANN 理事会において本申
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請が最終承認された。その後 2006年 5月 30日に正式契約が締結されているが、今の
ところ本 sTLDはルートゾーンに追加されておらず、運用は開始されていない。 

 
z .post 
本申請は 2004年 7月に業務面・技術面の交渉段階へ入ることが承認されているが、そ
の後交渉がまだ完了していない。ICANNと申請者との間では、2007年 6月 30日まで
に交渉を完了することを目標に作業を進めているとのことである。 

 
z .xxx 
本申請はアダルトコンテンツを対象とした sTLD 申請だったため、各方面から承認に
慎重論が出て作業が遅れていたが、2005年 6月の ICANN理事会でようやく業務面・
技術面の交渉段階へ入ることが承認された。その後契約書内容の交渉を経て、契約書

案が 2006年 4月 16日に公開され、2006年 5月 10日の ICANN理事会に提出された。
しかし同理事会は、本契約案を不承認としている。契約案は ICANNと申請者との間で
再交渉に入り、2007年 1月 5日に再度パブリックコメントへ付された。パブリックコ
メント期間は 2007年 3月 9日までとなっており、パブリックコメント期間終了後、寄
せられたコメントを ICANN理事会で検討するとされている。 

 
z .tel (NetNumber, Inc.) 
本申請は、2004年 11月に評価基準に達しないとの判断がされ、却下となっている。 

 
z .mail 
本申請は、2005年 7月に評価基準に達しないとの判断がされ、却下となっている。 

 
2003年 12月に始まった sTLD募集のプロセスは、2つの申請を残すのみとなった。長らく
進捗の無かった.postにも 2007年 6月 30日という期限設定がされたことによって今後進捗
が促される可能性がある。.xxx については一旦契約案を ICANN 理事会が不承認としたこ
ともあり、次回出てくる契約案が承認されるか否かが焦点となる。 
 
今回の sTLD 募集のプロセスは始まってから既に 3 年が経過しようとしており、承認プロ
セスでは常に「進みが遅い」との批判がつきまとってきた。2007年に始まろうとしている
新 gTLD募集のプロセスでは、sTLD承認プロセスの反省を元に、よりスムーズな申請、承
認作業を行うことが求められるであろう。 
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1-2 既存の gTLDレジストリとの契約更新に関する議論 
 
ICANN の GNSO では、2005 年の.net 次期レジストリ選定、.com レジストリ契約更新を
巡る議論を契機として、既存の gTLD レジストリとの契約更新時の条件をどう考えるかに
ついて、更新が起こる毎に検討するのではなく、より一般的な事項として事前に広く検討

しておくべきではないかとの意見が多数を占めるようになった。 
 
元々は、2006年 1月 17日にGNSOがICANNスタッフに対し、.comレジストリ契約更新に
対する様々な意見に関して、報告書(issue report)83を出すよう求めたのが発端であった。こ

の報告書の中では、ICANNの法務担当者が「.comレジストリ契約を特に取り扱うような形
でのポリシー策定プロセスは不適切である」とコメントしている。 
 
その後 2006年 2月 6日のGNSO評議会で、この問題は.comレジストリ契約に焦点を当てる
のではなく、もっと広く、既存のgTLD契約の更新をどう考えるかという問題として考える
べきだとの結論に達し、この問題を検討するポリシー策定プロセスを開始することを絶対

多数で可決した。これがPDP-Feb06と採番されて開始されたポリシー策定プロセスである。
2006年 3月のICANNウェリントン会議では、このポリシー策定プロセスはICANNスタッ
フが既存のgTLDレジストリ契約の更新条件交渉を行う際の一助となるものを提供するこ
とを目指すとの説明がGNSO評議会議長のBruce Tonkinからなされた84。 
 
このポリシー策定プロセスで設定された評価委任事項(Terms of Reference)85は以下の通り

である。 
 
z レジストリ契約更新 
¾ レジストリ更新の際に目安となるポリシーが必要か。必要であれば、どのような

要素であるべきか。 
¾ 既存の全てのレジストリ契約が同一の更新規定を設定しているわけではないとい

うことを考慮に入れたうえで、将来においてはこれを全て標準化すべきであるか

否か。 
 
z レジストリ契約とコンセンサスポリシーとの関係 
¾ レジストリ契約上に、コンセンサスポリシーの適用に関する制限があることが適

切か否か。また、これらの制限をどう決定するべきか。 

                                                  
83 http://www.gnso.icann.org/mailing-lists/archives/council/msg01951.html 
84 http://www.icann.org/presentations/tonkin-gnso-wellington-28mar06.pdf 
85 http://gnso.icann.org/issues/gtld-policies/tor-pdp-28feb06.html 
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¾ ある特定のポリシー策定の責任を、スポンサー付き TLD運用者に委譲することが
適切であるかどうか。もし適切であるなら、何らかの変化が必要か否か。 

 
z レジストリサービスの価格コントロールに関するポリシー 
¾ 価格コントロールに関するポリシーが必要か否か。必要なら、そのポリシーの要

素はどのようなものであるべきか。（価格の上限を設定することや、全てのレジス

トラに同一料金を設定することなど、例を示すこと。） 
¾ 価格上限設定が存在する場合、値上げ申請を承認するための目安となる手法の分

析。（コスト計算法、コスト要素、利益率） 
 
z ICANNへの料金 
¾ レジストリが ICANNへ支払う費用についてのポリシーが必要か。必要なら、その
ポリシーの要素はどのようなものであるべきか。 

¾ ICANNの公開で行われる予算作成プロセスと、ICANNへ支払う料金がどのよう
に関連づけられるべきか。 

 
z レジストリデータの使用 
レジストリはその運用の結果として、レジストリデータを入手することができる。レ

ジストリデータの例としては、ドメイン名登録者の情報、ドメイン名登録に含まれる

情報、レジストリが DNS名前解決のサービスを提供する際発生するトラフィックデー
タなどが挙げられる。 
¾ レジストリデータを、収集する目的外に使用することに関するポリシーが必要か。

必要であれば、そのポリシーの要素はどのようなものであるべきか。 
¾ 第三者が入手可能なレジストリデータに無差別のアクセスができるようにするた

めのポリシーが必要か否か。 
 
z 成長とインフラへの投資 
¾ 成長とインフラへの投資を規定するポリシーが必要か否か。必要なら、そのポリ

シーの要素はどのようなものであるべきか。 
 
 
この評価委任事項に基づき、2006年 4月 11日から 5月 5日までパブリックコメントが募
集された86。このパブリックコメント期間を経て、2006年 6月 16日に、GNSOの暫定タス
クフォースによって報告書が提出された。この報告書の中では評価委任事項に対して

GNSOの各部会から寄せられたコメント等を整理、紹介したうえで、いくつかの勧告を行
                                                  
86 http://www.icann.org/announcements/announcement-11apr06.htm 
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っている。その勧告の主な内容は以下の通りである。 
 
z タスクフォースは既にコンセンサスとなっている新 gTLD の契約条件に関するポジシ

ョンに関して払われた努力を考慮し、既存の gTLDの契約更新と新 gTLDの契約とで
何か特に異なる点があるかどうかの分析を行うこと。 

 
z タスクフォースは GNSO評議会に対して評価委任事項の修正削除を要求すべきかさら

に検討すること。 
 
z タスクフォースは評価委任事項のうちいくつかのもの（例えば、成長とインフラへの

投資を規定するポリシーが必要か）については、当該ポリシーは必要でないか、もし

くはコンセンサスを得るのは不可能であることを GNSO評議会に対して周知すべきで
ある。 

 
z タスクフォースはレジストリデータの種類を特定し、そのデータを収集する目的をよ

り明確にすべきである。 
 
z 市場の力を理解したうえで、ICANNが既存の gTLDに対して価格コントロールを行う
役割を持ち続けるべきなのかより深く検討すべきである。 

 
 
この暫定レポートの後、2006年 8月 3日に正式報告書が提出された87が、勧告の内容は暫

定レポートとほぼ同じである。 
 
こうした経緯を経て、2007 年 2 月 18 日にタスクフォースの検討結果報告書のドラフトが
提出されて88いる。本ドラフトの結論を、評価委任事項に沿う形で以下の通り見ていく。 
 
z レジストリ契約更新 
¾ レジストリ更新の際に目安となるポリシーが必要か。必要であれば、どのような

要素であるべきか。 
� レジストリ更新の際に目安となるポリシーは必要ということと、及び更新の

期間は合理的なものであるべき（10 年などという長期ではなく）ということ
に関しては支持を得たが、その他の提案に関しては特に多数の支持を得てい

るというものは無い。 

                                                  
87 http://gnso.icann.org/issues/gtld-policies/pcc-pdp-03aug06.pdf 
88 http://gnso.icann.org/drafts/GNSO-PDP-Feb06-TFR-18Feb07.htm 
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¾ 既存の全てのレジストリ契約が同一の更新規定を設定しているわけではないとい

うことを考慮に入れたうえで、将来においてはこれを全て標準化すべきであるか

否か。 
� 本件に関しては、未だ定まった意見は無い。 

 
z レジストリ契約とコンセンサスポリシーとの関係 
¾ レジストリ契約上に、コンセンサスポリシーの適用に関する制限を受けるという

記述があることが適切か否か。また、これらの制限をどう決定するべきか。 
� レジストリ契約上に、コンセンサスポリシーの適用の制限を受ける記述があ

ることを認め、将来も存続させるべきとの意見が多数である。 
 
¾ ある特定のポリシー策定の責任を、スポンサー付き TLD運用者に委譲することが
適切であるかどうか。もし適切であるなら、何らかの変化が必要か否か。 
� ポリシー策定の責任をスポンサー付きTLD運用者に委譲することは妥当であ

るとのコンセンサスが得られた。 
 
z レジストリサービスの価格コントロールに関するポリシー 
¾ 価格コントロールに関するポリシーが必要か否か。必要なら、そのポリシーの要

素はどのようなものであるべきか。（価格の上限を設定することや、全てのレジス

トラに同一料金を設定することなど、例を示すこと。） 
� GNSOの各部会の意見はまちまちで、統一された意見は無い。 

 
¾ 価格上限設定が存在する場合、値上げ申請を承認するための目安となる手法の分

析。（コスト計算法、コスト要素、利益率） 
� GNSOの各部会の意見はまちまちで、統一された意見は無い。 

 
z ICANNへの料金 
¾ レジストリが ICANNへ支払う費用についてのポリシーが必要か。必要なら、その
ポリシーの要素はどのようなものであるべきか。 
� ICANNスタッフはレジストリからの料金体系を速やかに確立し、個々に交渉
するような事態を避けるべきである、との意見でほぼ合意された。 

 
¾ ICANNの公開で行われる予算作成プロセスと、ICANNへ支払う料金がどのよう

に関連づけられるべきか。 
� ICANN理事会はタスクフォースもしくは諮問委員会を設立して、収入配分や
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予算執行監視、予算承認のプロセスなどを検討するべきであるとの意見でほ

ぼ一致した。 
 
z レジストリデータの使用 
¾ レジストリデータを、収集する目的外に使用することに関するポリシーが必要か。

必要であれば、そのポリシーの要素はどのようなものであるべきか。 
¾ 第三者が入手可能なレジストリデータに無差別のアクセスができるようにするた

めのポリシーが必要か否か。 
� これらに関しては、未だ検討が進んでいない。 

 
z 成長とインフラへの投資 
¾ 成長とインフラへの投資を規定するポリシーが必要か否か。必要なら、そのポリ

シーの要素はどのようなものであるべきか。 
� このようなポリシーは必要無いという意見で一致した。 

 
 
ここまで見てきた通り、既存の gTLD 契約に関する検討事項はまだ相当程度残っており、
このポリシー策定プロセスが終了するまでにはまだ時間がかかりそうな雰囲気である。 
 
1-3 既存の gTLDのレジストリサービスの導入に関する議論 
 
レジストリサービス評価ポリシー89は、GNSOのポリシー策定プロセスを通じて成立したも
ので、2005年 11月 8日のICANN理事会で最終的に承認90されたものである。そもそもこ

のポリシーは、2003年にVeriSign社がSiteFinderというサービスを導入し、.com / .netの
DNSサーバに登録されていない.com / .netドメイン名が入力されたときに、VeriSignが運営
するポータルサイトに接続するということを行い、コミュニティから大いに批判を受けた

ことがきっかけで検討が開始されたものである。 
 
このポリシーによると、レジストリサービスとは以下のように定義される。 
 
z レジストリ運用で、ドメイン名とネームサーバの登録に関するデータをレジストラか

ら受領したり、特定のTLDに関するゾーンサーバに関する状態を情報提供したり、TLD
ゾーンファイルを伝播させたり、レジストリゾーンサーバを運用したり、その他ドメ

イン名サーバの登録情報及び連絡先情報を伝播させたりするような不可欠な業務の遂

                                                  
89 http://www.icann.org/registries/rsep/rsep.html 
90 http://www.icann.org/minutes/resolutions-08nov05.htm 
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行であって、レジストリ契約の有効期間内にレジストリが提供するものであること。

次のようなものが含まれる。 
¾ コンセンサスポリシーの結果として実装を義務づけられる商品もしくはサービス 
¾ レジストリ運用者だけしか提供できない商品もしくはサービス 
¾ 上記のレジストリサービスの変更そのもの 

 
新しくレジストリサービスを開始（もしくは変更）したいレジストリは、以下のプロセス

で ICANNに申請を行うこととなる。 
 
z ステップ 1：レジストリ内での検討 

gTLDレジストリ内で、当該サービス（変更）が、ICANNの承認を必要とするものか
どうか、ICANNと相談して決定する。 

 
z ステップ 2：ICANNへの情報提供 

gTLDレジストリは当該サービスに関する技術的情報を ICANNへ提供する。レジスト
リが外部機関に意見照会をしていた場合、その結果得た意見及びその意見を取り入れ

たプロセスと結果を ICANNへ情報提供する。この時点では、この情報は公開されず、
ICANNとレジストリの間の秘密情報として取り扱われる。 

 
z ステップ 3：予備的決定期間 

ICANNは gTLDレジストリから情報を得てから 15日以内に、当該サービスがさらな
る検討が必要か否かを判断するものとし、この期間を予備的決定期間とする。この期

間内に、当該サービスがインターネットの安全、安定に影響しないと ICANNが判断し
た場合、レジストリはそのサービスを自由に開始することができる。 

 
z ステップ 4：競争に関する問題検討 
上記予備的決定期間に、当該サービスが競争に関する問題を有すると ICANNが判断し
た場合、ICANNは 5日以内（もしくは予備的決定期間終了後 2日以内のどちらか早い
方）に、競争に関する司法管轄を有する当局に相談を行う。これが起こった場合、当

局が問題なしとした場合を除き、最低 45日は当該サービスを開始してはならない。 
 
z ステップ 5：安全及び安定に関する問題検討 
上記予備的決定期間に、当該サービスがインターネットの安全及び安定に関する問題

を有すると ICANN が判断した場合、ICANN はレジストリサービス技術評価パネル
(RSTEP: Registry Services Technical Evaluation Panel)に対し、5日以内（もしくは
予備的決定期間終了後 2 日以内のどちらか早い方）に当該サービス提案を付託する。
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これと並行し、パブリックコメントを募集するものとする。 
 
レジストリサービス技術評価パネルは、45 日以内に当該サービスがインターネットの
安全、安定に影響を及ぼすものであるか詳細な分析を行い、その結論を理由とともに

ICANN理事会へ報告する。 
 
z ステップ 6：理事会の判断 

ICANN 理事会はレジストリサービス評価パネルからの報告を受けてから 30日以内に
当該サービスを承認するかどうかの決定を行う。 

 
z ステップ 7：異議申し立て 

ICANN理事会の決定に異議があるレジストリは、ICANN定款上で定められている異
議申し立てプロセスを利用することができる。 
 

 
このポリシー自体は 2006年 8月 15日から実施に移され、レジストリサービス評価パネル
は 2006年 8月 30日に設置されている。パネルは ICANNから独立した専門家 24人からな
っており、その中には日本から JPRSの堀田博文氏も入っている。 

156 



 

 
このポリシーが実施されて以来、新レジストリサービスとして申請されたものとその申請

結果は以下の表の通りとなっている。（2007年 3月現在） 
 
レジストリ名 gTLD名 サービス内容 結果 

Tralliance 

Corporation 

.travel .travelのゾーンにワイルドカードを適用し、

登録されていない.travel ドメイン名につい

ては、Tralliance 社の検索ページに誘導す

る。 

不承認 

NeuLevel, Inc. .biz レジストラ間で買収、合併等が発生し、ドメ

イン名の管理主体の移管が生じた際に発生

する料金を、本来の料金から割り引く。 

承認 

Public Interest 

Registry 

.org レジストラがドメイン名を登録してから 5

日以内にその登録取り消しを行う率が、その

レジストラが登録したドメイン名全体の

90％を超える場合、当該取り消しに課金を行

う。 

承認 

Global Name 

Registry, LTD 

.name 当初予約ドメイン名として一般には開放し

ていなかった 2 文字ドメイン名の一部を開

放する。 

承認 

Fundació 

puntCAT 

.cat 当初予約ドメイン名として一般には開放し

ていなかった 2 文字ドメイン名の一部を開

放する。 

ICANN で検

討中。 

 
gTLD のゾーンにワイルドカードを適用するサービスを開始しようとした.travel が不承認
となっているのが注目される。 
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第 2章 国際化ドメイン名の導入及び実装に関する取り組み状況  
 
2-1 国際化ドメイン名(IDN)とは 
 
国際化ドメイン名とは、従来は英数字とハイフン（いわゆる 7bit ASCII）しか使えなかっ
たドメイン名に、漢字やひらがな、カタカナといった日本語や、中国語、ハングル文字、

アラビア文字などといったマルチバイト文字を利用できるように国際化拡張するための技

術であり、また、これらのマルチバイト文字を使ったドメイン名そのもののことも指す。

この国際化ドメイン名を導入することによって、ドメイン名のラベルに使用できる文字の

種類が従来から飛躍的に増加することになる。 
 
国際化ドメイン名のメリットは、各国の言語や文化を反映したドメイン名を用いることが

出来るという点が上げられる。特に西欧圏以外の国においては、日常の生活ではアルファ

ベットに全く接点が無いというユーザも存在し、そのようなユーザにとっては従来の

ASCII 文字のみからなるドメイン名は決して馴染みやすいものではなかった。国際化ドメ
イン名であればこのようなユーザにとってより馴染みやすいドメイン名を利用することが

できる。また、国際化ドメイン名の技術自体も、様々な文字セットや様々な表記法（アラ

ビア文字のように右から筆記する言語など）に対応できるように設計されている。 
 
なお、かつては多言語ドメイン名という呼び方もされていたが、複数の言語を使えること

にするというよりも、これまでシングルバイトの ASCIIしか利用できなかったDNS上で、
マルチバイトのドメイン名を扱えるように拡張することが目的であり、そういう意味では

複数の言語などで利用できるようにするためにローカライズすることを指すことが多い多

言語化(M17n: Multilingualization)よりも、国際化（I18n: Internationalization）という表
現の方が正確であり、現在では国際化ドメイン名と呼ぶ方が一般的である。 
 
2-2 国際化ドメイン名導入のための前提とその仕組み 
 
まず、国際化ドメイン名の実現において大きなウェイトを占めている技術標準について簡

単に説明する。 
 
国際化ドメイン名を実現するための方法およびそのために必要となる個々の技術は、IETF
において標準化が進められ、2003年 3月 7日、それぞれ RFCとして発行されている。そ
れらは、国際化ドメイン名全体の枠組みを規定する IDNA（RFC3490）、国際化ドメイン名
における文字列の正規化のための方法としての NAMEPREP（RFC3491）、入力された国
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際化ドメイン名を ASCII 文字列にエンコードするための技術としての Punycode
（RFC3492）であり、これらの RFCの発行により各レジストリが国際化ドメイン名を本格
的に導入することが可能となった。なお、STRINGPREP(RFC3454)を国際化ドメイン名関
連の技術標準のひとつに数えることもあるが、STRINGPREP は Unicode 文字列を扱う際
に、文字コードとしては異なる文字だがインターネットのプロトコルにおいては同じ文字

として扱いたい文字を同一のものとして扱うための技術標準であり、国際化ドメイン名の

実現には必要不可欠ではあるものの、国際化ドメイン名の技術標準ではないため、ここで

は技術標準として含めていない。ただし、NAMEPREP を実現するためには必要不可欠な
技術であり、国際化ドメイン名で重要な意味を持つ「文字列の正規化」を理解するために

は STRINGPREPを理解することも必要であるため、後述の解説では STRINGPREPも併
せて解説している。 
 
これらの技術を RFCとして標準化する際に一番注意を払われたことは、既存のインターネ
ット空間、特に DNS名前空間に大きな影響を与えないことである。既存のインターネット
空間に大きな変更を伴う技術であっては、導入に際して無用な混乱や、最悪の場合、DNS
による名前解決が不可能になるなどといった事故を引き起こし、現在無事に動いているイ

ンターネットの仕組みを壊してしまう可能性が高くなってしまう。これではレジストリ、

ユーザともには慎重にならざるをえず、国際化ドメイン名普及の妨げとなってしまう。し

たがって、国際化ドメイン名関連技術の標準化作業を行う際には、既存の枠組みへの影響

を最小限に抑えることが重要な課題とされた。 
 
このような目標を達成するために、国際化ドメイン名を実現するための具体的な仕組みと

して、ネームサーバ側でマルチバイトの国際化ドメイン名を直接扱うのではなく、ユーザ

側のアプリケーションにおいて、その国際化ドメイン名を一定の法則に従って英数字から

成るドメイン名に変換するという方法が採用された。ネームサーバとの通信は、これまで

通り 7bit ASCIIだけで構成される文字列を用い、国際化ドメイン名から 7bit ASCIIへの変
換は各アプリケーションに任せることとした。こうすることによって、既存のネームサー

バソフトウェアに変更を加える必要はなくなり、またネームサーバから見た場合、扱うド

メイン名は従来通りの 7bit ASCIIの文字列として扱うことができ、既存のドメイン名空間
に影響を与える影響は最小限で済む。この技術は、ACE（ASCII Compatible Encoding）
と呼ばれる。 
 
この ACEという技術の導入によって、既存の DNSプロトコルと互換性のある仕組みを実
現することが可能となり、現行の DNSの仕組みを壊すことなく国際化ドメイン名を実現す
ることが可能となった。このため、TLD のネームサーバを管理するレジストリにおける実
装、また、個々のドメイン名のネームサーバにおける実装は、純粋に技術的な観点から見
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るならば、大雑把な言い方をすれば各レコードの情報量が若干増える程度であり、それほ

ど困難なものではないと言える。 
 
一方、各アプリケーションにドメイン名の変換をまかせる実装を採用したことによって、 
サーバ側への問題は比較的少なく抑えることが出来たものの、一方で技術的な観点から見

た場合の課題がユーザ環境に多く発生することとなった。ACE を用いることによって、ユ
ーザ側のアプリケーションに国際化ドメイン名対応の仕組みを加えるだけで、国際化ドメ

イン名が利用できるようになる一方、それが原因で、各アプリケーション・ベンダーが実

装を行わない限りは、ユーザが国際化ドメイン名を利用できるようにはならないことを意

味することとなった。国際化ドメイン名の技術標準化が完了した今、国際化ドメイン名の

普及のためには、各アプリケーションへの実装が進んでいくことがより重要であると言え

る。 
 
2-3 国際化ドメイン名の技術標準 
 
国際化ドメイン名は次の 3 つの技術標準によって実現されている。また厳密には国際化ド
メイン名の技術標準とは言えないが、国際化ドメイン名に深く関わる技術標準であるため、

STRINGPREP についても併せて取り上げる。それら技術標準の標準の概要は次のとおり
である。 
 
(1) IDNA（RFC3490）91

 
国際化ドメイン名を使って通信を行う際には、ASCII 文字列からなるドメイン名に変換を
行った上で通信が行われることになるが、この変換の際に使われる技術と処理手順を規定

しているものが IDNA(Internationalizing Domain Name in Application)と呼ばれる技術
である。 
 
この IDNA では、ユーザ側のアプリケーションで国際化ドメイン名の解釈を行うことや、
入力された文字列を NAMEPREP という仕組みで正規化すること、既存の DNS との互換
性を保つために国際化ドメイン名を Punycode と呼ばれるアルゴリズムで ASCII文字列に
変換することなどが定められている。 
 
国際化ドメイン名を利用する際には、各アプリケーションはこの IDNA に従って国際化ド

                                                  
91 RFC3490 
http://www.ietf.org/rfc/rfc3490.txt（原文） 
http://www.jdna.jp/survey/rfc/rfc3490j.html（日本語訳） 
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メイン名をネットワークに送出することになる。 
 
(2) NAMEPREP（RFC3491）92

 
STRINGPREP（RFC3454） を国際化ドメイン名に対して適用するため、その具体的な方
法を規定したものが NAMEPREPである。 
 
文字列の文字種や互換文字の統一、ラベル区切り文字の変換などが行われる。 
具体的な例を挙げると、たとえば日本語の場合は、アルファベットの大文字・小文字は全

て小文字に、全角英数字は半角に、半角カナは全角カナに統一される。また、全角の「．」

や句点「。」は半角の「.」に変換されるなど、文字の正規化が行われる。 
 
(3) STRINGPREP（RFC3454）93

 
国際化ドメイン名で使用される Unicode という規格ではアクセント記号などは他の文字と
組み合わせて合成することになっているが、よく使われるものについては最初から合成済

みの文字も定義されており、その場合は同じ文字を表すのに二つの方法(文字コード) が存
在することになる。 また、他の文字セットとの互換性のために一つの文字に複数の文字コ
ードが割り当てられていることもある。  
 
このように、表示上は同じ文字であってもコンピュータの内部では異なる文字コードとな

っていることがありえるわけだが、インターネットのプロトコルにおいてそれら文字列が

識別子として利用される場合には、そのような文字を同一のものとして扱えないと混乱が

生じてしまうことになる。  
 
このような、「文字コードとしては異なる文字だがインターネットのプロトコルにおいては

同じ文字として扱いたい文字」について、 あらかじめ設定しておいた基準に従って標準形
へと変換(文字列の正規化) するための枠組みを規定したものが STRINGPREPである。 
 
(4) Punycode（RFC3492）94

                                                  
92 RFC3491 
http://www.ietf.org/rfc/rfc3491.txt（原文） 
http://www.jdna.jp/survey/rfc/rfc3491j.html（日本語訳） 
93 RFC3454 
http://www.ietf.org/rfc/rfc3454.txt（原文） 
http://www.jdna.jp/survey/rfc/rfc3454j.html（日本語訳） 
94 RFC3492 
http://www.ietf.org/rfc/rfc3492.txt（原文） 
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国際化ドメイン名で使用される Unicodeによる文字列を、ASCII文字のみからなる文字列
に変換するためのアルゴリズムを Punycodeと呼ぶ。 
 
国際化ドメイン名の検討段階では、ACE（ASCII Compatible Encoding）変換のための方
式の一つである RACE（Row-based ACE）と呼ばれるアルゴリズムが利用されていたが、
RACEよりも優れた方式として AMC-ACE-Z (Adam M Costello氏が考案した 26番目の変
換方式の意) と呼ばれる方式が提案され、標準として採用されることになった。その後、こ
の AMC-ACE-Zは考案者により Punycodeと名付けられた。 
 
国際化ドメイン名を表すプレフィックスとして、 RACEでは「bq--」（例：日本語ドメイン
名 EXAMPLE.com/bq--3bs6kzzmrkpdbsjq4eykimhtkqgqaziapaagcadnabyaa3aamu. 
com）が使われていたが、 Punycodeでは「xn--」（例：日本語ドメイン名 EXAMPLE.com/ 
xn--example-6q4fyliikhk162btq3b2zd4y2o.com）が国際化ドメイン名を表すプレフィック
スとして規定されている。 
 
また、国際化ドメイン名の技術標準では無いが、非常に関係の深いURIの国際化に関連した
技術標準として、RFC398695とRFC398796があり、特にRFC3987が国際化ドメイン名との
関連が深いRFCである。このRFCではIRI（Internationalized URI）が規定されており、
URIに日本語などのマルチバイト文字を利用するための技術標準が定められている。 
 
2-4 国際化ドメイン名における言語問題 
 
IETFにおける国際化ドメイン名の標準化作業が進められた結果、2003年 3月 7日に IDNA
（RFC3490）、NAMEPREP（RFC3491）、Punycode（RFC3492）の計 3 つの RFC が発
行され、技術的には国際化ドメイン名は利用開始に必要な条件が全て整ったことになった。 
 
とはいえ、上記 3つの RFCは、「文字」の持つ性質にのみ基づいた技術標準であり、「言語」
の概念に対する配慮はなされていない。（ドメイン名は本来「言語」の概念を含まない「識

別子」として設計されている。）これは技術標準としての性格から当然といえば当然ではあ

るのだが、実際に国際化ドメイン名の運用を行うにあたってはこれだけでは問題が多い。

これは、現在ではドメイン名の文字列自体に意味を見い出しつつあるというユーザ側の影

響と、従来の ASCII文字列のみからなるドメイン名に対して国際化ドメイン名が強く持つ、

                                                                                                                                                  
http://www.jdna.jp/survey/rfc/rfc3492j.html（日本語訳） 
95 http://www.ietf.org/rfc/rfc3986.txt 
96 http://www.ietf.org/rfc/rfc3987.txt 

165 



 

言語的・文化的側面が大きく影響している。 
 
例を挙げると、言語の中には等価または等価に近い意味を持つ文字が存在する場合があり、

このような中で国際化ドメイン名の登録に特段の制約も設けない場合には、サイバースク

ワッティング、あるいは、誤解や混乱を招くような文字の組み合わせで登録がなされると

の懸念がある。 
 
特に、中国、台湾においては、繁体字（e.g. 國）と簡体字（e.g. 国）の問題があり、 
どの文字とどの文字を等価とすべきかについても、国際化ドメイン名の技術標準策定の際

に大いに議論となった。また、ccTLDと異なり「国」との関連性を持たない gTLDにおい
て「言語」概念をどのように扱うべきかについても大きな問題となっていた。 
 
これらの問題の解決については技術標準に頼るべきではない（技術標準に言語や文化に基

づいた問題を持ち込むべきではない）という考えが強く、上記のような問題は、技術標準

に含めるべきではなく、技術標準とは別の形で解決を図る方が望ましいという結論になっ

た。その解決策として示されたのが IDN-adminガイドラインおよび ICANNガイドライン
であり、内容については後述する。 
 
2-5 各国の導入状況 
 
本項では gTLD、ccTLDの順に、国際化ドメイン名の導入状況について説明する。 
 
まず各レジストリへの国際化ドメイン名への対応を見ると、対応 TLD数の増加という点で
は昨年までと比較して一息ついた感がある。これは国際化ドメイン名の導入に積極的な

TLDについては、レジストラがほぼ対応を終えたということであろう。 
 
しかしながら、本年の調査より新たに国際化ドメイン名に対応した TLDもあり、また既に
国際化ドメイン名の登録を開始していた TLD においても、新たに対応する言語が増えた
TLD があるなど、昨年の調査と比較すると国際化ドメイン名の普及は着実に進んでいると
言える。 
 
国際化ドメイン名への対応方法には、大きく分けて二つの傾向があり、Unicode を元にし
てその国や地域の言語に関係無くほぼ全ての文字を登録可能とするレジストリと、ウムラ

ウトなどに代表されるようなその国や地域などで使用されている言語独特の文字を追加的

に利用可能としているレジストリに大別できるが、今回の調査によって新たに国際化ドメ

イン名への対応が判明した TLDは全て後者であった。これまでの調査では必ず前者のレジ
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ストリも存在したのだが、今回このような傾向となった理由は、国際化ドメイン名の導入

がより進んできたことにより、国際化ドメイン名が、単に「どんな文字でも登録できるサ

ービス」ではなく、「その国・地域の文化的・言語的背景を反映した文字列が利用できるサ

ービス」として捉えられつつあるのではないかと思われる。 
 
その他の新しい傾向としては、アラビア語ドメイン名のテストが開始されたことが挙げら

れる。これまでは漢字や北欧系言語を中心にサービスが展開されてきた国際化ドメイン名

であるが、今後アラビア語ドメイン名が普及すれば、中東圏などでも国際化ドメイン名の

利用が進むものと思われる。 
 
また、詳しくは ICANNガイドラインの項において説明しているが、現在の ICANNガイド
ラインにおいては、ユーザへの情報提供の一環として、国際化ドメイン名で使用する言語

テーブルを IANA に登録することがレジストリの義務として掲げられており、その項目に
従って各レジストリにより IANAへの言語テーブルの登録が進んでいる。 
 
.com/.net（VeriSign,Inc）の導入状況 
 
昨年度の調査以降、.com/.netにおける国際化ドメイン名関連の大きな動きは特にない。 
 
ただし、.com/.netは.jpと並び、最も早くから国際化ドメイン名の登録サービスが提供され
た TLDのひとつである。したがって、導入に際してはテストベッドの下での試行錯誤が行
われるなど、他の TLDとは若干異なる経緯をたどっている。以下で、その導入の状況につ
いて説明する。 
 
VeriSign,Incは、2000年 11月、テストベッドという位置付けにて.com/.net/.orgの国際化ド
メイン名の登録を開始した（その後、.orgの国際化ドメイン名は、.orgレジストリのPIR移
管に伴い、VeriSign,Incの管理下ではなくなる）。このテストベッドの第一目的は、IETFに
おける国際化ドメイン名の標準化作業への貢献とされたが、登録料は通常どおりに課金さ

れた。なお、IETFにおける標準化作業が当初の予想よりも長引いたこともあり、登録され
た国際化ドメイン名のその後の更新料請求は、数度にわたって延期された。 
 
テストベッドは 3 つのフェーズに分けて進められた。第 1 フェーズは「レジストラの準備
期間」である。国際化ドメイン名を扱うレジストラは別途そのための認可をVeriSign,Inc か
ら受けなければならず、運用のためのテストを受けた後、認可されるという手続きがとら

れた。（2007年 2月現在、VeriSign,Incの下で国際化ドメイン名を取り扱うレジストラの数
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は、62社97である。）第 2フェーズは「国際化ドメイン名の登録」である。これは文字どお
り国際化ドメイン名の登録であるが、その一方でDNSのゾーンファイルへの設定はまださ
れないという段階である。登録されたドメイン名は「Registry Hold」というステータスと
なり、他の人が登録できないものとの位置付けがなされた。第 3 フェーズは「国際化ドメ
イン名の名前解決」である。これは、登録された国際化ドメイン名をDNSゾーンファイル
に設定し、実利用できる状態に置くということを意味するが、既存のインターネットの名

前空間への影響を考慮し、<国際化ドメイン名>.mltbd.com という形で第 3レベルに登録さ
れた文字列（国際化ドメイン名）を置くという措置がとられた。 
 
第 3フェーズに入った後、VeriSign,Incは国際化ドメイン名を促進するために、2つの対策
をとっている。 
 
(1) i-Navプラグイン 
 
国際化ドメイン名は、レジストリ側が対応しても、エンドユーザのクライアント側（各種

のアプリケーションソフトウェア）が対応しなければ利用することができない。国際化ド

メイン名の標準化が定まらない段階においては、アプリケーション・ベンダーが対応する

可能性も小さく、この状態では、国際化ドメイン名を登録し、DNSのゾーンファイルに設
定したとしても実際には使えないものとなってしまう。VeriSign,Incはこの状況に対して、
自ら「i-Nav」というプラグインを開発。利用できる環境は一部に限定されているものの、
そのプラグインをブラウザ（Windows 98, ME, NT, 2000, XP環境下の Internet Exporler 
5.0, 5.5, 6.0）にインストールすることにより、アドレスバーへの国際化ドメイン名の入力
で、目的のWebサイトにアクセスできる環境づくりを実現した。また、同プラグインを利
用することで、Outlook, Outlook Express を使って国際化ドメイン名を使ったメールアド
レスにメール送信ができるという環境も実現した。 
 
なお、Internet Explorer 7のリリースにより、今後は i-Navプラグインを必要としないユ
ーザが増えてくると思われるが、一方でWindows Vistaおよび XP以外のWindows OSに
は現在のところ Internet Explorer 7はリリースされない予定であるため、そのような OS
を使っているユーザにとっては、まだまだ i-Navを利用する状況は続くものと思われる。 
 
(2) Web Based Navigation 
 

                                                  
97 VeriSign,Inc Find IDN Registrars 
http://www.verisign.com/information-services/naming-services/internationalized-domain-names/page_
001397.html 
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VeriSign,Incは 2003年 1月より.com/.netを対象に Web Based Navigation というサービ
スを開始した。これは、国際化ドメイン名に対応していないブラウザから <国際化ドメイ
ン名>.com、<国際化ドメイン名>.netへのアクセスがあった場合、DNSを管理するレジス
トリ側でそれを感知し、そのアクセスユーザに対して、国際化ドメイン名対応環境（i-Nav
プラグイン）を案内するWebページを表示するというものである。 
 
その後、国際化ドメイン名は、2003年 2月に、3つの RFCの発行によって標準化作業が完
了したが、先に述べた言語問題があるため、レジストリは、技術標準への準拠とは別に

ICANNガイドラインへの対応が迫られることとなった。 
 
これに対して VeriSign,Incは、その対応作業を進め、2003年 10月 13日、ICANNに対し
て、対応方針を伝えると共に国際化ドメイン名の正式サービス開始の認可を求めるレター

を送った。この結果、ICANNは 2003年 12月に VeriSign,Incを認可。VeriSign,Incは、
12月 13日より RACEから Punycodeへの移行作業を開始した。2004年 4月 23日には従
来の RACE でのドメイン名の登録受付を終了、Punycode でのみ登録を受け付けるように
なった。 
 
一方、VeriSign,Incが運用するネームサーバの応答に関しては、Punycodeへの移行開始と
共に、Punycodeによる名前解決の要求に応答するように変更が加えられたが、RACEによ
る名前解決要求にも応答するように並行した運用が行われており、移行作業が完了してか

らかなり経つと見られる現時点においても、一部のドメイン名に関しては RACE での名前
解決がまだ可能な状態となっている。 
 
なお、ICANNが定めるガイドラインへの対応についてであるが、2003年 10月 13日に国
際化ドメイン名の登録をユーザに提供するための承認要請を ICANN に提出したものの、
ICANNからは 2007年 2月時点においても承認は下りておらず、そのため IANAのデータ
ベースにも.comおよび.netの言語テーブルは登録されていない状況である。 
 
 
.org（Public Interest Registry）の導入状況 
 
大幅に対応言語を増やしていた昨年度までの調査とは違い、今回の調査においては.org の
国際化ドメイン名を巡る状況に大きな変化はなかった。 
 
このように現在でこそ落ち着いた動きを見せているが、.org の登録者は国際化ドメイン名
導入当初、激しい混乱に見舞われた。以下でその状況について説明する。 
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.org は、国際化ドメイン名の導入当初はまだ VeriSign,Inc が登録管理業務を行っており、
そのような状況から.com/.netと同様の状況であった。しかし、.orgの登録管理業務が PIR
に移管されたことから、その後は.com/.netとは異なる展開を辿ることとなった。 
 
2003 年 1 月の VeriSign,Inc から PIR への登録管理業務の移管後、.org の国際化ドメイン
名は新規の登録受付および既存の登録ドメイン名の変更が一切できない状態とされていた。 
 
その後、2003 年 12 月、レジストラに対して、既存の国際化ドメイン名を一切廃止し、今
後その登録はしない旨のアナウンスが突然出されるという事態が発生したが、レジストラ

等の強い反対により、その方針が覆されるという状況になっている。 
 
このように紆余曲折のあった.org の国際化ドメイン名だが、2005 年 1 月 18 日付のプレス
リリースでドイツ語文字のウムラウト(“a”“o”および“u”の変音文字)を使用した国際化
ドメイン名の登録を開始したと発表した。PIRでは、さらに対応言語を増やし、現在では、
ドイツ語、デンマーク語、ハンガリー語、アイスランド語、韓国語、ラトビア語、リトア

ニア語、ポーランド語、スウェーデン語を使用した国際化ドメイン名の登録を受け付けて

いる。また、これらの言語テーブルは IANAにも登録されている。 
 
 
.info（Afilias）の導入状況 
 
昨年度の調査以降、.infoにおける国際化ドメイン名関連の大きな動きは無い。 
以下で.infoへの国際化ドメイン名の導入状況について説明する。 
 
2004年 3月 16日、.infoを管理している Afilias社は、ドイツ語文字のウムラウト(“a”“o”
および“u”の変音文字)を使用したドメイン名の登録を開始、翌日 3月 17日 13:00（協定
世界時）の時点で、13,000 件を超えるドイツ語文字を使用したドメイン名が登録されたこ
とが発表された。 
 
なお、3 月 16 日から 4 月 14 日の間に登録されたドメイン名については、紛争の発生に備
え、レジストリによりロック状態に置かれた。紛争が発生しなかったドメイン名について

は、その後ロック状態が解除され通常の使用が可能になるという仕組みである。また、4月
14 日以降に登録されたドメイン名については、ロックされることなく通常の登録が行われ
た。 
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現在のところ、サポートする言語はドイツ語のみとなっており、IANAに登録されている言
語テーブルもドイツ語のみとなっている。 
 
 
.museum（MuseDoma）の導入状況 
 
.museumu は国際化ドメイン名の導入に積極的なレジストリであり、昨年度まではかなり
の勢いで対応言語を増やしていたが、今回の調査では特に新しい動きはなかった。 
 
.museumを管理しているMuseum Domain Management Association（MuseDoma）は、
2004年 1月 22日、国際化ドメイン名の登録を開始したと発表した。 
 
当初対応するのは、一部のヨーロッパ系言語（デンマーク語、ノルウェー語、スウェーデ

ン語）のみだが、MuseDomaでは、グローバルコミュニティのニーズにこたえるため、で
きるだけ早急に対応する文字を拡大する姿勢を見せており、現在ではドイツ語、フランス

語、ポーランド語、スペイン語など、計 24の言語をサポートしている。 
 
ただし、完全にサポートしている言語として IANAに言語テーブルが登録されているのは、 
デンマーク語、アイスランド語、ノルウェー語の 3つである。スウェーデン語については、
昨年度の調査の時点では登録されていたが、現在では IANAから登録が削除されている。 
 
また、対応予定の言語としては、MuseDomaのサイトで、アラビア語、中国語、日本語、
韓国語、キリル文字、ギリシャ文字、ヘブライ文字などが挙げられている。 
 
 
.biz（Neulevel）の導入状況 
 
.bizの導入状況は昨年度の調査時点と比べて大きな変化は無い。 
以下で.bizの導入時の状況について説明する。 
 
.bizを管理している NeuLevel,Inc.は、ドイツ語文字のウムラウト (“a”“o”および“u”
の変音文字)を使用した国際化ドメイン名の登録を 2004 年 10 月 12 日より開始し
た。.museum、.info に続き、ICANN の定めるガイドラインに沿った形での国際化ドメイ
ン名が導入される gTLDとしては、この.bizが 3番目の TLDとなった。その後、登録可能
な文字が追加され、現在では 6つの言語の文字が登録可能となっている。 
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当初、IANAには言語テーブルとしてドイツ語のみが登録されていたが、現在ではそれに加
えデンマーク語、アイスランド語、ノルウェー語、スペイン度、スウェーデン語が登録さ

れている。ドイツ語以外はこの 1年間で新たに登録された言語である。 
 
 
.cat（Fundacio puntCat）の導入状況 
 
.catは新しく承認された gTLDであり、言語および文化的特徴の強い gTLDである。 
昨年度の調査で、国際化ドメイン名への対応を予定していることが新しく判明したが、今

年度の調査においても特に具体的な動きは判明しなかった。 
 
.cat はカタロニアの言語／文化用のドメイン名との位置付けから、.cat を管理している
Fundacio puntCatでは、カタロニア語でのドメイン名登録をサポートすることを明言して
いる。 
 
ただし、2007年 2月時点では、まだ IANAにはカタロニア語の言語テーブルは登録されて
いない。 
 
 
.jp（日本）（JPRS）の導入状況 
 
.jpも.com/.netと並び、もっとも早くから国際化ドメイン名に取り組んできた TLDのひと
つである。技術標準などへの対応についても他のレジストリに先駆けて取り組みを行って

おり、そのような意味で、.jp における導入状況という点では昨年度と比較して特に大きな
動きは無い。技術的な要素については既に対応を終えており、また懸念事項であった

Internet Explorerの国際化ドメイン名対応も完了したことから、ユーザへの周知や新しい
利用法の提案などに対応の比重を移しているように見受けられる。現在、JPRSは国際化ド
メイン名のユーザへの普及・啓発という点に非常に力を入れている。 
 
.jpの国際化ドメイン名への取組みは、JPドメイン名の登録管理業務が社団法人日本ネット
ワークインフォメーションセンター（JPNIC）によって行われていた時代にまで遡ること
が出来る。 
 
1999年 5月に JPNIC内に iDNS調査研究タスクフォースが設立されたのを皮切りに、本
格的に国際化ドメイン名実現に向けた取組みが開始されることになる。 
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JPNICではその後も検討を進め、2000年の 11月には、「汎用 JPドメイン名登録等に関す
る技術細則」が制定され、日本語JPドメイン名として利用可能な文字が明確に定義された。
このことにより、国際化ドメイン名を導入するための前提がまずは一つ整ったことになる。 
 
続いて同じく 11 月に、日本語 JP ドメイン名のエンコード方式として ACE（ASCII 
Compatible Encoding）という変換方式の一種である RACE（Row-based ACE）と呼ばれ
る技術を用いる方式で、日本語 JPドメイン名運用試験のフェーズ 1が開始された。 
 
もっとも、このフェーズ 1においては、実際に各種アプリケーションを利用して日本語 JP
ドメイン名を利用するというものではなく、日本語 JPドメイン名が DNSにどのような形
で設定・運用されるのかを確認するための環境を提供するという基本的なものであった。 
 
そして、このフェーズ 1の結果を受けて、2001年には日本語 JPドメイン名の登録が開始
された。日本語 JPドメイン名は汎用 JPドメイン名として受け付けられ、2001年 2月には
優先登録が、4月には同時登録が開始され、実験段階から実際に登録が可能となるという次
のステップへと移行した。 
 
しかし、登録は開始されたものの、IETFなどによる国際化ドメイン名の技術標準化にはま
だ時間がかかっており、そのためまだテスト的な意味合いも強い部分が残っていたのも事

実であり、検討と運用が同時に行われるような状態がしばらく続くこととなった。 
その後、2001年 3月には ICANNに IDN Committeeが設立されるなど、IDNに関する検
討も徐々に進展し、現在標準となっている ACEや NAMEPREP、IDNAといった技術が主
流とみなされるような状況となったことから、徐々にではあるが国際化ドメイン名の実用

化に向けた環境が整うようになってきた。 
 
そして、JPNICは 2001年 5月に日本語ドメイン名運用試験のフェーズ 1を終了し、フェ
ーズ 2を開始した。このフェーズ 2では、汎用 JPドメイン名として登録された日本語 JP
ドメイン名について、RACE を用いた方式での名前解決が可能となり、実際に登録した国
際化ドメイン名を使って名前解決をすることが可能となった。 
 
その後、JPNIC から JPRS へと JP ドメイン名の登録管理業務が移管された後も、JPRS
において日本語ドメイン名に関する検討は続けられ、2003年 3月の国際化ドメイン名の技
術 標 準 を 規 定 し た 3 本 の RFC （ IDNA:RFC3490 、 NAMEPREP:RFC3491 、
Punycode:RFC3492）の発行、および 2003 年 6 月に ICANN から発表された「IDN 実装
のためのガイドライン」を受け、2003 年 6 月 30 日に日本語ドメイン名運用試験のフェー
ズ 2終了をアナウンスした。 
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実際のフェーズ 2終了は 2003年 7月 10日に行われ、9月 3日までかけて日本語 JPドメ
イン名のサービスを RFCに準拠したサービスへと移行させるための作業が行われた。移行
にあたっては、次の 3 つのステップを踏むことによって、ユーザの混乱を最小限に抑える
ための努力が払われた。 
 
(1) JP DNSでの RACEと Punycodeの併用期間開始（7月 10日） 
JPRSが運用している.jpの DNSサーバに、これまでの RACEに加えて Punycodeでもド
メイン名が登録されるようになった。これにより、RFC に完全準拠した、Punycode で名
前解決を行うアプリケーションからも日本語 JPドメイン名の利用が可能となった。 
 
(2) InternetExplorer用 plug-inソフト(i-Nav)の内部動作切り替え（7月 30日） 
JPRS が配布しているブラウザ用のプラグインソフトである i-Nav の内部動作について、
RACE優先から Punycode優先へと切り替えが行われた。 
 
(3) JP DNSでの RACEの運用終了（9月 3日） 
.jpの DNSサーバから RACEの設定の削除が行われた。 
これにより、JPドメイン名の RFCへの準拠作業は完全に終了したことになる。 
 
現在、.jp では携帯電話からの国際化ドメイン名を使ったアクセスのためのサイトを用意し
たり、駅名でアクセスできる駅周辺の情報提供ポータルサイトを用意するほか、登録者が

希望した場合に、国際化ドメイン名に対応していないブラウザからアクセスしたユーザを、

際化ドメイン名のナビゲーションサイトに誘導するように出来るサービスを提供するなど、

国際化ドメイン名の普及に大変力を入れている。またこれらの他にもレジストリ自らが国

際化ドメイン名を用いた新しいサービスを積極的に展開しており、コミュニティに対して

国際化ドメイン名ならではの利用方法を積極的に示し続けている。また、VeriSign 社とな
らんで技術情報の公開などにも積極的である。 
 
このように、.jp は世界でも最も国際化ドメイン名を利用する環境が整っている TLD のひ
とつであると思われる。実際、登録数の方にもその結果は反映されており、JPRSの発表に
よると 2006年 10月時点での国際化ドメイン名の登録数は約 12万件であり、全体の登録数
約 86万件のうちの約 7分の 1を占めるまでになっている。 
 
なお、IANAの言語テーブルには日本語が登録されている。 
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.kr（韓国）（Korea Network Information Center）の導入状況 
 
.krでは昨年度の調査以降、特に大きな動きはない。 
 
.kr を管理している KRNIC(NIDA:韓国情報通信開発振興庁)は、2003 年 8 月 19 日から国
際化ドメイン名の登録を開始した。 
 
国際化ドメイン名の登録にあたっては、混乱を避けるために 3 段階の登録期間が設けられ
た。 
 
まず、1段階目の期間(8月 19日から 6週間)には公共機関、ブランド、商号名などを元にし
たドメイン名の登録が受け付けられた。 
 
次に、2段階目の期間(10月 7日から 2週間)には、住民登録証や事業者登録証を元にドメイ
ン名の登録を受け付けた。 
 
この１段階目と 2段階目で重複した申込みがあれば抽選で登録者を決める方式を取り、 
これらの手順が全て完了してから、最後に 3 段階目として通常の先願制による登録受付が
開始された。 
 
IANAの言語テーブルには韓国語が登録されている。 
 
 
.pl（ポーランド）（NASK：Research and Academic Computer Network）の導入状況 
 
.plは国際化ドメイン名の導入に積極的な TLDである。 
昨年度の調査まではかなりの勢いで対応言語を増やしていたが、対応が一通り終了したの

か、今回の調査では特に新しい動きはなかった。 
 
2003 年 9 月 11 日に国際化ドメイン名の登録を開始。当初はポーランド語のみの登録受付
であったが、2003 年 10 月 6 日にはドイツ語文字のウムラウト (“a”“o”および“u”の
変音文字)を利用したドメイン名の登録受付も開始した。 
 
その後もラテン文字やギリシャ文字、ヘブライ文字、アラビア文字など次々とサポートす

る言語を増やしており、2004 年 2 月 26 日にはキリル文字のサポートも開始している。現
在 IANAに登録されている言語テーブルは 37（アルバニア語、ベラルーシ語、ブルガリア
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語、カタロニア語、クロアチア語、チェコ語、デンマーク語、オランダ語、エスペラント

語、エストニア語、フィンランド語、フランス語、ドイツ語、ヘブライ語、ハンガリー語、

ギリシャ語、アイスランド語、アイルランド語、イタリア語、ラトビア語、リトアニア語、

ルクセンブルグ語、マケドニア語、マルタ語、モルダビア語、ノルウェー語、ポーランド

語、ポルトガル語、ルーマニア語、ロシア語、セルビア語、スロバキア語、スロベニア語、

スペイン語、スウェーデン語、トルコ語、ウクライナ語）となっており、gTLD、ccTLDを
併せた全ての TLDの中で最も多い登録となっている。ただし、昨年度の調査時点からは増
えておらず、そういう意味では予定していた言語をほぼ全てサポートし終えた考えること

もできよう。 
 
 
.th（タイ）（ThNIC）の導入状況 
 
.thでは昨年度の調査以降、特に大きな動きはない。 
 
2004年 7月からタイ語での国際化ドメイン名の登録を開始している。 
IANAにはタイ語の言語テーブルが登録されている。 
 
.de（ドイツ）（DENIC eG）の導入状況 
 
.deでは昨年度の調査以降、特に大きな動きはない。 
 
2004年 3月から国際化ドメイン名の登録を開始、従来の 7bit ASCIIで表現される 37文字
に加え、新たに 92文字がドメイン名のラベルとして利用できるようになった。 
利用可能な文字の一覧は、DENICのWebページ98で公開されている。 
現時点では IANAに言語テーブルは登録されていない。 
 
.ch/.li（スイス／リヒテンシュタイン）（SWITCH Teleinformatics Services）の導入状況 
 
.chおよび.liの双方とも、昨年度の調査以降特に大きな動きはない。 
 
SWITCHは.ch（スイス）と.li（リヒテンシュタイン）のレジストリを兼ねている。 
2004年 3月から国際化ドメイン名の登録を開始している。 
新たに登録可能となった文字として、SWITCHのWebサイトでは 31文字の変音文字が挙

                                                  
98 IDN character list 
http://www.denic.de/en/domains/idns/liste.html 
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げられている。 
 
.at（オーストリア）（NIC.AT Internet Verwaltungs und Betriebsgesellschaft m.b.H）の
導入状況 
 
.atでは、昨年度の調査以降、特に大きな動きは特にない。 
 
2004年 3月から国際化ドメイン名の登録を開始している。 
従来の 7bit ASCIIの文字に加え、新たに 34文字がドメイン名のラベルとして利用可能に
なっている。 
 
.dk（デンマーク）（DK Hostmaster A/S）の導入状況 
 
.dkでは昨年度の調査以降、登録規則の改訂が行われた。ただし、国際化ドメイン名に関連
する規定の変更は無い。また、登録規則改定以外に特筆すべき大きな動きは無い。 
 
dkの登録規則（General conditions for the assignment, registration and administration of 
domain names under the .dk top level domain (Version 02 July 1, 2006)）99 の「12.1 文
字セットを拡張する権利」によると、登録可能文字の追加については次のようなルールと

なっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
99 General conditions for the assignment, registration and administration of domain names under 
the .dk top level domain 
http://www.dk-hostmaster.dk/fileadmin/filer/pdf/generelle_vilkaar/General_conditions_under_DK_ver-
02.pdf 

12.1  文字セットを拡張する権利 
デンマークドメイン名の文字セットは、www.dk-hostmaster.dk の Web サイトにてい
つでも一般に見られるものとする。文字セットの拡張は、DIFO（Dansk Internet
Forum）との協議の上、最低 1ヶ月の予告期間をもって、DK Hostmaster によって行
われる。なお、変更部分が有効とされるにあたっては、事前に新規文字セットが十分な

技術力によって確実にサポートされることとする。また、正当な疑義の申し立てである

と認められる範囲内において、提案されている変更に対して一般の人々がコメントを述

べる機会を設けるものとする。 
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現在、登録可能な文字としては 7文字(å,æ,ø,ä,ö,ü,é)が挙げられている。100

 
.lt（リトアニア）（KTU Information Technology Development Institute）の導入状況 
 
.ltでは昨年度の調査以降、特に大きな動きはない。 
 
2003年 3月 30日から国際化ドメイン名の登録を開始している。 
リトアニア語として 9文字(ą, č, ę, ė, į, š, ų, ū, ž)の登録が可能となっている。 
 
登録可能な文字については、以下の URLにて示されている。 
Allowed characters in .lt second level IDN domain name Unicode representation 
http://www.domreg.lt/en/nutar/allowed_characters.pdf 
 
 
.se（スウェーデン）（NIC-SE）の導入状況 
 
.seでは昨年度の調査以降、IANAへの言語テーブルの追加以外、大きな動きは特にない。 
 
2003年 10月より、5つの文字（a、a、o、u、e）を登録可能文字として追加する形で IDN
の登録を開始している。 
 
昨年の調査時点では IANA には言語テーブルは登録されていなかったが、現在はスウェー
デン語の言語テーブルが登録されている。 
 
 
.tw（台湾）（TWNIC）の導入状況 
 
.twでは昨年度の調査以降、大きな動きは特にない。 
 
2003年 11月 17日より、Punycodeを用いる形での、RFCに準拠した IDN登録サービス
へと移行を行った。 
 
IANAには言語テーブルとして繁体中国語が登録されている。 
 

                                                  
100 Et domænenavn er en navngivet og afgrænset del af internettet 
http://www.dk-hostmaster.dk/index.php?id=21 
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.cn（中国）（CNNIC）の導入状況 
 
.cnでは昨年度以降、大きな動きは特にない。 
 
.cnでは、従来から「.中国」、「.公司」、「.网絡」という３つの中国語 TLDの下に CDN（Chinese 
Domain Name：中国語ドメイン名）が登録できるようになっており、さらに、「.中国」に
は「.CN」の CDNがバンドルされる形になっていた。 
 
しかし、国際化ドメイン名のトップレベルドメインはまだ ICANNで承認されておらず、し
たがって上記 3つの中国語 TLDはルートゾーンには含まれていないものと考えられる。 
 
このように、国際化ドメイン名に関してはやや独自の路線を取っていた中国であるが、 
2005年 1月 17日から海外からの「中国語.cn」の形での国際化ドメイン名の登録を開始し
たと発表した。これにより、他の TLDで行われている国際化ドメイン名のサービスと同様
に、セカンドレベル以下にマルチバイト文字列を登録出来るようになった。 
 
なお、この登録受付開始に関しては、CN ドメイン名の国外での登録受付を行っている

Neulevelからプレスリリースが出されている。 
参考 URL: 
 
NeuLevel Introduces Chinese Language Internationalized Domain Names (IDNs) In 
China’s .CN Domain 
http://www.neulevel.BIZ/press/press_release/IDN.CNrelease1-18-05.pdf 
 
なお、IANAには言語テーブルとして中国語が登録されている。 
 
 
.hu（ハンガリー）（ISZT Kht）の導入状況 
 
.huでは昨年度の調査以降、大きな動きは特にない。 
 
登録規則によると、通常の ASCII 文字に加えて 9 文字(á,é,í,ó,ö,ő,ú,ü,ű)のハンガリー語の
文字が登録可能となっている。 
 
参考 URL: 
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DOMAIN REGISTRATION RULES AND PROCEDURES 
http://www.domain.hu/domain/English/szabalyzat.html 
 
 
.is（アイスランド）（ISNIC - Internet Iceland ltd.）の導入状況 
 
.isでは昨年度の調査以降、大きな動きは特にない。 
以下に.isでの国際化ドメイン名の導入時の状況について説明する。 
 
2004 年 7 月 1 日から国際化ドメイン名の登録受付を開始。登録が認められる文字として、
従来の ASCII文字に加えて新たに 10文字(þ,á,í,æ,é,ó,ö,ý,ð,ú)が追加された。なお、通常の
登録に先立って、2005年 1月 1日までがサンライズ登録期間とされた。 
 
 
.ac（アセンション島）（Ascension Island Network Information Centre）の導入状況 
現在、NIC.ACのサイトでは、登録可能な文字として 84文字が挙げられている。101

 
 
.br（ブラジル）（Comite Gestor da Internet no Brasil）の導入状況 
 
.brでは昨年度の調査以降、大きな動きは特にない。 
 
2005年 5月 4日に Registro.brは、ポルトガル語でのドメイン名の登録受付を開始する旨
の発表を行い、5月 9日より実際に登録の受付を開始した。 
 
IANAにはポルトガル語の言語テーブルが登録されている。 
 
 
.cl（チリ）（NIC Chile）の導入状況 
 
.clでは昨年度の調査以降、大きな動きは特にない。 
 
NIC Chileは 2005年 9月 21日よりスペイン語でのIDNの登録を開始した。102

                                                  
101 IDN Code Points Policy for th .AC Top Level Domain 
http://www.nic.ac/AC-IDN-Policy.pdf 
102 Comenzo la inscripcion de dominios IDN en .CL 
http://www.nic.cl/anuncios/2005-09-21.html 
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Webサイトでは、登録可能な文字として 7文字(á, é, í, ó, ú, ü, ñ)が挙げられている。103

 
 
.fi（フィンランド）（Finnish Communications Regulatory Authority） 
 
.fiでは昨年度の調査以降、大きな動きは特にない。 
 
FICORAは 2005年 9月 1日より、登録可能な文字として新たに 3文字(å,ä,ö)を追加すると
発表している104。 
 
 
.gr（ギリシャ）（ICS-FORTH GR） 
 
.grでは昨年度の調査以降、大きな動きは特にない。 
 
ICS-FORTH GR は、2005年 7月 4日よりギリシャ文字でのドメイン名登録を開始すると
発表した。Webサイトでは登録可能な文字として 286文字が挙げられている105。 
 
 
.io（英領インド洋地域）（IO Top Level Domain Registry） 
 
.ioでは昨年度の調査以降、大きな動きは特にない。 
 
登録の開始時期は不明であるが、現在、NIC.IOのサイトでは、登録可能な文字として 84
文字が挙げられて106いる。 
 
 
.lv（ラトビア）（University of Latvia） 
 
.lvでは昨年度の調査以降、大きな動きは特にない。 
 

                                                  
103 SYNTAX RULES FOR DOMAIN NAMES UNDER .CL 
http://www.nic.cl/CL-IDN-policy.html 
104 http://www.ficora.fi/en/index/palvelut/fiverkkotunnukset/aakkostenkaytto.html 
105 ACCEPTABLE GREEK CHARACTERS TABLE 
https://grweb.ics.forth.gr/english/ENCharacterTable1.jsp 
106 IDN Code Points Policy for th .IO Top Level Domain 
http://www.nic.io/IO-IDN-Policy.pdf 
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NIC.LVは、2004 年 3 月 1 日よりラトビア語でのドメイン名登録の受付を開始したと発表
した。現在、登録可能な文字として 13文字(ā, ē, ī, ū, ō, ķ, ļ, ņ, ŗ, ģ, š, č, ž)が挙げられて
107いる。 
 
 
.no（ノルウェー）（UNINETT Norid A/S） 
 
.noでは昨年度の調査以降、大きな動きは特にない。 
 
Noridは 2004年 2月 9日に登録規則の改訂を行い108、ノルウェー語でのドメイン名登録の

受付を開始した。現在、Webサイトでは、登録可能な文字として 23文字が挙げられている
109。 
 
 
.nu（ニウエ）（Internet Users Society - Niue） 
 
.nuでは昨年度の調査以降、大きな動きは特にない。 
.nuでは、厳密には国際化ドメイン名とは言えないものの、類似のサービスを提供している。
ただし、サービスの開始時期は不明である。 
 
.nuドメイン名では、Multi-Lingual Web Addressesというサービス名で、UNICODE - 
ISO-10646 に準拠したドメイン名の登録を受け付けており110、スウェーデン語やデンマー

ク語、ノルウェー語、ドイツ語、スペイン語などでのドメイン名の登録が可能と謳ってい

る。 
また、それ以外の日本語や中国語、韓国語、アラビア語、キリル文字、ヘブライ文字を用

いたドメイン名登録についても、WorldNames 社が提供しているサービスを用いることに
よって登録が可能としている。 
 
 
.sh（セントヘレナ島）（Government of St. Helena） 

                                                  
107 Vispārīgie noteikumi domēna vārda lietošanas tiesību iegūšanai
http://www.nic.lv/DNS/ 
108 Change of regulations February 9th 2004 
http://www.norid.no/regelverk/forslag/idn-2003/2004-02-09.en.html 
109 New characters permitted under .no 
http://www.norid.no/domeneregistrering/idn/idn_nyetegn.en.html 
110 .NU Domain Multi-Lingual Web Addresses 
http://www.nunames.nu/Local-Language.cfm 
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.shでは昨年度の調査以降、大きな動きは特にない。 
 
登録開始時期は不明であるが、現在、NIC.SHのWebサイトでは、登録可能な文字として 84
文字が挙げられている111。 
 
 
.hk（香港）(Hong Kong Internet Registration Corporation Ltd.) 
 
.hkは開始時期は不明であるが、今年度の調査で国際化ドメイン名の登録を受け付けている
ことが判明した。 
 
HKIR&HKDNR(Hong Kong Domain Name Registration Company Limited)では、中国語
ドメイン名の登録を受け付けている。 
 
IANAに言語テーブルは登録されていないが、HKIRのWebサイトに掲載されている FAQ
によると.cn および.tw の言語テーブルをベースとした言語テーブルを用意しているとのこ
とで、繁体字および簡体字を用いたドメイン名の登録が可能と思われる。 
 
 
.vn（ベトナム）(VNNIC) 
 
.vnは開始時期は不明であるが、今年度の調査で国際化ドメイン名の登録を受け付けている
ことが判明した。 
 
VNNICのサイトでは、ベトナム語の登録可能な文字が公開されている。112

現時点では IANAに言語テーブルは登録されていない。 
 
 
.ae（アラブ首長国連邦）(UAEnic) 
 
.aeでは今年度の調査で国際化ドメイン名のテストサービスを開始していることが判明した。 
 

                                                  
111 IDN Code Points Policy for th .SH Top Level Domain 
http://www.nic.sh/SH-IDN-Policy.pdf 
112 Các ký tự dùng cho tên miền tiếng Việt 
http://www.vnnic.net.vn/tenmientv/bangma.htm 
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UAEnicでは、現在アラビア語ドメイン名のテストを行っており、UAEのWebサイトで詳細
を見ることができる。113現在は 18のアラビア語が使用可能となっている。114

 
 
.tm（トルクメニスタン）(TM Domain Registry Limited) 
 
.tmは今年度から新たに国際化ドメイン名の登録を開始した。今年度から新たに国際化ドメ
イン名の登録を開始した。 
 
現在、TM Domain RegistryのWebサイトでは、登録可能な文字として 84文字が挙げられ
ている。115

 
 
.tr（トルコ）(Middle East Technical University) 
 
.trは今年度から新たに国際化ドメイン名の登録を開始した。 
 
2006 年 11 月より、登録可能な文字列にトルコ語が追加された。116現在のところ、登録可

能な文字は 6文字(ğ, ı, ü, ş, ö, ç)となっている。 
 
2-6 IDN-adminガイドラインおよび ICANNガイドライン 
 
先に述べたように、国際化ドメイン名においては、技術的な問題とは全く別に、言語的な

背景が原因となる問題が存在する。 
 
しかしながら、そのような問題は言語や文化といったものに関わる問題であり、技術的な

問題とは切り離して考えるべきという意見から、技術仕様とは別に、ガイドラインという

形で解決を図ることとなった。 
 
このような目的を持って定められたガイドラインが、IDN-admin ガイドラインおよび
ICANNガイドラインである。 

                                                  
113 Trial of Arabic Domain Names 
http://nic.ae/english/arabicdomain/index.jsp 
114 http://idn.nic.ae/daleel/ 
115 IDN Code Points Policy for the .TM Top Level Domain 
http://www.nic.tm/TM-IDN-Policy.pdf 
116 Turkish character encoded domain name system is launched! 
https://www.nic.tr/announcebox.php?PHPSESSID=11709197332021230161210880&ann_id=221 
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以下では、IDN-adminガイドラインと ICANNガイドラインの概要を説明する。 
 
 
・IDN-adminガイドライン117

 
JET（Joint Engineering Team；JP、KR、CN、TWの各 NICで構成される技術検討グル
ープ）を中心に検討され、インターネット・ドラフトとして IETF に提案され、2004 年 4
月 14 日に RFC3743 として正式に発行されたのが「Internationalized Domain Names 
Registration and Administration Guideline for Chinese, Japanese and Korean」（以下、
「IDN-adminガイドライン」）である。この IDN-adminガイドラインは、現在では各レジ
ストリにとって国際化ドメイン名を健全に運用するための重要な指針となっている。 
 
この IDN-adminガイドラインは、文字通り、中国語、日本語、韓国語（これらを総称して
「CJK」と言う）のための国際化ドメイン名登録管理のためのガイドラインであるが、そ
の内容においては他の言語への適用についても十分配慮された文書となっており、特に中

国語、日本語、韓国語のみに特化したものでは無く、様々な言語圏でガイドラインとして

利用することが可能である。 
 
その主な内容は次のようになっている。 
 
(a) IDNラベルは 1つまたは複数の「言語」と関連づけて登録する。 
 
IDNラベルは技術的には Unicode文字列であり、あらゆる「言語の文字」の組み合わせが
可能な単なる識別子である。本来、ラベルには何らかの「意味」が求められるものではな

いが、IDN ラベルは、特定の言語を使った「名前」や「フレーズ」である場合が多いのも
事実である。そこで、IDN ラベルを 1 つまたは複数の「言語」と関連づけて登録すること
により、ユーザの混乱回避に役立つ可能性がある。 
 
例えば、「国沢」という IDN ラベルを登録する場合、それが「日本語」なのか「中国語」
なのかを指定することになる。 
 
(b) ある IDN ラベルが登録された場合、そこに含まれるすべての「等価文字」は、その登
録者のために予約される。 

                                                  
117 RFC3743 
http://www.ietf.org/rfc/rfc3743.txt 
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予約された文字列は、名前解決されない状態となるが、登録者が希望すれば「別名」とし

て使用することが可能となる。なお、「等価文字」は言語毎に決められる。 
 
例えば、「国」と「國」が等価文字、「沢」と「澤」が等価文字と定められている場合 、「国
沢」を登録すると「國澤」「国澤」「國沢」が予約されることになる。 
 
(c) 等価文字が存在する言語においては、推奨文字を決めてそれを IDNラベルで使用する。 
 
これにより、エンドユーザが、名前解決できる国際化ドメイン名を正しく予測できる可能

性が高まる。 
 
(d) ゾーン管理者は、予約された等価文字列の使用についてさらなる制限を加えても良い
（ゾーンレベルのポリシーは、IDN-adminガイドラインの範疇外）。 
 
(e) ある IDN ラベルとその予約された等価文字列は指定された言語において一つのパッケ
ージとみなす。 
 
ドメイン名の移転や削除もこのパッケージ単位で行われることになる。 
 
例えば、『「国沢」「國澤」「国澤」「國沢」』というパッケージがあった場合、このうちの一

つだけをとって移転や削除をすることはできない。 
 
この IDN-adminガイドラインの位置付けとしては、IDNAや NAMEPREP、Punycodeと
いった IDN 関連 RFC のひとつ上のレイヤにあたるものとして考えられている。したがっ
て、IDN-admin を採用しようとするレジストリは、まず国際化ドメイン名の各 RFC に準
拠した上でこの IDN-adminを導入し、さらに IDN-adminで定義することが求められてい
る言語毎の等価文字表を作成し、その表に基づいて国際化ドメイン名の登録管理を行うこ

ととなる。 
 
具体的には、IDN-adminガイドラインを採用して国際化ドメイン名を導入する各レジスト
リは、国際化ドメイン名として登録可能な文字と、またどの文字とどの文字を等価なもの

としてみなすのかということを定義した、等価文字表を作成し、それを IANA に届け出る
必要がある。現在、IANA のページには 7TLD（13 言語）のテーブルが登録されており、
JPドメイン名で利用されている日本語のテーブルも登録されている。 
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このように、当初は中国語、日本語、韓国語のためのガイドラインとして作成された

IDN-adminガイドラインであるが、上記で述べたように、現在は中国、台湾、日本、韓国
以外の各国においても、国際化ドメイン名を導入する各レジストリにとって重要なガイド

ラインとなっている。 
 
 
・ICANNガイドライン 
 
上記のような状況の中、中国、台湾、日本、韓国のレジストリだけではなく、ICANNにお
いても、この問題を解決するための動きがとられた。ICANNでは、国際化ドメイン名の導
入に伴って、国際化ドメイン名が持つ特徴から、レジストリが何の配慮もなく導入した場

合に、ユーザに混乱が広がる恐れや新たなサイバースクワッティングが発生する恐れが無

いわけではないという懸念を持った。そのため、各レジストリが国際化ドメイン名を導入

する際には、慎重かつ責任ある態度で臨む必要があり、何らかの基準となるものが必要だ

と考えた。もちろん、現行の ICANN-レジストリ間の契約でも、レジストリが国際化ドメ
イン名の登録受付を開始する前に、ICANNが認可を行う必要性が規定されてはいる。しか
しながら、ICANNの責務の範囲は、レジストリレベルでの国際化ドメイン名実装に対して
細部にわたる管理を行うところまでは含まれていないため、ICANNが国際化ドメイン名の
導入にあたってインターネットの混乱を最小限に抑えるということに関して、契約上の責

任を果たすには、どのような基準を適用すべきかということが問題となっていた。 
 
検討が行われた結果、ICANNはレジストリレベルでの国際化ドメイン名実装に対して過度
な介入を行うべきではなく、あくまで軽度なアプローチをとるべきであるとした立場を取

ることとなった。そして、こうした考えを前提に、契約などの条項でレジストリを縛り付

けるのではなく、以下のようなガイドラインを設けることによって、国際化ドメイン名の

スムーズな導入を目指すこととなった。これが「IDN実装のためのガイドライン」であり、
同ガイドラインに準拠した IDNレジストリは、その国際化ドメイン名登録を行うにあたっ
て、今後、取り扱う言語に固有の登録・管理規則を採用することとなった。 
 
このガイドラインは 2003年 6月 20日にバージョン 1.0が発行されたが、各レジストリが
国際化ドメイン名の登録を開始して一定の時間が経過し、ガイドラインにも改訂を行った

方が良いと思われる点がいくつかでてきたため、各レジストリによって検討が進められた

結果、その後何回かの改定が行われている。 
 
この ICANNガイドラインは IDNAや IDN-adminなどの RFCとは違い、レジストリなど
が日常的に登録業務を行う中で出てきた改善すべき点や加筆すべき点などについて随時修
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正を加えられているため、国際化ドメイン名に関連した文書の中では、比較的頻繁に修正

が行われている文書であると言える。 
 
最新のガイドラインは 2006年 2月 22日に発行されたバージョン 2.1となっている。 
以下にその内容を日本語訳で掲載する。 
 
「IDN実装のためのガイドライン」（2.1版）118

 
1. IDNを実装する TLDレジストリは、RFC3454、3490、3491および 3492（以下、
集合的に「IDN標準」と呼ぶ）に定める技術要件に厳格に準拠した上で実装しなけ
ればならない。 

 
2. TLDレジストリが IDN標準を実装する際には、すべての Unicodeの中から使用を
許可するコードポイントのセットを明確にするために、以下に示すよう

な”inclusion-based”アプローチ（レジストリが明確に許可していないコードポイン
トは禁止されている、という意味）を用いること。 

 
3. (a) TLDレジストリが IDN標準を実装する際には、TLDレジストリは、登録され
レジストリデータベースに表われる IDNの各ラベルを、１つのスクリプトと関連付
けるものとする。この制限は、１つのラベル内で許可される文字セットを限定する

ことを意図している。より大幅な特殊性が求められる場合は、言語およびスクリプ

ト両方の識別子(designator)を組み合わせることにより関連づけを行ってよい。ある
いは、1 ラベルを１つの言語セット、または以下に記載の条件下で 2 つ以上の識別
子と関連付けることもできる。 

 
(b) レジストリは、明確にされている IDN固有の文字テーブルにおいて、使用可能
なコードポイントのセットを公開するものとする。登録ポリシーが等価な異体字を

基に策定されているのであれば、異体字の定義を行うこと。その文字テーブルは、

サポートしようとするスクリプトおよび/又は言語を指し示す方法で指定すること。 
 

(c) １つのラベル内における全コードポイントは、Unicode Standard Annex #24: 
Script Names ( http://www.unicode.org/reports/tr24) に定められているものと同
じスクリプトを使用すること。これに対する例外は、複数のスクリプトを合わせて

使用する必要のある定着した正字法または慣習を持つ言語において認めらる。その

                                                  
118 ICANN Guidelines for the Implementation of Internationalized Domain Names, Ver2.1 
http://www.icann.org/topics/idn/implementation-guidelines.htm 
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ような場合、異なるスクリプトからの視覚的に混同しやすい文字は、対応するポリ

シーまたは文字テーブルが明確に定義されない限り、一つの許可コードポイントの

セット内に同時に存在することは許されない。 
 

(d) これらの考慮に基づく全てのレジストリのポリシーは、許可されるコードポイ
ントの各セットごとの文字テーブルも含めて、文書化され一般に公開されること。

そのような集約情報と関連のある IDN登録が認められる前に、文書化および公開を
すること。 

 
4. 以下のようなコードポイントは使用してはならない：(a) 線記号で描かれた文字
（Unicode Box Drawing blockで用いられているようなもの）、(b) 英数字でも表意
文字でもない記号やアイコン。ディングバット（飾り文字や絵文字記号）など、(c) プ
ロトコル要素として定着している機能を持つ文字、(d) 文書の構成を示すためだけ
に使用される句読点記号、(e) 単語の途中で使用される句読点記号は、上述で排除
されておらず、当該 IDN登録には不可欠であり、かつそれらが使用される状況に関
して明確かつ規範的な規則と関連付けられる場合においてのみ認められる。(f) 関連
する条件において、ハイフン-マイナスを非ラテン語のスクリプトとともに表示する
か、スクリプト内に機能上同意義の句読点記号を使用することにより、１ラベル内

において特定の１文字を分離記号（separator）として使用してもよい。 
 

以前から存在する登録ドメイン名によって、レジストリがこれらのルールに対して

一時的なな例外を作らざるを得ない場合、その行為に関する全ての規定を容易に参

照できるようオンラインで提供すること。レジストリは、例え例外であっても、IDN
標準で禁止されているコードポイントを許可してはならない。 

 
5. レジストリは、Unicode および ASCII の両方の表示について、IDN 登録を定義す
ること。 
現在、ある特定の Unicode シーケンスが利用可能かどうかは、RFC3491 に定義の
スキームへのコード化が可能かどうか（encodability）により決定されており、
RFC3491のその部分への変更は、Unicode名の実装に対して混乱を招く可能性があ
る。ラベルの３番目および４番目の位置のハイフン表示はコード化のスキームを示

しているので、ハイフンが認可されたスキームの２文字の識別子の後に続きラベル

が関連する規定に従っている場合を除いて、これらの位置にハイフンを使用したラ

ベルの登録は認めてはならない。 
 
6. TLDレジストリは、世界中の DNSユーザの利益のために IDN実装の一貫したアプ
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ローチの実現を目指し、IDN固有の登録ポリシーを策定するために関係者と協力す
るものとする。TLDレジストリは、外部のコミュニティ同士に対話を持たせ、サポ
ートグループからの支援を引き出し、世界的なフォーラムを作り上げるための協会

を結成または任命するなどして、共通の問題に取り組むために協力するものとする。 
 
7. TLDレジストリは、IDN登録の定義および関連する登録規則を、”IANA Registry for 

IDN Table”へ提供すること。レジストリの IDN ポリシーを理解する上で不可欠な
資料が IANAにより公開されていない場合は、レジストリがオンラインで提供する
ものとする。またレジストリは、将来的な IDN所有者のその資料へ関心をレジスト
ラが確実に集めるように働きかけることこと。 

 
8. TLDレジストリは、自らが提供する IDN登録の言語およびスクリプトに関する IDN
登録ポリシーの策定において使用された情報源および参考資料について、全ての情

報資源を提供すること。 
 
9. ToASCII変換を実行して ACE名を作成する場合は、 RFC 3490に記載されている

UseSTD3ASCIIRulesフラグを設定しなければならない。 
 
 
 
2-7 国際化ドメイン名を巡る ICANNでの議論 
 
ここまでで説明したように、国際化ドメイン名は既に導入期を終え、本格的な普及へと向

けて着実に動いているように見えることから、ICANNにおける技術的な議論については既
に収束しているように思われがちであるが、事実は決してそのようなことは無く、ICANN
では現在においても国際化ドメイン名に関する様々な議論が続いている。 
 
その議論の内容は大きく分けてふたつあり、ひとつは IDNガイドラインや IANAへの言語
テーブルの登録など国際化ドメイン名の登録管理に関する議論であり、もうひとつは国際

化ドメイン名をトップレベルドメインにも導入しようという、IDN TLDに関する議論であ
る。 
 
IDN ガイドラインに関する議論については、国際化ドメイン名の導入当初から現在に至る
まで継続して議論が行われている。これは技術仕様のように一度決めれば良いという性格

のものではなく、各レジストリが運用していく上で出てきた不具合を解決するとともに、

初期には予想できなかった新たな問題にも対応していくなど、日々の運用の結果を反映し
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て常に改良し続けられていく性格のものだからである。IDN ガイドラインの改定は 2005
年 11月と 2006年 2月に行われており、前述したように現在の最新版はバージョン 2.1と
なっている。 
 
一方、IDN TLDを巡る議論については、TLDに国際化ドメイン名を導入するという、影響
範囲がひとつの国に止まらないものであることから、ICANNにおいて積極的な議論が続け
られている119。 
 
これまで説明してきたように、国際化ドメイン名は各国・地域の言語や文化を反映した使

い方が出来るドメイン名であり、事実各国での普及が進みつつあるわけだが、これまでは

SLD以下にしか導入することが出来なかった。しかし、国際化ドメイン名を SLD以下だけ
でなく TLDでも使いたいという要望が出てくることはある意味自然なことであり、このよ
うな状況は遅かれ早かれ出現するのは当然のことと言える。 
 
日本国内においては、比較的英米圏の文化に触れる機会が多いことから、ドメイン名をア

ルファベットで表記すること、またアルファベットで入力することに抵抗は少ないが、世

界的に見れば日常的にアルファベットを全く利用しない、中にはこれまで一度も利用した

ことが無いユーザが多く存在する文化圏もあり、そのような国ではドメイン名を ASCII 文
字で記述するという、我々日本人にはごく一般的なことが、むしろ非常に無理があること

となっている状況が存在する。 
 
そのようなユーザには、国際化ドメイン名は普段見なれた・使いなれた言語でドメイン名

を扱うことができ、非常に好意を持って受け入れられているが、現状ではどうしても TLD
部分については ASCII 文字を使うしかない状況である。IDN TLD は、この残された最後
の ASCII 文字部分を、各国・地域の文化に根ざした文字で置き換えることが出来る技術と
して期待されている。 
 
とはいえ、TLDはルートサーバのゾーンに設定されることから、従来の SLD以下のように、
各国・地域に閉じた空間ではない。従来の SLD以下に登録する国際化ドメイン名において
は、IDN-adminガイドラインや ICANNガイドラインのように共通の守るべきルールを定
めた上で、各国および地域の状況を反映した柔軟な運用を可能としており、一定のルール

に従ってさえいれば、ある意味 SLD以下であれば各国・地域の自由に運用できたわけであ

                                                  
119  IDN Laboratory Testing Progress 
  http://www.icann.org/announcements/announcement-19oct06.htm 
 
    IDN実験環境でのテストの進捗状況 
    http://www.nic.ad.jp/ja/translation/icann/20061019.html 
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るが、TLDとなると話は別で 1つのグローバルなルールを定める必要がある。また、技術
的な検討としては、IDN TLDをどのような方法で実現するのかという問題がある。 
 
例えば、「.日本」という IDN TLDを新たに作成することを考えた場合、次の点について検
討が必要である。 
 
 
・「.日本」という新しいNSレコードを追加するのか、それとも「.日本」を「.jp」のDNAME120

として設定するのか。 
 
新しい NSレコードを追加した場合、「.日本」と「.jp」は全く別の空間となる。技術的には
SLD への国際化ドメイン名の導入と同じように導入でき、技術的な実績は十分である。ま
た、「.日本」を「.jp」と切り離せることから、従来のドメイン名空間に与える影響は小さく、
万が一トラブルが起きた際などにも対処しやすいという利点がある。 
 
一方、DNAMEとして設定した場合には、「.日本」は「.jp」と等価に扱われる。この場合、
両者のドメイン名空間は一体のものであり、ユーザはどちらの空間を利用しているのかを

特に意識する必要はなく、自分が利用できるドメイン名を利用すればよいという利点があ

る。しかしながら、技術的に見ると DNAMEの利用には不安が残っていると言わざるを得
ない。技術自体は 1990年代の技術であり比較的古いものであるのだが、利用実績がほとん
どなく、信頼性の面で不安があるためである。 
 
 
・「.日本」を新しく作った場合、誰が管理するのか？ 
 
「.jp」の DNAMEとして「.日本」を設定する場合は別として、「.日本」という NSレコー
ドを新たに追加するのであれば、その管理を誰に任せるのかという問題がある。従来の

ASCIIによる TLDを管理しているレジストリがそのまま IDN TLDも管理するのか、それ
とも新しくレジストリを選定するのかという問題である。実績を重視するという点では従

来のレジストリが管理するという方法にメリットがあるであろうし、競争環境の充実や機

会の公平という点では新しく別のレジストリを選定するという方法にもメリットがある。

さらに、新しくレジストリを選定する場合には、その選定方法をどうするのかといった問

題があり、現レジストリと当該レジストリの存在する国の政府当局の間が必ずしも良好で

                                                  
120 Non-Terminal DNS Name Redirection 
http://www.ietf.org/rfc/rfc2672.txt 
http://rfc-jp.nic.ad.jp/rfc-jp/RFC2672-JP.txt（日本語訳） 
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ない場合などは、問題はさらに複雑なものとなる。 
 
 
・IDN TLDをどのようにして選定するのか？ 
 
例えば日本に IDN TLDを新設する場合、「.日本」にするのか「.日本国」にするのか、それ
とも全く別の文字列にするのかという問題がある。どのような文字列にするのが適切なの

か、また誰がそれを適切と判断できるのかといったことを決める必要がある。 
また、日本のように（事実上の）公用語が日本語一つしか無い国であれば、日本語の中か

らどれが適切かを決めるだけですむが、公用語が複数ある国はどの言語を使いどのように

表記した文字列を利用するのが適切か考える必要があるなど、問題はさらに複雑なものと

なる。 
 
 
・IDN TLDは各国・地域に一つか？ 
 
先に述べた公用語が複数ある国・地域などであれば、それぞれの言語で表記した IDN TLD
が欲しいという要望が出てくることが当然予想される。しかしながら、ある国・地域に複

数の TLDを認めれば、一つしか認められない国・地域は当然不公平感を覚えるであろう。 
 
 
・表記できない文字を利用する場合はどうするのか？ 
 
言語によっては表記不可能な言葉が存在する国や地域もある。国際化ドメイン名は各国・

地域の文化的背景を尊重し、従来の ASCII 文字だけのドメイン名と比べると遙かに多用な
文字が利用できるわけだが、Unicode 上に存在しない文字を利用することは出来ないし、
そもそも表記不可能という時点で新たに文字コードに追加することも出来ない。このよう

な言語問題にもし直面してしまった場合は、解決するのが難しいなかなかの難題と言える。 
 
 
・ある言語で表記した IDN TLDは、その言語を一般的に使う国・地域の組織が管理するの
か？ 
 
IDN TLDは何も ccTLDだけとは限らない。IDN TLDが導入されることになれば、当然 IDN 
TLD の gTLD も欲しいという要望が出てくるだろう。例えばそのような状況下において、
スペイン語の IDN TLDが新設された場合、この TLDをスペイン語圏以外の組織が管理し
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ても良いのかどうかという問題である。 
 
またこの問題は ccTLDにおいても同様に発生し、例えばスペイン語が公用語となっている
国は複数あるわけだが、スペイン語を用いた IDN ccTLDはどこの組織が管理するのが適切
かという問題がある。 
 
 
ざっと挙げてみただけでも、ICANNで行われている IDN TLDに関する議論にはこのよう
なものがあるわけだが、この他にも IDN TLD固有のものではない、ごく一般的な事項も議
論されている。IDN TLDも TLDの新設には変わりないわけであるから、商標権の保護の
問題やサンライズピリオド設定の問題、DRPの問題などといった、通常の ASCII文字によ
る TLDを新設するのと同様な議論も、ICANN内部で積極的に行われている。 
 
このように、IDN TLDの実現には、技術・ポリシー双方の面において解決すべき問題が数
多くあるわけであるが、ユーザおよび業界双方の IDN TLDに対する要望は大変強いことか
ら、IDN TLDの実現に向けて今後も積極的に議論が続けられていくものと思われる。 
なお、技術的な課題の洗い出しとその解決のために、ICANNはIDN TLDに関してテクニカ
ルテストを行っている。121。 
 
2-8 アプリケーションの国際化ドメイン名への対応 
 
国際化ドメイン名が普及していくためには、技術仕様の策定、管理方法の標準化、各アプ

リケーションの国際化ドメイン名への対応などの問題を解決していく必要がある。 
このうち、技術仕様に関しては、RFC3490,3491,3492の発行により、既に国際化ドメイン
名を使用するための技術標準は策定されている。また管理方法の標準化に関しても、既に

ICANNによるガイドラインが策定されていることから、残すは各アプリケーションの国際
化ドメイン名への対応だけである。 
 
去年までは、このアプリケーションの対応が国際化ドメイン名普及に関しての一番のネッ

クと考えられていたわけだが、2006年の 11月に行われたMicrosoft社の Internet Explorer 
7のリリースにより、状況は大きく変わりつつある。国際化ドメイン名を利用する上で、ユ
ーザが最も目にする機会が多く、また利用する機会も多いであろうWeb関連のサービスに
                                                  
121  ICANN Announces Timeline for Development of a Project for the Technical 

Test of Internationalized Top Level Labels 
http://www.icann.org/announcements/announcement-14mar06.htm 
 
ICANNが IDN TLDのテクニカルテストのスケジュールを発表 
http://www.nic.ad.jp/ja/topics/2006/20060418-01.html 
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おいて、世間一般で最もシェアを持っていると思われる Internet Explorerが標準で国際化
ドメイン名に対応したことは非常に大きな出来事である。これまでも i-Nav プラグインと
呼ばれる追加ソフトウェアをインストールすることによって国際化ドメイン名は利用でき

たが、標準で対応しているのと追加の作業が必要となるのとでは大きな違いがある。

Internet Explorerの国際化ドメイン名対応は、国際化ドメイン名に関係するものにとって
これまでずっと要望してきたことであり、今回の標準対応によって、国際化ドメイン名の

普及に大きな弾みがつくものと予想されている。 
 
このようにWebブラウザをはじめ、国際化ドメイン名の普及に向けて何よりも必要なのは、
各アプリケーションの国際化ドメイン名への対応であり、これはサーバ側でなく、アプリ

ケーション側で対応する方式を選択した現在の国際化ドメイン名の技術標準から、避けて

は通れないことである。そして、いくら国際化ドメイン名の登録が増加しようとも、実際

にそのドメイン名を利用できないのであれば利用者にとって魅力的なものとはなりようも

なく、またそのような状況で登録者が増加し続けるということも考えにくい。 
 
したがって、国際化ドメイン名の普及にあたっては、各アプリケーションの対応は非常に

重要な要素であるが、その対応具合はアプリケーションによってまちまちな状況となって

いる。 
 
現在、国際化ドメイン名への対応が最も進んでいるのはWebブラウザである。これはイン
ターネットユーザの多くにとって、最もドメイン名に接する機会が多いのが URLの一部と
してのドメイン名であろうことを考えると、ある意味最も国際化ドメイン名への対応が望

まれるソフトウェアであると言える。また、最近では、広告などにそれを見た人間が Web
サイトにアクセス出来るように URLを表示する事も多く、そのような際に漢字のようなユ
ーザにとってわかりやすいドメイン名を使えることもメリットであろう。 
 
その Web ブラウザの対応状況であるが、Microsoft Windows 上で動くブラウザとしては、
The Mozilla Foundationが提供しているMozillaと Firefox、Mozillaの成果物を利用して
いる Netscape社の Netscape、Opera Software社が提供する Operaなどが標準で国際化
ドメイン名に対応している。また、市場で非常に高いシェアを持っている Microsoft 社の
Internet Explorerもバージョン 7より標準で対応することとなり、現在市場に出ているほ
ぼ全てのブラウザが国際化ドメイン名への対応を完了したことになる。 
 
一方、Mac OS上で動くWebブラウザとしては、OSに標準で提供されている Safari、The 
Mozilla Foundationが提供している Caminoなどで国際化ドメイン名を利用することが可
能である。 
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上記以外のOSとしては、Linuxや FreeBSDといった PC-UNIX系の OSでも上記Mozilla
などを利用することが可能であり、国際化ドメイン名の利用にあたって特段の不都合は無

いと言えよう。 
 
最近では、携帯電話などを使ってのWebブラウズも一般的になってきているが、日本国内
で使われている携帯電話向けの各種Webブラウザについても、国際化ドメイン名対応がほ
ぼ完了している。 
 
このようにWebブラウザの分野においては、国際化ドメイン名を利用するための障壁はほ
ぼ無くなったといえ、今後はユーザへの周知や普及とともに、利用が促進されていくもの

と考えられる。もちろん、Internet Explorerを始めとした各種ブラウザの古いバージョン
を使っているユーザはある程度確実に存在し、また使っている OSの制限からそれら全ての
ユーザが新しいバージョンにアップグレード出来るわけではないが、そのようなユーザに

ついても、利用する PCの買い換えなどを始めとした環境変化などにより、緩やかではある
が状況の改善が進んでいくものと思われる。 
 
一方、Web ブラウザ以外のアプリケーションにおける、国際化ドメイン名への対応状況に
ついては、Webブラウザほど進んでいないのが現状である。一部の FTPクライアントやメ
ールクライアントソフトなどで対応しているものが見受けられるが、Web ブラウザほどの
対応状況になるにはもう少し時間がかかるものと思われる。 
 
特に、欧米などを中心とした国々では、国際化ドメイン名以前に、マルチバイトの文字を

扱う前提でソフトウェアが設計されていないことも多く、それらのソフトウェアについて

はまずソフトウェア自体の国際化を行った後に、国際化ドメイン名に必要な実装を行う必

要があり、そのような点からも対応にはやや時間が必要であると言えよう。 
 
そのような状況と比較して、日本などのマルチバイトの文字を使うことが一般的な国にお

いては、普及しているソフトウェアはマルチバイトの扱いに問題が無いことが多く、その

ようなソフトウェアに関しては国際化ドメイン名と Punycode を変換する仕組みを追加す
ることによって、比較的容易に対応が可能であると考えられる。とはいえ、これも国際化

ドメイン名に対するユーザの要望が少なければ、わざわざ手間をかけて実装しようという

ソフトウェア制作者も少ないであろうし、そういう点から考えると、ユーザが利用しない

から対応しないのか、ソフトウェアが対応しないからユーザが利用しないのかといった、

「鶏が先か卵が先か」という話にもなってしまいなかなか難しい点があるのも事実である。 
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とはいえ、国際化ドメイン名の普及というものを考えた場合、まずはユーザが容易に利用

できる環境を整備することは必要不可欠であり、そのような点から考えると、やや先行投

資的に各ソフトウェア会社が国際化ドメイン名への対応を進めることが重要であり、その

ような動きを進めるためにも、レジストリ等は継続的にソフトウェア業界への働きかけを

行っていくことが必要であろう。事実、Internet Explorerの国際化ドメイン名対応に向け
ては、JET のメンバーが Microsoft 社に書簡を送付して要望を出すなど、コミュニティや
レジストリが積極的に働きかけた影響も大きい。 
 
また、現在はWebブラウザへの対応が中心であるが、一般ユーザにとっての国際化ドメイ
ン名の利用目的を考えた場合、まずは Web の URL としての利用が最も要望が高いと思わ
れることから当然の状況とは言える。とはいえ、URLとして国際化ドメイン名を利用する
ようになれば、次にそのドメイン名をメールアドレスとしても利用したいという要望が出

てくると考えるのが自然であり、そういう意味では、Webブラウザの対応が進むと同時に、
メールクライアントソフトにおいても国際化ドメイン名への対応が進むことが、国際化ド

メイン名の普及に向けて非常に重要である。 
 
現在、メールアドレスの国際化については、ローカルパートの国際化に向けて IETFなどで
標準化策定に向けて議論が続けられているが、技術標準の策定が終わってもそれがすぐに

ソフトウェアに反映されるわけではなく、またそのソフトウェアがユーザに浸透するまで

にはさらに時間がかかることから、実際にユーザが国際化されたメールアドレスを一般的

に使えるようになるまでには、まだもう少し時を待つ必要があると思われる。 
 
もちろん、国際化ドメイン名の登録サービスを提供する各レジストリにおいても、このよ

うな状況を時間の経過による解決にまかせて座視しているわけではなく、.jpを管理する
JPRSのように、メールを利用するユーザやメールクライアントソフトウェア作者向けのガ
イドラインを発表する122など、環境を整えるために積極的に活動しているレジストリも存

在する。 
 
なお、VeriSign,Incが国際化ドメイン名に対応しているアプリケーションの情報をWebサ
イトで提供しているが、そのサイトの情報によると、現在国際化ドメイン名に対応してい

る主なアプリケーションは以下のものとなっている。もちろん、ここに挙げられているの

は主要なソフトのみであり、これ以外にも対応しているソフトウェアは多くあると思われ

る。 
 

                                                  
122 JPRS「電子メール本文中の日本語ドメイン名URLをクリックできるようにするには」 
http://xn--wgv71a119e.jp/support/mail_guide/ 
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とはいえ、国際化ドメイン名の対応に関する傾向を見て取ることは可能であり、対応表を

見てもわかるように、国際化ドメイン名に積極的に対応しているのは、Microsoft Windows
上で動くアプリケーションが多いようである。 
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表11： 国際化ドメイン名に対応している主なアプリケーション 
 

ソフトウェア種別 製品名 サポート OS 
Webブラウザ用 Plug-in i-Nav Windows 

Camino Mac OS X 
Epiphany Linux等 

Firefox 
Windows 
Mac OS X,Linux等 

Galeon Linux等 
Konqueror Linux等 

Mozilla 
Windows 
Mac OS X,Linux等 

Netscape Navigator 
Windows 
Mac OS X,Linux等 

Opera 
Windows 
Mac OS X,Linux等 

Webブラウザ 

Safari Mac OS X 
電子メールソフト Foxmail Windows 

Core FTP Windows 
FTP Voyager Windows 
Secure FTP Windows 
Smart FTP Windows 

FTPクライアント 

NextFTP Windows 
Absolute Telnet Windows TELNET/SSHクライアント 
Secure NetTerm Windows 
Merak MailServer Windows 
PHlyMail Windows 

電子メールサーバソフト 

VisNetic MailServer Windows 
 
（参考：IDN-Enabled Applications 

http://www.verisign.com/information-services/naming-services/internationalized-domain-names/page_

002201.html） 
 

199 



 

200 



 

 
 
 
 
 
 
 
 

第 3章 ドメイン名を巡る紛争及び紛争処理体制の動向 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

201 



 

 

202 



 

 
第 3章 ドメイン名を巡る紛争及び紛争処理体制の動向 
 
3-1 2006年におけるドメイン名紛争の概況 
 
登録者と商標権者等との間に起こるドメイン名紛争解決のために、ICANNは 1999年 10月
にUniform Domain Name Dispute Resolution Policy123（統一ドメイン名紛争処理方針、

以下「UDRP」という）及びRules for Uniform Domain Name Dispute Resolution Policy124

（統一ドメイン名紛争処理方針のための手続規則、以下「UDRP Rules」という）を採択し
た。gTLDおよび一部のccTLDのドメイン名紛争解決のために導入され、今日まで運用され
ている。 
 
UDRPに関する申立ては、ICANN認定紛争処理機関125で受け付けられる。例年の傾向とし

て、gTLDのドメイン名紛争にかかる申立ては、World Intellectual Property Organization
（WIPO）126のarbitration and mediation center（スイス共和国ジュネーブ）とNational 
Arbitration Forum（NAF、米国ミネソタ州ミネアポリス）127の 2 機関に集中しており、
2006 年においては 2 機関で 98%を占めている。また、申立数全体を見ると、2006 年まで
の過去数年間は増加傾向にある。 
 
更に、WIPOと NAFの近況より、2006年における gTLDのドメイン名紛争の概況を確認
してみたい。 
 
WIPOの 2006 年 10 月 16 日付けプレスリリース 464 ”WIPO HANDLED ITS 25,000TH 
DOMAIN NAME CASE”128によれば、1999年 12月以降 2006年 8月までの約 7年間で、
WIPOは 25,000件の申立てを取り扱ってきたとのことである。記念すべき 25,000番目の申
立ては 2006 年 8 月に受け付けられた事件番号D2006-1051 であり、同事件について
redlionhotels.comを商標権の所有者であるRed Lion Hotelsチェーンに移転する旨の裁定
結果が下された 10月 13日の直ぐ後に同プレスリリースが掲示されている。 
 
2006年 8月末時点では、取扱件数は 25,085件に達したという。この内、UDRPおよびUDRP

                                                  
123 UDRP原文：http://www.icann.org/dndr/udrp/policy.htm 

UDRP日本語訳：http://www.nic.ad.jp/ja/translation/icann/icann-udrp-policy-j.html 
124 UDRP Rules原文：http://www.icann.org/dndr/udrp/uniform-rules.htm 

UDRP Rules日本語訳：http://www.nic.ad.jp/ja/translation/icann/icann-udrp-rules-j.html 
125 http://www.icann.org/dndr/udrp/approved-providers.htm 
126 http://www.wipo.int/amc/en/domains/ 
127 http://domains.adrforum.com/ 
128 http://www.wipo.int/edocs/prdocs/en/2006/wipo_pr_2006_464.html 
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ベースの方針に則り行われた裁定は 9,567件で、これらの事件の当事者は 136カ国に渡り、
17,912のドメイン名が関係しているという。また、残りの 15,518件は、「サンライズピリ
オド」と呼ばれる期間に起こる紛争解決の処理件数となっている。サンライズピリオドと

は、新たに承認されたドメイン名の導入に際して、当該ドメイン名のレジストリが一般登

録を始める前に設ける期間のことで、商標、商号等の保有者はドメインネーム登録に関し

て優先権を与えられる。サンライズピリオドでは期間限定の紛争処理方針が設定されてお

り、上記 15,518件は、.info、.bis、.name、.mobiのサンライズピリオド中に下された裁定
結果の合計数である。その内、.mobiのサンライズピリオドである「Sunrise Challenge 
Period」は 2006年 8月 28日～12月 15日であったため、数日の間に受け付けた申立ての
みが含まれていることになる。なお、サンライズピリオドに関連して、.mobiでは 9 月 15
日～10月 13日までの間に「Premium Name Trademark Application Period」という期間
も設定された。これは、Premium Nameと呼ばれるレジストリが設定した予約ドメイン名
について、商標権やサービスマークを有する場合にはPremium Name Trademark 
Registration Rules129に従ってPremium Nameの登録申請を行える期間のことである。
「List of .mobi Premium Name Applications」130を見ると、103件の申請があったことが
分かる。 
 
また、上記 9,567件のうち、ccTLDのドメイン名に関する申立ては 418件で、割合にして
4.4%ほどであり、大半が gTLD関連の申立てとなる。gTLDの申立ての割合は、.comドメ
インが79%を占めており、続いて.netが11%、.orgが6%、.infoが2%、.biz、.travel、.aero、.edu
を合わせて 2%となっている。 
 
また、WIPOでは IDN（Internationalized Domain Name、国際化ドメイン名）にかかる
紛争にも対応しており、プレスリリース掲載時点までに 60件の申立てを受け付けたことに
触れている。将来的に、IDNに関するドメイン名紛争が増加すると見ており、すでに 12言
語（中国語、オランダ語、英語、フランス語、ドイツ語、イタリア語、日本語、韓国語、

ノルウェー語、ポルトガル語、ロシア語、スペイン語）での手続を処理した伝えている。 
 
他方、NAFの2007年2月20日付けのプレスリリース”National Arbitration Forum Reports 
21% Increase in 2006 Domain Name Filings”131によれば、NAFがドメイン名の紛争処理
機関となって以来、2006 年は最多の取扱件数を記録し、2005 年に比べ 21%増加したとの
ことである。Geroge Foreman、Stevie Wonder、Vin Diesel、Louis Vuitton、New York 
Yankees等の著名商標に関連する紛争も含まれていたとのことである。NAFのVice 

                                                  
129 http://pc.mtld.mobi/documents/Premium%20Name_Trademark_Application_Rules.pdf 
130 http://www.wipo.int/amc/en/domains/casesx/2006/dpmobi0000-0199.html 
131 http://domains.adrforum.com/newsroom.aspx?itemID=1176 
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PresidentであるCurtis Brown氏は「商標にかかるドメイン名紛争には、費用効果が高く、
タイムリーな解決への需要が、今後も見込まれるだろう。」とコメントしており、「ドメイ

ン名紛争解決に要する時間は、裁判に持ち込めば何年もかかるところ、NAFの場合だと平
均して 50日以下である。」とも述べている。 
 
また、2006 年はサービス領域を広げ、IDN、.pro、.mobi のドメイン名紛争も取り扱うよ
うになったとのことである。IDN については、積極的に取り扱う旨の注意書きがウェブサ
イトでも見られる。 
 
以上のように、2 機関共に最近のプレスリリースにおいては IDN について言及しており、
IDNの実装が進むにつれ IDNに関連する紛争が増えることも見込まれるため、そういった
状況に対する紛争処理機関としての心構えが感じられる。また、取扱件数について、これ

までの堅調な推移を見る限りにおいては、今後のドメイン名紛争においても、紛争当事者

がUDRPおよびUDRPベースの紛争処理方針に基づく紛争処理を望む可能性が激減するこ
とは考えづらいと推察される。 
 
次に、JPドメイン名紛争処理方針（以下、「JP-DRP」という）及びJPドメイン名紛争処理
方針のための手続規則（以下、「JP-DRP手続規則」という）132に基づき行われるJPドメイ
ン名の紛争処理についても確認したい。2005 年は過去最多の 11 件の申立てがあったが、
2006年は 8件であったため、件数としては減少している。 
 
JP-DRPに関する 2006年の大きなトピックとしては、JPNICで DRP検討委員会が設立さ
れ、JP-DRP および JP-DRP 手続規則の改訂に取り組んだことが上げられる。JP-DRP の
策定当初からの理念は変えることなく、不明確な規程の書きぶりの見直しと実務を進める

過程で判明した不具合の修正を行うことで、利用者にとってより簡易、迅速な手続を容易

にすることを主要な目的として、改訂に向けた検討が重ねられた。改訂版 JP-DRPは、2007
年 6月 1日より実施予定である。 
 
以下では、gTLD、ccTLD、JP ドメイン名におけるドメイン名紛争に関する近年の動向を
概観する。 
 
 
 

                                                  
132 JP-DRPおよびJP-DRP手続規則は、以下のページで確認できる。 

http://www.nic.ad.jp/ja/drp/index.html 
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3-2 gTLDにおけるドメイン名紛争 
 
3-2-1 gTLDにおけるドメイン名紛争の概況 
 
ICANNにより認定され、UDRP及び UDRP Rulesに基づきドメイン名紛争を扱う紛争処
理機関は、下記の 3機関である。かつては、eRes (eResolution)および CPR (International 
Institute for Conflict Prevention and Resolution)も ICANN認定の紛争処理機関として機
能していたが、eResは 2001年 11月の活動停止以降は稼動しておらず、CPRは 2000年 5
月 22日に ICANNより認定され、同年 6月以降ドメイン名紛争処理に携わっていたが、2007
年 1月以降はドメイン名紛争処理を行っていない。ADNDRCが認定されたのを最後に、新
たに認定された紛争機関はない。 
 
各紛争処理機関の名称と活動開始時期は以下の通りである。 
 

表12： 紛争処理機関と活動開始時期 
紛争処理機関名 活動開始時期 

WIPO (World Intellectual Property Organization) 1999/12/01 
NAF (The National Arbitration Forum) 1999/12/23 
ADNDRC (Asian Domain Name Dispute Resolution Centre) 2002/02/28 
 
また、各紛争処理機関の活動開始以降の処理件数は、以下の通りである133。 
 

                                                  
133 処理件数は、各紛争処理機関のWebサイトを元に集計したものである。 
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表13： 紛争処理機関別処理件数推移 

 WIPO NAF CPR ADNDRC eRes 合計 
1999年 1 ----- ----- ----- ----- 1 
2000年 1,841 860 19 ----- 250 2,970 
2001年 1,506 836 14 ----- 96 2,452 
2002年 1,181 870 32 22 ----- 2,105 
2003年 1,053 854 24 27 ----- 1,958 
2004年 1,110 931 9 30 ----- 2,080 
2005年 1,361 1,119 25 43 ----- 2,548 
2006年 1,660 1,427 24 46 ----- 3,157 
2007年134 287 257 ----- 2 ----- 546 

合計 10,000 7,154 147 170 346 17,817 
 
 
2000年以降 2003年前後までは、各紛争処理機関の処理件数は減少傾向にあったが、2005
年と 2006年は 3機関の処理件数が増加しており、過去数年間においてはドメイン名紛争が
全体として増加傾向に転じたように見て取れる。 
 
2007年 2月末日までの申立件数については、昨年の同時期（2006年 2月末）にWIPOが
241件、NAFが 235件、ADNDRCが 5件であったことと比較すると、ADNDRCは昨年
同時期には及ばないものの、全体としてはやはり増加傾向にあるように感じられる。 
 
なお、CPR のウェブサイトの記述によると、ドメイン名の紛争処理機関として活動してい
たのは 2000年 6月から 2007年 1月となっているが、申立ての受理は 2006年内に受け付
けたものが最後となっている。 
 
 
 
 
 
 

                                                  
134 2007年の処理件数は、2月末日現在のものである。 
また、実際に申立を行った日ではなく、いずれの紛争処理機関も「手続開始日」（書類に不備がないか、申

立の対象のドメイン名についての情報を紛争処理機関がレジストラに確認し終り、紛争処理機関が手続開

始を宣言した日）を基準としているため、通常申立日と手続開始日は異なっている。 
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2006年の申立先を紛争処理機関ごとに分けると以下の通りとなる。 
 

図5： 2006年の申立先 

 
006年の申立先のうち、98％をWIPOと NAFで占めている。WIPO、NAFの順に割合が

-2-2紛争処理機関の比較 

-2-2-1手数料 

立人は、申立先の機関に手数料の全額を支払わなければならない。ただし、申立人が 1

金は、各紛争処理機関が定める補則等により定められている。以下のごとく、紛争処理

ADNDRC
1.5%

CPR
0.8%

NAF
45.2%

WIPO
52.6%

2
高く、両者で 95％以上の割合を占めるのは、例年の傾向である。 
 
3
 
3
 
申

名パネル（1名のパネリストによる裁定）を希望し、1名パネル分の料金を納付した後、被
申立人（ドメイン名の登録者）が 3 名パネルを希望する場合には、すべての料金を申立人
と被申立人で均等に負担することになる（UDRP第 4節 g.項）。 
 
料

機関ごとに料金設定に若干の差がある。 
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表14： ：各紛争処理機関の料金設定 
(1) WIPO 

紛争対象のドメイン名の数 
裁定パネルの構成 
（1名パネル） 

裁定パネルの構成 
（3名パネル） 

1 – 5  US$1, US$4,500 000 
6 – 10 US$2,000 US$5,000 
11以上 決定 決定 相談により 相談により

 
 
(2) NAF 

紛争対象のドメイン名の数 
裁定パネルの構成 
（1名パネル） 

裁定パネルの構成 
（3名パネル） 

1 – 2 US$1, US$2,300 600 
3 – 5 US$1,450 US$2,900 
6 – 10 US$1,800 US$3,600 
11 – 15 US$2,250 US$5,000 
16以上 相談により決定 決定 相談により

 
 
(3) ADNDRC 

紛争対象のドメイン名の数 
裁定パネルの構成 
（1名パネル） 

裁定パネルの構成 
（3名パネル） 

1 – 2 US$1, US$2,000 500 
3 – 5 US$1,200 US$3,000 
6 – 9 US$1,600 US$3,600 
10以上 US$3,000 US$7,000 
 
 
紛争の対象となるドメイン名が１つである場合で比べると、１名パネルでも３名パネルで

金面については、いずれの紛争処理機関も比較的廉価であり、各紛争処理機関ともドメ

も、高い順に WIPO ＞ NAF ＞ ADNDRC となる。最も多くの申立てを扱うのは WIPO
であるが、WIPO に申立てが集中する理由が価格面でのメリットを感じているわけではな
いことがうかがえる。 
 
料

イン名紛争を引き受けることが収益に貢献しているとは考えづらい。 
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WIPOと ADNDRCは、パネリストとセンター側の分配割合も公表している。そこで、WIPO
の Schedule of Fees under UDRP（http://arbiter.wipo.int/domains/fees/index.html）を見
てみると、申立ての対象となるドメイン名が１つで単独パネルで審理される場合、センタ

ーの取り分は US$500 で、3 名パネルの場合でも US$1,000 である。WIPO のドメイン名
紛争取り扱い部門には 20人ほどの職員が在籍すると聞いたことがあり、年間の取り扱い件
数が減少していないことから、現在も同数程度の構成であると仮定すると、年間 1,000 件
～1,500件の申立ての手数料では、必要な人件費すら賄うことは困難なのではないかと思わ
れる。実際には人件費以外の費用も運営に必要となるため、ドメイン名紛争取り扱い部門

に限って言えば収益を確保できない体質であることが推察される。 
 

210 



 

 
3-2-2-2 Supplemental Rules（補則） 
 
各紛争処理機関の補則比較を以下に示す。 
 

表15： 各紛争処理機関の補則比較 
 WIPO NAF ADNDRC 
紙媒体の場合の 

申請書式送付部数 

4部 1 名パネルの場合 3 部、3

名パネルの場合 5部 

4 部（原本に”Original”と

記す） 

字数制限 申立書・答弁書ともに主張

部分（手続規則の第 3 条

(b)(ix)及び第 5条(b)(i)に関

する部分）は 5,000ワード

以内 

申立書・答弁書ともに主張

部分（手続規則の第 3 条

(b)(ix)及び第 5条(b)(i)に関

する部分）は 10 ページ以

内 

申立書・答弁書ともに主張

部分（手続規則の第 3 条

(b)(ix)及び第 5条(b)(i)に関

する部分）は 3,000ワード

以内 

事件管理者の 

選出方法 

センターにより任命 明確な記載はないが事件

管理者は置く 

センターにより任命 

答弁書提出期限の 

延長 

記載なし 答弁書の提出期限までに、

延長に関する両当事者の

合意を書面にて提出（延長

が必要な事情も記載）すれ

ば、100$の支払いにより最

長 20日の延長が可能 

記載なし 

追加提出物 記載なし 答弁書の提出より5日以内

に提出し、US400$を支払

う。 

記載なし 

 
ADNDRCの supplemental rules： 
http://www.adndrc.org/adndrc/hk_supplemental_rules.html 
 
NAFの supplemental rules： 
http://domains.adrforum.com/main.aspx?itemID=631&hideBar=False&navID=237&news=26 
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WIPOの Supplemental Rules： 
http://www.wipo.int/amc/en/domains/rules/supplemental/index.html 
 
この中で特徴的なのは、NAFにおいて料金を支払うことで答弁書の提出期限を延長させる
ことができたり、US$400の料金を支払えば申立書・答弁書の内容を修正できるものではな
いが追加の提出物が認められるという点である。ただ、実際にはどの程度利用されている

のかについては不明である。 

 

3-2-2-3勝敗率と紛争処理機関の選択 
 
各紛争処理機関における勝敗率の統計を調査した。各紛争処理機関のWebサイトに公表さ
れている裁定結果を集計したもので、以下の方法で移転率を計算している。 
 
 

[移転及び取消しの数] 
     移転率(％)＝              × 100 

[全裁定数] 
 
 

表16： ICANN認定紛争処理機関「移転」率一覧表 
 
z ADNDRC 

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年   合計 

① Transferred 11 14 18 33 39 115
② Cancelled 0 0 1 0 0 1
③ Rejected 6 4 2 2 3 17
④ Withdrawn 10 12 17 5 1 45

  合計 27 30 38 40 43 178
   
①＋② 11 14 19 33 39 116
①＋②＋③ 17 18 21 35 42 133

移転率 (%) 64.7% 77.8% 90.5% 94.3% 92.9% 87.2%
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z CPR 

  2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 合計 

① Transferred 13 15 13 18 4 18 14 95

② Cancelled 1 0 1 0 0 5 0 7

③ Decision for Respondent 11 2 6 0 0 0 0 19

④ Denied 0 0 6 12 4 15 8 45

⑤ Dismissed 0 0 0 1 2 0 0 3

  Withdrawn 0 0 5 2 0 8 8 23

  Settled before selection 0 1 1 0 0 0 0 2

  合計 25 18 32 33 10 46 30 194

     

①＋② 14 15 14 18 4 23 14 102

①～⑤の合計 25 17 26 31 10 38 22 169

移転率 (%) 56.0% 88.2% 53.8% 58.1% 40.0% 60.5% 63.6% 60.4%

 
 
z NAF 

  2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 合計 

① Transferred 614 632 683 650 669 838 1,129 5,215

② Split Decision 2 3 7 6 3 4 3 28

③ Cancelled 12 7 0 0 2 2 0 23

④ Claim Denied 133 109 88 100 125 121 122 798

  Withdrawn 99 85 90 98 112 188 176 848

  Recommenced 0 0 0 0 0 0 0 0

  合計 860 836 868 854 911 1,153 1,430 6,912

     

①＋②＋③ 628 642 690 656 674 844 1,132 5,266

①～④の合計 761 751 778 756 799 965 1,254 6,064

移転率 (%) 82.5% 85.5% 88.7% 86.8% 84.4% 87.5% 90.3% 86.8%
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z WIPO 

  1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006 年 合計 

① Transfer 1 1,173 946 774 723 730 875 909 6,131

② Transfer with 

dissenting opinion 

0 11 3 6 2 2 2 5 31

③ Transfer,           

denied in part 

0 7 6 5 5 5 6 6 40

④ Transfer,    

cancellation in part 

0 1 0 1 1 1 3 0 7

⑤ Cancellation 0 7 11 11 8 9 6 6 58

⑥ Cancellation,   

transfer in part 

0 0 0 0 0 0 1 0 1

⑦ Cancellation,     

denied in part 

0 0 0 0 0 0 1 0 1

⑧ Complaint denied, 

transfer in part 

0 0 6 3 3 0 1 0 13

⑨ Complaint denied 

with dissenting 

opinion 

0 11 3 4 2 3 0 3 26

⑩ Complaint denied, 

transfer in part with 

dissenting opinion 

0 0 0 0 0 0 1 0 1

⑪ Complaint denied 0 260 240 147 102 106 130 142 1,127

  Terminated 0 371 284 229 206 251 335 430 2,106

  Case active 0 0 0 0 0 0 0 1 1

  合計 1 1,841 1,499 1,180 1,052 1,107 1,361 1,502 9,543

      

①～⑦の合計 1 1,199 966 797 739 747 894 926 6,269

①～⑪の合計 1 1,470 1,215 951 846 856 1,026 1,071 7,436

移転率 (%) 100.0% 81.6% 79.5% 83.8% 87.4% 87.3% 87.1% 86.5% 84.3%

 
集計結果を見ると、4機関のうち CPRのみが他の 3つと比べて移転や取消しといった申立
人側に有利な裁定結果となった割合が低い、ということが分かる。これまでの通算平均移

転率を見ても、CPRが 60.4％であるのに対し、その他の 3機関は 80％以上となっており、
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かなりの差が出ている。 
 
また、CPRは年により勝敗率の上下が大きい。他の 3機関は、70％代後半～80％代を常に
維持しているのに対し、CPRは低い年は 40％（2004年）、高い年は 88.2％（2001年）と
かなりの差がある。ただ、CPR の場合、WIPO や NAF と比べると取り扱い件数が圧倒的
に少ないため、こうした数字になった可能性もある。 
 
ADNDRC の裁定一覧は、2006 年よりソウル事務所で取り扱うケースも加わり、北京、香
港、ソウルの 3事務所分が一緒になっている。2005年と 2006年の移転率を比較しても大
幅な振れは見られないことから、ADNDRC全体としての移転率や裁定結果に大きな変化を
もたらすことはなかったようである。 

 

3-2-2-4 パネリスト 
 
いずれの紛争処理機関も、Webサイト上でパネリスト候補者を公表している。2007年 2月
時点で、最も多くのパネリスト候補者を有しているのはWIPOであり、その人数は 389人
となっている。このうち、日本人は 8人である。NAFのパネリスト候補者は 147人で、そ
のうち日本人が１人含まれている。ADNDRCは、北京、香港、ソウルの各事務所のページ
にパネリスト候補一覧を掲載しているが、内容は同一であり、60 人のパネリスト候補者が
掲載されている。ADNDRCの一覧には、日本在住もしくは日本人と思われるパネリスト候
補者の氏名は見られない。パネリスト候補者の中には、WIPO に候補者として登録されて
いると同時に NAFや CPRにも重複して登録されている候補者もいる。 
 
紛争処理機関とパネリスト候補者との連絡方法等、各紛争処理機関内の業務内容は外部か

らは伺い知れない。また、各事件に対してパネリストを指名する際の方法等についても、

内部では何らかの基準があると思われるが、公開されていないため不明である。 
 
また、ADNDRCのWebサイトには「Procedures for Inclusion on the Asian Domain Name 
Dispute Resolution Centre Administrative Panel135」というページがあり、パネリスト候

補者の評価システムが存在することが分かる。これは、他の 2機関では見当たらないため、
ADNDRCの特徴の 1つと言えるだろう。このパネリスト評価システムは、UDRP、UDRP 
Rules、ADNDRCの補則に則りドメイン名紛争処理を行うための最低限の基準を定め維持
することや、ドメイン名紛争処理に携わる専門家としての質の維持、向上等を目的として

                                                  
135 事務所ごとにURLは異なるが、内容は同一である。 
北京：http://www.adndrc.org/adndrc/bj_pip.html 
 香港：http://www.adndrc.org/adndrc/hk_pip.html 
 ソウル：http://www.adndrc.org/adndrc/kre_pip.html 
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いる。パネリスト候補者となるための要件は、仲裁や知的財産に関する経験やIT関連の知
識といった裁定を行うにあたり最低限必要となるであろう経験、知見のみならず、年齢が

75歳以下であることや、ADNDRC Panel Selection Committeeが認定する 1日セミナーに

参加すること等が含まれている。また、任期は 3 年で、更新を希望する場合には最新の履
歴書を添付して申請を行う必要があり、更新前の 3年の間にADNDRCが認定するセミナー
を受講しているか少なくとも 3件の裁定を出していないといけないといった要件もある。 

 

3-2-3 WIPOⅡを巡る動き 
 
WIPOⅡとは、WIPOセカンド・プロセス（the Second WIPO Internet Domain Name 
Process）の検討プロセスの結果を受けて、WIPOよりICANNに提出された検討要請のこと
を指す。2003年 2月 21日付のレター「Letter from Francis Gurry, WIPO, to Vint Cerf and 
Stuart Lynn」136が文書による正式要請となる137。WIPOは、ドメイン名について国際的な
政府間機関名（International intergovernmental organizations, IGOs）及び国家名を保護
すべくUDRPを改訂することを、このレターでICANNに要請している。 
 
このレターを受けて、ICANNでは 2003年 10月 6日にWIPOⅡ検討のための合同ワーキン
ググループが組成された。2004 年 7 月 14 日にはICANNに最終報告書138が提出されたが、

合同ワーキンググループ内では合意に至らなかったため、相矛盾する意見が残った内容と

なっている。 
 
ICANN内におけるWIPOⅡを巡る動きは、この最終報告書提出までは迅速に進展したが、
以降今日までは停滞の一途である。WIPOは 2004 年 11 月中旬に、レター要請の論拠を示
す文書とその別紙をICANNに送付し139、国連も 2005 年 3 月 23 日付で催促のレターを
ICANNに送付した140。このレターは、WHOやILO、IMF、IAEA、WTO等を始めとする
24 の国際機関（WIPO含む）を代表して送付されたもので、この中で国連は、国際機関名
がドメイン名上保護されるべきという、当該機関の法律専門家の集合見解を通知するとし

てUDRPの改訂を迫っている。 
 
しかしながら、2005年のICANNの活動においては、本件に関してほとんど進展が見られな
かった。WIPOは再度ICANNに 2005年 11月 15日付で催促のレターを送付した141が、こ

                                                  
136 http://www.icann.org/correspondence/gurry-letter-to-cerf-lynn-21feb03.htm 
137 WIPOが同レターをICANNに送付するまでの経緯は以下に記述がある。 

http://www.wipo.int/amc/en/processes/process2/index.html 
138 http://www.icann.org/committees/JWGW2/final-report/ 
139 http://gnso.icann.org/mailing-lists/archives/council/msg00660.html 
140 http://www.icann.org/correspondence/michel-to-cerf-23mar05.pdf 
141 http://www.icann.org/correspondence/gurry-to-cerf_twomey-15nov05.pdf 
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れについては、ICANN側はレターの受領をWIPO側に通知したのみとのことである。更に
引き続き、2006年のICANN会議においても、アジェンダ上にWIPOⅡに関する項目は上が
っておらず、WIPOもしくは関連組織からの催促のレターも受信せずに 2007 年を迎えた。
我々のWIPOへの取材によれば、過去この問題についてWIPOはICANN GNSOの知的財産
部会によるものも含め、ICANNから国際機関名の保護に関するWIPOの勧告の実施を検討
する旨の通知は受けたものの、その後の進捗については不明であり、WIPO自身も現時点で
はICANNでの動きを把握しておらず、WIPOⅡの勧告が実施される目処は立っていないと
認識しているということである。またWIPOは、国家名の保護については実現する見込みは
低いと考えているとのことである。 
 
3-2-4 ドメイン名の移転に関する紛争処理（TDRP） 
 
ドメイン名登録者がレジストラ変更を行おうとする際に生じるレジストラ間のトラブルを

解決するためには、TDRP（Transfer Dispute Resolution Policy）がある。TDRPは、「Policy 
on Transfer of Registrations between Registrars （レジストラ変更（レジストラ間のドメ
イン名移転）に関するポリシー）」の一部であり、ICANNにより 2004年 7月 12日に策定
され、同年 11 月 12 日に施行された。登録者と商標権者等とのドメイン名紛争の解決手段
である UDRPとは根本的な性質は異なるが、TDRPもまた、ドメイン名に関する紛争に関
する規定である。 
 
ICANN が TDRP に基づくレジストラ間のドメイン名移転に関する紛争処理機関を募った
ところ、下記の 2 機関が応募し、承認された。TDRP の施行以降は紛争処理機関が増える
ことなく、今日に至っている。 
 

• NAF (The National Arbitration Forum142) 
• ADNDRC (Asian Domain Name Dispute Resolution Centre143) 

 
いずれの機関も、ウェブサイトにて TDRP に関する情報の他に補則や書式等を掲載してい
る。なお、ADNDRCは北京、香港、ソウルの 3ヶ所に事務所を有するが、TDRPの紛争処
理を取り扱うのは北京事務所と香港事務所の 2ヶ所である。 
 
2007年 2月末日現在、いずれの紛争処理機関においても、これまでに TDRPに基づくドメ
イン名紛争があったことは確認できない。レジストラ移転をめぐるトラブルの対応に Policy 

                                                  
142 The National Arbitration ForumのTDRPに関するページ 

http://domains.adrforum.com/main.aspx?itemID=282&hideBar=False&navID=265&news=26 
143 Asian Domain Name Dispute Resolution Centre 

http://www.adndrc.org/adndrc/index.html 
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on Transfer of Registrations between Registrarsが奏功しているとも考えられるが、TDRP
が利用されていない理由は明らかではない。 
 
 
3-2-5 ccTLDにおけるドメイン名紛争 
 
その他、主要 ccTLDにおけるドメイン名紛争処理システムの概要は以下の通りとなってい
る。 
 
3-2-5-1 .au 
 
UDRPをモデルにした.AU Dispute Resolution Policy (auDRP)に基づいて処理されており、
手続きはWIPOを含む４つの紛争処理機関に委任している。UDRPは商標をベースにして
いるが、auDRPは人名等の申立者が権利を有する名称も保護の対象としている点が、UDRP
と auDRPの違いの一つとして上げられる。また、不正の目的は、ドメイン名の登録時また
は使用時のどちらかにあれば auDRPの適用対象になるとされている。 
 
3-2-5-2 .us 
 
USDRP がある。UDRP と異なる点としては、不正の目的はドメイン名の登録時または使
用時のどちらかにあれば USDRPの適用対象になることが上げられる。USDRPに基づくド
メイン名紛争は、American Arbitration Association （AAA）と NAFが扱っている。 
 
3-2-5-3 .kr 
 
.krドメイン名登録のThe General Terms and Conditions144の 12 項によると、Internet 
Address Dispute Resolution Policy（IDRP）に則りInternet Address Dispute Resolution 
Committee(IDRC)145が.krのドメイン名紛争の申立てを受理すると記されている。現在は、
Korean Internet address Dispute Resolution Committee (KIDRC)という名称で.krの唯一
の紛争処理機関であり、ADNDRCの事務所の 1つとなっている。 
 
3-2-5-4 .ch 
 
Rules of Procedure for Dispute Resolution Proceedings for .ch and .li Domain Names に

                                                  
144 http://domain.nida.or.kr/eng/policy.jsp 
145 http://www.idrc.or.kr/eng/index.htm 
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則り、WIPO のみにより紛争処理が行われている。適用されるルールは調停がモデルにな
っているため、その手続は UDRPのものとは異なる。例えば、申立てがあるとまず電話に
より調停が行われる。調停が不成立や被申立人側が応じない場合等は、申立人側は判断を

下すためのパネルの任命を求めることができる。また、申立人は、国家法上における知的

財産権の法的侵害を受けたことを立証しなければならない。 
 
3-2-5-5 .de 
 
登録契約上、紛争処理の制度を持たないため、当事者同士の和解が不可能な場合は国家法

により裁判所で処理することになる。 
 
3-2-5-6 .fr 
 
WIPO のみに一任。適用されるルールは、UDRP をモデルにしているが、商標以外にもそ
の他の知的財産権や諸権利を申立ての根拠として認めており、また、不正の目的はドメイ

ン名の登録時または使用時のどちらかにあれば適用対象と認められる。3人パネルを選択す
ることができない。 
 
3-2-5-7 .nl 
 
適用されるルールは、仲裁がモデルになっている。そのため、基本的に、申立てした後に

訴訟に持ち込むことができない。申立人は、紛争にかかるドメイン名が登録時あるいは使

用時に、申立人側の商標または商号を侵害していることについて立証しなければならない。

仲裁人は、紛争にかかるドメイン名の移転/取消しを命じることができる他に、被申立人に
対して、将来的にも類似のドメイン名を登録することや、申立人の仲裁費用の負担を命じ

たりすることができる。 
 
3-2-5-8 .uk 
 
UKDRP がある。UDRP をモデルとしているが、問題としているのは紛争にかかるドメイ
ン名の登録が「abusive registration（他害的な登録）」であるか否かで、「bad faith」とい
う用語を用いていない。これは、意味合いとしては「bad faith」に近いのかもしれないが、
実際にどのように運用されているのかについては把握し切れていない。 
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その他、WIPOにドメイン名紛争を委任している ccTLDは以下の通りである。 
 

表17： WIPOがドメイン名紛争を扱うccTLD146 
ccTLD 国名  ccTLD 国名 
.ac アセンション島  .md モルドバ 
.ae アラブ首長国連邦  .mw マラウイ 
.ag アンティグァ・バーブーダ  .mx メキシコ 
.am アルメニア  .na ナミビア 
.as アメリカンサモア  .nl オランダ 
.au オーストラリア  .nu ニウエ 
.bs バハマ  .pa パナマ 
.bz ベリーズ  .ph フィリピン 
.cc ココス諸島  .pk パキスタン 
.cd コンゴ  .pl ポーランド 
.ch スイス  .pn ピトケアン島 
.co コロンビア  .pr プエルトリコ 
.cy キプロス  .re レユニオン 
.dj ジブチ  .ro ルーマニア 
.ec エクアドル  .sc セイシェル 
.es スペイン  .sh セントヘレナ島 
.fj フィジー  .tk トケラウ諸島 
.fr フランス  .tm トルクメニスタン 
.gt グアテマラ  .tt トリニダーゴ・トバゴ 
.ie アイルランド  .tv ツバル 
.ir イラン  .ug ウガンダ 
.ki キリバス  .ve ベネズエラ 
.la ラオス  .ws サモア 
.li リヒテンシュタイン    

（以上 47ccTLD） 

                                                  
146 http://www.wipo.int/amc/en/domains/cctld/ 
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3-2-6 JPドメイン名におけるドメイン名紛争 
 
3-2-6-1 JPドメイン名におけるドメイン名紛争と 2006年の概況 
 
JPドメイン名の紛争処理は、社団法人日本ネットワークインフォメーションセンター（以
下、「JPNIC」という）が策定した JP-DRP および JP-DRP 手続規則により処理されてい
る。JP-DRP及び JP-DRP手続規則は、UDRP及び UDRP Rulesをモデルとし、2000年
7月 19日に策定され、同年 10月 10日施行された。 
 
JP-DRPの紛争処理手続きは、JP-DRP手続規則に基づき JPNICの認定した紛争処理機関
により行われる。2000年 8月、JPNICは工業所有権仲裁センター（2001年 4月に、組織
名を現在の「日本知的財産仲裁センター」に変更）と JPドメイン名に係わる紛争処理業務
を行なうことについて協定書の締結を行い、同年 10月の施行と共に同センターが第 1号の
認定紛争処理機関として JPドメイン名に関する紛争処理業務を開始した。現在も唯一の指
定紛争処理機関として、JP-DRP 及び JP-DRP 手続規則に基づくドメイン名紛争を処理し
ている。 
 
同センターにおけるこれまでの処理件数は、以下のとおりである。 
 

図6： 日本知的財産仲裁センターの処理件数 
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2005年は過去最多の 11件の申立てがあり、申立件数の絶対値として見れば 2006年は減少
している。ただ、2005 年には、1 登録者に対して大手 ISP8 社が共同で申立てを行った 8
件の事件（事件番号：JP2005-0003～JP2005-0010）が含まれていることに留意する必要
がある。 
 
なお、2005年の事件のうち 1件（事件番号：JP2005-0002）は、パネルの判断により 2006
年に入ってもなお係属中の状態が続いていたが、申立ての取下げにより 2006年 8月 31日
で手続を終了した。 
 
3-2-6-2 手数料 
 
JPドメイン名紛争処理手数料規則により以下のように定められている。 
 

表18： JP-DRPの手数料 
（税込） 

申立てにかかる 

ドメイン名の数 
1名パネル 3名パネル 

3  9 8,000 ドメインまで ¥18 ,000 ¥37

4 上 1ドメイン名につき、¥10,500追加 1ドメイン名につき、¥21,000追加 ドメイン以

 

金額を差し引いた額が払い戻される（同規則第 2条）。 

問が発生する場合については、審問手数料 1万 5000円を追加納付する（同規則第 3条）。

3-2-6-3 JPドメイン名紛争処理方針のため
 
JP 処理手続を行う際の細則を定めた「ＪＰドメイン名紛争処理方針のため

の手続規則の補則」は、日本知的財産仲裁センターのWebサイト内147 とができ

 
の中では、書類提出方法などの他、第 9 条にて申立書 び答弁書の字数制 が設

                                                 

UDRP に基づくドメイン名を処理する 3 紛争処理機関と比べて、金額設定にそれ程大きな
開きはない。申立てを取り下げる場合、センターがパネルを指名する前であれば、これら

の手数料のうち 3 万円を差し引いた額が、パネリスト指名後は、審理の進捗状況を勘案し
た

 
審

ただし、これまでに審問が行われたことはない。 
 

の手続規則の補則 

ドメイン名紛争

で確認するこ

る。

こ 及 限の規定

 
147 日本知的財産仲裁センターWebサイト（http://www.ip-adr.gr.jp/）内にて、次の階層を辿って確認でき
る。「D業務の詳細」→「６．JPドメイン名紛争処理」→「６．８ JPドメイン名紛争処理の規則等」 
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けられている（申立書のうち申立ての理由は 1 万字以内、答弁書は全体で 1 万字以内にて
作成されなければならない、とされている）。 
 

-2-6-4裁定結果の割合 

図7： JP-DRPにおける過去の裁定結果 

 
裁定結果を件数で表すと、過去の裁定（44件）のうち、38件が移転を命じ、残りは 4件が
取消し、2 件が棄却となっている。移転と取消しの割合を足すと 95％であり、圧倒的に申
立人側に有利な裁定結果となる傾向があることが見て取れる。これまでに棄却されたのは、

2004 年の申立て（事件番号：JP2004-0001、紛争にかかるドメイン名：enemagra.co.jp）
と 2006年の申立て（事件番号：JP2006-006、紛争にかかるドメイン名：rabiton.co.jp）の
2件となっている。 
 
 
 
 

                                                 

3
これまでの裁定結果（移転/取消し/棄却）の割合は以下の通りとなっている148。 
 
 

取消

棄却
5%

9%

移転
86%

 
148 取下げは 2006年末までに 4件あったが、それらは含まれていない。また、2006年末までに裁定が実
施された事件のみを含めている。 
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図8： JP-DRPにおける 2006年の申立ての結果 
 

 
2006年には 8件の申立てがあり、そのうち 2006年 12月末日時点での状況を見ると、移転
が命じられた裁定結果が 6件、棄却が 1件、係属中が 1件となっている。2006年も、前述
の過去の傾向と同様に、申立人に対して有利な結果で終わっている。 
 
なお、これまでは、UDRPの裁定に比して JP-DRPの裁定結果は圧倒的に申立人側に有利
結果となることが多かった。しかしながら、UDRP の指定紛争処理機関における 2006
の移転率を見て見ると、WIPOは 86.5%、NAFは 90.3%、ADNDRCは 92.9％、CPRは
れらよりも低く 63.6％となっており、JP-DRP に基づく裁定の結果が突出して申立人側
に有利であるとも言え そのものが多く

いため、1 件の差が割合の計算に与える影響が大きいため、2006 年の結果を趨勢として
捉え難い。 
 
3-2-6-5 パネリスト 
 
日本知的財産仲裁センター登録され、JPドメイン名紛争の解決に取り組むパネリスト候補
者の一覧および詳細は、同センターのWebサイト内149で確認することができる。現在、35

                                                 

な

年

こ

ない結果となった。ただ、JP-DRPの場合は、申立数
な

 
149 日本知的財産仲裁センターWebサイト（http://www.ip-adr.gr.jp/）内にて、次の階層を辿って確認でき
る。「D業務の詳細」→「６．JPドメイン名紛争処理」→「６．４ パネリスト」 

係属中
13%

棄却
13%

移転
74%
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名が登録されており、構成は次の通りである。 
 

弁護士 7名 
弁理士 7名 
弁護士および弁理士 14名 
大学教員 1名 
大学教員および弁護士 1名 
大学教員および弁理士 1名 
大学教員、弁護士および弁理士 1名 
大学院教員 2名 
大学院教員および弁護士 1名 

 
3-2-6-6答弁書提出割合 
 
これまで行われた裁定の答弁書提出割合と、2006年（2006年末までに裁定が下されたもの）
における答弁書提出割合は以下の通りである。 
 

図9： JP-DRPにおける答弁書の提出割合 

これまでの答弁書提出の割合

49%
答弁書提出あり

51%

答弁書提出なし
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226 

これまでの答弁書提出割合に比べて、2006年における提出割合は低かった。なお、これま

その問題に気付いたのは、 「JP-DRP裁定例検
専門家チーム」の検討によるものである。この専門家チームでそれまでの裁定例を検討

するきっかけとなったのは、JP-DRPと UDRPの勝敗率を比較した場合に、JP-DRPの方
が圧倒的に申立者側に有利な裁定が下りている率が高いという事実であった。JP-DRP は
UDRPをモデルとしているということは、判断基準などが UDRPに準ずるものであると想
像できるわけだが、実際は異なることに疑問を感じたことにはじまる。 

2006年

 

でに答弁書の提出がないケースは、単に提出期限までに提出されなかったものがほとんど

であるが、中には、登録者が裁判所に申立てを行ったため、当該ドメイン名に係わること

を裁判手続以外でコメントすることを差し控えるため、などの理由によるものも数件含ま

れる。 
 
3-2-6-7 JP-DRPの改訂 
 
UDRP及び UDRP Rulesをモデルとして策定された JP-DRP及び JP-DRP手続規則は、
2000年 10月に施行されて以降、6年余りが経過した。過去に数回の改訂があったものの、
それらは実質的な変更を伴うものではなく、基本的には策定時の内容でこれまで運用され

てきた。ところが、JP-DRP 及び JP-DRP 手続規則に基づき下されたこれまでの裁定結果
を見てみると、文書の改訂がなされなかったにも関わらず、策定時の理念とは乖離して運

用されるケースも見られるようになってきた。 
 

2004年 11月から 2006年 2月まで活動した
討

における答弁書提出の割合

出なし
75%

答弁書
25%
提出あり

答弁書提



 

 
同専門家チームでは、JP-DRPと UDRPとの裁定結果の違いを生み出す理由を探るために
裁定例の検討を行ったわけだが、その結果として、JP-DRPには策定当初に意図していた内
容とは異なって理解される余地を含んでいることにも気付くに至ったのである。 
 
そこで、そういった問題に対応すべく、JPNICでは 2006年 8月に DRP検討委員会を設立
し、JP-DRP及び JP-DRP手続規則の在り方について検討を行うこととなった。 
 
では、JP-DRP及び JP-DRP手続規則「策定時の理念」とは何であるのか。それは、JP-DRP
及び JP-DRP手続規則が手本とした UDRP及び UDRP Rulesの流れを汲んでいる。 
 
そもそも、UDRP及び UDRP Rulesは、なぜ策定されたのか。1999年 10月に ICANNに
おいて UDRP及び UDRP Rulesが策定された背景には、インターネットの飛躍的な発展・
普及に伴うドメイン名の役割の変化が影響している。ドメイン名は本来、インターネット

のいわば住所を表す識別子としての機能を持つに過ぎなかった。ところが、商取引にお

インターネットが利用されるよう につれ、ドメイン名は識別子としての機能の

みならず商業的な価値を有すると見なされるようになり、gTLDの利用においてはドメイン
名と商標を巡る紛争が国際的な問題に発展するケースが見られるようになった。 
 
ドメイン名を登録する行為そのものには法的な権利があるわけではなく、登録を希望する

メイン名が未登録であれば誰でもが先着順に登録することができる「先願主義」を採っ

イン名登録の原則の悪用が理由の 1 つとして上げられる。他人の商標等
と同一または類似したドメイン名を登録し、サイバースクワッティングと呼ばれる不正な

行為（商標権者に不当に高い額で転売を持ちかけたり、商標権者等を中傷するようなウェ

ブサイトのドメイン名として使用する等）が頻繁に発生するようになった。 
 
紛争処理手続には既存の裁判や仲裁といった手段もあったが、それらはドメイン名紛争の

解決手段としては煩雑で時間と費用が膨大にかかるなどの問題があり、使い勝手が良いと

は言えなかった。そこで、低費用・短期間・簡易な手続きで対応できるようにするために、

及び UDRP Rulesが策定されたのである。日々、膨大な数のドメイン名が登録され
め、個々の登録について詳細な審査を行うことは現実的ではない。そのため、あくま

でもドメイン名の登録は先願主義とした上で、不正の目的によるドメイン名の登録・使用

のみを対象として、移転もしくは取消しの申立てを行える仕組みとしたのが UDRP 及び
UDRP Rulesである。この特徴は、「ミニマル・アプローチ」と呼ばれており、JP-DRP及
び JP-DRP手続規則の特徴でもある。 
 

上

いて になる

ド

ており、このドメ

UDRP
るた
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つまり、今回の改訂では、策定時からの理念であるミニマル・アプローチを追求すべく、

策定当初に意図していた内容とは異なって理解される部分の見直しを行い、当事者・パネ

ルともに判断に迷う部分を最小にしようと試みたのである。 
 
006年度 DRP検討委員会を設立して以降、以下のスケジュールで改訂が行われた。 

   2007年 1月まで、7回の会議を開催し検討を行った。 

007年 2月 19日 意見募集締め切り 
2007年 2月 21日 DRP検討委員会にて JP-DRP最終改訂案を作成 
2007年 3月 9日  JPNIC理事会にて JP-DRP最終改訂案を承認 
 
改訂 JP-DRPは、2007年 6月 1日に実施の予定である。 
 
 

                                                 

2
 
2006年 8月  2006年度 DRP検討委員会を設立 

2007年 1月 23日 JP-DRP改訂案を公開 
JPNICのウェブサイト上にて、意見募集開始150

2

 
0 「JPドメイン名紛争処理方針等改訂案」に対するご意見募集のお知らせ

http://www.nic.ad.jp/ja/pressrelease/2007/20070123-01.html 
15
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第 1章 IPv4アドレスの消費状況と、枯渇に関する議論の動向 
 
1 IPv4アドレスの消費状況と、枯渇に関する議論の動向 
 
1-1 IPv4アドレス枯渇予測の歴史 
 
IPv4アドレスの枯渇予測は過去に何回も議論の対象となってきた。古くは 1994年にIETF
のALE(Address Lifetime Expectations)ワーキンググループによって、2008年±3年に枯
渇するという予測151がされたのを始めとして、2001年にはJawad Khaki氏が 2009年に枯
渇するとの予測を発表152、他にも様々な説があり、果たしてどれが妥当な予測なのか判断

に苦しむ状況であった。 
 
この状況は、2003 年にGeoff Huston氏が独自の予測を出した頃を境に変わり始める。
Huston氏は、RIRが公開しているIPアドレスの過去の割り振りデータ、及び自身が採取し
ているアドレス広報状況データを用い、独自の分析を行って、IANAの在庫アドレスの枯渇
は 2021年に到来するという予測を行った153。これまでの様々な予測とは異なり、アドレス

管理者としてのRIR(APNIC) に籍を置き、インターネットのパイオニアの一人でもある154

実績ある技術者が、それまでに蓄積された割り振りデータ、アドレス広報状況データを元

にした予想で根拠も明確に示されており、信頼の置ける予想として広く受け入れられた。 
 
しかし、その後 2004年、2005年と IPv4アドレスの割り振り量が伸びたのに伴い、Huston
氏はこの従来の予想を見直すこととなる。新たにこの 2 年の割り振りデータを根拠に加え
て計算したところ、2005 年 12月時点では 2013 年 1月に IANA の在庫アドレスの枯渇到
来するという結果となり、従来から 8年ほど枯渇予測時期が早まることとなった。 
 
この頃 Tony Hain氏も独自の計算を行い、IANA在庫アドレスの枯渇は 2009年から 2016
年頃と予測している。複数の信頼おける技術者の予想がほぼ同時期の枯渇を予測したこと

で、2010年代初頭の枯渇予測時期が信頼おけるものとして RIR関係者の間で語られるよう
になった。 
 
Huston氏はさらに、日々更新される割り振りデータを元に自身の枯渇時期予測を毎日自身

                                                  
151 http://www3.ietf.org/proceedings/94dec/ipng/ale.html 
152 http://www.jp.ipv6forum.com/2001/program/slides/K1.ppt 
153 http://www.potaroo.net/ispcol/2003-08/ale.html 
154インターネットのアーキテクチャ全般について責任を負い、IETFに対して大きな方向性を示す
IAB(Internet Architecture Board)のメンバーだったこともある。 
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のウェブサイト上155で更新している。2007年 3月 6日時点では、IANA在庫アドレス枯渇

消費ペースが落ちている兆しは今のところ見られない。

IANAから RIRへの割り振り状況を見ても、2004年には/8が 9個、2005年には 13個が割
り振られている。2006年には 10個とややペースが落ちたように見えるが、2007年には 1
月に早くも APNICへ 5個の/8が割り振られており、概ね年間で 10個の/8が消費し続けら
れている状況と言える。 
 
一方で実際にグローバルアドレスとして利用できる/8の、IANAにおける在庫数は 2007年
1月末現在で 49となっている。このまま年間 10個の/8が消費され続けるとすると、5年未

                                                 

時期は上記よりさらに早まっており、2012年 7月 15日とされている。 
 
1-2 IPv4アドレスの消費状況 
 
前項でも触れたが、IPv4アドレスの

満で在庫が無くなるということとなり、このことからも前項で見てきた枯渇予測が、少な

くとも的外れでないということは言えるだろう。 
 
ただ実際には、途上国のインターネットインフラ整備が今後どれだけ進むのか、先進国の

アドレス消費は頭打ちになるのか、使用されていないアドレスの回収がどれだけ進むのか、

また、枯渇間近の駆け込み需要がどれほどあるかなど不確定要素は多く、枯渇時期は前倒

しになる可能性もあれば、先に伸びる可能性も残っている。 
 
以下に参考として、2007年 1月末現在で IANA予約アドレスとされている IPv4アドレス
を示す。この空間には実際にはグローバルアドレスとして利用できない空間が含まれてい

る。グローバルアドレスとして使えないものにはその旨注記したので確認いただきたい。 
 

 
155 http://www.potaroo.net/tools/ipv4/ 
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アドレスブロック 利用状況、備考 

0.0.0.0 – 0.255.255.255 IANA予約空間。グローバルアドレスとしては利用不可。 

1.0.0.0 – 2.255.255.255 IANA在庫。利用可。（2 * /8） 

5.0.0.0 – 5.255.255.255 IANA在庫。利用可。（1 * /8） 

23.0.0.0 – 23.255.255.255 IANA在庫。利用可。（1 * /8） 

27.0.0.0 – 27.255.255.255 IANA在庫。利用可。（1 * /8） 

31.0.0.0 – 31.255.255.255 IANA在庫。利用可。（1 * /8） 

36.0.0.0 – 37.255.255.255 IANA在庫。利用可。（2 * /8） 

39.0.0.0 – 39.255.255.255 IANA在庫。利用可。（1 * /8） 

42.0.0.0 – 42.255.255.255 IANA在庫。利用可。（1 * /8） 

49.0.0.0 – 50.255.255.255 IANA在庫。利用可。（2 * /8） 

92.0.0.0 – 95.255.255.255 IANA在庫。利用可。（4 * /8） 

100.0.0.0 – 115.255.255.255 IANA在庫。利用可。（16 * /8） 

173.0.0.0 – 187.255.255.255 IANA在庫。利用可。（15 * /8） 

197.0.0.0 – 197.255.255.255 IANA在庫。利用可。（1 * /8） 

223.0.0.0 – 223.255.255.255 IANA在庫。利用可。（1 * /8） 

224.0.0.0 – 239.255.255.255 IANA予約空間（マルチキャスト）グローバルアドレスとして

は利用不可。 

240.0.0.0 – 255.255.255.255 IANA予約空間。グローバルアドレスとしては利用不可。 

 
 
1-3 IPv4アドレス枯渇に関する議論の動向 

3-1 日本国内での議論 
 
前項までの状況を受け、IPv4 アドレスの枯渇に対しどう準備するかの議論が始まりつつあ
る。JPNICでは 2005年 12月、インターネット運用に携わる国内の有識者による「番号資
源利用状況調査研究専門家チーム」を設立し、既存の枯渇予想の精査と現在の利用状況の

把握を行い、その内容を踏まえて、IPv4 アドレスが枯渇した時に向けて準備が必要と考え
られる事項について検討を行った。検討結果は「IPv4 アドレスの枯渇に向けた提言という
報告書にまとめられ、2006年 4月に公開156されている。この報告書は英語にも翻訳157され、

APNICのミーティング等で海外の関係者にも配布された。 

                                                 

 
1-

 
156 http://www.nic.ad.jp/ja/topics/2006/20060403-01.html 
157 http://www.nic.ad.jp/en/research/IPv4exhaustion_trans-pub.pdf 
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この報 事項が主張、提言されている

 
り振り・ おいて終了することは明ら

よって直 ーネットが終了する訳では

z しかし、新しい IPv4 アドレスが割り当てられないことから、IPv4 を基盤としたイン
止あ 。インターネットを利用す

事実 講じるべきである。 
に向け は、特に IPv6 インターネ
実施 れる。今後、ユーザに向け

ビス としたインターネット上の

なく

ン ーネットサービスプロバイ

の ネットを利用する企業ユー

ー 技術開発者など ーネット上のあらゆるプレ

枯 けた対応と、枯渇の後には必ず必要となる IPv6 イ
ンターネットへの準備を行うべきである。 

一方で「単なる IPv6への煽動だ」というような批判
IPv4 アドレスの枯渇への対策としては「IPv6 インターネットへの移行」「既割

ドレスの有効利用による IPv4インターネットの継続利用」「NAT技術による IPv4
の継続利用」などが考えられるが、少なくとも日本においては今のところ

インターネットへの移行」をどのように行うかの議論が先行していると言える。 

この提言を受け、2006 年 月に開催されたJPNICオープンポリシーミーティングでは、
IPv4 ス枯 対 題して会場の参加者を巻き込んだパネルディスカッションが

行われた このミーティングでの会場の意見を総合すると、IPv4アドレスの割り振りを
終了する時期を前もって決め、その時期をアナウンスすること、全てのIPv4 アドレスを割
り振り切らずに残しておくことなど、 乱を避け めのポリシーを議論、検討していく

必要があるとの方向で し 。この議事録は公開 されているのであわせて参

 

                                                 

告書では、以下の 。 

z IPv4 アドレスの割 割り当てはそう遠くない将来に

かであるが、これに ちに IPv4を基盤としたインタ
ない。  

ターネットの成長は停 るいは縮退していくことになる

るすべての者は、この を受け止め、必要な対策を順次

z IPv4 アドレスの枯渇 て、インターネットに関わる者

ットへの対応を検討・ することが急務であると考えら

て何らかの新しいサー を提供する場合は、 IPv4を基盤
みで提供されるのでは 、IPv6 を基盤としたインターネット上でも提供するべきで
ある。 

z IP アドレスを管理するイ ターネットレジストリ、インタ

ダー、インターネット上 各種サービス提供者、インター

ザ、一般ユーザ、ベンダ を含む 、インタ

イヤーは、IPv4 アドレス 渇に向

 
この提言に関しては賛同もあったが、

もあった。

り当てア

ターネットイン

「IPv6
 

12
アドレ 渇への 策と

158。

混 るた

収束 た 159 照いただ

きたい。

 

 
158 http://venus.gr.jp/opf-jp/opm11/opm11-program.html 
159 http://venus.gr.jp/opf-jp/opm11/jpopm11-minutes.html#080 
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1-3-2 海外での議論 
 
前項の活動を受け、JPNIC では IPv4 アドレス枯渇を混乱無く乗り切るためのポリシーを

する「IPv4 アドレス枯渇期ポリシー検討専門家チーム」を 2007 年 1 月に設立し、実
アドレスポリ

検討

際の シーの検討に入った。検討の結果、2007 年 2 月に開催される第 23 回

提案

 

APNICミーティングに「IPv4 Count Down Proposal」と題した新しいアドレスポリシー
を提出することとなった。提出されたポリシー提案は以下の通りである。 

IPv4 Count Down Policy Proposal 

じめに 

v4 アド

 
1. は

 
IP レスの枯渇が間近に迫ってきている。Geoff Huston 氏の最新予測

月 3
在の

いる

する

このような状況を踏まえ、本提案では IPv4アドレスの割り振りを「なるべく公平な形」

IPv4アドレス枯渇までの「早ければあと 5年」という年月は決して先のことではない。

いるにもかかわらず、実際に枯渇が近づいて来た際の割り振り様態については

PNIC を含むいずれの RIR ポリシーフォーラムでも全く議論がなされていない状況であ
る。このまま割り振り終末期のポリシーを何も決めないままだとどういう問題が生じるか、

以下に列挙する。 

(http://www.potaroo.net/tools/ipv4/)によれば、IANA poolの exhaustion dateは 2011年 5
1日、RIRの exhaustion dateは 2012年 7月 14日となっている（2007年 1月 6日現
予想）。また、Tony Hain氏も独立な予測式に基づき、ほぼ同様の枯渇時期を提示して
。これにより、現在の割り振り傾向が続けば早ければ 5年未満で IPv4アドレスが枯渇
と考えられる。 

で、「混乱を最小限に留めて」終息させるための考え方と具体的なポリシー例を示すもので

ある。 
ICANN/IANA および地域レジストリは IP アドレスを管理し、円滑に配布する責務があ
り、IPv4 アドレス枯渇対応についても関係者の調整を含め、スムーズな終息を目指すべき
である。 

本提案をはじめとする IPv4アドレス枯渇対応ポリシーに関する十分な議論に最低 1年、お
よび LIRの準備・移行期間を最低 2年とすると、今この時期に議論を開始する必要がある。 
 
2. 現在の問題 

 
 現在、割り振り可能な IPv4アドレスが早ければ数年後にも枯渇するという予測が各所で
なされて

A
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2-1 LIR 

LIRにおいてはそもそも IPv4アドレスの枯渇が切迫感を持って受け止められていないの

旨アナウン

スする必要があるが、この時期の計画も立てづらくなってしまう。 
新規で割り振られる IPv4アドレスが無くなってしまう以上、現状の技術では新たなイン
ラは IPv6アドレスベースで構築せざるを得ないが、上述のようにアドレス設計のやりな

り振りで少々の時間を稼いだとしても、その時点からインフラの IPv6化の検
を始めるのではかなりの拙速感があり、トラブルを招くリスクが大きい。 
 

 

2-

るが、ISP がユーザへ割り当てる IPv4 アドレスを持っておらず、IPv6 のサー
ビ

う危険性がある。 

が現状であり、このまま実際に枯渇に迫ってきてからようやく状況に気がつき、限られた

時間でアドレス設計のやり直しを行ったり、駆け込みで追加割り振り申請を行ったりと相

当の混乱が生じる可能性がある。場合によっては、同じ日に申請を行ったにもかかわらず

割り振りを受けることができないようなケースが生じることも考えられる。また、いずれ

は LIRから顧客へ割り当てる IPv4アドレスが無くなるので LIRは顧客へその

フ

おしや追加割

討

また、最後のブロックまで含めて全ての IPv4 アドレスを使い切ってしまうと、IPv4 と
IPv6 を共存させるトランスレータのようなサービス継続のために不可欠と思われる機器へ
のアドレス割り当てもできなくなってしまい、IPv6 への移行もできないという事態が生じ
かねない。 
 
2-2 RIR/NIR 
レジストリ側においても、割り振り終末期における申請、問い合わせの集中による稼働

増が生じ、スムーズな割り振りが妨げられる可能性がある。 
 

3 エンドユーザ 
 エンドユーザは原則として ISPからインターネットへの接続とともに IPアドレスの割り
当てを受け

スも提供できない場合、ユーザはその ISP のサービスを利用できないことになってしま
う。 
 また、割り振り終了期日が不明確だとエンドユーザにおいても IPv6への準備が滞ってし
ま

 
 
3. 提案による利点 

 
ここで提案する IPv4アドレス枯渇対応ポリシーを決定しておくことにより、以下のよう

なメリットが生じると考えられる。 
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3-1 LIR 
り振り時期が明確になるので、LIR においては計画的なアドレッシングを行うこ

と

 

対応を完了す

を持って割り振り終末期の対応を行うことができるため、LIR からエンドユ
ザへの IPアドレス割り当てが滞る危険が減り、エンドユーザは継続して LIRからサービ

けることができる。また、LIR 同様割り振り終了期日が明確になることで、

v4 アドレスの双方が円滑に
保される。 

れば良いか、IPv6 アドレスへの切り替えをどう行うか等の検討を行う時間的余裕を

。 

 
4.

IPv4 アドレス枯渇対応を議論するにあたり、まずは基本的な下記４つの原則について合

 最終割

が可能となる。後述の通りある程度のブロックを残して通常の割り振りを停止すること

により、通常の割り振り終了後でもそのアドレスを用いてクリティカルインフラへの IPv4
アドレス割り振り／割り当てを受けることが出来る。これにより、万一将来的にグローバ

ルインターネットを支える上で不可欠となる機器・ネットワークに対して IPv4アドレスの
割り振り、割り当てが必要となった場合にも対応できる。 
 
3-2 RIR/NIR 
予め最終割り振り時期を告知し、その日までに行われた申請についてはその時点のポリ

シーに合致する限りにおいて割り振りを行うことを保証することにより、LIR、エンドユー
ザの混乱、不公平感を招かずに最後の割り振りを行うことができる。また、RIR 統一のポ
リシーとするので、地域的な偏り、不公平感を排除することができる。IPv6
る時期の目安が明確になるので、それに向けた準備も進めて行くことができる。 
 
3-3 エンドユーザ 
 LIR が余裕
ー

スの提供を受

それに向けた IPv6対応の計画ができる。加えて、LIRにおける割り振り終末期対応によっ
て、IPv6 コネクティビティ、割り振り終末期に必要となる IP
確

 
以上の通り当事者において重要なメリットが生じるため、早期に枯渇期におけるアドレ

ス割り振り様態の議論を開始し、IPv4 アドレス枯渇に対する認知度を上げたうえで枯渇ま
でのロードマップを明確に示し、LIR においていつ頃までにアドレス設計、申請を行うよ
うにす

確保し、IPv6 アドレスへのスムーズな移行を図ることがインターネットの安定を損なわな
いためにも必要である

 
 
4. 提案 

1 原則的な事項 
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意をとりたい。 

ICANN ASOや NROのリーダーシップのもと、5つの RIRでボトムアップで議論を行
い、互いの議論が上手に調整される必要がある。 

いう期日

設定することが、この混乱を避ける適切な策だと考えられる。 
IPv4アドレスの割り振り・割り当てがどうしても必要なケースがいく

) 最後の割り振りまでは現行のルールを維持する 
割り振り停止の時までは、基本的に現行ポリシーの延長で割り振りを継続するべきであ

ると考える。今や IPv4インターネットは多くのビジネスを支えて社会インフラに成長して
きたため、現行ポリシーを１、２年で大幅に節約型に変えることは、逆に大きな混乱を招

き、実質的に困難であると考えられる。この点については 5章で再度取り上げる。 
 
(4) 割り振り（割り当て）済みアドレスブロックの回収は別議論とする 
既に割り振り・割り当て済みで、使われていないアドレスブロックを回収することは重

なポイントであり、実際、今までも各地域レジストリを中心に議論が行われ、対応も取

ている。ただし、/8 が数個返却されるだけでは枯渇時期への影響は 1 年未満しか
ないこと、更なる回収努力にはかなりの時間がかかることなどから、本提案とは独立に対

である。 
 
4.

 
(1) IPv4アドレス枯渇対応は 5 RIRにおいて同時に進める 

IPv4アドレス枯渇対応はすべての RIRにおいて同時に進めるべきである。 
単に異なる地域の LIR 間を公平にしようというだけでなく、それまで割り振りを受けた

RIRとは別の RIRから割り振りを受けようと試みるなどの混乱が起こらないようにするた
めである。 

 
(2) すべての/8ブロックを割り振りきらずに、いくつかのブロックを残す 

IPv4 アドレスブロックは最後のピースまで割り振れると考えるのは現実的ではない。い
わゆる「タッチの差」で割り振りが受けられたり、あきらめざるをえなかったりするとい

うのは混乱を招くだろう。「この日までに申請をすれば割り振りを受けられる」と

を

また、将来的にも

つか考えられる。たとえば、IPv4-IPv6ネットワークのトランスレータサービスを開始した
いという要求には応えるべきであるし、現在想定できないような必要性が枯渇後に出てこ

ないとも限らない。 
以上の理由から、すべての IPv4アドレスブロックを割り振るのではなく、それなりの数

のブロックが残るように、現行ルールでの割り振りを停止する期日を設定するべきである。 
 
(3

要

られてき

応を考えていくべき

2 具体的な提案 
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上記 4.1の基本的な事項が合意された場合の、具体的な提案内容を例示する。 

・割り振り停止日およびアナウンス開始日の決定 

 

とする 
+ この日をもって、以下「T-date」がいつになるかを RIR はアナウンスしなければ

 
※A-date時点においてはポリシー変更を行わない 

 
- T-date (Termination Date) ： 

間に想定以上の消費が行なわれた場合、その時点で T-dateを前倒し

T-dateにおいて、RIRからの新規割り振り・割り当てを原則停止する。T-date以降の「ク
リティカルインフラ」に対する割り振り／割り当ては、別途ポリシーで定めるものとする。 

  

・ 原則割り振り停止までの猶予期間／IPv6準備期間とする 
ことによりわずかなタイミングの違いで割り振りを受けられないなど

 

原則割り振りを停止する日付を決定し、それをその日付の一定期間前にアナウンスする。

アナウンス日を”A-date”, 原則割り振り停止日を”T-date”とし、この２つの日付を以下のよ
うに決める。

- A-date (Announcing Date) ：  
+ IANAのプールが「30 * /8」を切った日付

ならない。 

 + A-date(IANAのプールが「30*/8」を切った日付)から 2年後 
 + 最終的に 10*/8程度のブロックを残すこととし、現在の割り振りペースから判断し、

A-dateから T-dateの間を 2年間とする 
 + 但し、2年間の

することもあり得る 
 
※

 
 

                現行ポリシーによる割り振り                 原則割り振り停止 

 現在                     A-date      2年間      T-date 
                 (IANAプールの/8が         

                     30以下となった時) 
 
A-dateの日付を設ける意味は次のとおり。 
 

・ 期日を明示する

245 



 

の LIR間の不公平感をなくす 
 

A-dateを「IANAプールが 30*/8を切ったとき」とした理由は以下の通りである。 
 
20

/8 
 20
 200

200
13*/8 

 2006年：10*/8 

200 年以降の傾向ではほぼ 1年に 10*/8のペースだが、駆け込み需要等のことを考慮す
ると 進むものと思われる。IANAにも最小限のプールは残
して 値を切った時から 2
年間

当てを行うためのアドレスを確保させることとする。 
 
 
.3 APNICメンバー/NIRへの影響 

 
 APNICメンバーにおいては割り振り停止の予定日を確実に把握し、それに向けた自社内
での対応が求められる。 
 NIRは APNICと歩調を合わせ、NIR配下の LIRへの割り振りを停止することとなる。

知を図ること

が必要である。 
 

00年以降、IANAから RIRへの割り振り量は以下の通りとなっている。 
 2000年：4*/8 
 2001年：6*

02年：4*/8 
3年：5*/8 
4年：9*/8 

 2005年：

 
4
、これよりも早いペースで消費が

おいた方が良いと思われるため 30*/8 を閾値として設定し、この
で割り振りを原則停止させ、IANA/RIR にクリティカルなインフラへの割り振り/割り

4

従い、APNIC 同様、NIR は配下の LIR へ割り振り停止日について十分に周

 
本提案は、2007年 3月 1日の APNICポリシーSIGにおいて議論された。会場からの意見
としては、以下のようなものが挙げられる。 
 
z のではないか。 
z 在禁止している IPアドレスの移管をポリシーで認めるようにすれば、必要な組織に

人為的に IPv4アドレスの寿命を短くしている
現

アドレスが移管されるのではないか。 
z 枯渇に伴って起こることが予測される IPアドレスの売買に備え、RIRで IPアドレス
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取引市場の仕組みを整備して提供するべきではないか。 
z 経済原理に基づくとほとんどの ISP が IPv6 への移行を進めるよりも IPv4 での NAT

 この提案を採用することによって、独占禁止法(Anti-Trust Law)に抵触する恐れがある

ングの場では IPv4アドレスの枯渇が起こるにつれ IPv6への移行が起こ
ると予想している人は少数派で、逆に IPv4アドレスを使い続けようとする立場からの意見

ある。 
 
質疑応答を経て、提案事項の中の原則事項に対し会場の賛否を問うた結果、「IPv4アドレス

において同時に進める」、「最後の割り振りまでは現行のルールを維持す

」、「割り振り（割り当て）済みアドレスブロックの回収は別議論とする」の 3 点におい
ては概ね賛成を得た。しかし、「全ての IPv4 アドレスを割り振ってしまうことはせずに、
残しておく」、「前もって割り振り終了日を決め、告知する」の 2 点は、いずれも反対する
声が強かった。結果、本提案は会場の同意を得られず、引き続きメーリングリスト上で議

論が継続されることとなった。 
 
提案は JPNICから ARINにも提出されていたが、3月に ARINの ACから独占禁止法へ
抵触の恐れがあることを理由に一旦却下された。しかしその後 Petition（請願）のプロセ

Nのメーリングリスト上で、IPv4の枯渇後使われるの
本当に IPv6なのか、IPアドレスの市場取引の是非等、非常に活発な議論が行われている。 

レスの枯渇に際して何らかのポリシーを議論しなくてはいけない

という認識が RIR 側にあるということは本提案の議論の中で明らかになってきている。
APNIC事務局長の Paul Wilson氏からは、2007年は全ての RIRで IPv4アドレス枯渇へ
の対策を議論することになるだろうとのコメントもあった。また、RIRの集合体であるNRO
は、IPv4アドレス枯渇に対する見解表明書(Position Paper)を出す予定で作業が進んでい
との情報もあり、2007年も引き続きこの話題が大きく取り扱われるであろうことは想像

 

を続けるのではないか。 
z

のではないか。 
 
総じて、ミーティ

が多かったようで

枯渇対応は 5 RIR
る

本

の

スにかけられ、3月 19日現在、ARI
は

 
しかし、総じて IPv4アド

で

る

に難くない。 
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第 1章 TLD毎のドメイン数等、ドメイン名に関する各種統計資料 
 
1-1 gTLDレジストラ間のマーケットシェア状況 
 
現在のレジストリ・レジストラモデルは、1999 年 4 月にICANNが共有レジストリシステ
ム（Shared Registry System: SRS）でのテストベッドレジストラ 5社を選定したことに始
まり、その後本格運用に入ったのであるが、ICANNが認定するレジストラの数は年々増加
しており、2007年 2月 28日現在では 863社に上っている160。（そのうち、日本国内のレジ

ストラは 8社。） 
 

gTLD レジストラの数 参照 URL 
.com/.net 814社   http://www.verisign.com/information-services/ 

naming-services/com-net-registry/page_002166.html 
.org 245社   http://www.pir.org/GetAORG/RegistrarList.aspx 

.info 240社   http://www.nic.info/register/find/alphabetical 

.biz 196社   http://www.neulevel.biz/partners/registrars.html 

.name 185社   http://www.nic.name/registrarlist.html 

.aero 13社   http://www.nic.aero/registrars.php 

.coop 7社   http://www.nic.coop/registrarlist.asp 

.museum 4社   http://musedoma.museum/registrars.html 

.pro 14社   http://www.registrypro.pro/partners/findreg.php 

.jobs 20社   http://www.goto.jobs/registrars.asp 

.travel 38社     http://www.tralliance.info/registrars.htm 

.cat 10社     http://www.domini.cat/en_registrar.html 

.mobi 123社     http://pc.mtld.mobi/switched/findaregistrar.html 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
160 ICANN認定レジストラ一覧： http://www.icann.org/registrars/accredited-list.html 
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1-2 レジストラ別ドメイン名登録数一覧 
 
レジストラのマーケットシェア状況については、各レジストリが ICANNに提出する月間報
告書に記載されているレジストラ別ドメイン名登録数一覧を以下に添付する。（主要 gTLD
のみ） 
 
● .com/.net レジストラ別ドメイン名登録数一覧（2006年 10月時点） 
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● .orgレジストラ別ドメイン名登録数一覧（2006年 10月時点） 
 

Registrar Name 

Total 

Domain 

Names 

#1 Domain Names International, Inc. dba 1dni.com 463

@Com Technology LLC 1478

000Domains, LLC 9864

007 Names, Inc 1163

12 Register BV 874

123 Registration, Inc. d/b/a 123registration.com 460

1-877NameBid.com, LLC 77

1stDomain.Net, a division of G+D International LLC 750

A Technology Company, Inc. dba namesystem.com 371

AAAQ.com, Inc. 19094

Abacus America, Inc dba Names4Ever 30080

ABR Products Inc. dba Misk.com 3975

Active 24 ASA 13587

Address Creation 694

Advanced Internet Technologies, Inc. (AIT) 11923

Advantage Interactive Ltd. 3448

Aim High!, Inc. dba Registry Systems 376

ALANTRON BLTD 95

Alfena LLC 77

Alice's Registry, Inc. 122

AllGlobalNames, S.A. dba Cyberegistro.com 1021

Allindomains, LLC 4667

America Online, Inc. 1529

ANO Regional Network Information Center dba RU-CENTER 1387

Anytime Sites, Inc. 98

Apex Registry, Inc. 187

Arsys Internet, S.L. dba NICLINE.COM 17536

AsadaI, Inc 173

Ascio Technologies, Inc. - Denmark 25546
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Registrar Name 

Total 

Domain 

Names 

AW Registry, Inc. 1685

BB Online UK Limited 2366

Beijing Innovative Linkage Technology Ltd. dba dns.com.cn 10749

Belgiumdomains, LLC 118987

Best Registration Services, Inc. dba BestRegistrar.com 600

Bizcn.com, Inc. 5840

Blue Fractal, Inc. 340

Blue Razor Domains, Inc. 8603

Blueberry Hill Communications, Inc. d/b/a 4Domains.com 2938

Bottle Domains, Inc. 622

Brandon Gray Internet Services Inc. dba Namejuice.com 8642

Bumper Jumper Inc. 1

CADiware AG 692

Capitol Domains, LLC 129377

Catalog.com 3958

Cheapies.com, Inc. 69

Computer Data Networks dba Shop4domain.com and Netonedomains.com 78

CORE Internet Council of Registrars 30077

Corporate Domains, Inc. 2574

CPS-Datensystems GmbH 105

Crisp Names, Inc. 1

Cronon AG Berlin, Niederlassung Regensburg 60232

CSL Computer Service Langenbach GmbH d/b/a joker.com 50811

Cvo.Ca 23

Cydentity, Inc. dba Cypack.com 853

Deutsche Telekom AG 8224

Direct Information Pvt Ltd dba PublicDomainRegistry.com 124367

Domain - IT!, Inc 1113

Domain Contender, LLC 53133

Domain Monkeys, LLC 366

Domain Name Inc. 619
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Registrar Name 

Total 

Domain 

Names 

DomainPeople, Inc. 13758

Domain Registration Services, Inc. dba dotEarth.com 2760

Domain The Net Technologies Ltd. 437

DomainCentre.ca Inc. 23

Domaindoorman, LLC 127036

Domaininfo AB, aka domaininfo.com 3913

DomainMarketPlace.ca Inc. 33

Domainplaza.ca Inc 148

DomainRegistry.com Inc. 993

Domain Only, Inc 11

Domains2be.com Inc. 20

Domainscostless.ca Inc 71

DotAlliance Inc. 4

DotForce Corp. dba DotForce.com 8

Dotregistrar.com 59602

Dotster, Inc. 78704

DSTR Acquisition PA I, LLC dba DomainBank.com 11104

Dynadot, LLC 1648

Dynamic Network Services, Inc. 1

easyDNS Technologies 5010

Easyspace Limited 11813

eBrandSecure, LLC 250

ELB Group Inc. 492

Enameco, LLC 1309

Encirca Inc. 129

Enet Registry, Inc. 23

Enetica Pty Ltd 1097

eNom, Inc. 317964

eNom401, Incorporated 114150

Entorno Digital, S.A. 77

EPAG Domainservices GmbH 2586
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Registrar Name 

Total 

Domain 

Names 

EstDomains, Inc. 12805

Everyones Internet, Ltd. 962

Extreme Domains.ca Inc. 27

Fabulous.com Pty Ltd 20189

Falcon Zone, Inc. 2

FastDomain Inc. 2050

Fiducia LLC, Latvijas Parstavnieciba 15

Firstserver, Inc. 1082

Fortune Internet Inc. 6

Funpeas Media Ventures 413

Future Media Network K. K. 20

Gabia, Inc. 6605

Gal Communication (CommuniGal) Ltd. 5797

Gandi SARL 56868

GKG.NET, INC. (Formerly GK Group L.L.C.) 15725

Globedom Datenkommunikations GmbH, d/b/a Globedom 1040

GMO Internet, Inc. dba Onamae.com and Discount-Domain.com 14908

GoDaddy Software, Inc. 930989

Gotnames.ca Inc 45

HANGANG Systems, Inc. dba Doregi.com 3320

HiChina Web Solutions Limited 1290

Hyperstreet.com, Inc. 135

I.D.R. Internet Domain Registry LTD. 64

Ignitela LLC 86

In2net Network, Inc. 8620

INAMES Co. Ltd. 3065

Initials Online Limited 260

InnerWise,Inc. d/b/a ItsYourDomain.com 25795

Intercosmos Media Group, Inc. 125305

Interdomain S.A. 5947

Interdominios, Inc. 1
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Registrar Name 

Total 

Domain 

Names 

Internetters Limited 3617

IP Mirror Pte Ltd dba IP Mirror 230

IPNIC, Inc. 1610

Key-Systems GmbH 74775

Korea Information Certificate Authority, Inc. dba DomainCA.com 362

Ladas Domains LLC 166

livedoor Co., Ltd. 106

MarkMonitor Inc. 22272

Melbourne IT Ltd trading as Internet Names Worldwide 283818

Moniker Online Services LLC dba Moniker.com 57464

Mouzz Interactive Inc. 294

Name Intelligence 1

Name.com LLC 1570

Namebay 9538

NamesBeyond.Com 927

NameScout Corp. 8288

Namesdirect.com, Inc. 27844

Namesecure L.L.C. 24242

Nameview Inc. 2724

Net 4 India Limited 2002

NetBenefit plc aka NetNames 17142

Netdorm, Inc. dba DnsExit.com 398

Netpia.com, Inc. 5034

NetraCorp LLC dba Global Internet 10

NetTuner Corp. dba Webmasters.com 694

Network Solutions, LLC 651000

New Dream Network, LLC 17086

Nictrade Internet Identity Provider AB 482

NJ Tech Solutions Inc. dba Expertsrs.com 514

Nominalia Internet S.L. 6982

Nordnet 7822
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Registrar Name 

Total 

Domain 

Names 

Nordreg AB 42

Omnis Network, LLC 8049

Online SAS 6367

OnlineNIC, Inc. 63406

OVH SARL 28919

PacNames Ltd. 2194

pair Networks, Inc. dba pairNIC 10419

Parava Networks, Inc. dba RegistrateYa.com and nAAme.com 4700

PocketDomain.com, Inc. 308

PrimeDomain.ca Inc. 33

Primus Telecommunications (Aust) Pty Ltd 9149

PSI-Japan 1542

PSI-USA, Inc. dba Domain Robot 48965

QuantumPages Technologies Pvt. Ltd. d/b/a OwnRegistrar.com 19

R. Lee Chambers Company LLC d/b/a DomainsToBeSeen.com 140

Rebel.com Services Corp 376

Register.com, Inc. 216391

REGISTER.IT SPA 12710

RegisterFly.com, Inc. 14968

RegisterNames.com, LLC 184

Registration Technologies, Inc. 9067

ResellerSRS Inc dba 5

Rockenstein AG 417

SafeNames Ltd. 2337

Schlund + Partner AG 214961

Secura GmbH 964

Signaturedomains, LLC 2848

Spot Domain LLC dba Domainsite.com and Name.com 17411

Stargate Holdings Corp. 9168

The Registry at Info Avenue, dba IA Registry 2934

TheGreatDomain.ca 79
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Registrar Name 

Total 

Domain 

Names 

TierraNet Inc. DBA DomainDiscover 48034

Tiger Technologies LLC 350

TLDs L.L.C. d/b/a SRSplus 23754

Today and Tomorrow Co., Ltd. 1219

Todaynic.com, Inc. 807

TotalRegistrations dba Total Web Solutions 5091

TPP Domain Pty Ltd. Dba TPP Internet 63

Transecute (I) Pvt Ltd 1039

Tucows Inc. 466776

Tuonome.it.srl 1001

Universal Registration Services, Inc. dba NewDentity.com 214

Visesh Infotecnics Ltd 928

Web Commerce Communications Limited dba WebNic.cc 6293

Webagentur.at Internet Services GmbH 14476

Whoistoolbar Corp. 25

Wild West Domains, Inc. 124441

Wooho T & C Ltd., dba rgnames.com 516

Worldnames.ca INC 45

Xin Net Technology Corporation 13648

Yenkos LLC 88

Yesnic Co., Ltd. 6140
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● .infoレジストラ別ドメイン名登録数一覧（2006年 10月時点） 
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● .bizレジストラ別ドメイン名登録数一覧（2006年 10月時点） 
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● .aero レジストラ別ドメイン名登録数一覧（2006年 9月時点） 
 

 

 
 
 
 
● .museumレジストラ別ドメイン名登録数一覧（2005年 12月時点） 
 

 

※.museumのゾーンに登録されているが、公認レジストラの管理下に移っていないドメイ
ン名を含めた登録総数は 2855 
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● .coopレジストラ別ドメイン名登録数一覧（2006年 10月） 
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● .proレジストラ別ドメイン名登録数一覧（2006年 10月時点） 
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● .nameレジストラ別ドメイン名登録数一覧（2006年 10月時点） 
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● .travel ス ン名登録数一覧 年 10月時点） 
 

レジ トラ別ドメイ （2006
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● .catレジストラ別ドメイン名登録数一覧（2006年 10月時点） 
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● .mobiレジストラ別ドメイン名登録数一覧（2006年 10月時点） 
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1-3 ccTLD別ドメイン名登録数一覧161（2007年 2月時点） 
 

  ccTLD 国／地域   登録数 

1 de ドイツ Germany 10,422,702 

2 uk イギリス United Kingdom 5,522,104 

3 eu 欧州連合 European Union 2,489,027 

4 nl オランダ Netherlands 2,226,935 

5 cn 中国 1,803,393 China 

6 it イタリア Italy 1,303,018 

7 us アメリカ合衆国 United States 1,185,403 

8 be ベルギー Belgium 1,074,369 

9 br ブラジル Brazil 1,035,909 

10 ch スイス Switzerland 903,669  

11 jp 日本 Japan 889,456 

12 au オーストラリア Australia 822,481 

13 ca カナダ Canada 789,921 

14 dk デンマーク Denmark 765,808 

15 fr フランス France 733,399 

16 at オーストリア Austria 709,734 

17 kr 大韓民国 Korea, Republic of 706,340 

18 ru ロシア連邦 Russian Federation 662,203 

19 cc ココス諸島 Cocos (Keeling) Islands 581,147 

20 se スウェーデン Sweden 578,800 

21 pl ポーランド Poland 577,761 

22 es スペイン Spain 521,207 

23 ar アルゼンチン Argentina 479,549 

24 tv ツバル Tuvalu 473,168 

25 tw 台湾 Taiwan 332,022 

26 no ノルウェー Norway 312,099 

27 cz チェコ Czech Republic 288,619 

28 hu ハンガリー Hungary 280,000 

29 ws 西サモア Western Samoa 253,029 

                                                  
161 登録数が公表されていないccTLDは除く。 
また、登録数データは各レジストリの公開データに基づく（レジストリによる公開データが存在しない

ccTLDは一般の統計情報に基づく）。 
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30 ua ウクライナ Ukraine 233,367 

31 nz ニュージーランド New Zealand 209,927 

32 mx メキシコ Mexico 177,875 

33 fi フィンランド Finland 129,077 

34 hk 香港 Hong Kong 109,777 

35 in イ 00,000 ンド India 1

36 tr トルコ Turkey 97,066 

37 my マレーシア Malaysia 79,926 

38 sg シンガポール Singapore 67,051 

39 ie アイルランド Ireland 65,346 

40 li リヒテンシュタイン Liechtenstein 42,947 

41 si スロベニア Slovenia 40,197 

42 hr クロアチア Croatia (Hrvatska) 35,204 

43 lu ルクセンブルク Luxembourg 24,376 

44 co コロンビア Colombia 16,760 

45 pe ペルー Peru 16,031 

46 is アイスランド Iceland 16,000 

47 uy ウルグアイ Uruguay 11,338 

48 sa サウジアラビア Saudi Arabia 8,807 

49 vn ベトナム Viet Nam 7,644 

50 tn チュニジア Tunisia 5,706 

51 cr コスタリカ Costa Rica 5,442 

52 py パラグアイ Paraguay 4,940 

53 bg ブルガリア Bulgaria 4,894 

54 ba ボスニア・ヘルツェゴビナ Bosnia and Herzegowina 3,975 

55 ni ニカラグア Nicaragua 3,432 

56 mt マルタ Malta 2,691 

57 ps パレスチナ Palestinian Territories 2,566 

58 jo ヨルダン Jordan 2,529 

59 mo マカオ Macau 1,726 

60 mc モナコ Monaco 1,268 

61 re レユニオン Reunion 925 

62 bb バルバドス Barbados 884 

63 an オランダ領アンティル Netherlands Antilles 575 

64 bt ブータン Bhutan 84 
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第 2章 国毎の IPアドレス割当量等、IPアドレスに関する各種統計資料 

では自身の行った割り振り、割り当ての情報をインターネット上に

開している。この章で掲載する統計は、その公開資料を集計したものである。 

b/stats/afrinic/ 
APNIC：http://ftp.apnic.net/pub/stats/apnic/ 
ARI
LACNIC：ftp://ftp.lacnic.net/pub/stats/lacnic/ 
RIPE NCC：ftp://ftp.ripe.net/ripe/stats/ 

 
また、IPアドレス管理の根幹を担う IANAでも同様に、RIRへの割り振り状況や未割り振
り空間を公開している。公開箇所は、以下の通りである。 

 
IANA：http://ftp.apnic.net/stats/iana/ 

 
ここでは上記で提供されている情報をもとに統計をまとめた。なお、本章で集計した統計

は全て 2007年 1月 31日現在のデータを使用した。 
 

 
IP アドレスの管理原則の一つに、「登録」というものがある。これは、「インターネットア
ドレス空間の割り当てと割り振りは、インターネットコミュニティの全メンバーがアクセ

ス可能な、公開されているレジストリデータベースに登録されなければならない」という

原則を表している。 
 
この原則に従い、RIR
公

公開資料の保存箇所は以下の通りである。 
 

AfriNIC：ftp://ftp.afrinic.net/pu

N：ftp://ftp.arin.net/pub/stats/arin/ 
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2-1 IANAからの IPアドレス分配状況 

ANA から RIR へ割り振った IPv4 アドレスのうち、RIR 内で在庫として未割り振りのも
のも相当ある

 
特定用途用予約アドレスは、プライベートアドレス用やマルチキャストアドレス用に予約

されているアドレスであり、RIR/NIR を通じて割り振りを受けるグローバルアドレスとし
ては使えない。従い、IANAに残されている、通常にグローバルアドレスとして利用できる
IPv4アドレスの在庫は、残り 50個の/8ということになる。これは IPv4アドレスの総数の
19.5%にあたる。 
 

図10： IANAからの分配状況 – IPv4アドレス 

 
2-1-1 IPv4アドレス 
 
この項では、IPv4アドレスの管理の大元である IANAから RIRに対し、IPv4アドレスが
どの程度既に割り振られたかの統計を示す。 
 
I

ということに留意されたい。 

AfriNIC, 1

LACNIC, 4

RIPE NCC, 22

APNIC, 24

ARIN, 26
特定用途用予約,

35

RIR/ユーザへの
個別小規模割り振

り, 50

歴史的割り当て -
クラスA, 44

未割り振り空間,
50

単位：/8 (合計256個)
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2-1-2 IPv6アドレス 
 
全 IPv6 アドレスのうち、グローバルユニキャストアドレスとして RIR を通じエンドユー
ザに割り当てが行われているアドレスは 2000::/3 であり、これは全 IPv6 アドレス空間の
12.5%にあたる。このアドレス空間から、IANAから RIRへ順次割り振りが行われている。 

図11： IPv6アドレス全体の分配状況 
 

 

特定用途用

ス
13%

アドレス空間
1%

グローバル
ユニキャストアドレ

未割り振り空間
(IETF予約)
86%
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また、グロー 下の図

通りである。これを見ても明らかであるが、RIRへ割り振られた IPv6アドレス量は全体
るとまだ ある。 

図12： IPv6グ キャストア 状況 

バルユニキャストアドレスの、IANA から RIR への割り振り状況は以
の

から見 わずかで

 
ローバルユニ ドレスの分配

 

未割り振り空
99.00%

間

APNIC
0.20%

IC
0%

IN
%

LACNIC
0.20%

 NCC
20% 定用途

0.01

AfriN
0.2

AR
0.20

IANA予約
0.00%

RIPE
0. 特 用予約

%
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2-2 IANAからの AS番号分配状況 

項 レス管理の大元で A にどの程度割り

を 示す統計は、IANA Rへの割り振りの統計であり、実際に
の 数残っているという た

、 より今までの 2バ 番号 え AS番号
ま は、両者の分配状

NAから 況 ト AS番号 

 
この では、IPアド ある IAN から AS番号が既 振られ

たか 示す。ここで から RI は RIR
内で 在庫が相当 ことに注意され い。 
 
また 2007年 1月 イト AS に加 、新たに 4バイト の分配

が始 った。ここで 況を別々に示すこととする。 
 

図13： IA の AS番号分配状  – 2バイ
 

LACNIC, 1,024

AfriNIC, 1,024

定

号, 2

NIC, 4,609

E NCC 13,186

, 23,164

特 用途用AS番
号, 1,025

未割り振りAS番
1,504

AP

RIP , 

ARIN

単位：個 （合計 65,53

 

 
 

6）
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図14： IANAからの AS番号分配状況 – 4バイト AS番号 
 

APNIC, 1024

Afr IC, 1,02 024

未割り りA
号 ,8 1

LACNIC, 1,024

 1,024
番号,
37

iN 4 ARIN, 1,

振 S番
, 4,294 3 ,103

RIPE NCC,
予約AS
65,5

単位：個
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2-3 RIR別の IPアドレス分配状況 

で 際に LIR、エンドユーザに対してどれほど IPアドレスを割り振り（も
は割り当て）を行っているかの統計を示す。この数字は、各 RIRが実際に割り振り（割

り当て）を行ったもののみを集計しているため、前項（項番号示す）で示した RIR 毎の数
字とは一致しない。 

 I
 
IPv4 アドレスでは、2.1.1 で「歴史的割 及び「 ユーザへの個別小規模割り振

り」として集計されたアドレスの多くが現在では ARIN 管理となっているため、ARIN が
突出して割り当て量が多くなっている。 
 

LIR、ユーザへの v4アドレス割り振り総量比率 
 

 
ここ は、各 RIRが実
しく

 
2-3-1 Pv4アドレス 

り当て」 RIR/

図15： RIRから IP

AfriNIC
1%LACNIC

2%

APNIC

RIPE NCC
19%

ARIN
63%

15%
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2-3-2 IPv6アドレス 

v6アドレスでは、最小割り振りサイズ(/32)を超えるサイズの割り振りが多く行われてい

少なく見えることに注意されたい。 

図1 率 

 
IP
る RIPE NCC及び APNICの占める割合が多い。ARINでは、割り振り組織数自体は多い
ものの、最小割り振りサイズを超える割り振りの数が RIPE NCC、APNICに比べると少な
い。このため、割り振り総量の比率で見た場合、ARINの割り振り量が実態に比べて非常に

 
6： RIRから LIR、ユーザへの IPv6アドレス割り振り総量比

AfriNIC
0.05%

ARIN
0.53%

LACNIC
0.21%

APNIC
37.42%

RIPE NCC
61.78%
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2-4 国・地域

ここでは、前項までの統計をさらに詳細に分析し、実際に RIRから LIR、エンドユーザに
割り振られた（割り当てられ アド 域別に集計したも

。 

2-4-1 I ス 

やはり米国への割り振り（割り当て）量が突出して多いことが分かる。 

年度 と比較すると、上 ・地域の 位は変わっていないが

体的 （割り当て）量が

図17： 割り当て済み IPv4 ドレス分  - 国・地域別 

別の IPアドレス分配状況 
 

対して た）IP レス数を、国・地 のを示

す

 
Pv4アドレ

 

 
昨 同時期の統計 位 10カ国 顔ぶれ、順 、

全 に割り振り 増えている。 
 

ア 配状況
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表19： 割り当て済み I レ 状 地域別 全リスト Pv4アド ス分配 況 - 国・

 
順位 国・地域 割当数  順位 国・地域 割当数 

1 米国(US) 1,376,1 7  32 Z) 4,294,52826,9 6 ﾁｪｺ(C

2 151,934,208  33 R) 4,007,日本(JP) ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ(A 424

3 EU(EU) 115,931,612  34 ) 3,633,408ﾁﾘ(CL

4 100,5 9  35 L) 3,502,中国(CN) 22,4 6 ｲｽﾗｴﾙ(I 272

5 93,966,33  36 ﾄﾞ(IE) 3,482,ｲｷﾞﾘｽ(GB) 0 ｱｲﾙﾗﾝ 944

6 69,863,16  37 3,456,ｶﾅﾀﾞ(CA) 8 ﾀｲ(TH) 768

7 ﾄﾞｲﾂ(DE) 63,796,84  38 T) 3,377,8 ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ(P 472

8 58,237,08  39 ﾙ(SG) 3,100,ﾌﾗﾝｽ(FR) 8 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰ 160

9 52,452,60  40 (HU) 2,993,韓国(KR) 8 ﾊﾝｶﾞﾘｰ 792

10 30,928,64  41 2,892,ｵｰｽﾄﾗﾘｱ(AU) 0 ﾏﾚｰｼｱ(MY) 800

11 19,269,37  42 E) 2,451,ﾌﾞﾗｼﾞﾙ(BR) 6 ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ(V 968

12 19,170,49  43 R) 2,424,ｲﾀﾘｱ(IT) 6 ｷﾞﾘｼｬ(G 576

13 ｽﾍﾟｲﾝ(ES) 18,963,744  44 ﾌｨﾘﾋﾟﾝ(PH) 2,201,856

14 18,606,50  45 O) 2,194,432ｵﾗﾝﾀﾞ(NL) 4 ｺﾛﾝﾋﾞｱ(C

15 台湾(TW) 18,297,60  46 ｳｸﾗｲﾅ(UA) 2,141,0 952

16 16,261,12  47 D) 2,011,ﾒｷｼｺ(MX) 0 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ(I 392

17 ｽｳｪｰﾃﾞﾝ(SE) 15,256,096  48 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ(BG) 1,916,672

18 14,379,27  49 N) 1,871,ﾛｼｱ(RU) 2 ﾍﾞﾄﾅﾑ(V 616

19 10,488,812  50 A) 1,452,ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ(PL) ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ(S 544

20 南ｱﾌﾘｶ共和国(ZA) 9,613,312 1  1,441, 5 ｴｼﾞﾌﾟﾄ(EG) 024

21 ) 8,516,99  52 ﾘﾄｱﾆｱ(LT) 1,304,192ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ(FI 2

22 ｲﾝﾄﾞ(IN) 8,294,912  53 ｺｽﾀﾘｶ(CR) 1,274,624

23 ﾃﾞﾝﾏｰｸ(DK) 7,546,112  54 ｱﾗﾌﾞ首長国連邦(AE) 1,230,848

24 中国(CH) 7,430,624  55 ｽﾛﾊﾞｷｱ(SK) 1,218,560

25 香港(HK) 6,743,552  56 ｲﾗﾝ(IR) 1,122,816

26 ｵｰｽﾄﾘｱ(AT) 6,459,360  57 ﾗﾄﾋﾞｱ(LV) 1,037,632

27 ﾉﾙｳｪｰ(NO) 6,251,808  58 ｽﾛﾍﾞﾆｱ(SI) 982,554

28 ﾄﾙｺ(TR) 6,023,872  59 ｴｽﾄﾆｱ(EE) 975,360

29 ﾍﾞﾙｷﾞｰ(BE) 5,075,072  60 ﾍﾟﾙｰ(PE) 970,496

30 ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ(NZ) 4,943,616  61 ﾊﾟﾅﾏ(PA) 816,384

31 ﾙｰﾏﾆｱ(RO) 4,611,200  62 旧ﾁｪｺｽﾛﾊﾞｷｱ(CS) 655,104
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順位 国・地域 割当数  順位 国・地域 割当数 

63 ﾁｭﾆｼﾞｱ(TN) 631,040  95 ﾍﾞﾗﾙｰｼ(BY) 156,672

64 ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ(IS) 589,824  96 ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ(MD) 145,664

65 ｸﾛｱﾁｱ(HR) 589,408  97 ﾏｶｵ(MO) 144,640

66 ﾓﾛｯｺ(MA) 585,984  98 ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ(TT) 137,984

67 ﾊﾟｷｽﾀﾝ(PK) 477,440  99 ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ(AZ) 133,120

68 ﾌﾟｴﾙﾄﾘｺ(PR) 466,944  100 ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ(UZ) 120,832

69 ｸｳｪｰﾄ(KW) 448,256  101 ｵﾗﾝﾀﾞ領ｱﾝﾃｨﾙ(AN) 118,784

70 ｱｼﾞｱ太平洋地域(AP) 421,120  102 ｼﾘｱ(SY) 115,712

71 ｳﾙｸﾞｱｲ(UY) 366,848  103 ﾊﾞｰﾚｰﾝ(BH) 114,688

72 ｷﾌﾟﾛｽ(CY) 366,624  104 ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ(MZ) 100,608

73 ｴｸｱﾄﾞﾙ(EC) 364,800  105 ｱﾙﾒﾆｱ(AM) 98,304

74 ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ(KZ) 361,984  106 ｷｭｰﾊﾞ(CU) 97,280

75 ﾎﾞﾘﾋﾞｱ(BO) 318,720  107 ｷﾙｷﾞｽﾀﾝ(KG) 94,208

76 ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ(BD) 300,544  108 ｶﾞｰﾅ(GH) 91,136

77 ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ(SV) 300,032  109 ﾌｨｼﾞｰ(FJ) 90,880

78 ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ(LU) 285,952  110 ﾓｰﾘｼｬｽ(MU) 89,856

79 ﾏﾙﾀ(MT) 285,696  111 ﾆｶﾗｸﾞｱ(NI) 89,600

80 ｱﾙｼﾞｪﾘｱ(DZ) 270,080  112 ﾊﾞﾙﾊﾞﾄﾞｽ(BB) 82,688

81 ｽﾘﾗﾝｶ(LK) 243,712  113 ｳｶﾞﾝﾀﾞ(UG) 82,176

ﾊﾟｷｽﾀﾝ(PS) 241,664  114 ｼﾞｬﾏｲｶ(JM) 81,40882 

ｶﾀｰﾙ(QA) 241,664  115 ﾓﾝｺﾞﾙ(MN) 79,872

84 ﾅｲｼﾞｪﾘｱ(NG) 228,352  116 ﾙﾜﾝﾀﾞ(RW) 77,824

85 ｸﾞｱﾃﾏﾗ(GT) 225,024  117 米領ﾊﾞｰｼﾞﾝ諸島(VI) 76,800

86 ﾄﾞﾐﾆｶ共和国(DO) 198,400  118 ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ(PY) 69,632

87 ﾖﾙﾀﾞﾝ(JO) 197,888  119 ｸﾞｱﾑ(GU) 67,840

88 ｸﾞﾙｼﾞｱ(GE) 196,608  120 ﾊﾞｰﾐｭｰﾀﾞ(BM) 67,072

ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ(BA) 194,560  121 ﾀﾝｻﾞﾆｱ(TZ) 66,56089 

ﾏｹﾄﾞﾆｱ(MK) 194,560  122 ﾓﾅｺ(MC) 64,576

91 ﾚﾊﾞﾉﾝ(LB) 186,368  ﾊﾞﾊﾏ(BS) 57,344

92 ﾌﾞﾙﾈｲ(BN) 172,544  

123 

ｽｰﾀﾞﾝ(SD) 57,344

93 ｵﾏｰﾝ(OM) 163,840  125 ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ(LI) 55,328

94 ｹﾆｱ(KE) 158,720  126 ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ(KH) 55,296
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順位 国・地域 割当数  順位 国・地域 割当数 

127 ﾈﾊﾟｰﾙ(NP) 51,712  ｾﾙﾋﾞｱ(RS) 16,384

128 ｺｰﾄｼﾞﾎﾞｱｰﾙ(CI) 49,152  

153 

ｻﾝﾏﾘﾉ(SM) 16,384

129 ｼﾞﾌﾞﾗﾙﾀﾙ(GI) 47,104  159 ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ(SZ) 13,056

130 ﾎﾝｼﾞｭﾗｽ(HN) 45,312  ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ(BF) 12,800

131 ｾﾈｶﾞﾙ(SN) 43,264  

160 

ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ(MV) 12,800

ｲﾗｸ(IQ) 43,008  162 ｻﾞﾝﾋﾞｱ(ZM) 12,544132 

ﾆｭｰｶﾚﾄﾞﾆｱ(NC) 43,008  ﾌﾞｰﾀﾝ(BT) 12,288

134 ﾅﾐﾋﾞｱ(NA) 39,680  ﾐｬﾝﾏｰ(MM) 12,288

135 ﾌﾗﾝｽ領ﾎﾟﾘﾈｼｱ(PF) 39,424  北ﾏﾘｱﾅ諸島(MP) 12,288

136 ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ(AF) 38,912  

163 

ﾄｰｺﾞ(TG) 12,288

137 ｶﾒﾙｰﾝ(CM) 36,096  167 ｽﾘﾅﾑ(SR) 11,264

138 ﾌｪﾛｰ諸島(FO) 33,792  168 ｶﾞﾝﾋﾞｱ(GM) 10,240

139 ﾍﾞﾘｰｽﾞ(BZ) 33,280  169 ｿﾛﾓﾝ諸島(SB) 8,704

ｱﾙﾊﾞﾆｱ(AL) 32,768  170 西ｻﾓｱ(WS) 8,448140 

ﾘﾋﾞｱ(LY) 32,768  ｸｯｸ諸島(CK) 8,192

ｱﾝﾃｨｸﾞｧ･ﾊﾞｰﾌﾞｰﾀﾞ

(AG) 
28,672

 
ﾓｰﾘﾀﾆｱ(MR) 8,192

142 

ﾊｲﾁ(HT) 28,672  ﾅｳﾙ(NR) 8,192

143 ｱﾝｺﾞﾗ(AO) 27,904  ﾂﾊﾞﾙ(TV) 8,192

144 ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ(ZW) 26,880  

171 

ﾊﾞﾁｶﾝ市国(VA) 8,192

145 ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ(PG) 26,368  176 ｾｲｼｪﾙ(SC) 7,168

ｱﾝﾄﾞﾗ(AD) 24,576  177 ﾚｿﾄ(LS) 6,400146 

ｲｴﾒﾝ(YE) 24,576  ﾍﾞﾅﾝ(BJ) 6,144

148 ｶﾞﾎﾞﾝ(GA) 23,040  

178 

ﾊﾞﾇｱﾂ(VU) 6,144

149 ﾗｵｽ(LA) 22,784  180 ﾄﾝｶﾞ(TO) 4,352

ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙ(MG) 20,480  ｱﾝｷﾞﾗ(AI) 4,096150 

ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ(TJ) 20,480  ｱﾒﾘｶﾝｻﾓｱ(AS) 4,096

151 ｱﾙﾊﾞ(AW) 18,432  ｵｰﾗﾝﾄﾞ諸島(AX) 4,096

152 ｼｴﾗﾚｵﾈ(SL) 17,408  ﾎﾞﾂﾜﾅ(BW) 4,096

ｴﾁｵﾋﾟｱ(ET) 16,384  ｼﾞﾌﾞﾁ(DJ) 4,096

ｸﾞﾘｰﾝﾗﾝﾄﾞ(GL) 16,384  ｴﾘﾄﾘｱ(ER) 4,096

ｶﾞｲｱﾅ(GY) 16,384  ｹｲﾏﾝ諸島(KY) 4,096

153 

ﾏﾘ(ML) 16,384  

181 

ﾊﾟﾗｵ(PW) 4,096
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順位 国・地域 割当数     

181 ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ(TM) 4,096    

英領ｲﾝﾄﾞ洋地域(IO) 723,0    

ｷﾘﾊﾞｽ(KI) 3,072    

190 

ﾏﾗｳｲ(MW) 2   3,07  

193 ) 2,304  ﾌﾞﾙﾝｼﾞ(BI   

中央ｱﾌﾘｶ共和国(CF) 82,04    

ﾐｸﾛﾈｼｱ(FM) 2,048    

ﾌﾗﾝｽ領ｷﾞｱﾅ(GF) 8   2,04  

194 

ｰ･ﾈｲﾋﾞｽ
 

ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧ

(KN) 
2,048

  

198  0   ﾉｰﾌｫｰｸ島(NF) 1,28  

ｺﾝｺﾞ民主共和国(CD) 41,02    

ｸﾞｱﾄﾞﾙｰﾌﾟ(GP) 41,02    

ｷﾞﾆｱﾋﾞｻｵ(GW) 41,02    

ﾘﾍﾞﾘｱ(LR) 4  1,02   

ﾆｳｴ(NU) 1,024    

199 

英領ﾊﾞｰｼﾞﾝ諸島(VG) 41,02    

ｸﾞﾚﾅﾀﾞ(GD) 625    

ｾﾝﾄﾙｼｱ(LC) 625    

205 

6   ﾆｼﾞｪｰﾙ(NE) 25  
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2-4-2 IPv6アドレス 

年同時期の統計と比較すると、上位 5 、 上位 10カ国
に新たにイタリア、ポーランドが入り、ノルウェー、米国が外れている。また、IPv6 ア
の り当てを受けた国・地域は、昨年同時期の 88から 103へ増加している

18： 割り当て済み IPv6 ドレス分 ・地域別 

 
昨 カ国 地域の順位は変わっていない。

ド

レス 割り振り、割 。 
 
 

図 ア 配状況 – 国
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表20： 割り当て済み IPv6アドレス分配状況 – 国・地域別 全リスト 

（単位：/32）
 

 

順位 国・地域 割当数  順位 国・地域 割当数 

1 9,571.1  28 11ﾄﾞｲﾂ(DE) ﾏﾚｰｼｱ(MY) .0 

2  8,230.0  9ﾌﾗﾝｽ(FR) ﾍﾞﾙｷﾞｰ(BE) .0 

3 7,272.4  ｴｽﾄﾆｱ(EE) 9.0 日本(JP) 

4 6,154.0  ﾛｼｱ’(RU) 9EU(EU) .0 

5 5,185.0  9韓国(KR) ﾀｲ(TH) .0 

6 4,128.0  

30 

(ZA) 9ｲﾀﾘｱ(IT) 南ｱﾌﾘｶ共和国 .0 

7 ｵｰｽﾄﾗﾘｱ(AU) 4,108.1  35 8香港(HK) .0 

8 2,308.0  R) 7.0 台湾(TW) ﾌﾞﾗｼﾞﾙ(B

9 2,071.0  7ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ(PL) ﾃﾞﾝﾏｰｸ(DK) .0 

10 561.0  7ｵﾗﾝﾀﾞ(NL) ｲﾗﾝ(IR) .0 

11 269.0  

36 

) 7ﾉﾙｳｪｰ(NO) ﾌｨﾘﾋﾟﾝ(PH .0 

12 241.0   6米国(US) ﾊﾝｶﾞﾘｰ(HU) .0 

13 101.0  6ｲｷﾞﾘｽ(GB) ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ(SG) .0 

14 60.0  

40 

ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ(VE) 6ｽｲｽ(CH) .0 

15 R) 31.0  ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ(LU) 5ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ(A .0 

中国(CN) 26.0  5.0 ﾍﾟﾙｰ(PE) 16 

ｵｰｽﾄﾘｱ(AT) 26.0  

43 

 5ﾙｰﾏﾆｱ(RO) .0 

18 24.0  4ｽｳｪｰﾃﾞﾝ(SE) ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ(BG) .0 

19 23.0   4ｶﾅﾀﾞ(CA) ｺﾛﾝﾋﾞｱ(CO) .0 

20 ｽﾍﾟｲﾝ(ES) 22.0  

46 

4ｽﾛﾊﾞｷｱ(SK) .0 

21  19.0  4ｳﾙｸﾞｱｲ(UY) ｲｽﾗｴﾙ(IL) .0 

22 16.0  ﾊﾟｷｽﾀﾝ(PK) 4ｱｼﾞｱ太平洋(AP) .0 

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ(FI) 15.0  4.0 ｽﾛﾍﾞﾆｱ(SI) 23 

15.0  

49 

ﾄﾙｺ(TR) 4ﾁｪｺ(CZ) .0 

ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ(IE) 14.0  3ﾁﾘ(CL) .0 25 

14.0  旧ﾁｪｺｽﾛﾊﾞｷｱ(CS) 3ｲﾝﾄﾞ(IN) .0 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ(ID) 13.0  3.0 ｷｭｰﾊﾞ(CU) 

ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ(NZ) 13.0  3ﾄﾞﾐﾆｶ共和国(DO) .0 

27 

13.0  3ﾒｷｼｺ(MX) ｴｼﾞﾌﾟﾄ(EG) .0 

28 ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ(PT) 11.0  

53 

ﾘﾄｱﾆｱ(LT) 3.0 

319 



 

 

順位 国・地域 割当数  順位 国・地域 割当数 

ﾏﾙﾀ(MT) 3.0  ｴｸｱﾄﾞﾙ(EC) 1.0 53 

ﾊﾟﾅﾏ(PA) 3.0  ｷﾞﾘｼｬ(GR) 1.0 

ｸﾛｱﾁｱ(HR) 2.0  ﾊｲﾁ(HT) 1.0 61 

ﾍﾞﾄﾅﾑ(VN) 2.0  ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ(IS) 1.0 

ｱﾙﾒﾆｱ(AM) 2.0  ｹﾆｱ(KE) 1.0 

ﾎﾞﾘﾋﾞｱ(BO) 2.0  ﾗﾄﾋﾞｱ(LV) 1.0 

ｺｽﾀﾘｶ(CR) 2.0  ﾓﾅｺ(MC) 1.0 

ｷﾌﾟﾛｽ(CY) 2.0  ﾏﾗｳｲ(MW) 1.0 

ｸﾞｱﾃﾏﾗ(GT) 2.0  ﾅｲｼﾞｪﾘｱ(NG) 1.0 

ﾓﾛｯｺ(MA) 2.0  ﾆｶﾗｸﾞｱ(NI) 1.0 

ﾏｶｵ(MO) 2.0  ｵﾏｰﾝ(OM) 1.0 

ﾓｰﾘｼｬｽ(MU) 2.0  ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ(PG) 1.0 

ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ(SA) 2.0  ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ(PY) 1.0 

63 

2.0  ｶﾀｰﾙ(QA) 1.0 ﾀﾝｻﾞﾆｱ(TZ) 

ｱﾝﾄﾞﾗ(AD) 1.0  ｽｰﾀﾞﾝ(SD) 1.0 

ｱﾗﾌﾞ首長国連邦(AE) 1.0  ｾﾈｶﾞﾙ(SN) 1.0 

ｵﾗﾝﾀﾞ領ｱﾝﾃｨﾙ(AN) 1.0  ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ(SV) 1.0 

ｱﾝｺﾞﾗ(AO) 1.0  ﾁｭﾆｼﾞｱ(TN) 1.0 

ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ(BD) 1.0  ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ(TT) 1.0 

ﾊﾞｰﾚｰﾝ(BH) 1.0  ｳｸﾗｲﾅ(UA) 1.0 

ﾊﾞｰﾐｭｰﾀﾞ(BM) 1.0  

73 

ﾊﾞﾁｶﾝ市国(VA) 1.0 

ｶﾒﾙｰﾝ(CM) 1.0  103 ﾌﾟｴﾙﾄﾘｺ(PR) 0.0 

73 

ｼﾞﾌﾞﾁ(DJ) 1.0     
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2-5 RIR別の AS番号分配状況 
 
ここでは、RIRからユーザに対し、実際に割り振られている AS番号数の統計を RIR毎に
示す。前項でも指摘しているが、ここでの数字は各 RIR が在庫としてユーザに未割り当て
の AS番号の数が集計されていないので、IANAから RIRへ割り振った数とは一致しない。 
 

図19： RIRからユーザへ行われた AS番号割り当て量 
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2-6 国・地域別の AS番号分配状況 
 
ここでは、前項までの統計をさらに詳細に分析し、実際に RIR からエンドユーザに対して
割り当てられた AS番号数を、国・地域別に集計したものを示す。 
 
米国に割り当てられた AS 番号が昨年同時期比で純減(-107)となっている一方、ロシア
(+318)、ウクライナ(+208)、イギリス(+173)の伸びが目立つ。日本は昨年度の 8 位から 11
位へと順位を下げている。 

 
図20： 割り当て済み AS番号分配状況 – 国・地域別 
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表21： 割り当て済み AS番号分配状況 – 国・地域別 全リスト 

 
順位 国・地域 割当数  順位 国・地域 割当数 

1 米国(US) 17,344  ｲﾝﾄﾞ(IN) 162 

2 ﾛｼｱ(RU) 1,562  

30 

台湾(TW) 162 

3 EU(EU) 1,432  32 ﾀｲ(TH) 159 

4 ｲｷﾞﾘｽ(GB) 1,334  33 ﾊﾝｶﾞﾘｰ(HU) 158 

5 ｶﾅﾀﾞ(CA) 1,141  34 ｷﾞﾘｼｬ(GR) 136 

6 ﾄﾞｲﾂ(DE) 1,132  35 ﾗﾄﾋﾞｱ(LV) 132 

7 ｳｸﾗｲﾅ(UA) 853  36 南ｱﾌﾘｶ共和国(ZA) 130 

8 ﾙｰﾏﾆｱ(RO) 780  37 ﾌｨﾘﾋﾟﾝ(PH) 129 

9 ｵｰｽﾄﾗﾘｱ(AU) 761  38 ﾁｪｺ(CZ) 123 

10 韓国(K)R 703  39 ﾃﾞﾝﾏｰｸ(DK) 120 

11 日本(JP) 687  40 ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ(FI) 113 

12 ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ(PL) 646  41 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ(SG) 110 

13 ｲﾀﾘｱ(IT) 473  42 ﾍﾞﾙｷﾞｰ(BE) 101 

14 ﾌﾗﾝｽ(FR) 457  43 ﾉﾙｳｪｰ(NO) 100 

15 ｵﾗﾝﾀﾞ(NL) 362  44 ｽﾛﾍﾞﾆｱ(SI) 95 

16 中国(CN) 358  45 ﾁﾘ(CL) 88 

17 ｽｲｽ(CH) 326  46 ﾘﾄｱﾆｱ(LT) 83 

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ(BR) 322  47 ｺﾛﾝﾋﾞｱ(CO) 80 18 

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ(SE) 322  48 ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ(IE) 73 

20 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ(BG) 291  49 ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ(BD) 64 

21 ｵｰｽﾄﾘｱ(AT) 285  50 ｽﾛﾊﾞｷｱ(SK) 58 

22 ﾄﾙｺ(TR) 260  51 ﾏﾚｰｼｱ(MY) 57 

23 香港(HK) 244  旧ﾁｪｺｽﾛﾊﾞｷｱ(CS) 54 

24 ｽﾍﾟｲﾝ(ES) 234  

52 

ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ(PT) 54 

25 ﾒｷｼｺ(MX) 203  54 ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ(VE) 49 

26 ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ(AR) 180  55 ﾊﾟﾅﾏ(PA) 48 

27 ｲｽﾗｴﾙ(IL) 178  56 ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ(SA) 47 

28 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ(ID) 177  ｱｼﾞｱ太平洋(AP) 45 

29 ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ(NZ) 173  

57 

ｷﾌﾟﾛｽ(CY) 45 

 



 

324 

 
 
順位 国・地域 割当数  順位 国・地域 割当数 

ｸﾛｱﾁｱ(HR) 45  ｽﾘﾗﾝｶ(LK) 12  

ｲﾗﾝ(IR) 45  ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ(SV) 12 

61 ﾍﾞﾗﾙｰｼ(BY) 40  

 

ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ(UZ) 12 

62 ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ(KZ) 36  ﾊﾞｰﾐｭｰﾀﾞ(BM) 11 

63 ｴｼﾞﾌﾟﾄ(EG) 35  ｶﾞｰﾅ(GH) 11 

64 ﾍﾞﾄﾅﾑ(VN) 32  ﾎﾝｼﾞｭﾗｽ(HN) 11 

65 ﾊﾟｷｽﾀﾝ(PK) 30  ｷﾙｷﾞｽﾀﾝ(KG) 11 

66 ﾌﾟｴﾙﾄﾘｺ(PR) 28  ﾊﾟﾚｽﾁﾅ(PS) 11 

ｴｸｱﾄﾞﾙ(EC) 24  

93 

ﾀﾝｻﾞﾆｱ(TZ) 11 67 

ﾅｲｼﾞｪﾘｱ(NG) 24  ﾎﾞﾘﾋﾞｱ(BO) 10 

ﾚﾊﾞﾉﾝ(LB) 23  ｱﾙｼﾞｪﾘｱ(DZ) 10 69 

ﾏﾙﾀ(MT) 23  

99 

ｼﾞｬﾏｲｶ(JM) 10 

ｴｽﾄﾆｱ(EE) 21  102 ﾆｶﾗｸﾞｱ(NI) 9 71 

ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ(IS) 21  ｱﾗﾌﾞ首長国連邦(AE) 8 

73 ｵﾗﾝﾀﾞ領ｱﾝﾃｨﾙ(AN) 20  ｺｽﾀﾘｶ(CR) 8 

74 ｸﾞﾙｼﾞｱ(GE) 19  

103 

ﾏｹﾄﾞﾆｱ(MK) 8 

ｹﾆｱ(KE) 18  ｱﾝｺﾞﾗ(AO) 7 75 

ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ(LU) 18  ｼﾞﾌﾞﾗﾙﾀﾙ(GI) 7 

ﾊﾞｰﾚｰﾝ(BH) 17  ﾊｲﾁ(HT) 7 77 

ﾍﾟﾙｰ(PE) 17  ﾓｰﾘｼｬｽ(MU) 7 

ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ(AZ) 16  

106 

ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ(PY) 7 

ｸﾞｱﾃﾏﾗ(GT) 16  ｷｭｰﾊﾞ(CU) 6 

ﾖﾙﾀﾞﾝ(JO) 16  ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ(LI) 6 

ｸｳｪｰﾄ(KW) 16  

111 

ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ(TT) 6 

ﾓﾝｺﾞﾙ(MN) 16  ｱﾙﾊﾞﾆｱ(AL) 5 

79 

ｳﾙｸﾞｱｲ(UY) 16  ﾎﾞﾂﾜﾅ(BW) 5 

85 ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ(BA) 15  ﾌｪﾛｰ諸島(FO) 5 

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ(KH) 14  ｸﾞｱﾑ(GU) 5 86 

ﾈﾊﾟｰﾙ(NP) 14  ﾓﾛｯｺ(MA) 5 

88 ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ(MD) 13  

114 

ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ(MZ) 5 

89 ｱﾙﾒﾆｱ(AM) 12  120 ﾊﾞﾊﾏ(BS) 4 
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順位 国・地域 割当数  順位 国・地域 割当数 

ﾍﾞﾘｰｽﾞ(BZ) 4  ﾙﾜﾝﾀﾞ(RW) 2 

ｶﾒﾙｰﾝ(CM) 4  ｾｲｼｪﾙ(SC) 2 

ﾄﾞﾐﾆｶ共和国(DO) 4  ｽｰﾀﾞﾝ(SD) 2 

ﾗｵｽ(LA) 4  ｼｴﾗﾚｵﾈ(SL) 2 

ﾅﾐﾋﾞｱ(NA) 4  ｻﾝﾏﾘﾉ(SM) 2 

ｶﾀｰﾙ(QA) 4  ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ(TJ) 2 

米領ﾊﾞｰｼﾞﾝ諸島(VI) 4  ﾄﾝｶﾞ(TO) 2 

120 

ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ(ZW) 4  ｳｶﾞﾝﾀﾞ(UG) 2 

ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ(AF) 3 

ｱﾒﾘｶﾝｻﾓｱ(AS) 3 

 ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄ及びｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸

島(VC) 
2 

ﾊﾞﾙﾊﾞﾄﾞｽ(BB) 3  英領ﾊﾞｰｼﾞﾝ諸島(VG) 2 

ﾌﾞﾙﾈｲ(BN) 3  ﾊﾞﾇｱﾂ(VU) 2 

ﾌﾞｰﾀﾝ(BT) 3  

 

ｲｴﾒﾝ(YE) 2 

ﾌｨｼﾞｰ(FJ) 3  ｱﾝﾄﾞﾗ(AD) 1 

ｸﾞｱﾄﾞﾙｰﾌﾟ(GP) 3  ｱﾝﾃｨｸﾞｧ･ﾊﾞｰﾌﾞｰﾀﾞ(AG) 1 

ﾚｿﾄ(LS) 3  ｱﾝｷﾞﾗ(AI) 1 

ﾏﾘ(ML) 3  ｵｰﾗﾝﾄﾞ諸島(AX) 1 

ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ(MV) 3  ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ(BF) 1 

ｼﾘｱ(SY) 3  ﾍﾞﾅﾝ(BJ) 1 

ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ(SZ) 3  ｸｯｸ諸島(CK) 1 

129 

ｱﾙﾊﾞ(AW) 2  ｼﾞﾌﾞﾁ(DJ) 1 

ｺｰﾄｼﾞﾎﾞｱｰﾙ(CI) 2  ﾄﾞﾐﾆｶ(DM) 1 

ｶﾞﾎﾞﾝ(GA) 2  ｴﾘﾄﾘｱ(ER) 1 

ﾌﾗﾝｽ領ｷﾞｱﾅ(GF) 2  ｴﾁｵﾋﾟｱ(ET) 1 

ｲﾗｸ(IQ) 2  ﾐｸﾛﾈｼｱ(FM) 1 

ｹｲﾏﾝ諸島(KY) 2  ｸﾞﾚﾅﾀﾞ(GD) 1 

ﾐｬﾝﾏｰ(MM) 2  ｸﾞﾘｰﾝﾗﾝﾄﾞ(GL) 1 

ﾏｶｵ(MO) 2  ｶﾞﾝﾋﾞｱ(GM) 1 

ﾏﾗｳｲ(MW) 2  ｶﾞｲｱﾅ(GY) 1 

ﾆｭｰｶﾚﾄﾞﾆｱ(NC) 2  英領ｲﾝﾄﾞ洋地域(IO) 1 

141 

ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ(PG) 2  

164 

ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｲﾋﾞｽ(KN) 1 

 



 

326 

 
順位 国・地域 割当数 

ﾘﾋﾞｱ(LY) 1 

ﾏｰｼｬﾙ諸島(MH) 1 

北ﾏﾘｱﾅ諸島(MP) 1 

ﾓｰﾘﾀﾆｱ(MR) 1 

ﾉｰﾌｫｰｸ島(NF) 1 

ｵﾏｰﾝ(OM) 1 

ﾌﾗﾝｽ領ﾎﾟﾘﾈｼｱ(PF) 1 

ﾊﾟﾗｵ(PW) 1 

ｽﾘﾅﾑ(SR) 1 

ﾀｰｸｽ諸島・ｶｲｺｽ諸島(TC) 1 

ﾄｰｺﾞ(TG) 1 

東ﾃｨﾓｰﾙ(TL) 1 

ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ(TM) 1 

ﾁｭﾆｼﾞｱ(TN) 1 

西ｻﾓｱ(WS) 1 

164 

ｻﾞﾝﾋﾞｱ(ZM) 1 
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